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ベント実施時の放射線監視測定の考え方について 

 

 (1) 第１ベントフィルタ出口放射線モニタの計測範囲 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタの計測範囲と計測範囲の設定の考え方

は，表１のとおりである。 

 

表１ 計測範囲とその考え方 

名称 計測範囲 取付箇所 
計測範囲の設定の考え

方 

第１ベントフィルタ

出口放射線モニタ

（高レンジ） 

10－２Sv／h～ 

10５Sv／h 

第１ベントフ

ィルタ格納槽

内 

系統運転中における放

射性物質濃度を確認す

るため，想定される放射

性物質がフィルタ装置

出口配管に内包された

時の最大の放射線量率

を計測できる範囲とす

る。なお，高レンジ用は

炉心損傷している場合

に，低レンジ用は炉心損

傷していない場合を想

定して設定する。 

第１ベントフィルタ

出口放射線モニタ

（低レンジ） 

10－３mSv／h～ 

10４mSv／h 

屋外 

 

 

ａ．ベント実施に想定される線量率について 

ベント実施時に想定される最大の線量率を評価するために必要な評価条件

を表２に示す。また，表２の評価条件に基づく評価結果を表３に示す。第１

ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ）の計測範囲の上限値である

1.0×10５Sv／h は，ベント実施時に想定される最大線量率 1.6×10１Sv／h に

対し，余裕があり，計測可能である。 
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表２ 評価条件 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価対象核種 

希ガス類（Kr-83m，Kr-85m，

Kr-85，Kr-87，Kr-88，Xe-131m，

Xe-133m， Xe-133， Xe-135m，

Xe-135，Xe-138） 

大気に放出される放射

性物質のうち，線量率が

支配的となる核種を選

定 

（後述ｂ項参照） 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 

原子炉の放射性物質の

内蔵量が最も多くなる

状態を選定 

炉心から格納容器

への移行割合（希ガ

ス） 

100％ 
ＭＡＡＰ解析結果に基

づき設定 

格納容器から原子

炉建物への漏えい 
考慮しない 

格納容器フィルタベン

ト系による大気への放

出量を多く見積もるた

め 

ベント開始時間 事象発生から 1時間後 

開始時刻が遅れるほど

希ガスが減衰するため，

保守的に設定 

評価モデル 図１のとおり 

第１ベントフィルタ出

口放射線モニタ（高レン

ジ）の設置位置（図２）

をモデル化 

線量評価コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 
現行許認可（添十）と同

じ 
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図１ 評価モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ）位置図 

 

 

表３ 評価結果 

評価対象核種 
線量率 

（Sv／h） 

Kr-83m 1.9E-19 

Kr-85m 6.0E-01 

Kr-85 4.4E-04 

Kr-87 2.1E+00 

Kr-88 8.7E+00 

Xe-131m 4.3E-04 

Xe-133m 1.9E-02 

Xe-133 1.6E-01 

Xe-135m 1.4E+00 

Xe-135 2.1E+00 

Xe-138 8.8E-01 

合 計 1.6E+01 

 

 

 

 

 

 

 

フィルタ装置出口配管 

検出器 
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ｂ．評価対象核種の考え方 

格納容器フィルタベント系を通じて格納容器内の放射性物質が大気へ放出

される際，希ガス及びよう素を除く放射性物質はベントフィルタの除去効果を

大きく受けるため，大気へ放出される主な放射性物質は希ガス及びよう素とな

る。 

表４に示す評価条件を用いて希ガス及びよう素の線量率を評価した結果，表

５のとおり希ガスの線量率は，よう素に比べて 60 倍程度高く，放射線モニタ

測定値は希ガスからの寄与が支配的であるため，希ガスを評価対象核種とする。 

 

表４ 評価条件（1／2） 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価事象 

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交

流動力電源喪失」（残留熱代替除

去系を使用しない場合） 

格納容器破損防止対策

の有効性評価で想定す

る格納容器破損モード

のうち，希ガス類及び

よう素の放出量が最も

多くなる事故シーケン

スとして，ベントの実

施時間が最も早くなる

事故シーケンスを選定 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 

原子炉の放射性物質の

内蔵量が最も多くなる

状態を選定 

評価対象核種 

希ガス類：Kr-83m，Kr-85m，

Kr-85，Kr-87，Kr-88，

Xe-131m ， Xe-133m ，

Xe-133 ， Xe-135m ，

Xe-135，Xe-138 

よう素：Ｉ-131，Ｉ-132，Ｉ-133， 

Ｉ-134，Ｉ-135 

大気に放出される放射

性物質のうち，線量当

量率が支配的となる核

種を選定 

炉心から格納容器へ

の移行割合 

希ガス：100％ 

よう素：80％ 

ＭＡＡＰ解析結果に基

づき設定 

よう素の形態 

有機よう素 ：4％ 

無機よう素 ：91％ 

粒子状よう素：5％ 

Ｒ．Ｇ．1.195※1に基づ

き設定 

格納容器内での除去

効果（希ガス及び有

機よう素） 

考慮しない 保守的に設定 
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項目 評価条件 評価条件の考え方 

格納容器内での除去

効果（無機よう素） 

沈着による除去係数：200 

CSE 実験及び Standard 

Review Plan 6.5.2※2に

基づき設定 

サプレッション・プール水での

スクラビングによる除去係数：5 

 

Standard Review Plan 

6.5.5※3に基づき設定 

格納容器内での除去

効果（粒子状よう素） 
無機よう素と同じ 

無機よう素よりも沈着

等による除去効果が大

きいが，保守的に無機

よう素と同じとする。 

 

表４ 評価条件（2／2） 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

ベント開始時間 事象発生から 32 時間後 ＭＡＡＰ解析結果 

ベントフィルタ除去

係数 

希ガス   ：１ 

有機よう素 ：50 

無機よう素 ：100 

粒子状よう素：1,000 

設計値に基づき設定 

評価モデル 図１のとおり 

第１ベントフィルタ出

口放射線モニタ（高レ

ンジ）の設置位置（図

２）をモデル化 

線量評価コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 
現行許認可（添十）と同

じ 

※１ Regulatory Guide 1.195, “Methods and Assumptions for Evaluating 

Radiological Consequences of Design Basis Accidents at Light-Water 

Nuclear Power Reactors”,May 2003 

※２ Standard Review Plan6.5.2,“Containment Spray as a Fission 

Product Cleanup System”,March 2007 

※３ Standard Review Plan6.5.5,“Pressure Suppression Pool as a 

Fission Product Cleanup System”,March 2007 

 

 

 

 

別紙30-6



表５ 評価結果 

ベント 

開始時間 

希ガス 

線量率① 

（Sv／h） 

よう素 

線量率② 

（Sv／h） 

①／② 

事象発生から 

32 時間後 
1.4×10０ 2.2×10－２ 6.4×10１ 

 

(2) フィルタを通過した放射性物質が第１ベントフィルタ出口放射線モニタ近

傍の配管に付着した場合の影響について 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタはフィルタ装置出口の配管外側から

計測となるため，フィルタ装置出口配管内に付着した放射性物質の影響を受け

る。そのため，ベント終了後に残る放射線モニタ指示値から配管付着分を評

価し，ベント中の放射線モニタ指示値から差し引くことで配管付着影響を除

去することができる。 

表４の評価条件（希ガスは配管付着しないため，よう素に係る評価条件の

み）及びフィルタ装置出口配管への放射性物質付着率を「放射性物質の通過

量に対して 100m 当たり 10％が配管内に均一に付着する」とした場合の評価

結果は，9.6mSv／h である。 

 

(3) 線量率から放射性物質濃度への換算の考え方 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタでの計測値（ガンマ線強度）は，フィ

ルタ装置出口配管内の放射性物質の核種及びその放射性物質濃度により決ま

る値である。あらかじめ，フィルタ装置出口配管内の放射性物質濃度と線量率

により，換算係数を定めておくことで，事故時の第１ベントフィルタ出口放射

線モニタの指示値からフィルタ装置出口配管内の放射性物質濃度を把握する

ことができる。 

表４の評価条件において評価した第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高

レンジ）の換算係数を表６に示す。なお，換算係数の算出過程を以下に示す。 

① 平衡炉心（サイクル末期）における核種ごとの炉内希ガスの総量（①）

を解析により算出する。 

② ベント開始時間までの減衰を考慮した核種ごとの希ガスの総量（②）を

算出する。 

③ 格納容器空間体積（12,600m３）から核種ごとの希ガス量を除し，核種ご

との放射性物質濃度の合計（③）を算出する。 

④ 上記③の核種ごとの放射性物質濃度にγ線放出割合を乗じて算出したγ

線線源強度と図１の評価モデルから核種ごとの線量率の合計（④）を算

出する。 

⑤ 上記③で求めた放射線物質濃度の合算値を④で求めた線量率の合算値で

除すことで，換算係数を算出する。 
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表６ 換算係数の算出 

炉停止時 

内蔵量① 

（Bq） 

32 時間後 

減衰値② 

（Bq） 

放射性物質 

濃度③ 

（Bq／cm３） 

線量率④ 

（Sv／h） 

換算係数 

（（Bq／cm３）／（Sv／h）） 

1.6×1019 5.7×1018 4.5×10８ 1.4×10０ 3.3×10８ 

 

表６の換算係数は，原子炉停止から 32 時間後にベントを開始した場合の換

算係数であり，核種の減衰により換算係数は変化するため，同様の手法で算出

した換算係数の時間変化は図３のグラフのとおりとなる。実際の運用では，手

順書に代表的な時間における換算係数を表として備えるなどして適切な評価

ができるように準備する。また，建屋外の第１ベントフィルタ出口放射線モニ

タ（低レンジ）についても，同様の方法で換算係数を算出し，上記の評価がで

きるように準備する。 

なお，事故後に当該事故の状態を詳細に把握し，換算係数の再評価を実施す

ることにより，第１ベントフィルタ出口放射線モニタの指示値（Sv／h）の記

録から，より精度の高い放射性物質濃度（Bq／cm３）を評価することが可能で

ある。 

 

図３ 換算係数の時間推移 
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(4) 放射性物質の放出量の推定方法 

ａ．格納容器雰囲気放射線モニタによる推定方法 

格納容器雰囲気放射線モニタは，格納容器内に存在する放射性物質からの

放射線を測定するものである。格納容器内には，気相部に浮遊している放射

性物質と構造物等に沈着した放射性物質が存在しており，ベント時に放出さ

れる放射性物質濃度を把握することで，放射性物質の放出量を推定する。以

下に格納容器雰囲気放射線モニタによる推定方法を示す。 

 

○事前準備事項 

   ① 平衡炉心（サイクル末期）における核種ごとの炉内内蔵量（Bq）を解

析にて求める。 

   ② ベント開始時間までの減衰を考慮した核種ごとの存在量（Bq）を算出

する。 

   ③ ＭＡＡＰコードを用い，代表的な重大事故時想定※１における主要な放

射性物質の格納容器内への移行割合（気相部への移行割合，沈着割合）

を求め，①及び②で算出した核種ごとの存在量（Bq）より壁面沈着分

の放射能量（Bq）及び気相部の放射能量（Bq）を評価する。 

   ④ 検出器位置周辺に沈着した放射能量（Bq）及び気相部の放射能量（Bq）

から検出器への線量の寄与（Sv／h）について，検出器の周辺の構造を

考慮した線量評価モデルを用いて評価する。 

   ⑤ 上記の評価結果を用い，「格納容器気相部に存在する放射能量（Bq）及

び検出器位置での線量率（Sv／h）」をあらかじめ用意する。 

 

○放射性物質の推定方法 

   ① プラントデータを確認し，事前に評価する代表的な重大事故時想定※１の

中より最も事象進展が近いものを選定する。 

   ② 格納容器雰囲気放射線モニタの指示値（Sv／h）に対し，事前に評価し

た代表的な重大事故時想定における「格納容器気相部に存在する放射

能量（Bq）及び検出器位置での線量率（Sv／h）」を基に，格納容器気

相部に浮遊する放射能量（Bq）を比例計算にて求める。 

   ③ ②より求めた格納容器気相部内の放射能量（Bq）に格納容器フィルタ

ベント系，サプレッション・プールにおけるスクラビングの除去係数

を考慮し放出放射能量（Bq）を求める。 

    ※1 事前に評価する代表的な重大事故時想定として，格納容器内の放射

性物質の存在割合に大きく影響するＬＯＣＡの発生の有無等を考慮

した複数ケースを評価する。事故時においてはプラントデータを確

認し，評価ケースの中より最も近い事象進展を選定し評価を行う。

なお，上記手順は，格納容器フィルタベント系の使用の可能性があ

る場合において，その影響（概算）を早期に確認するための手法で
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ある。そのため，詳細な値は事故後に得られた詳細な事象進展，デ

ータを用いて確認する必要がある。 

 

ｂ．第１ベントフィルタ出口放射線モニタによる推定方法 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタは，フィルタ装置出口配管に設置さ

れており，ベントによる放射性物質からの放射線を測定するものである。ベ

ント中に放出される放射性物質濃度とベントガス流量を把握することで，放

射性物質の放出量を推定する。以下に第１ベントフィルタ出口放射線モニタ

による推定方法を示す。 

 

○事前準備事項 

(3)項で示す手法で算出した「換算係数（（Bq／cm３）／（Sv／h））」をあらか

じめ用意する。なお，核種の減衰により換算係数は変化するため，代表的な時

間における同様な手法で算出した換算係数を表として備えるなどの対応をあ

らかじめ用意する。 

 

○放射性物質の推定方法 

   ① 第１ベントフィルタ出口放射線モニタの指示値（Sv／h）に対し，事前

に評価した「換算係数（（Bq／cm３）／（Sv／h））」を乗じ，放射性物質

濃度（Bq／cm３）を求める。 

   ② ①で求めた放射性物質濃度（Bq／m３）に格納容器圧力から推定される

ベントガス流量（m３／h）を乗じ，放出速度（Bq／h）を求める。 

   ③ ②の放出速度（Bq／h）をベント実施期間で積分することにより，放出

放射能量（Bq）を求める。 

   ④ 事故後に換算係数を再評価し，また，配管付着分のバックグランドを

差し引くことで，より精度の高い放出放射能量（Bq）を求める。 
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別紙 31 

 

電源構成の考え方について 

 

(1) 電源系統の構成 

   格納容器フィルタベント系の隔離弁及び計装設備の重大事故等時における

電源構成は，以下のとおり。 

ａ．常設代替交流電源設備 

常設代替交流電源設備として，ガスタービン機関及び発電機を搭載した

ガスタービン発電機を設置する。本設備は，ガスタービン発電機の遠隔起

動操作スイッチにより中央制御室からの起動を可能とする。 

ｂ．可搬型代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備として，ディーゼル機関及び発電機を搭載した

高圧発電機車を配備する。本設備は，常設代替交流電源設備と異なる場所

に分散して配備する。接続口は，原子炉建物の西側，南側及びガスタービ

ン発電機建物の南側に位置的分散を考慮して設置することで，共通要因に

より接続することができなくならないようにする。 

ｃ．常設代替直流電源設備 

常設代替直流電源設備として，ＳＡ用 115V 系蓄電池を設置する。本設備

は，重大事故等対処設備専用の蓄電池であり，所内常設蓄電式直流電源設

備とは位置的分散を図る。本系統は，常設代替交流電源設備，可搬型代替

交流電源設備又は可搬型直流電源設備による電源の給電が開始されるまで

の期間も格納容器フィルタベント系の計装設備に，24 時間にわたり電源を

給電できる容量を有している。 

ｄ．可搬型直流電源設備 

可搬型直流電源設備として，高圧発電機車及び常設充電器を配備し電源

を給電する。 

 

(2) 電源種別ごとの電源給電範囲 

ａ．常設代替交流電源設備による電源給電範囲 

常設代替交流電源設備により，ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：

MV217-5，第２弁：MV217-18，第２弁：MV217-23，第３弁：MV226-13），ド

レン移送ポンプ，格納槽排水ポンプ，ベントフィルタ１次ドレン弁，循環

ライン止め弁，ドレン移送ライン連絡弁，薬液貯蔵タンク出口弁，フィル

タ装置周り計装設備，第１ベントフィルタ出口水素濃度，スクラバ水ｐＨ

及び第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電

が可能である。 

電源給電範囲を図１～図２に，負荷一覧を表１に示す。 
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図１ 常設代替交流電源設備による電源給電範囲（交流電源） 
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図２ 常設代替交流電源設備による電源給電範囲（直流電源） 
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表１ 常設代替交流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 ベント弁（第１弁：MV217-4） 1.4kW  

2 ベント弁（第１弁：MV217-5） 1.4kW  

3 ベント弁（第２弁：MV217-18） 0.72kW  

4 ベント弁（第２弁：MV217-23） 0.72kW  

5 ベント弁（第３弁：MV226-13） 0.72kW  

6 ドレン移送ポンプ 約 11kW  

7 格納槽排水ポンプ 約 30kW  

8 ベントフィルタ１次ドレン弁 0.43kW  

9 循環ライン止め弁 0.43kW  

10 ドレン移送ライン連絡弁 0.43kW  

11 薬液貯蔵タンク出口弁 0.13kW  

12 フィルタ装置廻り計装設備 約 0.1kW  

13 第１ベントフィルタ出口水素濃度 約 25kW  

14 スクラバ水ｐＨ 約 21kW 
サンプリングポ

ンプ含む 

15 
第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
約 0.2kW  

合 計 約 95kW※1  

  ※1 常設代替交流電源設備の設備容量は 4,800kW（6,000kVA）とし，負荷容量約 95kW に

対して必要十分な容量とする。 

 

 

ｂ．可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲 

可搬型代替交流電源設備により，ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：

MV217-5，第２弁：MV217-18，第２弁：MV217-23，第３弁：MV226-13），ド

レン移送ポンプ，格納槽排水ポンプ，ベントフィルタ１次ドレン弁，循環

ライン止め弁，ドレン移送ライン連絡弁，薬液貯蔵タンク出口弁，フィル

タ装置周り計装設備，第１ベントフィルタ出口水素濃度，スクラバ水ｐＨ

及び第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電

が可能である。 

電源給電範囲を図３～図４に，負荷一覧を表２に示す。 
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図３ 可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲（交流電源） 
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図４ 可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲（直流電源） 
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表２ 可搬型代替交流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 ベント弁（第１弁：MV217-4） 1.4kW  

2 ベント弁（第１弁：MV217-5） 1.4kW  

3 ベント弁（第２弁：MV217-18） 0.72kW  

4 ベント弁（第２弁：MV217-23） 0.72kW  

5 ベント弁（第３弁：MV226-13） 0.72kW  

6 ドレン移送ポンプ 約 11kW  

7 格納槽排水ポンプ 約 30kW  

8 ベントフィルタ１次ドレン弁 0.43kW  

9 循環ライン止め弁 0.43kW  

10 ドレン移送ライン連絡弁 0.43kW  

11 薬液貯蔵タンク出口弁 0.13kW  

12 フィルタ装置廻り計装設備 約 0.1kW  

13 第１ベントフィルタ出口水素濃度 約 25kW  

14 スクラバ水ｐＨ 約 21kW 
サンプリングポ

ンプ含む 

15 
第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
約 0.2kW  

合 計 約 95kW※1  

  ※1 可搬型代替交流電源設備の設備容量は，高圧発電機車３台分の 1,200kW（1,500kVA）

とし，負荷容量約 95kW に対して必要十分な容量とする。 
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ｃ．常設代替直流電源設備による電源給電範囲 

常設代替直流電源設備により，フィルタ装置周り計装設備及び第１ベント

フィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電が可能である。 

ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，第２弁：MV217-18，第２

弁：MV217-23，第３弁：MV226-13），ドレン移送ポンプ，格納槽排水ポンプ，

ベントフィルタ１次ドレン弁，循環ライン止め弁，ドレン移送ライン連絡弁，

薬液貯蔵タンク出口弁，第１ベントフィルタ出口水素濃度及びスクラバ水ｐ

Ｈについては交流機器であり，常設代替直流電源設備から給電はできない。 

なお，ドレン移送ポンプ，排水ポンプ及び第１ベントフィルタ出口水素濃

度については，使用時期は事故収束時となり，時間的余裕があることから，

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が十分可能

である。また，スクラバ水ｐＨについては，系統待機時及び事故収束時に使

用すること，ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，第２弁：MV217-18，

第２弁：MV217-23，第３弁：MV226-13）については，遠隔手動弁操作機構が

付いており，手動での開閉操作が可能である。 

電源給電範囲を図５に，負荷一覧を表３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 常設代替直流電源設備による電源給電範囲 
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 表３ 常設代替直流電源設備による負荷一覧  

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 ベント弁（第１弁：MV217-4） －  

2 ベント弁（第１弁：MV217-5） －  

3 ベント弁（第２弁：MV217-18） －  

4 ベント弁（第２弁：MV217-23） －  

5 ベント弁（第３弁：MV226-13） －  

6 ドレン移送ポンプ －  

7 格納槽排水ポンプ －  

8 ベントフィルタ１次ドレン弁 －  

9 循環ライン止め弁 －  

10 ドレン移送ライン連絡弁 －  

11 薬液貯蔵タンク出口弁 －  

12 フィルタ装置廻り計装設備 約１A  

13 第１ベントフィルタ出口水素濃度 －  

14 スクラバ水ｐＨ － 
サンプリングポ

ンプ含む 

15 
第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
約２A  

合 計 約３A 約 90Ah※1 

  ※1 24 時間使用した場合の容量 

常設代替直流電源設備の設備容量は 1,500Ah とし，負荷容量 90Ah に対して必要十分

な容量とする。 
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遮断器「切」 

【凡例】 

蓄電池 

配線用遮断器 

メカニカル 

インターロック 

切替スイッチ 

ｄ．可搬型直流電源設備による電源給電範囲 

可搬型直流電源設備により，フィルタ装置周り計装設備及び第１ベントフ

ィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電が可能である。 

ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，第２弁：MV217-18，第２

弁：MV217-23，第３弁：MV226-13），ドレン移送ポンプ，格納槽排水ポンプ，

ベントフィルタ１次ドレン弁，循環ライン止め弁，ドレン移送ライン連絡弁，

薬液貯蔵タンク出口弁，第１ベントフィルタ出口水素濃度及びスクラバ水ｐ

Ｈについては交流機器であり，可搬型直流電源設備から給電はできない。 

なお，ドレン移送ポンプ，排水ポンプ及び第１ベントフィルタ出口水素濃

度については，使用時期は事故収束時となり，時間的余裕があることから，

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が十分可能

である。また，スクラバ水ｐＨについては，系統待機時及び事故収束時に使

用すること，ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，第２弁：MV217-18，

第２弁：MV217-23，第３弁：MV226-13）については，遠隔手動弁操作機構が

付いており，手動での開閉操作が可能である。 

電源給電範囲を図６に，負荷一覧を表４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 可搬型直流電源設備による電源給電範囲 
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表４ 可搬型直流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 ベント弁（第１弁：MV217-4） －  

2 ベント弁（第１弁：MV217-5） －  

3 ベント弁（第２弁：MV217-18） －  

4 ベント弁（第２弁：MV217-23） －  

5 ベント弁（第３弁：MV226-13） －  

6 ドレン移送ポンプ －  

7 格納槽排水ポンプ －  

8 ベントフィルタ１次ドレン弁 －  

9 循環ライン止め弁 －  

10 ドレン移送ライン連絡弁 －  

11 薬液貯蔵タンク出口弁 －  

12 フィルタ装置廻り計装設備 約１A  

13 第１ベントフィルタ出口水素濃度 －  

14 スクラバ水ｐＨ － 
サンプリングポ

ンプ含む 

15 
第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
約２A  

合 計 約３A 約 90Ah※1 

 

  ※1 可搬型直流電源設備の設備容量は，常設充電器の定格出力 200A とし，負荷容量３A

に対して必要十分な容量とする。 
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(3) 可搬型代替電源設備のアクセス性について  

可搬型代替電源設備である高圧発電機車のアクセスルートについては，想定

される重大事故等が発生した場合においても，保管場所から使用箇所まで複数

のアクセスルートを確保している。 

常設設備との接続部についても，共通要因によって接続することができなく

なることを防止するため，原子炉建物西側並びに南側の異なる場所に分散配置

している。 
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(4) 電気設備の地絡・短絡対策 

電気設備には，ベントに必要な隔離弁及び計測設備とは別の負荷にて地絡又

は短絡が発生した場合にも，その影響がベントに必要な隔離弁及び計測設備へ

波及しないように保護継電器を設け，地絡又は短絡を検知して電源系統より故

障点を隔離するよう設計する。（図７） 

高圧発電機車を使用している場合に，短絡・地絡や過負荷による過電流が発

生した時は，高圧発電機車に設置している地絡過電圧継電器により検知・遮断

する設計としている。 

保護継電器は，接続先である所内電気設備と保護協調を図った設計としてい

る。 

 

図７ 電源設備の地絡，短絡対策 

 

ベントに必要とな

らない負荷及び電

路で地絡・短絡が

発生 

 

保護継電器により

地絡・短絡を検知 

 

保護継電器により

遮断器開放信号確

立 

 

対象遮断器を開放

し，系統より事故

点を隔離すること

で給電継続 

 

電気設備における

事故点隔離の流れ 

 

凡例 

   ：給電継続可能範囲 

   ：隔離範囲 

   ：遮断器「閉」 

   ：遮断器「開」 

   ：地絡･短絡箇所 
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(5) 常設設備との接続部の浸水対策について 

発電所は防波壁等を設置することで，基準津波に対して防護されており，基

準津波が敷地に遡上して，高圧発電機車の保管場所及び接続口が浸水すること

はない。 

なお，接続口は屋外盤に収納されており，ケーブル接続時も接続口へ雨水等

の被水はない設計としている。 
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別紙 32 

窒素供給装置の容量について 

 

 可搬式窒素供給装置の窒素容量は，下記①②を考慮して設定している。 

① 残留熱代替除去系又は残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱を

実施した場合，可搬式窒素供給装置を用いて格納容器内へ窒素を注入し，酸

素濃度を５％（水素を燃焼させる下限濃度）未満に維持 

② ベント停止後の格納容器フィルタベント系における水素滞留防止のため，窒

素の供給を行い，格納容器フィルタベント系の系統内の水素濃度を4％（水

素の可燃限界温度）未満あるいは酸素濃度を5％（水素を燃焼させる下限濃

度）未満に維持 

 可搬式窒素供給装置の主要な仕様を表１に示す。 

 

表１ 可搬式窒素供給装置の主要仕様 

窒素容量 約100 m3/h[normal] 

窒素純度 約99.9vol％ 

窒素供給圧力 0.6MPa以上 

 

以下に，可搬式窒素供給装置の窒素供給量の設定について示す。 

 

(1) 格納容器における可搬式窒素供給装置の容量 

可搬式窒素供給装置は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，水の放射

線分解によって発生する酸素の濃度上昇を抑制可能な設計とし，残留熱代替除去

系又は残留熱除去系による除熱を開始した時点で原子炉格納容器内への窒素供

給を実施する。 

有効性評価シナリオ「水素燃焼」において，設計基準事故等対処設備である可

燃性ガス濃度制御系の性能評価で使用しているＧ値を採用した場合のドライウ

ェル及びサプレッション・チェンバの気相濃度の推移を図１及び図２に示す。事

象発生 12 時間後にドライウェルへの窒素供給を開始し，100 m3/h[normal]にて窒

素供給を実施する。事象発生約 85 時間後にドライウェルの酸素濃度がドライ条

件で 4.4vol％にと達すれば，格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器

内の水素及び酸素を排出することによって，原子炉格納容器内の酸素濃度は低下

し，事象発生から 168 時間後においても，原子炉格納容器の酸素濃度が可燃限界

である 5.0vol％に到達することはない。 
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図１ 「水素燃焼」において可燃性ガス濃度制御系の性能評価で使用している 

Ｇ値を採用した場合のドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

図２ 「水素燃焼」において可燃性ガス濃度制御系の性能評価で使用している 

Ｇ値を採用した場合のサプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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(2) 格納容器フィルタベント系における可搬式窒素供給装置の容量 

可搬式窒素供給装置の容量は，格納容器過圧・過温破損シーケンス（冷却材喪

失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）における

格納容器内の水素発生量に対して，系統内の水素濃度を可燃限界である４%未満

に希釈できる十分な窒素供給量とするよう設定している。 

計算条件を以下に示す。 

・水素発生量は事象発生７日後を想定し，約 1.3 m3/h[normal]とする。 

・酸素発生量は事象発生７日後を想定し，約 0.65 m3/h[normal]とする。 

 

 

必要窒素供給量＝（水素発生量－水素発生量×0.04－酸素発生量×0.04）/0.04 

＝（1.3－1.3×0.04－0.65×0.04）/0.04  

＝ 30.6  (m3/h[normal]) 

 

可搬式窒素供給装置の容量は，上記の必要窒素供給量に余裕を見込み，100 

m3/h[normal]と設定している。容量設定においてはベントガスの蒸気発生量を考

慮していないため，十分保守的な設定である。 

なお，系統内の全空間容積は約 202 m3であり，窒素供給量 100 m3/h[normal]で

約７時間通気することで，系統内の酸素濃度を５％から１％まで低下させること

が可能である。 
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別紙 33 

エアロゾルの密度の変化が慣性衝突効果に与える影響について

Framatome 社（旧 AREVA 社）製のフィルタ装置は，ベンチュリスクラバと金属フ

ィルタを組み合わせてエアロゾルを捕集するが，このうちベンチュリスクラバは，

慣性衝突効果を利用してエアロゾルを捕集することから，エアロゾルの密度によ

って，除去効率への影響があらわれることが考えられる。しかし，重大事故等時

に格納容器に発生するエアロゾルの密度の変化に対して，ベンチュリスクラバの

除去効率の関係式（参考図書１）を用いて除去効率に与える影響を評価した結果，

エアロゾルの密度の変化（  g/cm3）に対する除去効率の変化は小さいと

評価できること，また，JAVA試験で複数の種類のエアロゾル（   g/cm3）

を用いた試験において除去効率に違いが見られていないことから，Framatome 社

（旧 AREVA 社）製のフィルタ装置は重大事故等時に発生するエアロゾルの密度の

変化に対して除去効率への影響は小さいと評価できる。 

(1) ベンチュリスクラバの除去効率

ａ．エアロゾル密度と除去効率の関係 

ベンチュリスクラバでは，ベンチュリノズルを通過するベントガスとベ

ンチュリノズル内に吸い込んだスクラビング水の液滴の速度差を利用し，

慣性衝突効果によってベントガスに含まれるエアロゾルを捕集する。参考

図書１において，ベンチュリスクラバにおける除去効率は，以下の式によ

って表される。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ここで， 

Pt ：透過率 

V* ：液滴通過ガス体積 τp ：緩和時間 

Vg ：ガス体積 Ad ：液滴断面積 

VL ：液滴体積 K ：慣性パラメータ 

Qg ：ガス体積流量  C ：すべり補正係数 

QL ：液滴体積流量  μ ：ガス粘性係数 

ηd ：捕集効率係数  ρp ：エアロゾル密度 

ug ：ガス速度 dp ：エアロゾル粒径 

ud ：液滴速度 dd ：液滴径 

これらから，透過率 Pt（除去係数 DF の逆数）は，慣性パラメータ Kによ

って決まる捕集効率係数ηdによって影響を受けることが分かる。 

(4)式で表される慣性パラメータ Kは，曲線運動の特徴を表すストークス

数と同義の無次元数であり，その大きさは，エアロゾル密度ρp，エアロゾ

ル粒径 dp，液滴径 dd，ガス粘性係数μ，液滴・エアロゾル速度差によって

決まる。

エアロゾル粒径 dpが同じ場合でもエアロゾル密度ρpが増加すると，慣性

パラメータ K が増加し，除去効率は増加する。 

ｂ．重大事故等時に発生するエアロゾルの密度 

格納容器に放出されるエアロゾルの密度は，エアロゾルを構成する化合

物の割合によって変化する。NUREG1465 に記載されている割合を用いてエア

ロゾル密度を計算すると表１のとおり  g/cm3となる。 

表１ 格納容器の状態とエアロゾルの密度 

代表 

化学形態 

炉内内蔵量 

（kg） 

Gap 

Release 

Early-In- 

Vessel 
Ex-vessel 

Late-In- 

vessel 
合計 

CsI 0.05 0.25 0.30 0.01 0.61 

CsOH 0.05 0.20 0.35 0.01 0.61 

TeO2,Sb※ 0 0.05 0.25 0.005 0.305 

BaO,SrO※ 0 0.02 0.1 0 0.12 

MoO2 0 0.0025 0.0025 0 0.005 

CeO2 0 0.0005 0.005 0 0.0055 

La2O3 0 0.0002 0.005 0 0.0052 

密度 

（g/cm3） 

※複数の代表化合物を持つグループでは，各化合物の平均値を使用した

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ここで，各化合物の密度は，以下の通り 

CsI：4.5g/cm3（参考図書２） SrO：5.1g/cm3（参考図書２） 

CsOH：3.7g/cm3（参考図書４）  MoO：6.4g/cm3（参考図書２） 

TeO2：5.7g/cm3（参考図書３） CeO2：7.3g/cm3（参考図書２） 

Sb：6.7g/cm3（参考図書２） La2O3：6.2g/cm3（参考図書２） 

BaO：6.0g/cm3（参考図書５） 

ｃ．エアロゾル密度の変化による影響 

エアロゾル密度の変化による捕集効率係数ηdの変化の計算例を以下に示

す。エアロゾル密度は，前記 b. のとおり  g/cm3付近であるが，ここで

は，エアロゾル密度算出に用いた各化合物の密度から，エアロゾル密度ρpl

が  g/cm3のときの捕集効率係数ηd1と，エアロゾル密度ρp2が  g/cm3

のときの捕集効率係数ηd2との比を求める。 

≒ 

ここでは， 

とした。この結果から，密度の変化（ ）に対して捕集

効率係数変化（ ≒  ）は非常に小さく，除去効率に及ぼす影響が非

常に小さいと評価できる。 

これは，格納容器フィルタベント系の運転範囲において，ベンチュリノ

ズル部における液滴・ガス速度差が大きいことから，重大事故時に想定さ

れるエアロゾル密度の範囲では，速度差が支配的となるためと考えられる。 

JAVA 試験では，複数の種類のエアロゾルで試験が行われている。それぞ

れの化合物の密度を以下に示す。 

 g/cm3（参考図書２） 

 g/cm3（参考図書６） 
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以上より，重大事故時における密度の変化が，フィルタ装置の除去効率

に与える影響は小さく，その除去性能の評価は質量中央径（MMD），空気力

学的質量中央径（AMMD）どちらを用いても変わらない。 

(2) JAVA 試験での除去効率

ａ．JAVA 試験の結果 

JAVA 試験にて使用した  の質量中央径（MMD）

の範囲は  となっているが，これら複数の種類のエア

ロゾルを用いた試験において除去効率に違いが見られていない。エアロゾ

ルの粒径に対する除去係数を図１に示す。

図１ エアロゾルの粒径に対する除去係数 

b. 試験用エアロゾルと想定されるエアロゾルの空気力学径の比較

・質量中央径（MMD）

全質量の半分がその粒径よりも小さい粒子によって占められ，残りの半分

がその粒径よりも大きい粒子によって占められる関係にある粒径

・空気力学径（AMMD）

その粒子と同じ沈降速度を持つ単位密度（１g/cm3）の球の直径であり，

形状と密度について基準化したもの

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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MAAP コードによる評価では MMD を用いることから，以下の式により AMMD

を MMD に換算する。 

AMMD＝ρp  MMD 

ここでρpはエアロゾルの密度（g/cm3）である。 

MAAP 解析により得られた MMD と AMMD の関係を表２に，JAVA 試験で使用

した試験用エアロゾルの MMD と AMMD の関係を表３に示す。この結果，試験

用エアロゾルの MMD（約  ）と AMMD（約  ）は，

実機に想定される MMD（約  ）と AMMD（約  ）

のいずれについても，よく代表していると言える。 

表２ 実機想定エアロゾルの MMD と AMMD 

想定エアロゾル MMD（dp） 
密度（ρp） 

g/cm3 

AMMD 

（dp√ρp） 

サプレッション・チェンバ

からのベント： 

約

4.5 

3.7 

5.7 

表３ 試験用エアロゾルの MMD と AMMD 

試験用エアロゾル MMD（dp） 密度（ρp）g/cm3 
AMMD 

（dp√ρp） 

《参考図書》 

1. OECD/NEA,“STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS”,（2009）

2. 理化学辞典第 4版

3. 理化学辞典第 4版増補版

4. Hazardous Chemicals Desk Reference

5. 理化学辞典第 3版増補版

6. Aerosol Measurement: Principles, Techniques, and Applications, Third Edition.

Edited by P.Kulkarni, P.A.Baron, and K.Willeke（2011）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考１）エアロゾルの粒径と除去係数の関係について 

 

(1) 除去係数と重量及び放射能の関係 

除去係数（以下，「ＤＦ」という。）は，フィルタに流入した粒子の重量と

フィルタを通過した粒子の重量の比で表される。エアロゾルに放射性物質が

均一に含まれている場合，ＤＦはフィルタへ流入した粒子の放射能とフィル

タを通過した粒子の放射能の比で置き換えることができる。 

 

(2) 粒径分布（個数分布と累積質量分布） 

エアロゾルは一般的に，単一粒径ではなく，粒径に対して分布を持つ。粒

径に対する個数分布及び累積質量分布の関係を図１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 個数分布と累積質量分布 

（左図出典：W.C.ハインズ，エアロゾルテクノロジー，(株)井上書院（1985）） 

 

ここで， 

 

個数モード径  最も存在個数の比率の多い粒径 

   質量中央径（MMD）  全質量の半分がその粒径よりも小さい粒子によって占め

られ，残りの半分がその粒径よりも大きい粒子によって占め

られる関係にある粒径 

 

を表す。図 1 のような粒径分布の場合，小さい粒径のエアロゾルの個数は

多いが，総重量に占める割合は小さいことが分かる。よって，大きい粒径の

エアロゾルに比べて小さい粒径のエアロゾルがＤＦに与える影響は小さい。 

 

 

 

0

0.5

1

粒径

個数分布

累積質量分布

質量中央径 

(MMD) 

個数モード径 
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(3) JAVA 試験における除去係数と重量及び放射性物質の関係 

ベンチュリスクラバでは，慣性衝突効果を利用しエアロゾルを捕集してお

り，重大事故等時におけるエアロゾルの密度変化を考慮しても，慣性衝突効

果によるＤＦへの影響は小さいと評価している。また，Framatome 社（旧 AREVA

社）製のフィルタ装置では，慣性衝突効果，さえぎり効果，拡散効果による

除去機構によってエアロゾルを捕集するものであり，JAVA 試験において，小

さい粒径のエアロゾルを含む  を使用した場合においても，高い除去効

率を発揮することを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考２）質量中央径（MMD）と空気力学的質量中央径（AMMD） 

 

分布を持つエアロゾルの粒径を表す方法として，質量中央径（MMD）を使用する

場合と，空気力学的質量中央径（AMMD）を使用する場合があるが，カスケードイ

ンパクターのような慣性衝突効果を利用した粒径の測定を行う場合にはAMMDで測

定され，  のような画像分析を利用した粒径の測定を行う場合には MMD で測定

される。Framatome 社（旧 AREVA 社）製のフィルタは，慣性衝突効果の他に，さえ

ぎり効果，拡散効果を利用したエアロゾルの捕集を行っており，フィルタ装置の

除去性能の評価には MMD を使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考３）想定する事故シナリオについて 

 

粒子状放射性物質の除去性能を確認する上で想定する事故シナリオとして，炉

心損傷が発生する「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失」を選定する。 

 

1. 事象の概要（格納容器ベント時） 

(1)大破断ＬＯＣＡが発生し，格納容器内に冷却材が大量に漏えいする。 

(2)更に非常用炉心冷却系（以下， ＥＣＣＳという。）喪失，全交流動力電源喪

失（以下，ＳＢＯという。）を想定するため，原子炉圧力容器への注水ができ

ず炉心損傷に至る。事象発生から 30 分後に低圧原子炉代替注水系（常設）に

よる原子炉圧力容器への注水を開始することで，原子炉圧力容器破損は回避

される。 

(3)その後，原子炉圧力容器への注水及び格納容器へのスプレイを実施するが，

事象発生から約 32 時間後に外部注水量制限値に到達し，格納容器フィルタベ

ント系を用いたべントを実施する。 

 

2. 想定事故シナリオ選定 

想定事故シナリオ選定については事故のきっかけとなる起因事象の選定を行

い，起因事象に基づく事故シナリオの抽出及び分類を行う。その後，重大事故

等対策の有効性評価及び事故シナリオの選定を行う。 

 

(1) 起因事象の選定 

プラントに影響を与える事象について内部で発生する事象と外部で発生す

る事象（地震，津波，その他自然現象）をそれぞれ分析し，事故のきっかけ

となる事象（起因事象）について選定する。 

プラント内部で発生する事象についてはプラントの外乱となる事象として，

従前より許認可解析の対象としてきた事象である運転時の異常な過渡変化

（外部電源喪失等）及び設計基準事故（原子炉冷却材喪失等）を選定する。

また，原子炉の運転に影響を与える事象として，非常用交流電源母線の故障，

原子炉補機冷却系の故障等を選定する。 

プラント外部で発生する事象については，地震・津波に加え，地震・津波

以外の自然現象の 53 事象から地域性等を考慮して 11 事象（洪水，風（台風），

竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り・土石流，火山の影響，生物学的事

象，森林火災）を選定する。また，設計基準を大幅に超える規模の事象発生

を想定した上で，プラントに有意な頻度で影響を与えると考えられる場合は，

考慮すべき起因事象とする。 
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(2) 起因事象に基づく事故シナリオの抽出及び分類 

イベントツリー等により，事故のきっかけとなる事象（起因事象）を出発

点に，事象がどのように進展して最終状態に至るかを，安全機能を有する系

統の動作の成否を分岐として樹形状に展開し，事故シナリオを漏れなく抽出

する。 

抽出した事故シナリオを事故進展の特徴によって，表１のとおりグループ

別に分類する。 

 

表１ 運転中の炉心損傷に係る事故シナリオグループ 

運転中の炉心損傷に係る 

事故シナリオグループ 
概要 

崩壊熱除去機能喪失 崩壊熱の除去に失敗して炉心損傷に至るグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 低圧注水に失敗して炉心損傷に至るグループ 

高圧注水・減圧機能喪失 高圧注水に失敗して炉心損傷に至るグループ 

全交流動力電源喪失 電源を失うことにより炉心損傷に至るグループ 

原子炉停止機能喪失 止める機能を喪失して炉心損傷に至るグループ 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ＬＯＣＡ時に注水に失敗して炉心損傷に至るグループ 

 

(3) 重大事故等対策の有効性評価及び事故シナリオの選定 

(2)で分類した事故シナリオのうち，出力運転中の原子炉における崩壊熱除

去機能喪失，高圧・低圧注水機能喪失，高圧注水・減圧機能喪失，全交流動

力電源喪失，原子炉停止機能喪失については，炉心損傷に至らないため，重

大事故等対処施設が機能しても炉心損傷を避けられない事故シナリオは， Ｌ

ＯＣＡ時注水機能喪失のみとなる。 

 

以上より，炉心損傷が発生するＬＯＣＡ時注水機能喪失を想定事故シナリオ

として選定した。なお，想定事故シナリオにおいてはサプレッション・チェン

バの排気ラインを使用した格納容器ベント（以下， Ｗ／Ｗベントという。）を

実施した場合と， ドライウェルの排気ラインを使用した格納容器ベント（以下， 

Ｄ／Ｗベントという。）を実施した場合の両方を想定するものとする。 

また，発生するエアロゾルの量や粒径分布の不確かさを考慮しても格納容器

フィルタベント系が性能を発揮できることを確認するために，原子炉圧力容器

が破損するケース（高圧・低圧注水機能喪失シナリオで更に事象が進展し，炉

心損傷及び原子炉圧力容器破損した後にＤ／Ｗベントを実施した場合）（※１）

についても参考として示す。 

 

※１ 高圧・低庄注水機能喪失シナリオを選定した理由 

原子炉圧力容器が破損し溶融炉心がペデスタルに落下すると，溶融炉心・

コンクリート相互作用によりコンクリートのエアロゾル粒子が大量に生成さ
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れ，格納容器べント時に放出されるエアロゾル量や粒径分布に影響を与える。

ここでは，溶融炉心・コンクリート相互作用の観点で厳しくなるシナリオを

参考ケースとして選定するものとした。 

溶融炉心・コンクリート相互作用の観点からは，ペデスタルに落下する溶

融炉心の割合が多くなる原子炉圧力容器が低圧で破損に至るシーケンスが厳

しくなる。表１に示す各事故シナリオグループのうち，高庄注水・減庄機能

喪失，全交流動力電源喪失シナリオは，高圧の状態が維持されることから，

参考ケースから除外した。 

崩壊熱除去機能喪失シナリオ及び原子炉停止機能喪失シナリオは，重大事

故等対処施設の機能喪失又は機能の遅延を仮定した場合において，格納容器

が先行して破損するシナリオであり，格納容器フィルタベント系の性能を確

認する上では適切なシナリオではないと考えられるため，参考ケースから除

外した。 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失は，ペデスタルへの原子炉冷却材の流入の可能性

があることから，溶融炉心・コンクリート相互作用の観点で厳しい事象では

ないと考えられるため，参考ケースから除外した。 

以上のことから，格納容器が健全な状態で原子炉圧力容器が低圧で破損に至

り，また，ペデスタルへの原子炉冷却材の流入のない高圧・低圧注水機能喪失

シナリオを参考ケースとして採用した。 

高圧・低圧注水機能喪失シナリオは，重大事故等対処施設が機能すれば炉

心損傷に至らず事象が収束するが，ここでは，原子炉圧力容器内の注水に失

敗し，さらに溶融炉心・コンクリート相互作用が発生した場合の影響も確認

するため，あえて原子炉圧力容器破損前のペデスタルへの水張りも行わない

状態を想定する。また，原子炉圧力容器が破損して溶融炉心がペデスタルに

落下した後は，ペデスタルへの注水を行った後にＤ／Ｗベントを実施するも

のとする。 

なお，本評価では，コリウムシールドがない状態を仮定し，保守的に溶融

炉心からプールへの熱流束は 800kW/m2 相当で一定（圧力依存なし）としてい

る。 
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（参考４）発生するエアロゾルの種類について 

格納容器ベント実施時には，核分裂生成物（安定核種を含む）やコンクリート，

構造材の一部が格納容器フィルタベント系に流入する。これらは格納容器フィル

タベント系に流入する際は，希ガスや気体状のよう素を除き，固体（エアロゾル

粒子）として存在する。 

想定するエアロゾルの種類及び想定事故シナリオ（Ｗ/Ｗベント）時に格納容器

フィルタベント系に流入する粒子状物質量を表１に示す。また，想定事故シナリ

オ（Ｄ／Ｗベント）時や，原子炉圧力容器が破損するケースで格納容器フィルタ

ベント系に流入する粒子状物質量を表２に示す。 

表１ 想定するエアロゾルの種類及び想定シナリオ（Ｗ／Ｗベント）時に 

格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量 

核種グループ 

各核種グループに対

応する主な化学物質

例 

炉内内蔵量[kg] 

（安定核種を含む）※１ 

格納容器フィルタベント系に

流入する粒子状物質量

[kg] 

（安定核種を含む）※２ 

希ガス Xe,Kr ― 

CsI CsI，RbI 約 1.3×10-４ 

TeO2，Te2
※３，※４ TeO2，Te2 約 1.2×10-４ 

SrO SrO 約 4.7×10-5 

MoO2 MoO2，RuO2，TcO2，

RhO2 
約 4.4×10-5 

CsOH CsOH,RbOH 約 1.9×10-3 

BaO BaO 約 6.7×10-5 

La2O3 

La2O3,Pr2O3,Nd2O3,S

m2O3,Y2O3，ZrO2， 

NbO2，AmO2，CmO2 

約 5.6×10-6 

CeO2 CeO2，NpO2，PuO2 約 1.3×10-5 

Sb Sb 約 1.6×10-6 

UO2 UO2 約 1.4×10-3 

コンクリート/構

造材 

- 
約 2.1×10－5 

※l 炉内内蔵量［kg］は，ORIGEN コードを用いて評価した核種ごとの停止時炉内内蔵量に基づき，

評価した値 

※2 格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量は，炉内内蔵量［kg］と，格納容器フィルタ

ベント系への放出割合（MAAP 解析結果を NUREG-1465 の知見を用いて補正）から評価した。

想定シナリオ（W/Wベント時）ではTe2及びUＯ2の放出割合のMAAP解析結果はゼロであるこ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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とから，後述する MAAP 解析の保守性は顕在化しておらず，NUREG-1465 の知見を用いた補

正は必ずしも必要ないものと考えられる。しかしながら，ここでは，格納容器フィルタベント系に

流入する粒子状物質量を保守的に評価するためにTe2及びUＯ2の放出割合としてMAAP解析

結果（ゼロ）そのものではなく，MAAP 解析結果を NUREG-1465 の知見を用いて補正した放出

割合を採用した。 

※3 表中の Te2の炉内内蔵量［kg］は，Te の全量が Te2の形態で存在する場合の値に相当する。 

※4 ここでは TeＯ２と Te2の存在比率を考慮せず，TeＯ2と Te2の各々が表中の炉内内蔵量［kg］をも

つものとして格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量を評価した（Te の停止時炉内

内蔵量を，ORIGEN コードを用いて評価した値よりも大きい値として想定することに対応）。本評

価は格納容器フィルタベント系の設備設計に係る評価であることから，このような保守的な評価

方法を採用した。なお，放出放射能量の評価に当たっては，より現実的な想定として停止時炉

内内蔵量は ORIGEN コードを用いて評価した値そのものを採用している。 

 

表２ 想定事故シナリオ（Ｄ／Ｗべント）時及び原子炉圧力容器が破損するケー

ス時に格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量 

 

核種グループ 

格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量 

（安定核種を含む）※１ 

想定事故シナリオ 

（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失シナリオ）

（Ｄ／Ｗベント） 

原子炉圧力容器が破損するケ

ース（高圧・低圧注水機能喪

失シナリオ）（Ｄ／Ｗベント） 

希ガス ― ― 

CsI 約 9.7×10－２ 約 3.9×10－６ 

TeO2，Te2
※2 

 

約 2.0×10－１ 約 8.1×10－５ 

SrO 約 7.9×10－２ 約 3.1×10－５ 

MoO2 約 7.3×10－２ 約 2.9×10－５ 

CsOH 約 3.2 約 1.3×10－３ 

BaO 約 1.1×10－１ 約 4.4×10－５ 

La2O3 

 

約 9.4×10－３ 約 3.7×10－６ 

CeO2 約 2.1×10－２ 約 8.3×10－６ 

Sb 約 2.7×10－３ 約 1.1×10－６ 

UO2 約 2.3 約 9.1×10－４ 

コンクリート/構造

材 

約 1.2×10－２ 約 3.9×10－７ 

※1 格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量は，炉内内蔵量［kg］と，格納容器フィルタ

ベント系への放出割合（MAAP 解析結果を NUREG-1465 の知見を用いて補正）から評価した。
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想定シナリオ（W/W ベント時）では Te2及び UO2の放出割合の MAAP 解析結果はゼロであるこ

とから，後述するMAAP解析の保守性は顕在化しておらず，NUREG-1465の知見を用いた補正

は必ずしも必要ないものと考えられる。しかしながら，ここでは，格納容器フィルタベント系に流入

する粒子状物質量を保守的に評価するために Te2及び UO2の放出割合として MAAP 解析結果

（ゼロ）そのものではなく，MAAP 解析結果を NUREG-1465 の知見を用いて補正した放出割合を

採用した。 

※2 ここでは TeO2 と Te2 の存在比率を考慮せず，TeO2 と Te2 の各々が表中の炉内内蔵量［kg］を

もつものとして格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量を評価した（Teの停止時炉内

内蔵量を，ORIGEN コードを用いて評価した値よりも大きい値として想定することに対応）。本評

価は格納容器フィルタベント系の設備設計に係る評価であることから，このような保守的な評価

方法を採用した。なお，放出放射能量の評価に当たっては，より現実的な想定として停止時炉

内内蔵量は ORIGEN コードを用いて評価した値そのものを採用している。 

 

ａ．炉心状態の想定 

格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾルを評価する際は，炉心状態

として平衡炉心（サイクル末期）を想定している。 

以下の（a),(b）に示す通り，平衡炉心（サイクル末期）を想定して格納容

器フィルタベント系に流入する核分裂生成物量を評価することで，その他の炉

心状態を想定した場合の流入量を包絡することができる。 

このことから，格納容器フィルタベント系に流入する核分裂生成物量の評価

を行う際，炉心状態として平衡炉心（サイクル末期）を想定することは適切で

あると考えられる。 

 

(a) 停止時炉内内蔵量 

停止時炉内内蔵量は，平衡炉心の燃焼サイクル末期を想定して評価を実

施している。 

核分裂生成物（エアロゾル粒子として放出される可能性のある核分裂生

成物も含む）の量は，運転が進み燃焼度が大きくなるに従い多くなる。平

衡炉心（サイクル末期）の燃焼度はその他の炉心状態（初期装荷炉心や取

替炉心）の燃焼度に比べ大きいため，平衡炉心（サイクル末期）の炉内の

核分裂生成物内蔵量は，その他の炉心状態の核分裂生成物内蔵量を包絡す

る値を示す。 

 

(b)崩壊熱 

溶融炉心からの放射性物質の放出割合は崩壊熱が大きいほど多くなり，

崩壊熱は核分裂生成物内蔵量が多いほど大きくなる。（a）と同様の理由に

より，平衡炉心（サイクル末期）の崩壊熱はその他の炉心状態の崩壊熱を

包絡する値を示す。このため，平衡炉心（サイクル末期）を想定した場合

の，溶融炉心からの放射性物質の放出割合は，他の炉心状態を想定した場
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合の放出割合を包絡する値を示す。 

 

ｂ．評価に用いる放出割合 

格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾル量は，炉内内蔵量［kg］と，

格納容器フィルタベント系への放出割合を用いて評価している。 

炉内内蔵量［kg］は，ORIGEN コードを用いて評価した核種ごとの停止時炉

内内蔵量に基づき評価しており，放出割合は，MAAP コードと NUREG-1465 の知

見を利用し評価している。 

 

MAAP コードでは，格納容器内における振る舞いの違い（揮発のし易さの違

い等）を考慮し，放射性物質を複数の MAAP 核種グループに分類しており，格

納容器フィルタベント系への放出割合を MAAP 核種グループごとに評価してい

る。 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪

失シナリオ（Ｗ/Ｗベント）での MAAP 解析による放出割合の評価結果（事故発

生から 168 時間後時点）を表４に示す。ただし，以下に示すとおり，表４の値

は格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾル量の評価に使用していな

い。 

表４によると，高揮発性核種（CsI や CsOH）の放出割合(10-6 オーダー）と

比べ，中・低揮発性核種の放出割合が極めて大きい(10-5 オーダー）という結

果となっている。 

一方，TMI 事故や福島第一原子力発電所事故での観測事実から，事故が起こ

った場合に最も多く放出される粒子状の物質は，よう素やセシウム等の高揮発

性の物質であり，中・低揮発性の物質の放出量は高揮発性の物質と比べ少量で

あることが分かっている。 

表５は，TMI 事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量であるが，

希ガスや高揮発性核種（セシウムやよう素）が原子炉圧力容器外に全量のうち

半分程度放出されている一方で，中・低揮発性核種はほぼ全量が原子炉圧力容

器内に保持されているという評価となっている。 

さらに，表６は，福島第一原子力発電所事故後に実施された発電所敷地内の

土壌中放射性核種のサンプリング結果であるが，最も多く検出されているのは

高揮発性核種（セシウムやよう素）であり，多くの中・低揮発性核種は不検出

という結果となっている。 

また，燃料からの核分裂生成物の放出及び移動挙動に関する実験結果より，

各元素の放出挙動は以下のように整理されており※l，希ガスが高温で燃料から

ほぼ全量放出されるのに対し，それ以外の核種の放出挙動は雰囲気条件に依存

するとしている。 

 

希ガス：高温にて燃料からほぼ全量放出される。 
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I,Cs：高温にて燃料からほぼ全量放出される。放出速度は希ガスと同等。 

Sb,Te：高温にて燃料からほぼ全量放出される。また，被覆管と反応した後，被覆管の酸

化に伴い放出される。 

Sr,Mo,Ru,Rh,Ba：雰囲気条件（酸化条件 or還元条件）に大きな影響を受ける。 

Ce,Np,Pu,Y,Zr,Nb：高温状態でも放出速度は低い。 

 

※1「化学形に着目した破損燃料からの核分裂生成物及びアクチニドの放出挙動評価のため

の研究(JAEA-Review2013-034，2013 年 12 月）」 

 

表４評価結果は，これらの観測事実及び実験結果と整合が取れていない。こ

れは，冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電

源喪失シナリオにおいては，MAAP 解析が中・低揮発性核種の放出割合を過度

に大きく評価しているためであると考えられる。 

MAAP 解析の持つ保守性としては，炉心が再冠水し溶融炉心の外周部が固化

した後でも，溶融炉心表面からの放射性物質の放出評価において溶融プール中

心部の温度を参照し放出量を評価していることや，炉心冠水時において溶融炉

心上部の水によるスクラビング効果を考慮していないことが挙げられる。MAAP

コードの開発元である EPRI からも，再冠水した炉心からの低揮発性核種の放

出について MAAP 解析が保守的な結果を与える場合がある旨の以下の報告がな

されている。 

 

・炉心が再冠水した場合の低揮発性核種（Ru 及び Mo）の放出について，低

温の溶融燃料表面付近ではなく，溶融燃料の平均温度を基に放出速度を算

出しているため，MAAP 解析が保守的な結果を与える場合がある。 

・Mo の放出量評価について，NUREG-1465 よりも MAAP コードの方が放出量を

多く評価する。 

 

なお，高揮発性核種（セシウムやよう素）については，炉心溶融初期に炉心

外に放出されるため，上述の保守性の影響は受けにくいものと考えられる。 

以上のことから，冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失シナリオにおいて中・低揮発性核種の放出割合を評価する

際，単に MAAP 解析による評価結果を採用すると，放出割合として過度に保守

的な結果を与える可能性があるため，他の手法を用いた評価が必要になると考

えられる。 

そこで，格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾル量を評価する際は，

MAAP 解析による放出量の評価結果以外に，海外での規制等にも活用されてい

る NUREG-1465（米国の原子力規制委員会（NRC）で整備されたものであり，米

国でもシビアアクシデント時の典型的な例として，中央制御室の居住性等の

様々な評価で使用されている）の知見を利用するものとした。このことにより，
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TMI事故や福島第一原子力発電所事故の実態により見合った評価が可能となる。 

なお，事故シーケンス「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能

喪失＋全交流動力電源喪失」において，原子炉注水機能が使用できないものと

仮定した場合における，炉心損傷開始から，原子炉圧力容器が破損するまでの

MAAP 解析事象進展（格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾル量評価

における想定事故シナリオでは，当該事故シーケンスにおいて原子炉注水機能

を使用することにより原子炉圧力容器破損には至らない）と NUREG-1465 の想

定の比較は表３のとおりであり，NUREG-1465 の想定と MAAP 解析の事象進展に

大きな差はなく，本評価において NUREG-1465 の知見は使用可能と判断した。 

NUREG-1465 の知見を利用した場合の放出割合の評価結果を表７に示す。 

 

表３ MAAP 解析事象進展と NUREG-1465 の想定の比較 

 燃料被覆管の損傷が開始し，ギャッ

プから放射性 物質が放出出される

期間 

炉心溶融が開始し，溶融燃料が

原子炉圧力容器破 損するまで

の期間 

MAAP 約５分～約28分※1 約28分～約3.3時間※2 

NUREG-1465 ～30分 30分～2時間 

※l 炉心損傷開始（燃料被覆管温度 lOOOK）～炉心溶融開始（燃料被覆管温度 2500K) 

※2 原子炉注水機能が使用できないものと仮定した場合における原子炉圧力容器破損時間 

 

各 MAAP 核種グループの放出割合の具体的な評価手法は以下に示す通り。 

 

(a) 希ガスグループ，CsI グループ，CsOH グループ 

希ガスを含めた高揮発性の核種グループについては，MAAP 解析の結果得

られた放出割合を採用する。 

なお，Cs の放出割合は，CsI グループと CsOH グループの放出割合※1※2，

及び，I 元素と Cs 元素の停止時炉内内蔵量より，以下の式を用いて評価す

る（詳細は別紙 50 参照）。 

 

FCS(T)=FCsOH(T)+MI/MCs×WCs/WI×（FCsI(T)-FCsOH(T)) 

 

ここで， 

FCS(T）：時刻 Tにおけるセシウムの放出割合 

FCsOH(T）：時刻 Tにおける CsOH グループの放出割合 

FCsI (T）：時刻 Tにおける CsI グループの放出割合 

MI：I元素の停止時炉内内蔵量 

MCs:Cs 元素の停止時炉内内蔵量 

WI：Iの原子量  WCs：Cs の原子量 

 

別紙33-17



※1 MAAP コードでは化学的・物理的性質を考慮し核種をグループ分けしており，各グループ

の放出割合は，当該グループの停止時炉内内蔵量と放出重量の比をとることで評価してい

る。 

※2 各核種グループの停止時炉内内蔵量は以下の手順により評価している。 

 

① ORIGEN コードにより核種ごとの初期重量を評価 

② ①の結果をもとに，同位体の重量を足し合わせ，各元素の重量を評価する。 

③ ②の結果を MAAP コードにインプットし，MAAP コードにて，各元素の化合物の重量を評

価する。 

④ 各化合物は表１に示す核種グループに属するものとして整理している。核種グループの

炉内内蔵量は，当該の核種グループに属する化合物の炉内内蔵量の和として評価してい

る。 

 

(b)それ以外の核種グループ 

中・低揮発性の核種グループについては，MAAP 解析の結果得られた放出

割合は採用せず，MAAP 解析の結果から得られた Cs の放出割合と，希ガスグ

ループの放出割合，及び，NUREG-1465 の知見を利用し放出割合を評価する。 

ここで，放出割合の経時的な振る舞いは希ガスと同一（※1）とし，Cs の

放出割合に対する当該核種グループの放出割合の比率は，168 時間経過時点

において，NUREG-1465 で得られた比率に等しいとして，以下の評価式に基

づき評価した。表８及び表９に，NUREG-1465 で評価された格納容器内への

放出割合を示す。 

 

Fi(T)＝Fnoble gass(T）×γi／YCs×FCs(168hr)/Fnoble gass(168hr) 

Fi(T）：時刻 Tにおける i番目の MAAP 核種グループの放出割合 

Fnoble gass(T）：時刻 Tにおける希ガスグループの放出割合 

γi：NUREG-1465 における i 番目の MAAP 核種グループに相当する核種グループの格納容

器への放出割合 

γCs：NUREG-1465 における Csに相当する核種グループの格納容器への放出割合 

 

※1 中・低揮発性の核種グループは，事故初期の燃料が高温となっているとき以外は殆ど燃

料外に放出されないものと考えられる。そのため，ベント後の燃料からの追加放出はほと

んど無く，事故初期に格納容器内に放出され，格納容器気相部に浮遊しているものだけが

大気中に放出され得ると考えられる。 

ベントに伴い低揮発性核種は格納容器気相部からベントラインに流入するが，その流入

の仕方，すなわち放出割合の経時的な振る舞いは，同じく格納容器気相部に浮遊しており

壁面等からの追加放出がない希ガスの放出割合の振る舞いに近いと考えられる。 

 

以上のことから，中・低揮発性の核種グループの「各時刻における放出割合」は，「各
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時刻における希ガスグループの放出割合」に比例するものとした。 

 

 

 

表４ MAAP 解析による放出割合の評価結果 

（エアロゾル量の評価に使用しない） 

核種グループ 格納容器フィルタベント系への放出割合[-] 

（事故発生から168時間後時点。格納容器フィルタベント系に流

入するエアロゾル量の評価には使用しない） 

希ガス 約9.0×10－１ 

CsI 約3.5×10－6 

TeO2 約1.3×10－8 

SrO 約1.6×10－4 

MoO2 約9.5×10－７ 

CsOH 約6.5×10－6 

BaO 約7.6×10－５ 

La2O3 約2.1×10－5 

CeO2 約2.5×10－5 

Sb 約3.0×10－６ 

Te2 0 

UO2 0 

Cs※１ 約6.3×10－６ 

※1 CsI グループと CsOH グループの放出割合から評価（評価式は別紙 50参照） 

 

 

 

 

表５ TMI 事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量 

 

出典： TMI-2 号機の調査研究成果（渡会偵祐，井上康，桝田藤夫日本原子力学会誌 Vol.32, No. 

4 (1990) 
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表６ 福島第一原子力発電所事故後に検出された土壌中の放射性核種 

 

出典：東京電力 HP(http://www.tepco.co.jp/cc/press/11040609-j.html) 

 

 

 

表７ NUREG-1465 の知見を用いた補正後の放出割合 

（格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾル量を評価する際に使用） 

核種グループ 格納容器フィルタベント系への放出割合[-] 

（事故発生から168時間後時点） 

希ガス 約9.0×10－１ 

CsI 約3.5×10－６ 

TeO2 約1.3×10－６ 

SrO 約5.0×10－７ 

MoO2 約6.3×10－８ 

CsOH 約6.5×10－６ 

BaO 約5.0×10－７ 

La2O3 約5.0×10－９ 

CeO2 約1.3×10－８ 

Sb 約1.3×10－６ 

Te2 約1.3×10－８ 

UO2 約1.3×10－８ 

Cs※1 約6.3×10－６ 

※1 CsI グループと CsOH グループの放出割合から評価（評価式は別紙 50参照） 
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表８ NUREG-1465 での格納容器内への放出割合 

核種グループ 格納容器への放出割合※１ 

Cs 0.25 

TeO2，Sb，Te2 0.05 

SrO，BaO 0.02 

MoO2 0.0025 

CeO2，UO2 0.0005 

La2O3 0.0002 

※１ NUREG-1465 の Table3.12「Gap Release」の値と「Early In-Vessel」の値の和を参照

（NUREG-1465 では，「Gap Release」，「Early In-Vessel」，「Ex-Vessel」及び「Late In-Vessel」

の各事象進展フェーズに対して格納容器内への放出割合を与えている。格納容器フィルタベン

ト系に流入するエアロゾル量評価における想定事故シナリオでは，原子炉圧力容器が健全な状

態で事故収束するため，原子炉圧力容器損傷前までの炉心からの放出を想定する「Gap Release」

及び「Early In-Vessel」の値の和を用いる。） 

 

 

表９ NUREG-1465（抜粋） 
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別紙 34 

JAVA 試験及び JAVA PLUS 試験の適用性について 

 Framatome 社（旧 AREVA 社）製のフィルタ装置は，JAVA 試験及び JAVA PLUS 試

験により，実機使用条件を考慮した性能検証試験を行っており，その結果に基づ

き装置設計を行っている。実機フィルタ装置については，使用条件において所定

の性能が発揮されるように，JAVA 試験及び JAVA PLUS 試験条件に包絡されるよう

に設計されている。 

 ACE 試験は，米国 EPRI が中心となって行った ACE シビアアクシデント国際研究

計画の中で実施している。 

 これらの試験について，実機フィルタ装置とのスケール適用性について以下に

示す。 

(1) JAVA 試験の概要

JAVA 試験は，Framatome 社（旧 AREVA 社）により，ドイツのカールシュタイ

ンにある大規模試験施設（以下，「JAVA 試験施設」という。）にて実施された。

JAVA 試験では，実機の想定事象における種々のパラメータ（圧力・温度・ガ

ス流量等の熱水力条件，エアロゾル粒径等のエアロゾル条件）について試験を

行うことにより，フィルタ装置の使用条件において所定の性能が発揮されるこ

とを確認している。 

 図１に実機フィルタ装置と試験フィルタ装置の比較を示す。試験フィルタ装

置は，高さ約  m，直径約   m の容器の中に，実機と同形状のベンチュ

リノズル（  ），及び実機と同構造の金属フィルタを内蔵してい

る。 

また，これら試験のフィルタ装置に流入したベントガスは，ベンチュリスク

ラバ，気相部，金属フィルタ，流量制限オリフィスの順に通過し，装置外部へ

放出される経路となっており，実機と同じ順に各部を通過する。 

(2) JAVA PLUS 試験の概要

JAVA PLUS 試験は，実規模を想定した有機よう素の除去性能を確認するため，

Framatome 社（旧 AREVA 社）により，JAVA 試験施設を改造した施設にて実施さ

れた。 

 JAVA PLUS 試験では，実機と同仕様の銀ゼオライトを充填したフィルタを設

置し,有機よう素の除去性能試験を実施している。 

フィルタ装置に流入したベントガスは，ベンチュリスクラバ，気相部，金属

フィルタ，流量制限オリフィス，銀ゼオライトフィルタの順に通過し，装置外

部へ放出される経路となっており，実機と同じ順に各部を通過する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(3) ACE 試験の概要

ACE 試験は，EPRI が中心となって行った ACE シビアアクシデント国際研究計

画の中でエアロゾル及び無機よう素の除去性能検証試験が実施された。 

図２に実機フィルタ装置と試験フィルタ装置の比較を示す。 

 試験フィルタ装置は，高さ  m，直径  m の容器の中に，実

機と同形状のベンチュリノズル（  ）と，実機と同構造（同一金属メッシ

ュ構造，同一充填率）の金属フィルタを内蔵している。 

なお，ACE 試験の試験装置の詳細な仕様，試験条件及び試験結果は，EPRI

及び Framatome 社（旧 AREVA 社）の知的財産（Intellectual Property）とし

て開示が不可能であることから，フィルタ装置の設計及び性能検証には使用し

ない。 

(4) スケール性の確認

JAVA 試験，JAVA PLUS 試験のスケール性を確認することで，実機への適用性

を確認する。図２に実機と JAVA 試験装置（JAVA PLUS 試験でも同一の容器を

使用）及び参考に ACE 試験装置の主要寸法の比較を示す。 

 試験フィルタ装置へ流入したガスは，装置の下端に設置されたベンチュリノ

ズルを経由し，上部に設置された金属フィルタ，その後段に設置された銀ゼオ

ライトフィルタ（JAVA PLUS 試験のみ）へ流れる構成であり，実機と同様の構

成となる。 

フィルタ装置の性能に影響を与える可能性のある主要なパラメータとして

ガス流速が挙げられるが，ベンチュリノズルのガス流速を試験で確認された範

囲内となるように実機のベンチュリノズルの個数を設定していることから，ベ

ンチュリノズルの個数の違いによる影響はない。また，実機の金属フィルタの

表面積についても，金属フィルタ内のガス流速を試験で確認された範囲内とな

るように設定していることから，金属フィルタの表面積の違いによる影響はな

い。JAVA 試験及び実機における物理パラメータと試験条件を表２，ベンチュ

リノズル部及び金属フィルタにおけるガス流速に対する除去係数を図３，４に

示す。 

 実機の銀ゼオライトフィルタについては，JAVA PLUS 試験で得られた試験結

果に基づき，想定されるよう素量を捕集するためベントガスが適切な滞留時間

となるように銀ゼオライトの充填量を設定している。 

以上より，試験の実機への適用性は確保できていると考えられる。 

 表３に JAVA 試験及び JAVA PLUS 試験の実機への適用性について，構成要素

別にまとめる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(5) 評価

以上より，JAVA 試験及び JAVA PLUS 試験のスケール性については性能に影

響する範囲について実機を模擬できていると評価できる。これらの試験は実機

の使用条件についても模擬できており，試験結果を用いて実機の性能を評価す

ることが可能であると考える。 

図１ ACE 試験の設備概要 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表１ ACE 試験の試験条件及び結果 
PROJEC

T 

YEARS Materials 

tested 

Conditions Tested Measured 

retention 

Efficiency 

% 

Pressure 

[bar abs] 

Temperature 

[°C] 

Gas 

composition % 

steam 

ACE 1989- 

1990 

Cs 1.4 145 42 99.9999 

Mn 1.4 145 42 99.9997 

Total 

iodine 

(particles 

and 

gaseous) 

1.4 145 42 99.9997 

DOP 1.2-1.7 ambient 0 99.978 - 

99.992 

出典：OECD／NEA, “Status Report on Filtered Containment Venting”, (2014) 

図２ 実機フィルタ装置と試験フィルタ装置の比較 

表２ JAVA 試験及び実機における運転範囲 

項 目 JAVA 試験 実機運転範囲 

ベンチュリノズル部ガス流速 

金属フィルタ部ガス流速 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 

 

 
図４ 金属フィルタにおけるガス流速に対する除去係数 
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表３ 実機に対する JAVA 及び JAVA PLUS 試験装置の適用性のまとめ 

構成要素 

相違 

適用性 有

無 

JAVA 

(PLUS) 
実機 

全体構成 

（基数を含む） 

無 － － 

・試験フィルタ装置へ流入したガスは，ベンチュリノ

ズルを経由し，金属フィルタ，後段に設置された銀

ゼオライトフィルタ（JAVA PLUS 試験のみ）へ流れ

る構成であり，実機と同様の構成である。

・試験装置は，実機と同様に，銀ゼオライトフィルタ

がスクラバ容器の外に設置されている。

有 － － 

・実機では，同一のスクラバ容器を４基並列に設置す

るが，ベントガスは均等に分配されるよう設計して

いるため，分離設置による影響はない。

スクラバ

容器

高さ 無 約 m 
約

m 

・試験装置と実機は，同じ高さの容器を使用している。 

断面積 有 

約 m2 

又は 

約 m2 

約

m2 

・ベンチュリノズル部においてエアロゾル及び無機よ

う素の大部分を捕集するため，断面積の違いによる

影響は小さい。なお，ベンチュリノズル１個あたり

の断面積は，実機が約   m2，JAVA 試験が約  m2

（  ）又は約  m2（  ）である。 

ベンチュリ 

ノズル

構造 無 － － 
・試験装置と実機は同一形状（寸法）のベンチュリノ

ズルを使用している。 

個数 有 

・実機のベンチュリノズルの個数は，ベンチュリノズ

ルのガス流速を試験で確認された範囲内となるよ

うに設定していることから，ベンチュリノズルの個

数の違いによる影響はない。 

・実機のガス流速は約  m/s であり， 

JAVA 試験のガス流速は m/s である。 

金属 

フィルタ

構造 無 － － 
・試験装置と実機は同一仕様（

 ）の金属フィルタを使用している。 

表面積 有 
約 m2 

( ) 

約

m2 

・実機の金属フィルタの表面積は，金属フィルタ内の

ガス流速を試験で確認された範囲内となるように

設定していることから，金属フィルタの表面積の違

いによる影響はない。

スクラビング

水 

薬剤 無 － － 

水位 有 ※ ※ 

・試験では，ベンチュリノズル頂部近傍の水位におい

て所定の性能が発揮できることを確認しているた

め，水位の違いによる影響はない。

銀ゼオライト 

容器 

吸着剤 無 － － 
・試験装置と実機は，同仕様の吸着材（銀ゼオライト）

を使用している。

厚さ 有 約 mm 
約

mm 

・ベントガスが適切な滞留時間となるように銀ゼオラ

イトの充てん量を設定している。

※適用性の欄に相違点を記載

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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・試験装置と実機は同じ薬剤を使用している。なお，

実機のｐＨは，試験で確認された性能を十分発揮で

きるよう，高アルカリに設定している。



(6) ベンチュリスクラバ及び金属フィルタにおける除去係数

Framatome 社（旧 AREVA 社）製のフィルタ装置（スクラバ容器）は，ベンチ

ュリスクラバ及び金属フィルタを組み合わせることにより，所定の除去性能

（DF）を満足するよう設計されている。 

スクラバ容器におけるエアロゾルに対する除去効率は，ベンチュリスクラバ

と金属フィルタを組み合わせた体系で評価を行っており，JAVA 試験結果では，

試験を実施した全域にわたって DF1,000 以上を満足していることを確認して

いる。 

 JAVA 試験ではベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル除去性能を確認して

いる試験ケースもあり，実機運転範囲のガス流速において，ベンチュリスクラ

バ単独でも DF100 以上と評価される。ベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル

除去性能を表４に示す。 

 ベンチュリスクラバによるエアロゾル除去の主な原理は慣性衝突効果であ

り，一般的にガス流速が大きい方が除去効率は高く，ガス流速が小さい方が除

去効率は低くなることから，実機運転範囲以下のガス流速におけるベンチュリ

スクラバ単独での除去性能は，実機運転範囲と比較して低下することが見込ま

れるが，後段の金属フィルタによる除去により，スクラバ容器全体としては試

験を実施した全域にわたって要求される DF1,000 以上の除去性能を満足して

いると考えられる。 

表４ ベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル除去性能 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考１）性能検証試験に係る品質保証について 

フィルタ装置の放射性物質除去性能は，JAVA 試験及び JAVA PLUS 試験で用いた

ベンチュリノズル，金属フィルタ及び銀ゼオライトと同じ仕様・構造のものを，

ISO9001 等に適合した品質保証体制を有する Framatome 社（旧 AREVA 社）において

設計・製作することにより，JAVA 試験及び JAVA PLUS 試験と同じ性能を保証する。 

(1) ベンチュリノズル

ベンチュリノズルの性能試験は，発注単位毎に ％の抜取にて行われる。

試験ノズル 1個に対して同じ試験を  回実施した上で，大きな差異がないこ

とを確認している。 

(2) 金属フィルタ

金属フィルタは製品毎に性能試験を実施している。

(3) 銀ゼオライト

銀ゼオライトの性能試験は，納入品と同一のロット番号のものによる性能試

験を実施している。 

 以上(1)～(3)より，個別の単体性能試験を評価しており，実機についても JAVA

試験，JAVA PLUS 試験結果と同じ性能が出ることを確認している。 

 Framatome 社（旧 AREVA 社）品質保証体制

ベンチュリノズル，金属フィルタ及び銀ゼオライトフィルタを製作する

Framatome 社（旧 AREVA 社）は，フィルタベントシステム納入実績を多数有し

ており，原子力プラントメーカとして下記の品質保証体制を有している。  

・フィルタベントシステムの性能保証する Framatome 社（旧 AREVA 社）は，

品質管理システムとして ISO9001 を 2008 年に SGS 社から取得している。ま

た，世界中の顧客要求品質要求に対応できるよう，ASME NPT，N.S Stamp，

KTA1401，1408，RCCM，RCC-E，EN ISO9001 などの認証も取得している。

・Framatome 社（旧 AREVA 社）は，システム設計・製作に際し，品質保証含

めてプロジェクトを横断的に管理する部門を設置しており，技術要求仕様，

品質要求仕様を指示し製作仕様に盛り込む体制が整えられている。

・Framatome 社（旧 AREVA 社）は，原子力製品のエンジニアリング及びプロ

ジェクト管理を世界レベルで展開している。また，各種品質管理手順に従

い外注先の品質管理を実施している。

 また，Framatome 社（旧 AREVA 社）は海外での先行 FCVS 実績を多数有している。

納入実績を表１に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙34-8



 

表１ Framatome 社（旧 AREVA 社）のフィルタベント納入実績 
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（参考２）隣接するベンチュリノズルから噴出されるガスの相互影響について 

 ベンチュリノズルは，分配管に対して直行する向きに設置されており，ノズル

上部に設けた１本あたり２ヶ所の噴出口から，ベントガスを水平下向きに噴き出

す。その噴出口を隣接するベンチュリノズルに向けないことで，隣接するベンチ

ュリノズルに影響を与えない設計としている。ベンチュリノズルの配置図を図１

に示す。 

 なお， JAVA 試験において，２本の隣接するベンチュリノズルを設置した試験を

実施した結果，１本の場合と比較して有意な性能差は見られず，試験を実施した

全域にわたって，DF1,000 以上の除去効率が得られている。ベンチュリノズル部に

おけるガス流速に対する除去係数を図２に示す。 

図１ ベンチュリノズルの配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 

 

 

《参考図書》 

1. 理化学辞典第 4 版 
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別紙 35 

 

JAVA PLUS 試験結果を踏まえた銀ゼオライトフィルタの設計 

 

 ベントガスに含まれるガス状放射性よう素（無機よう素及び有機よう素）は，

流量制限オリフィス下流に設置する銀ゼオライトフィルタを通過する際の化学反

応にて捕集する。実機の銀ゼオライトフィルタの設計において，除去係数と滞留

時間の関係式，JAVA PLUS 試験により得られた除去係数及び滞留時間を用いるこ

とから，JAVA PLUS 試験結果の実機への適用性について，以下にまとめた。 

 

  a．銀ゼオライトフィルタにおけるガス状放射性よう素の捕集 

 ベントガスに含まれるガス状放射性よう素は，流量制限オリフィス下流に 

設置する銀ゼオライトフィルタを通過する際の化学反応にて捕集する。銀ゼ

オライトフィルタにおけるガス状放射性よう素の吸着速度は，総括物質移動

係数 K を用いて以下のように表せる（参考図書１，２）。 

  ・・・・・（式１） 

ｒ： 吸着剤充填密度  q ： よう素吸着量  K ： 総括物質移動係数 

C ： よう素濃度  C* ： よう素平均濃度 

 

 ここで，化学反応による吸着（不可逆反応）であることから，C* = 0とみ

なし，式１は以下のように表せる。 

          ・・・・・（式２） 

 

  b．除去係数と滞留時間 

 ガス状放射性よう素が銀ゼオライトフィルタを通過する際の物質収支は，

吸着剤の微小ベッド厚さΔz に対して，単位時間あたりのよう素濃度の低下

率と吸収量が等しいとする式３で表すことができる（参考図書３）。 

 銀ゼオライトフィルタ通過前後における物質収支のイメージを図１に示す。 

 

− 𝑢 𝐴 Δ𝑡 Δ𝐶 =   𝐴 Δ𝑧 Δ𝑞   ・・・・・（式３） 

 

u：ガス流速  A：ガス通過断面積  t：単位時間

C：よう素濃度変化   ：吸着剤充填密度  z：ベッド厚さ

q：単位質量あたりのよう素吸着量




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

図１ 銀ゼオライトフィルタ通過前後における物質収支のイメージ 

ここで，左辺はガスに含まれる放射性よう素の変化量，右辺は銀ゼオライ

トフィルタで捕集した放射性よう素量を表す。z = u t より，両辺を A t z

で除し，微小変化を→∂とすると，式 3 は以下のように表せる。

・・・・・（式４）

式４に式２を代入すると，以下のように表せる。 

・・・・・（式５）

式５を積分し，C0 を初期よう素濃度とすると，以下のように表せる。 

・・・・・（式６）

 式 6 は銀ゼオライトフィルタをベントガスが通過する時間（滞留時間）に

除去係数が依存することを示している。また，銀ゼオライトフィルタの厚さ

が一定であることを考慮すると，除去係数が銀ゼオライトフィルタを通過す

るベントガスの流速に依存することを示している。 

  c．除去係数と滞留時間 

 銀ゼオライトフィルタの除去性能に影響を与え得るベントガス条件として，

ベントガスの流速以外に，過熱度，蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度，

銀ゼオライトフィルタ圧力が考えられることから，これらの条件が式 6 の総

括物質移動係数へ与える影響について JAVA PLUS 試験結果により評価する。 

① 蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度及び過熱度の影響

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表１ 蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度及び過熱度が 

総括移動係数に与える影響 

② 銀ゼオライトフィルタ圧力及び過熱度の影響

表２ 銀ゼオライトフィルタ圧力及び過熱度が 

総括移動係数に与える影響(1)

表３ 銀ゼオライトフィルタ圧力及び過熱度が 

総括移動係数に与える影響(2) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙35-3



③ まとめ

ベントガス条件（過熱度，蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度及び銀

ゼオライトフィルタ圧力）が，総括物質移動係数へ与える影響について

JAVA PLUS 試験結果に基づき評価した結果，総括物質移動係数が過熱度に

依存することを確認した。なお，蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度及

び銀ゼオライトフィルタ圧力は，銀ゼオライトフィルタを通過するベント

ガスの過熱度を決定する因子となり得るものであり，これらのベントガス

条件が総括物質移動係数に与える影響は，過熱度による影響に帰着するも

のと考えられる。 

 以上から，銀ゼオライトフィルタの除去性能の評価や設計においては，

式 6 に示される滞留時間，ベントガスの過熱度への考慮が重要である。 

  d．JAVA PLUS 試験結果の実機への適用 

 銀ゼオライトフィルタの設計（必要ベッド厚の設計）においては，式 6 と

JAVA PLUS 試験で得られた除去係数及び滞留時間を用い，実機の過熱度の

運転範囲について，式 7 の関係から実機に要求する除去係数を得るために必

要となる滞留時間を算出し，銀ゼオライトの必要ベッド厚を設定する。上記

のとおり設計した島根 2 号炉の銀ゼオライトフィルタの有機よう素除去係数

を図 2 に示す。過熱度の運転範囲全域において，要求する除去係数（DF50

以上）を満足している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２  JAVA PLUS 試験結果（実機条件補正） 
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別紙 36 

エアロゾルの再浮遊・フィルタの閉塞について 

 

 フィルタ装置を継続使用する際，粒子状放射性物質（エアロゾル）の除去に影

響を与える可能性のある因子として以下の点を考慮する必要がある。 

・ 粒子状放射性物質（エアロゾル）の再浮遊 

・ フィルタの閉塞 

 

 (1) 粒子状放射性物質（エアロゾル）の再浮遊 

  a. ベンチュリスクラバにおけるエアロゾルの再浮遊 

   (a) 想定する状態 

 ベンチュリスクラバにおいて捕集されたエアロゾルが蓄積すると，ベ

ンチュリスクラバ内のエアロゾル濃度は徐々に上昇する。ベンチュリス

クラバでは，スクラビング水の沸騰やベントガスの気流により細かい液

滴が発生し，その液滴に内包されるエアロゾルがフィルタ装置（スクラ

バ容器）下流側に放出されることが考えられる。 

   (b) 影響評価 

 フィルタ装置（スクラバ容器）は，ベンチュリスクラバの後段に金属

フィルタが設置されている。この金属フィルタには，ベンチュリスクラ

バからの液滴を除去するための機構（プレフィルタ，湿分分離機構）及

びドレンをベンチュリスクラバ内に戻すためのドレン配管が設置されて

いる。そのため，ベンチュリスクラバで発生した液滴はメインフィルタ

に到達する前に除去される。また，液滴の微細化や蒸発によってエアロ

ゾルが放出される可能性があるが，これはメインフィルタにて捕集され

る。 

 以上のとおり，フィルタ装置（スクラバ容器）は，ベンチュリスクラ

バでのエアロゾルの再浮遊に対して考慮した設計としている。 

 なお，JAVA 試験では，液滴が発生しやすいガス流速が大きい場合につ

いて試験を行っており，エアロゾルの除去係数が低下しないことを確認

している。ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数を図

１に示す。 
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図１ ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 

 

  b. 金属フィルタにおけるエアロゾルの再浮遊 

   (a) 想定する状態 

 金属フィルタにおいて捕集されたエアロゾルが蓄積すると，崩壊熱に

よりフィルタ部の温度が上昇し，放射性物質の融点・沸点を超えた場合

に液体・気体となる。これらの液体・気体がベントガスに流された場合，

金属フィルタ下流側にエアロゾルが放出されることが考えられる。 

   (b) 影響評価 

 金属フィルタに捕集されたエアロゾルの崩壊熱による金属フィルタの

上昇温度を，エアロゾルが再浮遊に至る温度と比較することで，この影

響について確認した。 

 以下に評価に用いた条件とその結果を示す。 

① 金属フィルタへのエアロゾル移行割合 

 フィルタ装置（スクラバ容器）では，ベンチュリスクラバにより大

部分のエアロゾルが捕集される。このベンチュリスクラバによる除去性

能を考慮して，金属フィルタへのエアロゾル移行割合は，フィルタ装置

に移行する総量の 1/100 とする。（別紙 34 表４） 

② 冷却ガス条件 

a．ベント後短期 

 金属フィルタに捕集されたエアロゾルの崩壊熱は，膨大な流量のベ

ントガスによって冷却される。 

 

 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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b．ベント後長期 

 ベントガス流量が低下するベント後長期においては，格納容器を不

活性化するために供給する窒素ガス及びスクラビング水に捕集される

エアロゾルの崩壊熱による蒸気によって冷却される。

c．ベント停止後 

 ベント停止後においては，格納容器フィルタベント系を不活性化す

るために供給する窒素ガス及びスクラビング水に捕集されるエアロゾ

ルの崩壊熱による蒸気によって冷却される。

 したがって，冷却源となるガス流量が最も小さくなるような条件を想

定するため，スクラビング水に捕集される崩壊熱による蒸気量は考慮せ

ず，系統を不活性化するために供給する窒素ガス流量のみを冷却ガス条

件とする。圧力・温度条件はベント後長期を想定して大気圧及びその飽

和温度とする。 

・窒素ガス流量 ＝ 100 m3/h[normal]

・窒素ガス比熱 ＝ 1040 J/kg・℃

・窒素ガス密度 ＝ 1.25 kg/m3[normal]

③ 評価結果

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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金属フィルタに捕集されたエアロゾルの崩壊熱による冷却ガスの上

昇温度を評価することで簡易的に金属フィルタの上昇温度を評価する。

金属フィルタ内で発生する崩壊熱の全量  が冷却ガスに

移行したと仮定し，以下の評価式にて金属フィルタの上昇温度を評価し

た。 

・上昇温度 ≒  ℃ 

したがって，金属フィルタの温度はエアロゾルの再浮遊が起こるよう

な温度 に対して十分に低く抑えるこ

とができる。 

 なお，長期的には，窒素ガスを停止することも考えられることから，

窒素ガスを停止した場合の評価を実施した結果，問題ないことを確認し

ている。（参考１） 

)(kg /)((

(W )
)

33 msmkgJ 窒素ガス密度℃) 窒素ガス流量比熱

金属フィルタ内の発熱量
上昇温度(℃






(2) フィルタの閉塞

  a．想定する状態 

(a) ベンチュリノズルにおけるエアロゾルによる閉塞

炉心損傷後のベント時には，放射性エアロゾルに加えて，炉内構造物

の過温等により発生する非放射性エアロゾル，コアコンクリート反応に

より発生する CaO 等の非放射性エアロゾル等がフィルタ装置（スクラバ

容器）に移行する可能性がある。これらのエアロゾルがベンチュリノズ

ルの狭隘部を閉塞することが考えられる。

(b) 金属フィルタにおけるエアロゾルによる閉塞

炉心損傷後のベント時には，放射性エアロゾルに加えて，炉内構造物

の過温等により発生する非放射性エアロゾル，コアコンクリート反応に

より発生する CaO 等の非放射性エアロゾル等がフィルタ装置（スクラバ

容器）に移行する可能性がある。これらのエアロゾルが金属フィルタに

付着して閉塞することが考えられる。 

(c) 金属フィルタにおける液滴による閉塞

金属フィルタに移行するベントガスに含まれる液滴（湿分）は，

 液滴を分離しているが，低流速では慣性力による衝突により液滴を

分離する機能が低下することが考えられる。 

  ｂ．影響評価 

(a) ベンチュリノズルにおけるエアロゾルによる閉塞

ベンチュリノズルにおける狭隘部は  であり，これに対して流

入するエアロゾルの粒径は  と極めて小さい。ベンチュリノ

ズルにおける狭隘部を通過するガス流速も高速であることから，閉塞が

発生することはない。また，機械的破損によって生じる断熱材の破片等

を含む  以上の粒径については速やかに格納容器内に落下す

るため，フィルタ装置へ流入することはない。 

(b) 金属フィルタにおけるエアロゾルによる閉塞

フィルタ装置（スクラバ容器）において，ベンチュリスクラバで捕集

されなかったエアロゾルは後段の金属フィルタに移行する。この金属フ

ィルタに移行するエアロゾル量と金属フィルタの設計負荷量を比較し，

閉塞が発生しないことを以下のとおり確認した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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① 金属フィルタの設計負荷量

金属フィルタは，エアロゾルを供給した場合，  g/m2 まで閉塞によ

るリスクが極めて低い運用が可能であり，  g/m2まで急速な差圧の上

昇が起こらず，金属フィルタの機能が確保できることが Framatome 社（旧

AREVA 社）により検証されている。 

② エアロゾル量

格納容器からのエアロゾル移行量を保守的に 300 kg とし，このエアロ

ゾル重量に金属フィルタへのエアロゾル移行割合 1/100 を考慮すると，

金属フィルタに移行するエアロゾル重量の最大は３kg となる。 

③ 評価結果

(c) 金属フィルタにおける液滴による閉塞

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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JAVA 試験による金属フィルタにおけるガス流速に対する除去係数を図

２に示す。金属フィルタにおけるエアロゾルの除去性能は運転範囲を下

回る低速範囲（ に

おいても低下していない。 

 したがって，プレフィルタ及び湿分分離機構における，液滴分離が十

分に実施でき，液滴（湿分）によるメインフィルタの閉塞が発生するこ

とはない。 



図２ 金属フィルタにおけるガス流速に対する除去係数 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考１）ベント停止後の金属フィルタにおけるエアロゾルの再浮遊について 

フィルタ装置を使用すると，金属フィルタは捕捉した放射性物質の崩壊熱によ

り発熱する。万一，金属フィルタの温度が捕捉した放射性物質の融点よりも高く

なってしまうと，捕捉した放射性物質が金属フィルタより再浮遊してしまう恐れ

がある。このため，金属フィルタの温度は，金属フィルタに捕捉された放射性物

質の融点以下である必要がある。 

フィルタ装置使用中は，金属フィルタにはベントガスが通気されることから，

金属フィルタに捕捉された放射性物質の崩壊熱は除去される。一方，フィルタ装

置使用後においては，ベントガスによる熱の除去はできないことから，金属フィ

ルタの温度は上昇する。そこで，フィルタ装置使用後におけるフィルタ装置金属

フィルタ部の温度評価を行った。

１．評価条件 

（１）金属フィルタの発熱量

有効性評価シナリオ（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機

能喪失＋全交流動力電源喪失，Ｄ／Ｗベント）における金属フィルタに捕

捉される放射性物質の崩壊熱を評価する。本シナリオにてフィルタ装置に

流入する粒子状放射性物質の総崩壊熱は約  となる。 

 ベンチュリスクラバの DF100 以上を考慮し，ベンチュリスクラバの後段

に設置する金属フィルタに捕捉される崩壊熱は  となる。 

 そこで，金属フィルタ部の温度評価を実施する際の金属フィルタ捕捉崩

壊熱を，   に対して，放射性物質の不均一な付着等を考慮しても十

分保守的な   に設定する。 

 また，崩壊熱は保守的に全量がメインフィルタのみから発熱するものと

する。 

（２）解析モデル

解析モデルを図１に示す。解析モデルは２次元モデルとし，対称性を考

慮して金属フィルタ部半分をモデル化範囲とした。解析モデルは金属フィ

ルタ周辺部を模擬し，保温材，自然対流及び輻射を考慮した境界条件とし

た。また，スクラビング水が無い状況（流体は空気）を想定し，スクラバ

容器内の初期温度 60℃，周囲雰囲気温度 60℃(一定)の温度条件とした。な

お，発熱による温度上昇が保守的になる（周辺に熱が逃げにくく，金属フ

ィルタ内に発熱した熱がこもる）よう，湿分分離機構はモデル化していな

い。 

メインフィルタ及びプレフィルタはステンレス製メッシュであり，本解

析ではステンレスの体積比率 ％として密度，比熱，熱伝導率を設定し

た。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図１ 解析モデル 

（３）解析条件

金属フィルタ部の発熱温度解析の条件を表１に示す。

表１ 金属フィルタ部の発熱温度解析条件 

項目 条件 

解析コード STAR-CCM+（Ver.10.06） 

解析タイプ 定常計算（自然対流） 

乱流モデル Realizable k-ε 2 層モデル 

差分スキーム 風上 2次 

雰囲気温度 60℃ 

圧力 101325Pa（大気圧） 

（ベント後，スクラビング水ドレン後を想定） 

流体 空気 100％（スクラビング水無し） 

保温材 考慮 

輻射 考慮 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．解析結果 

 金属フィルタ部の発熱解析結果を図２に示す。発熱源としたメインフィルタの

最大温度は約  ℃となった。 

図２ 温度分布解析結果 

フィルタ装置使用時に格納容器から飛来する放射性物質のうち，高揮発性の水

酸化セシウムの融点は約 272℃である。このため，金属フィルタに捕捉される放

射性物質の崩壊熱が  kW の場合，金属フィルタのメインフィルタ部の温度は放

射性物質の融点以下となり，捕捉された放射性物質が再浮遊する可能性は低いと

考えられる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考２）ベンチュリノズルの脱落防止対策について 

ベンチュリノズルは，図１に示す通り，取付ボルトにより接続されている。ベ

ント中は，ベンチュリノズルからベントガスが勢いよく噴射され，それによる流

力振動によりベンチュリノズルの取付ボルトが緩む恐れがある。取付ボルトが緩

み，ベンチュリノズルが脱落してしまった場合，ベンチュリスクラバの除去効率

が低下すると考えられる。 

そこで，図２に示す通り，ベンチュリノズルの取付ボルトに舌付き座金を施し，

フィルタ装置使用時のベンチュリノズルの取付ボルトの緩みを防止することとす

る。 

図１ ベンチュリノズル構造図 

図２ 舌付き座金の取付け状態 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ベンチュリスクラバにおける無機よう素の再揮発・薬剤の容量不足について 

 

フィルタ装置を継続使用する際，ガス状放射性よう素の除去に影響を与える可

能性のある因子として以下の点を考慮する必要がある。 

・ガス状放射性よう素の再揮発 

・薬剤の容量不足 

それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

(1) ガス状放射性よう素の再揮発 

a.ベンチュリスクラバにおけるガス状放射性よう素の再揮発 

(a) 想定する状態 

気液界面における無機よう素の平衡については温度依存性があり，温

度の上昇に伴い気相中に移行する無機よう素が増えることが知られて

いる。高温のベントガスによりスクラビング水の温度が上昇した場合，

スクラビング水中に捕集された無機よう素が気相中へ再揮発すること

が考えられる。 

 

(b) 影響評価 

ベンチュリスクラバでの無機よう素の除去係数の温度依存性について，

NUREG/CR-5732 に類似の影響評価に関する知見が得られている（参考図

書１）。 

NUREG/CR-5732 によると，格納容器内のよう素の化学形態について，

気相中のよう素と液相中のよう素の挙動は以下の２つの効果が組み合

わさったものであることが知られている。 

 

① 液相中における無機よう素（I2）とよう化物イオン（I－）の平衡 

放射線環境下において，液相中の無機よう素（I2）とよう化物イオン

（I－）の存在比は以下のように表される。 

 

                           ・・・（1） 

 

（1）式の[I2]及び[I－]は無機よう素（I2）及びよう化物イオン（I－）

の濃度を表す。この平衡反応はｐＨに強く依存し，ｐＨに対して図１

の関係を持つ。 
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図１ 液相中における I2と I－の平衡とｐＨの関係 

 

② 液相と気相の無機よう素（I2）の平衡 

液相中における無機よう素（I2(aq)）と気相中における無機よう素

（I2(g)）の存在比は以下のように表される。 

 

            ・・・・・・・・（2） 

 

（2）式の Pは気液分配係数，[I2(aq)]及び[I2(g)]は液相中の無機よう

素濃度及び気相中の無機よう素濃度を表す。この平衡は，以下の関係で

温度に依存する。 

 

                 ・・・（3） 

 

（3）式での Tは絶対温度[K]である。 

 

以上①，②より，格納容器内のよう素の化学形態については，ｐＨが

低いと液相中の無機よう素の割合が増え，温度が高い方が気相中の無機

よう素の割合が増える関係にある。 

ベンチュリスクラバでの気液界面における無機よう素の平衡について

も， ②の温度依存性があり，温度の上昇に伴い気相中に移行する無機

よう素が増える（以下，「気液分配係数の影響」という。）関係にあるも

のの，アルカリ性環境下では，①よりスクラビング水中に存在する無機

よう素（I2）が極めて少なくなるため，無機よう素の気相部への移行量

はスクラビング水の温度が上昇したとしても十分小さい値となる。 

JAVA 試験では，気液分配係数の影響を受けやすい高温状態での実験を

行っており，スクラビング水の温度上昇による影響を配慮したものとな

っている。表１にベンチュリスクラバにおける無機よう素除去性能試験

結果（JAVA 試験結果）,図２に除去係数と温度の関係を示す。 
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これより，アルカリ性環境下であれば，高温状態でも除去係数が 100

以上であることが確認されており，また，有意な除去係数の温度依存性

は確認できない。 

表１ ベンチュリスクラバにおける無機よう素除去性能試験結果 

図２ 無機よう素の除去係数と温度の関係(図中の数値はｐＨ) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 薬剤の容量不足

  ａ．想定する状態 

(1)式に示すとおり，無機よう素はベンチュリスクラバにて薬剤（

 ）との反応により捕集されるが，薬剤の容量を超える無機

よう素が流入した場合には，無機よう素は捕集されずに下流に流出される

ことが考えられる。 

・・・（1）

  ｂ．影響評価 

スクラビング水に含まれる  の量は，格納容器から

放出される無機よう素の量に対して十分大きいことから，容量に達するこ

とはないことを以下のとおり確認した。 

(a) スクラビング水の薬剤の保有量

スクラビング水に含まれる  の割合は，ベント運

転時の上限水位に対して であるため， となり 

の量は  となる。 

(b) 無機よう素の流入量

ベンチュリスクラバに流入する無機よう素の量を以下のとおり設定

した。

・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対

象としたＯＲＩＧＥＮ２コードの計算結果に対して，島根２号炉の熱

出力（2,436MW）を考慮して算出した結果，約 18.1kg とする。 

・格納容器への放出割合

ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を

61％とする（参考図書２）。 

・格納容器に放出されるよう素の元素割合

Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム５％，無機よう

素 91％，有機よう素４％とする（参考図書３）。 

以上より，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素（分子量 253.8g

／mol）  の量は  となる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(c) 評価結果

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の反応はアルカリ環境下に

おいて(1)式に示すとおりであることから，ベンチュリスクラバに流入

する無機よう素  の反応に必要な の量は 

となる。スクラビング水に含まれる の量は  であるこ

とから，  が容量不足となることはない。 

(3) 薬剤の管理について

 は化学的に安定しており，系統待機中において，変質

することがないことから，ＰＷＲにおける同目的の薬品タンクの水質確認頻

度を考慮し，  の濃度が  であることを施設

定期事業者検査ごとに確認する。 

また，上記管理について，原子炉施設保安規定に規定する。 

<参考図書> 

1. ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732_ORNL／TM－11861 Iodine Chemical Forms in LWR

Severe Accidents

2. ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power

Plants”Feb.1995

3. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating

radiological consequences of design basis accidents at light-water

nuclear power reactors”

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考１）Regulatory Guide 1.195の適用について 

 

有機よう素の生成割合は，Regulatory Guide 1.195 “Methods and Assumptions 

for Evaluating Radiological Consequences of Design Basis Accidents at Light 

Water Nuclear Power Reactors”で示されたよう素の存在割合を用い，４%を仮定

している（参考図書１）。 

格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合，重大事故時における

ｐＨ調整と有機よう素の生成割合に関する評価を以下に示す。 

 

a．格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

WASH-1233 “Review of Organic Iodide Formation Under Accident 

Conditions in Water-Cooled Reactors”では，粒子状よう素（CsI）を除く

無機よう素等（I2，HI，I）から有機よう素（CH3I）への転換に関して，格納

容器内を模擬した種々の実験結果に基づいて提案している（参考図書２）。 

一方，NUREG-0772 “Technical Basis for Estimating Fission Product 

Behavior during LWR Accidents”において，上記のWASH-1233 の実験結果を

再度評価し，WASH-1233 で示される有機よう素への転換割合は，有機よう素

の生成を導くメカニズムの定義付けが十分ではなく，保守的としている（参

考図書３）。 

WASH-1233及びNUREG-0772に示されている，それぞれの有機よう素への転換

割合を表１に示す。 

 

表１ 格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

有機よう素 WASH-1233 NUREG-0772 

非放射線場 1%未満 0.01%未満 

放射線場 2.2%未満 0.02%未満 

合計 3.2%未満 0.03%未満 

 

NUREG-1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”

では，無機よう素等から生成される有機よう素の転換割合として，WASH-1233

で示される3.2%（合計）に基づき決定している（参考図書４）。しかし，

WASH-1233では有機よう素の生成反応のみを考慮し，放射線による分解反応に

ついては考慮していないこと，格納容器内での有機よう素の生成割合を評価

していることなどから，NUREG-0772 のレビュー結果と同様，相当な保守性を

持った値としている。 

 

b．重大事故時におけるｐＨ調整と有機よう素の生成割合 

NUREG/CR-5732 “Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents”では，

ｐＨとよう素の存在割合について，ｐＨの低下に伴って無機よう素等への生
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成割合が増加する知見が示されており，ｐＨ調整が実施されている場合とｐ

Ｈ調整が実施されていない場合のそれぞれについて，重大事故時のよう素形

態に関して，複数のプラントに対するよう素の発生量を評価している（参考

図書５）。ｐＨ調整が実施されている場合の結果を表２に，ｐＨ調整が実施

されていない場合の結果を表３に示す。BWRプラント（Grand Gulf，Peach 

Bottom）では，重大事故時において，ｐＨ調整の実施の有無に限らず，有機

よう素の生成割合は１%以下となっている。 

表２ 重大事故時にｐＨ調整を実施した場合の有機よう素の生成割合 

表３ 重大事故時にｐＨ調整を実施しない場合の 

有機よう素の生成割合 

以上より，有機よう素の生成割合については不確定さがあるものの，

Regulatory Guide 1.195で示されている４%は十分な保守性を有していると考

えられることから，設計値として採用している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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≪参考図書≫ 

1. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating 

radiological consequences of design basis accidents at light-water 

nuclear power reactors” 

2．WASH-1233,“Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions 

in Water-Cooled Reactors” 

3．NUREG-0772,“Technical Basis for Estimating Fission Product Behaviour 

during LWR Accidents” 

4. ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power 

Plants”Feb.1995 

5. ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732_ORNL／TM－11861 Iodine Chemical Forms in LWR 

Severe Accidents 
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銀ゼオライトフィルタにおけるよう素の再揮発，吸着飽和及び吸着材の変質 

について 

 

フィルタ装置を継続使用する際，ガス状放射性よう素の除去に影響を与える可

能性のある因子として以下の点を考慮する必要がある。 

・ガス状放射性よう素の再揮発 

・銀ゼオライトフィルタの吸着飽和 

・吸着剤の変質 

それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

(1) 銀ゼオライトフィルタにおけるガス状放射性よう素の再揮発 

ａ．想定する状態 

銀ゼオライトからのよう素の脱離反応は，400 ℃以上の高温状態において，

数時間程度水素を通気した場合に起こることが知られている（参考図書１）。

炉心損傷後のベント時には，水－金属反応及び水の放射線分解等により発生

した水素を含むベントガスがフィルタ装置（銀ゼオライト容器）に流入し，

銀ゼオライトフィルタに捕集されたガス状放射性よう素の崩壊熱によりフ

ィルタ部の温度が上昇した場合，捕集されたガス状放射性よう素の脱離が生

じ再揮発することが考えられる。 

 

ｂ．影響評価 

ガス状放射性よう素の発熱による銀ゼオライトフィルタの上昇温度を，捕

集したガス状放射性よう素が再揮発に至る温度（400 ℃）と比較することで，

この影響について確認した。 

以下に評価に用いた条件とその結果を示す。 

 

(a) 銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素移行割合 

NUREG-1465に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を61 %，

Regulatory Guide 1.195に基づき，有機よう素生成割合を４ %，無機よう

素生成割合を91 %とする（参考図書２,３）。また，フィルタ装置（スク

ラバ容器）では，ベンチュリスクラバにより大部分の無機よう素が捕集さ

れる。このベンチュリスクラバによる除去性能を考慮して，銀ゼオライト

フィルタへの無機よう素移行割合は，フィルタ装置に移行する総量の

1/100とする。 

ここで，銀ゼオライトフィルタ内の発熱量については，可搬式窒素供給

装置により窒素を供給する場合として事象発生７日後を想定し，事故時に

炉内に内蔵されるよう素元素量に相当する崩壊熱約 ７MW に対して時間
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減衰及び銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素移行割合を考慮

し，ガス状放射性よう素は全て銀ゼオライトフィルタに吸着すると想定し

た。 

 

(b) 冷却ガス条件 

(ⅰ) ベント後短期 

銀ゼオライトフィルタに捕集されたガス状放射性よう素の崩壊熱は，

膨大な流量のベントガスによって冷却される。 

 

(ⅱ) ベント後長期 

ベントガス流量が低下するベント後長期においては，銀ゼオライトフ

ィルタに捕集されたガス状放射性よう素の崩壊熱は，減衰したガス状放

射性よう素の崩壊熱に比べて流量が十分多いベントガスによって冷却

される。 

 

(ⅲ) ベント停止後 

ベント停止後においては，格納容器フィルタベント系を不活性化する

ために供給する窒素ガス及びスクラビング水に捕集されるエアロゾル

の崩壊熱による蒸気によって冷却される。 

 

したがって，冷却源となるガス流量が最も小さくなるような条件を想定し，

スクラビング水に捕集される崩壊熱による蒸気量は考慮せず，系統を不活性

化するために供給する窒素ガス流量のみを冷却ガス条件とする。圧力・温度

条件はベント後長期を想定して大気圧及びその飽和温度とする。 

 

・窒素ガス流量 ＝ 100 m3/h[normal] 

・窒素ガス比熱 ＝ 1040 J/kg・℃ 

・窒素ガス密度 ＝ 1.25 kg/m3[normal] 

 

(c) 評価結果 

銀ゼオライトフィルタに吸着されたガス状放射性よう素の崩壊熱によ

る冷却ガスの上昇温度を評価することで簡易的に銀ゼオライトフィルタ

の上昇温度を評価する。銀ゼオライトフィルタ内で発生する崩壊熱の全量

が冷却ガスに移行したと仮定し，以下の評価式にて銀ゼオライトフィルタ

の上昇温度を評価した。 

 

 )/()()(

)(
)(

33 mkgsmkgJ

W

窒素ガス密度窒素ガス流量℃比熱

内の発熱量銀ゼオライトフィルタ
℃上昇温度


  
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銀ゼオライトフィルタでの発熱量及び冷却ガスの上昇温度の結果を表

１に示す。 

表１ 銀ゼオライトフィルタでの発熱量及びガス上昇温度 

銀ゼオライトフィルタでの発熱量（有機よう素） 

銀ゼオライトフィルタでの発熱量（無機よう素） 

上昇温度 

したがって，銀ゼオライトフィルタの温度はガス状放射性よう素の再揮発が

起こるような温度（400 ℃以上（参考図書１））に対して十分に低く抑えるこ

とができる。 

なお，長期的には，窒素ガスを停止することも考えられることから，窒素ガ

スを停止した場合の評価を実施した結果，問題ないことを確認している。（参

考１） 

また，事象発生約32時間後の希ガスによる照射線量を計算すると，希ガスの

崩壊熱エネルギーは8.05×106[J]と見積もられ，よう素による崩壊熱

6.81×109[J]よりも3桁低い値となるため，ほとんど影響はない。 

(2) 銀ゼオライトフィルタの吸着飽和

ａ．想定する状態 

銀ゼオライトフィルタにおいて捕集されたガス状放射性よう素が蓄積す

ると，銀ゼオライトフィルタ内のガス状放射性よう素量が徐々に増加する。

多量のガス状放射性よう素により銀ゼオライトフィルタが吸着飽和に達し

た場合，ガス状放射性よう素が捕集されずに系外へ放出されることが考えら

れる。 

ｂ．影響評価 

銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量と銀ゼオライト

フィルタの許容負荷量を比較し，吸着飽和に達することがないことを以下の

とおり確認した。 

(a) 銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素流入量

事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量は約18.1 kgであり，NUREG-1465

に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を61%，Regulatory Guide 

1.195に基づき，有機よう素生成割合を４%，無機よう素生成割合を91 %と

する（参考図書２，３）。また，ベンチュリスクラバにおける無機よう素

の除去性能を考慮し，銀ゼオライトフィルタへの無機よう素移行割合を

1/100とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量を表２に示す。ガ

ス状放射性よう素量は約  である。 

表２ 銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量 

有機よう素流入量 

無機よう素流入量 

(b) 銀ゼオライトフィルタの許容負荷量

JAVA PLUS試験において，有機よう素（CH3I）を用いて銀ゼオライトの性

能検証を行っている。JAVA PLUS試験では，銀ゼオライトを交換すること

なく有機よう素を  以上注入しているが，銀ゼオライトの性能劣化

は確認されていない。 

JAVA PLUS試験における銀ゼオライトの充填量と有機よう素の注入量を

表３に示す。 

表３ JAVA PLUS 試験における銀ゼオライトの充填量と有機よう素の注入量 

銀ゼオライト充填量 

有機よう素注入量 

銀ゼオライトフィルタの吸着剤の充填量は約  であり，表３に

示すJAVA PLUS試験における銀ゼオライトの充填量との比から，有機よう

素（CH3I）の性能の劣化が確認されていない量を許容負荷量と仮定すると

約  となる。 

(c) 評価結果

銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素流入量は約  であ

り，銀ゼオライトフィルタにおける許容負荷量約  に対して十分

小さいことから，銀ゼオライトフィルタは吸着飽和に達することはない。 

(3) 吸着材の変質

ａ．想定する状態 

銀ゼオライトフィルタの吸着材として使用する銀ゼオライトは，光照射又

は高湿度の環境に長期間晒されると，変質してよう素除去性能が低下するこ

とが考えられる。 

ｂ．影響評価 

銀ゼオライトは，ステンレス鋼製の銀ゼオライト容器内に充填されるため，

光が照射されることはなく，変質するおそれはない。 

また，湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響については，密

閉容器内にスクラビング水（水酸化ナトリウム及び 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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 ）と銀ゼオライトを保管し，６カ月後及び 15 カ月後の除去効率の測定

試験を行い，性能基準  を満たしていることを確認した。

（別紙 45） 

<参考図書> 

1．ＯＲＮＬ／ＴＭ－6607 “Literature Survey of Methods to Remove Iodine from

Off-gas Streams Using Solid Sorbents”，Apr／10／1979

2．ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power 

Plants”Feb.1995 

3. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating

radiological consequences of design basis accidents at light-water

nuclear power reactors”

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考１）ベント停止後の銀ゼオライトフィルタにおけるよう素の再揮発につい

て 

 

 フィルタ装置を使用すると，銀ゼオライトフィルタは捕捉した放射性物質の崩

壊熱により発熱する。万一，スクラビング水の放射性分解により発生した水素が

銀ゼオライトフィルタに流入し，銀ゼオライトフィルタの温度が 400℃を超えてし

まうと，捕集したガス状放射性よう素が銀ゼオライトフィルタから再揮発してし

まう恐れがある。このため，銀ゼオライトフィルタの温度は 400℃以下である必要

がある。 

 フィルタ装置使用中は，銀ゼオライトフィルタにはベントガスが通気されるこ

とから，銀ゼオライトフィルタに捕捉された放射性物質の崩壊熱は除去される。

一方，フィルタ装置使用後においては，ベントガスによる熱の除去はできないこ

とから，銀ゼオライトフィルタの温度は上昇する。そこで，フィルタ装置使用後

における銀ゼオライトフィルタの温度評価を行った。 

 

1. 評価条件 

(1) 銀ゼオライトフィルタの発熱量 

   銀ゼオライトフィルタ内の発熱量については，事象発生７日後を想定し，

事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量に相当する崩壊熱約７MW に対して時

間減衰及び銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素移行割合を考慮し，

ガス状放射性よう素は全て銀ゼオライトフィルタに吸着すると想定した発熱

量 3,684W を保守側に切り上げた 4,000W とする。 

  

(2) 解析モデル 

   解析モデルを図１に示す。解析モデルは対称性を考慮して２次元軸対称モ

デルとした。解析モデルは銀ゼオライトフィルタ周辺部を模擬し，保温材，

自然対流及び輻射を考慮した境界条件とした。また，流体は空気を想定し，

銀ゼオライト容器内の初期温度 60℃，周囲雰囲気温度 60℃(一定)の温度条件

とした。なお，発熱による温度上昇が保守的になる（周辺に逃げにくく，金

属フィルタ内に発熱した熱がこもる）よう，大気開放している出口配管を模

擬していない。 
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図１ 解析モデル 

(3) 解析条件

金属フィルタ部の発熱温度解析の条件を表１に示す。

表１ 金属フィルタ部の発熱温度解析条件 

項目 条件 

解析コード STAR-CCM+（Ver.10.06） 

解析タイプ 定常計算（自然対流） 

乱流モデル Realizable k-ε ２層モデル 

差分スキーム 風上２次 

雰囲気温度 60℃ 

圧力 101325Pa（大気圧） 

（ベント後，スクラビング水ドレン後を想定） 

流体 空気 100％ 

保温材 考慮 

輻射 考慮 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙38-7



2. 解析結果

銀ゼオライトフィルタ部の発熱解析結果を図２に示す。発熱源とした内側フィ

ルタ温度約  ℃，外側フィルタ温度約  ℃となり，水素がある場合放射性

よう素が再揮発する温度 400 度以下となることを確認した。 

図２ 温度分布解析結果 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙 39 

 

格納容器内の圧力が計測できない場合の運用について 

 

格納容器内の圧力が計測できない場合には，格納容器雰囲気温度を計測し，飽

和圧力に換算することにより操作判断を行うこととする。このため，表１及び図

１に示すような飽和温度と飽和圧力の換算表等を手順書類に記載する。 

具体的には，重大事故等発生時に格納容器への注水等が十分である場合におい

ては，格納容器雰囲気は飽和状態に近い状態であることから，図２に示す格納容

器雰囲気温度計のうち，より飽和状態に近いと考えられるサプレッション・チェ

ンバ空間部に設置した格納容器雰囲気温度計（図２の⑩及び⑪）の計測値を飽和

圧力に換算する。 

ただし，有効性評価で想定する範囲を超える場合ではあるが，重大事故等発生

時に格納容器への注水等が不十分な場合は，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力

に対する飽和温度以上になるとともに，溶融炉心からの輻射熱等によって局所的

に格納容器雰囲気温度が大きく上昇する可能性がある。 

 

このような場合は，すべての格納容器雰囲気温度計の最大値を圧力換算する。

この運用により，格納容器雰囲気温度に対する圧力換算値は実際の格納容器圧力

と同等又はそれ以上となることから，格納容器の限界圧力を下回る最高使用圧力

の２倍（853kPa［gage］）に到達する前のベントが可能であると考える。 
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表１ 飽和温度と飽和圧力の換算表 

飽和温度［℃］ 
飽和圧力［kPa］ 

絶対圧力 ゲージ圧力 

100 101 0  

105 121 20  

110 143 42  

115 169 68  

120 199 97  

125 232 131  

130 270 169  

135 313 212  

140 362 260  

145 416 314  

150 476 375  

153.9 528 427（１Pd） 

155 543 442  

160 618 517  

165 701 599  

170 792 691  

175 892 791  

177.8 954 853（２Pd） 

180 1003 901  

参考：日本機械学会蒸気表［1999年］ 

 

 

 

図１ 飽和温度と飽和圧力の換算グラフ 
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番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，②，③ ドライウェル温度（ＳＡ） フランジ高さ近傍 0～300℃ 

④，⑤ ドライウェル温度（ＳＡ） ＴＡＦ高さ近傍 0～300℃ 

⑥，⑦  ドライウェル温度（ＳＡ） ＲＰＶ底面高さ近傍 0～300℃ 

⑧，⑨ ペデスタル温度（ＳＡ） ペデスタル上部 0～300℃ 

⑩，⑪ 
サプレッション・チェン

バ温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ 

頂部近傍 
0～200℃ 

 

図２ 格納容器雰囲気温度計の計測点 
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有効性評価における炉心損傷の判断根拠について 

 

炉心損傷の判断基準は，設計基準事故の状態を有意に超えるとともに，炉心損

傷の判断が遅くならないよう，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが燃料から放出

された状態を設定しており，以下の理由から妥当と考えている。 

① 島根２号炉では，設計基準事故における原子炉冷却材喪失時の評価では燃料

棒の破裂は発生していない。そのため，設計基準事故時の追加放出量を超える

放出量を確認した場合には，設計基準事故を超える状態と判断されること。 

② 炉心冷却が不十分な事象において，格納容器雰囲気放射線モニタのガンマ線

線量率が追加放出量の 10 倍に相当する値に至る場合には，その後，ごく短時

間で 10 倍に相当する値を大きく上回る線量率に至っていること。また，これ

は，大量のＦＰが格納容器内に放出されたことを意味しており，これ以降，格

納容器の健全性を確保することが極めて重要となること（図１の線量率の上昇

を参考）。 

③ 追加放出量の 10 倍のＦＰが放出された時点では，有効性評価における評価

項目（燃料被覆管最高温度 1,200℃以下，酸化量 15％以下）に至っていない可

能性もあるが，上記②のとおり，炉心冷却が不十分な事象において，追加放出

量の 10 倍に相当するＦＰが放出された以降の事象進展は非常に早く，有効性

評価において炉心損傷と判断する時間との差異が小さいと考えられること。 

 

なお，「炉心損傷」と判断した場合は，格納容器スプレイの運用を変更すること

としており，ベントの運用について変更はない。（表１） 

また，格納容器雰囲気放射線モニタの使用不能の場合は，「原子炉圧力容器表面

温度：300℃以上」を炉心損傷の判断基準として手順に追加する方針である。 

原子炉圧力容器表面温度は，炉心が冠水している場合には，逃がし安全弁動作

圧力（安全弁機能の最大 8.35MPa［gage］）における飽和温度約 299℃を超えるこ

とはなく，300℃以上にはならない。一方，原子炉水位の低下により炉心が露出し

た場合には過熱蒸気雰囲気となり，温度は飽和温度を超えて上昇するため，300℃

以上になると考えられる。上記より，炉心損傷の判断基準を 300℃以上としている。 

 

表１ 炉心損傷の有無による格納容器スプレイ及びベント運用 

炉心損傷の有無 格納容器スプレイ実施基準 ベント実施基準 

炉心損傷がない場合 
格納容器圧力 

334kPa［gage］～384kPa［gage］ 

サプレッション・プール水位

が通常水位＋約 1.3m 到達 

炉心損傷を判断した場合 
格納容器圧力 

588kPa［gage］～640kPa[gage］ 

サプレッション・プール水位

が通常水位＋約 1.3m 到達 
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図１ 炉心損傷判定図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙40-2



別紙 41 

 

格納容器スプレイが実施できない場合のベント運用について 

 

(1) 格納容器スプレイが実施できない場合における対応について 

炉心損傷を判断した場合，格納容器圧力が 640kPa［gage］（1.5Pd）に到達

した時点で格納容器代替スプレイを実施することで，格納容器圧力の上昇を

抑制し，ベント実施するまでの格納容器内に存在する希ガスの減衰期間を確

保することとしている。 

ただし，万が一，何らかの要因により格納容器スプレイが実施できない場

合には，希ガスの減衰時間が十分に確保されていない場合においても，格納

容器破損の緩和のため，ベント操作に移行する。 

 

(2) 格納容器スプレイが実施できない場合のベント判断基準 

格納容器スプレイの手段として，重大事故等対処設備（設計基準拡張）で

ある，残留熱除去系，重大事故等対処設備である，格納容器代替スプレイ系

（常設），残留熱代替除去系及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）があるが，

これらすべての機能喪失を確認した時点でベント実施を判断し，速やかにベ

ント操作を開始するため，第１弁及び第２弁の開操作を実施する。なお，格

納容器スプレイの失敗については，系統流量が必要流量以上流れないこと又

は必要流量以上流れていた場合においても格納容器の圧力抑制ができない場

合に判断する。 
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ベント停止手順について 

  

(1) 格納容器フィルタベント系によるベント停止の判断について 

格納容器フィルタベント系によるベントを停止した後は，以下の機能が必

要となるため，以下の機能が全て使用可能と判断した場合にベント停止の判

断を実施する。 

  ａ．格納容器の除熱機能（残留熱除去系等） 

・格納容器内に残存する核分裂生成物から発生する崩壊熱を除去し，最終的

な熱の逃がし場へ熱を輸送するため 

  ｂ．格納容器への窒素供給機能（窒素供給設備） 

・残留熱除去系の運転に伴う蒸気凝縮により，格納容器内が負圧になること

を防止するため 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到

達することを防止するため 

  ｃ．格納容器内の可燃性ガス濃度制御機能（可燃性ガス濃度制御系） 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到

達することを防止するため 

 

(2) ベント停止手順について 

    ベント停止フローを図１に示す。 

 

(3) ベント停止手順の有効性について 

ベント停止手順の有効性を確認するために，「雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において事象発生後約１ヶ月まで格納

容器フィルタベント系による除熱を行った後，可搬型格納容器除熱系によ

る除熱とした場合の格納容器パラメータ推移を評価した。ここで可搬型格

納容器除熱系の流量は，事故発生30日後の崩壊熱を上回る60m3/hとし，格

納容器フィルタベント系を微開（流路面積３％開）とするとともに，可搬

式窒素供給装置より窒素ガスを100m3/h[normal]注入する。図２に格納容器

圧力，図３にサプレッション・チェンバ水温並びに図４及び図５に格納容

器内気相濃度の推移を示す。 

図２に示すとおり，窒素ガスを注入することにより，可搬型格納容器除

熱系による格納容器除熱後の格納容器圧力は負圧に至ることなく，また格

納容器ベントを微開とすることにより，格納容器圧力は上昇しない。また，

図４及び図５に示すとおり，格納容器内の水素ガス及び酸素ガスの濃度は，

可燃限界未満で推移する。 
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図１ 格納容器ベント停止フロー 

 

 

サプレッション・プール水位が 

通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器へ窒素注入開始
※２

 

格納容器除熱開始※４ 

格納容器への窒素注入停止 

蒸気から窒素への置換完了※５ 

可燃性ガス濃度制御系起動※６ 

炉心損傷 

ベント停止※７ 

（微開→全閉） 

格納容器ベント（過圧破損防止） 

※１：格納容器の除熱機能，格納容器への窒素供給機能及

び可燃性ガス濃度制御機能が使用可能であると判断

した場合，格納容器ベント停止の判断を実施する。 

※２：格納容器除熱時に格納容器内が負圧に至ることを防

止する観点から，ドライウェル又はサプレッショ

ン・チェンバに窒素を供給する。 

※３：ベント弁の開度を微開することにより，窒素封入に

よる格納容器の圧力上昇を抑制するとともに，可燃

性ガス濃度の上昇を抑制することが可能。 

※４：格納容器内気相はほぼ蒸気であるため，除熱による

蒸気凝縮量が窒素供給量を上回った場合，格納容器

圧力が負圧となる可能性があるため，格納容器圧力

13.7kPa［gage］-245kPa［gage］の間となるように

熱交換器への通水量を調整することで格納容器圧力

が負圧になることを防止しながら窒素置換を実施す

る。また，格納容器圧力が 13.7kPa［gage］まで低

下した場合には，負圧を防止するため格納容器除熱

を停止する。 

※５：サプレッション・プール水温が100℃未満となり，

除熱量を調整しても格納容器圧力が 245kPa［gage］

に到達する場合には，蒸気分圧がほとんど失われ，

窒素によって格納容器圧力が上昇している状況であ

ると判断する。 

※６：残留熱除去系又残留熱代替除去系による格納容器除

熱により可燃性ガス濃度制御系の起動可能な圧力ま

で格納容器圧力を低下させる。 

※７：格納容器の状態は，窒素置換されていることによっ

て負圧のおそれはなく，水の放射線分解によって発

生する水素及び酸素は可燃性ガス濃度制御系によっ

て処理され，残留熱除去系又は残留熱代替除去系に

よる格納容器除熱が継続されている状態である。 

格納容器ベント弁微開※３ 

Yes 

No 
格納容器ベント停止可能

※１
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図２ 格納容器圧力の推移 

 

 

図３ サプレッション・プール水温度の推移 
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図４ ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件)  

 

図５ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

(4) 可燃性ガス濃度制御系について 

可燃性ガス濃度制御系については，設計基準事故対処設備として位置付

けており，重大事故等発生時の格納容器雰囲気における耐性を有さないも

のである。可燃性ガス濃度制御系の仕様を表１に，系統概略図を図６に，

設置場所を図７に示す。 

 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 240 480 720 960 1,200 1,440 1,680 1,920 2,160 2,400

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
の
気
相
濃
度

事故後の時間(h)

水素

酸素

窒素

水蒸気

可燃限界

（vol％）

水素

窒素

水蒸気

酸素

酸素可燃限界(5vol%)

JOBNo.MA47BNS2AE--GJBB000_001

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 240 480 720 960 1,200 1,440 1,680 1,920 2,160 2,400

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
気
相
濃
度

事故後の時間(h)

水素

酸素

窒素

水蒸気

可燃限界

（vol％）

水素

窒素

水蒸気

酸素

酸素可燃限界(5vol%)

JOBNo.MA47BNS2AE--GJBB000_001

別紙42-4



 

表１ 可燃性ガス濃度制御系の主な仕様 

 

項目 設計 備考 

耐震クラス Ｓクラス  

入口ガス条

件 

運転温度 ＜121℃ 
運転許可インターロック設

定値 

運転圧力 ＜177kPa 
運転許可インターロック設

定値 

水素濃度 ≦4.0vol％  

酸素濃度 ≦2.0vol％  

再結合効率 95％ 水素濃度 2.0vol％時 

 

 

 

 

図６ 可燃性ガス濃度制御系の系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙42-5



 

 

 

 

 

図７ 可燃性ガス濃度制御系の設置場所 

 

(5) ベント実施中及びベント停止後の格納容器負圧防止対策について 

  ａ．ベント実施中における格納容器負圧防止対策について 

通常運転中は格納容器内に窒素を封入しているが，ベント実施中は窒素

を含む格納容器内の非凝縮性ガスが排出され，格納容器内は崩壊熱により

発生する蒸気で満たされた状態となる。その状態で格納容器代替スプレイ

系（可搬型）による格納容器スプレイを実施すると，蒸気の凝縮により格

納容器圧力が負圧になるおそれがあるが，ベント実施前に格納容器代替ス

プレイ系（可搬型）を停止する運用としているため，ベント実施中に格納

容器圧力が負圧になることはない。 
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  ｂ．ベント停止後における格納容器負圧防止対策について 

ベント停止時は，最初に可搬式窒素供給装置により格納容器内に窒素注

入を開始し，その後，残留熱除去系又は残留熱代替除去系を用いた格納容

器除熱を開始する。除熱による蒸気凝縮量が窒素供給量を上回った場合，

格納容器圧力が負圧に至る可能性があるため，除熱量（熱交換器のバイパ

ス流量）を調整し格納容器圧力を13.7kPa［gage］－245kPa［gage］の間で

コントロールすることで格納容器圧力を正圧に維持しつつ，格納容器気相

部を蒸気雰囲気から窒素雰囲気へ置換する。また，格納容器圧力が13.7kPa

［gage］まで低下した場合には，負圧を防止するため格納容器除熱を停止

する。格納容器内気相部が窒素雰囲気へ置換された以降は，格納容器が負

圧となることはない。 

また，窒素供給装置以外の手段として，設計基準対象施設ではあるが，

窒素ガス制御系による格納容器への窒素供給が可能である。格納容器への

窒素供給手段の概略図を図８に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 格納容器への窒素供給手段の概略図 
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別紙 43 

格納容器ｐＨ制御について 

格納容器フィルタベント系を使用する際，格納容器内が酸性化することを防止

し，サプレッション・プール水中に捕集されたよう素の再揮発を抑制するために，

サプレッション・プール水ｐＨ制御系等により格納容器内に薬液を注入する手段

を整備している。 

サプレッション・プール水ｐＨ制御系は，図１に示すように，圧送用窒素ボン

ベにより薬液タンクから水酸化ナトリウムを圧送し，サプレッション・チェンバ

にスプレイする構成とする。 

サプレッション・プール水ｐＨ制御系使用後に，残留熱代替除去ポンプを使用

することにより，サプレッション・プール水を薬液として，ドライウェルスプレ

イ配管からドライウェルにスプレイすることが可能である。また，通常運転中よ

り予めペデスタル内にアルカリ薬剤を設置することにより，原子炉冷却材喪失事

故発生直後においても格納容器内の酸性化を防止することが可能である。 

更に，次項に示す通り，格納容器内に水酸化ナトリウムを注入することにより，

格納容器へ及ぼす悪影響はないことを確認している。 

薬液タンクに貯蔵する薬液は，格納容器内に敷設されたすべてのケーブルが溶

融し，ケーブルに含まれる酸性物質（塩素）が溶出した際でも，格納容器内のサ

プレッション・プール水が酸性化することを防止するために必要な容量を想定し，

水酸化ナトリウム（ ［wt%］水溶液） ［m3］とする。また，ペデスタル内に設

置するアルカリ薬剤は，ペデスタル内に敷設されたすべてのケーブルが溶融し，

ケーブルに含まれる酸性物質（塩素）が溶出した際でも，ペデスタル内の蓄水が

酸性化することを防止するために必要な容量とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図１ 格納容器ｐＨ制御 概略系統図 
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(1) 格納容器バウンダリに対する影響

薬液をサプレッション・チェンバに注入した場合，サプレッション・プール

水の水酸化ナトリウム濃度は最大で  wt%，ｐＨは約  となる。 

 またサプレッション・チェンバへ所定量の薬液を注入した後には，薬液を含

まない低圧原子炉代替注水槽，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）の

水を低圧原子炉代替注水ポンプ又は大量送水車により注水することで，薬液注

入配管のうち材質が炭素鋼である残留熱除去系配管について，薬液が局所的に

滞留・濃縮することはない。 

 格納容器の鋼材として使用している炭素鋼のアルカリ腐食への耐性を図２，

３に示す。ｐＨ制御操作時の濃度ではアルカリ腐食割れは発生せず，また，塩

化物による孔食，すきま腐食，ＳＣＣの発生を抑制することができる。 

また，格納容器バウンダリで主に使用しているシール材は，耐熱性能

に優れた改良ＥＰＤＭ材に変更しているが，この改良ＥＰＤＭ材につい

て事故環境下でのシール性能を確認するため，表１の条件で蒸気暴露後

の気密試験を実施し，耐アルカリ性能を確認した。 

なお，サプレッション・チェンバにある電気配線貫通部は低圧用のみ

であり，モジュール部がサプレッション・チェンバ外にあること及びサ

プレッション・チェンバ内外とも接続箱に覆われていることから，ｐＨ

制御による影響はない。 

一方，ドライウェルに設置されている高圧用電気配線貫通部について

は，低圧用電気配線貫通部と同様に，格納容器内外とも接続箱に覆われ

ていることから，ｐＨ制御による影響はない。 

表１ 改良ＥＰＤＭ材耐アルカリ性確認試験 

 これらから，ｐＨ制御薬液による格納容器バウンダリへの悪影響は無いこと

を確認した。 

なお，水酸化ナトリウムの相平衡を図４に示すが，本系統使用後の濃度であ

る  wt%では，水温が０℃以上であれば相変化は起こらず，析出することは

ない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ アルカリ腐食割れに及ぼす温度，濃度の影響[1] 

 

 

 
図３ 炭素鋼の腐食に及ぼす pH の影響[1] 
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図４ 水酸化ナトリウムの水系相平衡図[2] 

 

 

(2) 水素の発生について 

格納容器内では，配管の保温材等にアルミニウムを使用している。ア

ルミニウムは両性金属であり，水酸化ナトリウムに被水すると式①に示

す反応により水素が発生する。 

また，格納容器内のグレーチングには，亜鉛によるめっきが施されて

いる。亜鉛も両性金属であり，式②に示すとおり，水酸化ナトリウムと

反応することで水素が発生する。 

これらを踏まえ，事故時に想定されるサプレッション・チェンバ内の

水素の発生量を評価する。なお，実際に薬液と反応する金属はスプレイ

の飛散範囲内と考えられるが，保守的に格納容器内のすべての亜鉛とア

ルミニウムが反応し水素が発生するとして評価を行う。 

 

Al ＋ NaOH ＋ H2O → NaAlO2 ＋ 3/2H2↑   （式①） 

Zn ＋ NaOH ＋ H2O → NaHZnO2 ＋ H2↑    （式②） 

   

ａ．亜鉛による水素発生量 

格納容器内の亜鉛の使用用途はグレーチングの亜鉛メッキである。そ

のためグレーチングの亜鉛メッキ量を調査し，これらの亜鉛の全量が薬

液と反応した場合の水素発生量を評価した。 

 

【算出条件】 

・ドライウェル グレーチング表面積：約 3,135m2 

・サプレッション・チェンバ グレーチング表面積：約 930m2 
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・亜鉛メッキ膜厚：80μm 

(JIS H8641-2007 溶解亜鉛メッキ厚判定基準値(最大値)76μm より) 

・亜鉛密度：7.2g/cm3 

・亜鉛原子量：65.38 

 

【計算結果】 

上記条件より，亜鉛量はドライウェルで約 1,806 kg，サプレッション・

チェンバで約 536 kg となり，合計約 2,350 kg となる。そして，式②よ

りこの亜鉛が全量反応すると，水素の発生量は約 73 kg となる。 

 

ｂ．アルミニウムによる水素発生量 

格納容器内のアルミニウムの使用用途は保温材の外装材やドライウェ

ルクーラー（ＤＷＣ）のアルミフィンである。そのため，これらのアル

ミニウムの全量が薬液と反応した場合の水素発生量を評価した。 

 

【算出条件】 

・保温材に含まれるアルミニウムの体積:約 0.5843m3 

・アルミニウム密度:2.7g/m3 

・ＤＷＣに含まれるアルミニウムの質量:約 1,761kg 

 

【計算結果】 

上記条件より，原子力格納容器内に存在するアルミニウム量は，約

3,339 kg となる。そして，式①よりこのアルミニウムが全量反応すると，

水素の発生量は約 374 kg となる。 

 

ｃ．水素発生による影響について 

ジルコニウム－水反応等により格納容器内で発生する水素量は，有

効性評価上の大ＬＯＣＡシナリオで約 210 kg であり，薬液注入により

亜鉛とアルミニウムが全量反応したとしても，事故時の格納容器内の

気相は水蒸気が多くを占めていることから，格納容器の圧力制御には

影響がない。 

また，格納容器内は窒素ガスにより不活性化されており，本反応で

は酸素の発生がないことから，水素の燃焼は発生しない。 

これらのことから，ｐＨ制御に伴って格納容器内に水素が発生する

ことを考慮しても，影響はないものと考える。 
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別紙 44 

設備の維持管理についての補足事項 

1. 機能確認における外観点検の確認内容について

機能確認における外観点検の確認内容を表１に示す。

表１ 開放点検における点検の確認内容 

対象機器 機能 点検の確認内容 

ベンチュリノズル フィルタ性能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのあるノズル穴の異

物による閉塞，ノズル穴の変形がないこと。

金属フィルタ ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのある金属フィルタ

の異物による閉塞，溶接部の割れ，腐食がない

こと。

多孔板 整流機能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのある整流板穴の異

物による閉塞，穴の変形がないこと。

オリフィス 流量調整機能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのあるオリフィス穴

の異物による閉塞，穴の変形がないこと。

2. フィルタ性能の確認方法

待機中，定期的に，以下の(1)～(3)の項目を確認することでのフィルタ性能が

維持されていることを確認する。 

(1) 窒素封入圧力確認

窒素封入圧力を [gage]程度に維持することで，容器内部の不活性状

態が維持され，ベンチュリノズル及び金属フィルタの腐食の発生を防止してい

ることを確認する。 

(2) スクラビング水位確認

スクラビング水位が通常水位（1700mm～1900mm）で維持されていることを確

認する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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 (3) スクラビング水性状確認 

 スクラビング水をサンプリング測定することで，水酸化ナトリウムが規定の

ｐＨを維持している事を確認する。 

 

3. 点検周期の考え方 

 4.5 格納容器フィルタベント系の維持管理の表 4.5-1 に示す点検周期は，表２

に示すように機能や設置環境の類似した既設類似機器を踏襲して決定する。なお，

この点検周期は，今後の保全活動を実施する中で適切な周期の見直しを行うこと

とする。 

 容器及び容器内部構造物に対する，アルカリ性の薬液を注入することによる腐

食の影響対策としては，本装置が通常待機状態であること，及び，耐腐食にすぐ

れたステンレス材等の材料を使用していることから，窒素封入による不活性状態

を維持することにより容器内部構造物の腐食の発生を防止していることの確認

を定期的に行うことで適切に維持できると考えられる。 
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表２ 点検周期の決定根拠 

対象機器 機能／設置環境 類似機器 点検周期 

型式／機

能 

材料 内部流体 

スクラバ容器  フィルタ

等 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

原子炉冷却材浄

化系 

ろ過脱塩器 

65M 

内部構造物 

・ベンチュリノ

ズル 

・金属フィルタ 

・多孔板 

フィルタ

等 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

原子炉冷却材浄

化系 

ろ過脱塩器 内

部構造物 

65M 

銀ゼオライト

容器 

フィルタ

等 

銀ゼオライト 窒素ガス 非常用ガス処理

系 

活性炭フィルタ 

1C（機能確

認） 

伸縮継手 変位吸収

機構 

ステンレス鋼 窒素ガス／外

気 
― 

10C 

流量制限オリ

フィス 

配管類 ステンレス鋼 窒素ガス 
― 

10C 

圧力開放板 弁類 ステンレス鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系 

圧力開放板 

5C 

配管 配管類 炭素鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系

配管 

10C 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

気体廃棄物処理

系 

配管 

10C 

弁 弁類 炭素鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系

弁類 

1C（機能確

認） 

78M（分解

点検） 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

気体廃棄物処理

系 

弁類 

1C（機能確

認） 

78M（分解

点検） 

※点検周期の Mは「月」，Cは「サイクル」を示す。 
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銀ゼオライトフィルタへのスクラビング水の影響について 

格納容器フィルタベント系の待機時のフィルタ装置内の環境が，スクラビング

水により飽和蒸気となることが想定されるが，この環境で銀ゼオライトフィルタ

の有機よう素の除去性能が低下することがないかを確認する。 

(1) 系統待機時における銀ゼオライトフィルタへのスクラビング水の影響につい

て 

プラント運転中を通して格納容器フィルタベント系の系統待機時は，スクラバ

容器内がスクラビング水によって飽和蒸気の環境となり，銀ゼオライトは長期間，

湿分環境下で保管される。 

この保管状況において湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響を

確認するため，密閉容器内にスクラビング水（水酸化ナトリウム及び 

 ）と銀ゼオライトを表１に示す環境で保管し，よう素除去効

率を６カ月後及び 15 カ月後に測定を実施した結果と銀ゼオライトの保管の様子

を各々表２と図１に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表１ 銀ゼオライトの試験条件 

項目 試験条件 実機環境を考慮した適用性 

温度 室温 

 実機のフィルタ装置は，地下の第

１ベントフィルタ格納槽に設置さ

れ，温度変化は小さいと考えられる

ことから，実機を包絡する条件であ

り，適用性がある。 

圧力 大気圧 

 実機の圧力は  程度

であり，圧力が低い方がスクラビン

グ水が蒸発しやすく湿度が高くなる

と考えらえることから，実機を包絡

する条件であり，適用性がある。 

封入ガス組成 
窒素 95%以上 

（酸素５%未満） 

 実機の系統は，格納容器内雰囲気

と同等の酸素濃度４%以下と考えら

れることから，実機を包絡する条件

であり，適用性がある。 

スクラビング

水組成

NaOH 水溶液 

 実機の濃度は  であり，濃

度が低い方がスクラビング水は蒸発

しやすく湿度が高くなると考えられ

ることから，実機を包絡する条件で

あり，適用性がある。 

 実機の濃度と同等であり適用性が

ある。 

表２ 銀ゼオライトの除去効率経時変化 

有機よう素の除去効率 

初期 ６か月後 15 か月後 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙45-2



図１ 銀ゼオライトの保管の様子 

試験結果によると６カ月及び 15 カ月後における銀ゼオライトの除去効率は，

性能基準（除去効率 99％）を満たしており，実機においてもプラント運転中を

通して性能は維持されると考える。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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格納容器からの異常漏えい時における対応について 

 

(1) 格納容器からの異常漏えい時における対応方針 

事故時に炉心損傷を判断した際は，格納容器の過圧破損の防止又は格納容

器内での水素燃焼を防止するため，サプレッション・プール水位が通常水位

＋約 1.3m に到達した場合又は格納容器酸素濃度がドライ条件で 4.4vol％及

びウェット条件で 1.5vol％に到達した場合は，格納容器フィルタベント系に

おけるベントを実施することとしている。 

一方，万が一，ベントを実施する前に，格納容器からの異常な漏えいによ

り，原子炉建物原子炉棟（以下「Ｒ／Ｂ」という。）内に放射性物質が放出さ

れるような状況になれば，大気へ放出される放射性物質の総量を可能な限り

防止する対応として，格納容器フィルタベント系によるベントを実施するこ

ととしている。この対応により，フィルタ装置を介した放射性物質の放出経

路を形成することで，大気へ放出される放射性物質の総量を低減し，公衆へ

の影響を緩和する運用とする。 

また，異常な漏えい発生時において，格納容器から漏えいする水素により，

Ｒ／Ｂ水素濃度が上昇する場合には，原子炉建物水素爆発を防止する観点か

ら，格納容器フィルタベント系によるベントを実施し，格納容器内の水素を

排出することによって水素漏えいを抑制し，水素爆発防止を図る運用とする。 

 

(2) 格納容器の異常漏えい時における運用方法 

可搬式モニタリング・ポスト及び原子炉建物原子炉棟内の放射線モニタの

指示値が急激な上昇が発生した場合又は原子炉建物水素濃度指示値が

2.5vol％に到達した場合には，格納容器からの異常な漏えいが発生している

と判断し，格納容器フィルタベント系によるベントを実施する。 

ベントについては，ドライウェル内に存在する粒子状物質のサプレッショ

ン・プール水でのスクラビングによる捕集効果に期待するため，サプレッシ

ョン・チェンバ側からのベントを実施する。仮に格納容器からの漏えい発生

個所がドライウェル側であっても，サプレッション・チェンバからのベント

によりドライウェル圧力を低下させることで，格納容器からの漏えいを抑制

することが可能である。 

また，非常用ガス処理系については，当該系統内での水素爆発発生防止の

観点から，原子炉建物水素濃度指示値が1.8vol％に到達した時点で停止する。 
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(3) ベント実施基準設定の考え方 

可搬式モニタリング・ポスト及び原子炉建物原子炉棟内の放射線モニタの

指示値が急激に上昇する場合には，格納容器から異常な漏えいが発生してい

ると判断する。 

Ｒ／Ｂ水素爆発防止の観点からは，水素の可燃限界（4vol%）に計器誤差（±

1.1vol）及び運転操作の余裕時間（0.4vol%＝３時間）を踏まえ，原子炉建物

水素濃度指示値が 2.5vol％に到達した時点でベント実施を判断する。また，

ベント実施基準の 2.5vol％に対し，運転操作の余裕時間（0.4vol%＝３時間）

を踏まえ，原子炉建物水素濃度指示値が 2.1vol％に到達した時点でベント準

備を判断する。 

 

 

 

 

 

図１ 格納容器の異常な漏えいによるベント実施フロー 

 

① 

炉心損傷は，格納容器内雰囲気放射線モ

ニタの指示値が設計基準事故の冷却材喪

失時における追加放出量に相当する値の

10倍を超えた場合に判断する。 

② 
原子炉建物水素濃度1.8vol%到達により

非常用ガス処理系を停止する。 

③ 

放射線モニタ類の指示値が急激に上昇す

る場合には，格納容器から異常な漏えい

が発生していると判断し，格納容器ベン

ト実施判断を行う。 

④ 

格納容器内水素・酸素濃度計指示値の上

昇を確認し，原子炉建物水素濃度

2.1vol％到達によりベント準備判断を行

う。 

⑤ 
原子炉建物水素濃度2.5vol％到達により

ベント実施判断を行う。 

⑥ 
サプレッション・チェンバからのベント

を優先しベント操作を実施する。 

事象発生 

①炉心損傷を判断 

⑥格納容器フィルタベ 

 ント系によるベント 

実施 

⑤原子炉建物水素濃度

が 2.5vol％到達 

 

③放射線モニタ類指示 

値の急激な上昇 

②原子炉建物水素濃度 

が 1.8vol%到達 

②非常用ガス処理系 

 停止 

④原子炉建物水素濃度

が 2.1vol％到達 
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ベント実施によるプルーム通過時の要員退避について 

 

(1) プルーム通過時における要員退避の考え方 

炉心損傷後のベント実施時には，放出されるプルームの影響によって発電

所周辺の放射線線量率が上昇する。そのため，プルーム通過時において，重

大事故等に対処する要員は，緊急時対策所及び中央制御室待避室で待避又は

発電所構外へ一時退避する。緊急時対策所及び中央制御室待避室については，

空気加圧することでプルームの流入を抑え，放射線影響を低減させる。発電

所構外への一時退避については，発電所から離れることでプルームの拡散効

果により放射線影響を低減させる。 

 

(2) 必要要員数 

発電所にて重大事故等に対処する要員は 101 名である。プルーム通過時の

必要要員である 69 名は緊急時対策所又は中央制御室待避室で待機すること

としており，それ以外の 32 名については発電所構外へ退避する。 

 

(3) 移動時間 

発電所構外へ一時退避する場合には，原子力事業所災害対策支援拠点等へ

退避することとしている。これらの施設は，発電所から約 12～13km の地点に

立地しており，最も遠い施設まで徒歩による一時退避を行う場合の所要時間

は約４時間と評価している。 

緊急時対策所へ待避する場合の移動時間については，アクセスルートのう

ち，緊急時対策所から最も距離のある地点（放水接合槽）から緊急時対策所

へ図１に示すアクセスルートを徒歩移動によって待避した場合の移動時間は

約 50 分である。 
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図１ 放水接合槽から緊急時対策所への最も距離のあるアクセスルート 

 

(4) 有効性評価シナリオでの退避タイミング 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達によるベント 

有効性評価のうち，炉心損傷後のベントシナリオである「雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用

しない場合）」における要員一時退避及び待避開始時間及びベント時間の関

係を表１に，ベント実施に係る対応の流れを図２に示す。 

 

表１ 静的負荷におけるベント準備時間及びベント時間の退避 

項目 基準 事象発生からの到達時間 

発電所構外への一時退避 格納容器圧力 640kPa[gage]到達 約 27 時間後 

緊急時対策所への待避 
サプレッション・プール水位が

通常水位＋約 1.2m 到達 
約 31 時間 

ベント操作 
サプレッション・プール水位が 

通常水位＋約 1.3m 到達 
約 32 時間後 
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図２ ベント実施に係る対応の流れ 

 

表１に示すとおり，発電所構外への一時退避及び緊急時対策所への待避に

ついては，移動開始からベント操作まで約５時間あることから最も遠い退避

施設への退避が可能であり，緊急時対策所への待避については，移動開始か

らベント操作まで約１時間※あることからベント実施判断基準到達までに緊

急時対策所への待避可能である。そのため，ベント操作開始に影響を与える

ことはない。また，中央制御室の運転員については，ベント実施後速やかに

中央制御室待避室へ待避する。 

※緊急時対策要員：待避時間（約 50分）及び緊急時対策所の加圧操作時間（約５分） 

         に余裕を考慮し設定 

 運転員    ：原子炉への注水流量調整（約 10 分）及び中央制御室待避室の加 

圧操作時間（約５分）を踏まえ，緊急時対策要員の待避開始と同 

じタイミングに設定 

 

表２及び図３に示すとおり，プルーム通過時の待避期間（評価上10時間）

において，実施する必要のある現場操作及び作業がないため，要員が待避

することに対する影響はない。 

 

表２ ベント実施の待避期間中における格納容器の状態及び操作 

作業項目 待避期間中における状況 作業の要否 

原子炉注水 
低圧原子炉代替注水系（常設）

による注水を継続 

待避期間における 

流量調整（崩壊熱相当）は不要 

格納容器スプレイ ベント実施前に停止 － 

電源 ガスタービン発電機により給電 自動燃料補給により作業不要 

水源 
低圧原子炉代替注水槽 

の水を使用 

待避期間中における 

補給は不要 

燃料 大型送水ポンプ車を使用 
流量調整により待避期間におけ

る燃料補給は不要 

  

　Ｓ／Ｐ水位　通常水位＋約1.2m 　Ｓ／Ｐ水位　通常水位＋約1.3m
 （ベント実施予測時刻の約１時間前）   ベント実施判断⇒ベント開始

＜緊急時対策要員＞
ａ． 緊急時対策所への待避  50分
ｂ． 緊急時対策所　加圧操作  ５分
＜運転員＞ 20分前
ａ． 原子炉注水流量調整（崩壊熱相当）  10分
ｂ． 中央制御室待避室　加圧操作 ５分
ｃ． 中央制御室換気系運転モード変更（加圧→系統隔離） ５分
ｄ． 第１弁（Ｓ／Ｃ側）「全開」操作  10分
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ｂ．格納容器酸素濃度ドライ条件で 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％到達 

によるベント 

炉心損傷後においては，格納容器内での水素燃焼を防止する観点から，格

納容器酸素濃度がドライ条件において 4.4vol％及びウェット条件で

1.5vol％に到達した場合，ベント操作を実施することとしている。 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代

替除去系を使用する場合）においては，水素及び酸素の発生割合（Ｇ値）の

不確かさが大きく，あらかじめ待避基準を設定できないため，酸素濃度の上

昇速度からドライ条件で 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％到達時間を

予測し，退避を実施する。また，退避開始からプルーム通過時の退避時にお

いて，実施する必要のある現場操作及び作業がないため，要員が退避するこ

とに対する影響はない。 
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図３ 待避時及びプルーム通過時における要員の整理 

（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（残留熱代替除去系を使用しない場合）の作業と所要時間」抜粋） 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

運転員

（中央制御室）

緊急時対策要員

（現場）

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 原子炉への注水機能喪失を確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認

・ 炉心損傷確認

・ 早期の電源回復不能確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　適宜実施

ほう酸水注入系による原子炉

圧力容器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作  5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転から系統隔離運転への切替え操作

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　系統隔離運転から加圧運転への切替え操作 5分

― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

（1人）

A
― ・ 中央制御室待避室加圧操作

中央制御室待避

（５名）

当直長，当直副

長，運転員A,D,E

― ・ 中央制御室待避室内への待避

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ 注水弁電源切替え操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成/漏えい隔離操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作 10分

中央制御室待避室に退避する前に原子炉注水流量を崩

壊熱相当に調整する。

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

― ・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

格納容器ベント前に低圧原子炉代替注水槽を満水に

し，緊急時対策所へ待避。低圧原子代替注水槽を満水

にすることにより待避中も注水を維持できる。

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる。

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
― ・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

―
（2人）

a,b
・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分 解析上考慮せず

― ・ 電源ケーブル接続 解析上考慮せず

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

解析上考慮せず

格納容器ベント前に大型送水ポンプ車の流量を調整

し，緊急時対策所へ待避。流量調整することで待避中

も燃料補給が不要となる。

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ 非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等からタンクローリへの補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給 適宜実施

― ・ ドライウェルｐH制御　系統構成 20分 解析上考慮せず

― ・ ドライウェルｐH制御　起動 10分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 解析上考慮せず

―
（2人）

g,h
・ ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁閉操作 40分 解析上考慮せず

―
（2人）

o,p
・ 第１ベントフィルタ出口水素濃度準備 解析上考慮せず

―
（2人）

e,f
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

― ― ・ 緊急時対策所への待避 25分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント操作（第１弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント操作（第１弁操作） 解析上考慮せず

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

1時間30分

― 10分
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

4人

B,C,D,E

格納容器ベント操作

―

（2人）

D,E

1時間20分

―

― 2時間

― 2時間

ドライウェルｐH制御操作
（1人）

A

―

―

格納容器ベント準備操作

―

（2人）

D,E

（2人）

B,C

タンクローリ残量に応じて適宜非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク等から補給。

格納容器ベント前に可搬型設備へ燃料補給を実施し，

緊急時対策所へ待避。待避解除は作業エリアの放射線

量測定後となる。
―

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

　適宜実施

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

― 2時間30分

適宜実施

―

格納容器内雰囲気計装による

水素濃度及び酸素濃度監視

（1人）

A

―

― 適宜実施

原子炉補機代替冷却系運転

― 適宜実施

待

避

時

間

　現場確認中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
― 1時間40分

（2人）

B,C
1時間40分

―

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作

―  適宜実施

待

避

時

間

―  適宜実施

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―
上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―

（2人）

a,b

適宜実施

　　注水継続 適宜実施

輪谷貯水槽（西１／西２）か

ら低圧原子炉代替注水槽への

補給

―
14人

a～n

10分

― 2時間10分

― 注水開始30分は最大流量とし，その後は崩壊熱相当量で注水継続

― 　10時間

―

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

2人

D,E

10分

20分

― 10分

中央制御室換気系

運転モード切替え

― 5分

―

中央制御室待避室準備

（2人）

D,E

― 5分

（2人）

D,E
40分中央制御室換気系起動

―

―

―

―

水素濃度及び酸素濃度監視

設備の起動

（1人）

A

―

―

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

2人

B,C

10分

35分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

― 25分

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する―

―

― 10分

状況判断
1人

A
― ― 10分

交流電源回復操作
―

5人

初動での指揮

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（現場）

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生

通報連絡者
緊急時対策

本部要員

42 43 5 6 731 32 33 34 40 4125 26 27 28 29 3011 12 22 23 245 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）

必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

約27時間 格納容器圧力640kPa[gage]到達

10分 常設代替交流電源設備による給電

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を行う。

操作は，現場への移動を含め，約14分後から開始可能である。（操作完了は約1時間30分後）

具体的な操作方法は，遠隔手動弁操作機構により，原子炉建物付属棟内から操作を行う。

約5分 炉心損傷

プラント状況判断

約10分 燃料被覆管温度1200℃到達

原子炉スクラム

30分 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約28分 燃料温度2500K（2227℃）到達

約１時間 非常用ガス処理系 運転開始

約32時間 サプレッション・プール水位

通常水位＋約1.3m到達

約１時間40分 中央制御室換気系 運転開始

凡例

：発電所外への退避する要員の退避時間
緊急時対策所へ待避する要員の待避時間

：評価上のプルーム通過時間（10時間）

要員待避期間及びプルーム通過期間中において，緊急時対策要員
による，可搬型設備（車両）である可搬式窒素供給装置及び第１
ベントフィルタ出口水素濃度の準備があるが，ベント準備開始か
らベント実施までに余裕時間があることから，待避に関し影響は

プルーム通過期間中は，運転員は
中央制御室待避室へ待避する

プルーム通過期間中は，運転員は
中央制御室待避室へ待避する
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別紙 48 

エアロゾルの粒径分布が除去性能に与える影響について

 JAVA 試験における試験用エアロゾルの粒径は，JAVA 試験装置からエアロゾルを

サンプリングし，  で観察することにより，粒径分布を測定している。

過酷事故解析コード（ＭＡＡＰコード）より得られる粒径について，JAVA 試験に

おいて得られたエアロゾルの粒径との比較検証を行い，想定される粒径分布の全

域を包絡できていることを確認することで，重大事故等時に想定されるエアロゾ

ルの粒径分布においても，JAVA 試験と同様の除去性能（ＤＦ1,000 以上）が適用

可能であることを確認した。 

(1) エアロゾルの粒径分布の妥当性

ａ．JAVA 試験における粒経分布 

JAVA 試験においては， を試験用エアロゾルとし

て用いており，それぞれの質量中央径（MMD）は以下のとおりである。 

JAVA 試験に用いられた試験用エアロゾルの粒径の測定は，JAVA 試験装置の

フィルタ装置前段の配管部からサンプリングしたエアロゾルを，

）観測を用いてエアロゾル粒子の量と粒径を測定し，粒径分布を求めて

いる。  による測定誤差は，

 である。試験用エアロゾルの粒径分

布を図１に，JAVA 試験装置のサンプリングラインを図２に，サンプルガスの

取出し部分の概要を図３に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図１ 試験用エアロゾルの粒径分布 

図２ JAVA 試験装置のサンプリングライン 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ サンプルガスの取出し部分概要図 

(2) 重大事故時に想定される粒径分布

重大事故が発生した際に格納容器に放出されるエアロゾルの粒径は，凝集効

果及び沈着効果の自然現象に加えて，格納容器スプレイ効果やサプレッション 

・プール水におけるスクラビング効果といった除去機構により粒径分布の幅が

限定される。 

ＭＡＡＰコードではこれらの効果を考慮してエアロゾルの粒径分布を評価し

ている。 

ａ．凝集効果及び沈着効果 

エアロゾルの粒径分布は，凝集効果及び沈着効果により，安定状態では，

ある粒径に中心をもつような分布が形成される（参考図書１）。エアロゾルの

粒径分布形成のイメージを図４に示す。以下に，凝集効果及び沈着効果につ

いて示す。 

図４ エアロゾル分布形成のイメージ 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(a) 凝集効果 

小粒径の粒子はランダムな運動（ブラウン運動：Brownian Diffusion）に

より，他の粒子と衝突し凝集することでより大きな粒子へと成長する。小粒

径の粒子は特に大粒径の粒子と衝突し凝集する傾向が見られる。凝集効果の

例を図５に示す。 

横軸は粒径（Dp1），縦軸はブラウン運動による凝集係数（Brownian 

coagulation coefficient）を表しており，凝集係数が大きい場合に凝集効果

が大きいことを意味する。凝集係数は凝集する相手の粒子の粒径（Dp2）によ

り変化するため，Dp2の違いによる凝集係数が複数の曲線で示されている。Dp2

＞Dp1の場合，Dp1が小さくなると凝集係数は大きくなる。  
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図５ 凝集効果の例（参考図書２） 

 

(b) 沈着効果 

大粒径の粒子は重力の影響によって比較的沈着し易く，床・壁に付着する

ことで減少する傾向が見られる。粒子の密度が一定と仮定した場合には，粒

子径が大きいほど沈着効果を期待することができる。沈着効果の例を図６に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 沈着効果の例（参考図書１） 
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ｂ．格納容器内でのエアロゾル除去 

格納容器内では，格納容器スプレイ効果やサプレッション・プール水にお

けるスクラビング効果によって，エアロゾルが除去される。以下に，格納容

器スプレイ効果及びサプレッション・プール水におけるスクラビング効果に

ついて示す。 

 

(a) 格納容器スプレイ効果 

格納容器スプレイでは，水滴が落下する間に，さえぎり効果，拡散効果及

び慣性衝突効果の除去メカニズムが働く。 

図７では格納容器スプレイを継続することによる格納容器内のエアロゾ

ルの粒径分布の変化の例を示す。初期の段階（DF=1.1）では，エアロゾル粒

径は最大値が約1μmで幅の広い分布を持っているが，格納容器スプレイを継

続すると，大粒径の粒子と小粒径の粒子が効率的に除去され，粒径分布の最

大値は小さくなり，また分布の幅も小さくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 格納容器スプレイ継続による格納容器内の 

粒径分布の変化（参考図書１） 

  

各
粒

径
の

粒
子

の
総

質
量

 

粒径 

別紙48-6



(b) サプレッション・プール水におけるスクラビング効果 

サプレッション・プール水におけるスクラビングでは，気泡が上昇する間

に図８に示すような種々の除去メカニズムが働く。安定した気泡内のエアロ

ゾル除去は，重力沈降，慣性衝突が支配的となるため，粒径が大きいエアロ

ゾルが効果的に除去される。サプレッション・プール水におけるスクラビン

グによるエアロゾル除去原理のイメージを図８に，サプレッション・プール

水におけるスクラビングによる除去性能の実験結果の例を図９に示す。 

 

図８ サプレッション・プール水におけるスクラビングによるエアロゾル除去原

理 

 

図９ サプレッション・プール水のスクラビングによる除去性能の例 

（参考図書３） 
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ｃ．重大事故等時に想定される粒径分布 

重大事故等時に想定される粒径は，上記ａ．ｂ．に示したエアロゾルの除

去効果により主にサブミクロン（0.1 から１μm 程度）になると考えられる。

その代表径として，粒径分布の MMD を 0.5μm にもつ粒径分布を重大事故等時

に想定される粒径分布とした。 
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（参考１）エアロゾル粒径と除去係数の関係 

除去係数（以下，「DF」という。）は，フィルタ装置に流入したエアロゾル重量

とフィルタ装置から放出したエアロゾル重量の比として，以下の式で表される。

また，表１にベント位置の違いによる粒径分布を示す。 

表１ 想定事故シナリオのエアロゾル粒径分布 

想定事故シナリオ 

ベント 

時間

[h] 

ベント 

位置 

質量中央径 

(MMD)[μm] 

幾何標準 

偏差σg[-] 

エアロゾル

量[g]

雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納

容器過圧・過温破

損） 

32 

W／W 0.19 1.8 

D／W 0.27 3,500 

ドライウェルからのベントを行う場合は，サプレッション・プール水におけ

るスクラビング効果による大粒径のエアロゾルの除去が行われないことから，

上式のフィルタ装置に流入したエアロゾルの重量が大きくなる。このため，ド

ライウェルからのベントを行う場合は，サプレッション・チェンバからのベン

トを行う場合と比較して，高い DF が確保される。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図１ プールスクラビングによる粒径分布の変化のイメージ 

(1) 試験用エアロゾル粒径分布の妥当性

JAVA試験では，様々な分布を持つ複数のエアロゾルを使用している。これらの

試験用エアロゾルとMAAPにより想定される粒径分布の比較を図２に示す。 

一方，ウェットウェルベントでは，サプレッション・プール水でのスクラビン

グ効果により粒径の大きいエアロゾルが除去されるため，ドライウェルベントに

比べフィルタ装置のＤＦが低くなることが考えられる。 

この比較により，使用した試験用エアロゾルにて，MAAPにより想定される粒径

分布の全域を包絡できていることが確認でき，これらの試験用エアロゾルで試験

を行うことで，想定粒径全体の性能を確認することができる。また，図２からサ

プレッション・チェンバからのベントと比較し，ドライウェルからのベントでは，

より大きな粒径のエアロゾルが存在することから，高いDFが期待できる。 

図２ 試験用エアロゾルと MAAP より想定される粒径分布の比較 

プールスクラビング前 

プールスクラビング後 

φ：粒径 

分布 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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≪参考図書≫ 

1. NEA/CSNI/R(2009)5 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS 

2. California Institute of Technology FUNDAMENTALS OF AIR POLLUTION 

ENGINEERING 

3. 22nd DOE/NRC Nuclear Air Cleaning and Treatment Conference 

Experimental study on Aerosol removal effect by pool scrubbing, 

Kaneko et al.(TOSHIBA) 
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（参考２）粒径分布の妥当性について 

JAVA 試験の試験用エアロゾルと MAAP により想定される粒径分布を，図１のと

おり比較することにより，使用した試験用エアロゾルにて MAAP により想定され

る粒径分布の全域を包絡できていることを確認している。 

一方，MAAP により想定される粒径分布は，炉心状態，事故後の経過時間及び格

納容器内におけるエアロゾル粒子の濃度の違いにより，変化することが考えられ

るため，その影響について考察した。 

図１ 試験用エアロゾルと MAAP より想定される粒径分布 

(1) 炉心状態

MAAP 解析においては，エアロゾル量を保守的に評価するため，炉心状態とし

て燃焼サイクル末期を想定している。 

炉心状態としてサイクル末期を想定した場合，初装荷炉心と比べ，格納容器

内に放出される核分裂生成物の総量は大きくなり，格納容器内のエアロゾル粒

子の濃度が高くなる。エアロゾル粒子の濃度が高くなると，エアロゾル粒子同

士の衝突の頻度が高くなり，より大きい粒径のエアロゾル粒子が生成されやす

くなる。その結果として，格納容器内の粒径分布はより大きい方向にシフトす

ることになる。 

ウェットウェルベントの場合，エアロゾルはスクラバ容器に流入する前にサ

プレッション・プールでスクラビングされ，より粒径の大きい粒子が特に多く

除去されるため，初装荷炉心の粒径分布との差異が小さくなることから，炉心

状態が粒径分布に与える影響は限定的と考える。 

(2) 事故後の経過時刻

エアロゾルの流入量が多い時間帯はベント直後であることから，粒径分布とし

てベント直後を想定している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙48-12



ベント後長期においては，ベント直後と比較して，格納容器内の粒径分布が変

化することが考えられるが，前項に示したとおり，ウェットウェルベントの場合，

エアロゾルはスクラバ容器に流入する前にサプレッション・プールでスクラビン

グされ，より粒径の大きい粒子が特に多く除去されるため，スクラビング前の粒

径分布の差異が，スクラビング後はより小さくなることとなる。 

したがって，ベント時間帯の違いが粒径分布に与える影響は限定的と考える。 

 

(3) 中・低揮発性核種の放出割合の変更 

別紙 33（参考４）に示したとおり，スクラバ容器に流入するエアロゾル量を

評価する際，放出割合として単に MAAP 解析により得られた放出割合の評価結果

を採用するのではなく，NUREG-1465 の知見を利用している。このことは，原子

炉圧力容器から格納容器内に流入する中・低揮発性核種のエアロゾル量をより少

なく評価していることに相当している。そのため，上記の評価手法を取り入れる

ことで，格納容器内のエアロゾル濃度は小さく評価され，エアロゾル粒子の粒径

分布は小さい方向にシフ卜すると考えられるが，前項に示したとおり，ウェット

ウェルベントの場合，エアロゾルはスクラバ容器に流入する前にサプレッショ

ン・プールでスクラビングされ，より粒径の大きい粒子が特に多く除去されるた

め，スクラビング前の粒径分布の差異が，スクラビング後はより小さくなること

となる。 

したがって，中・低揮発性核種の放出割合の変更することが粒径分布に与え

る影響は限定的と考える。 

 

 

 

別紙48-13



別紙 49 

 

適合性審査において確認を行う事項（第５０条等，ＦＣＶＳ） 

に対する記載事項について 

 

 

 適合性審査において確認を行う事項に対する各資料の回答記載箇所について次

項に示す。 
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別紙 50 

セシウムの放出割合の評価方法 

 

1. セシウムの放出割合 

(1) CsI の形態で存在しているセシウム 

全よう素が CsI の形態で存在するものとして整理する。CsI の形態で存在し

ているセシウムの重量は以下のとおりとなる。 

 

CsI の初期重量[kg] 

＝よう素元素初期重量[kg]＋CsI 初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MI＋MI/WI×WCs 

CsI 初期重量中のセシウム重量[kg]＝MI/WI×WCs 

ここで， 

MI ：よう素元素初期重量[kg] 

WI ：よう素原子量[-] 

WCs：セシウム原子量[-] 

 

(2) CsOH の形態で存在しているセシウム 

全セシウムが CsI と CsOH の形態で存在するものとして整理する。CsOH の形

態で存在しているセシウムの重量は以下のとおりとなる。 

 

CsOH 初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MCs－CsI 初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MCs－MI/WI×WCs 

ここで， 

MCs：セシウム元素初期重量[kg] 

 

(3) セシウムの放出量 

MAAP 解析により CsI と CsOH の格納容器外への放出割合を評価 

 

セシウムの放出重量[kg]＝MI/WI×WCs×X＋（MCs－MI/WI×WCs）×Y 

 

X：CsI 放出割合（MAAP 解析により得られる） 

Y：CsOH 放出割合（MAAP 解析により得られる） 
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(4) セシウムの放出割合 

1.(3)で得られたセシウムの放出量から，セシウムの放出割合を評価 

セシウムの放出割合＝セシウムの放出量/セシウム元素初期重量 

＝MI/WI×WCs/MCs×X＋（1－MI/WI×WCs/MCs）×Y 

＝Y＋MI/MCs×WCs/WI（X－Y） 
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別紙 51 

 

高温使用時におけるフランジ漏えい評価について 

 

 

 格納容器フィルタベント系の使用状態において，最高使用圧力に対するフラン

ジ部の強度評価については，「発電用原子力設備規格設計・建設規格（2005 年度版）」

の「PPD-3414 フランジ」において既に評価済みである。 

 本資料においては，高温・高圧環境下（200℃，853kPa）にて配管と配管をつな

ぐフランジ間からの漏えい評価について示す。 

 

 「高圧ガス設備等耐震設計指針（2012）」を用いて配管内圧及びフランジに接続

する配管から受ける反力を考慮してフランジボルト締付圧力が十分に必要な面圧

を満足していることを評価する。なお，フランジに接続する配管からの反力につ

いては，自重，地震荷重，配管の熱膨張が同時に負荷されたものとし，フランジ

の片当たりの原因となるモーメント及び両側からの引張力について考慮するもの

とする。（図１） 

 

 

 

図１ フランジにかかる配管荷重 
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「高圧ガス設備等耐震設計指針（2012） レベル 2耐震性能評価 解説編）に基

づき，フランジ漏えい評価を実施した。以下に評価式を示す。 

    

σ：ガスケット開口圧力 [MPa] 

m ：ガスケット係数 [-] 

p ：内圧［MPa］ 

α：等価内圧に対する漏えい影響度補正係数で，0.75m[-] 

σa：ボルトの初期締付け力によるガスケット面圧［MPa］ 

Pe：地震力等に係る軸方向引張力 F及び曲げモーメント M に対する等価内圧

であり，以下の式で算出する。 

    

G：ガスケット接触面の平均直径［mm］ 

F：軸引張力［N］ 

M：曲げモーメント［N・mm］ 

 

  ここで，軸引張力Fは配管応力解析における配管軸方向の引張荷重Fxであり，

曲げモーメント M は同様に配管応力解析における配管軸直角２方向のモーメン

ト My 及び Mz の二乗和平方根 で算出する。 

  なお，フランジの熱膨張係数がボルトよりも大きいため，フランジ－ボルト

間の熱膨張差によりガスケットの面圧が増加するが，安全側に働くため本評価

においては考慮しない。 

 

  今回，格納容器フィルタベント系の配管応力解析モデルにて，自重，地震荷

重，最高使用温度（200℃）における配管熱膨張が作用した場合の各節点におけ

る xyz 各成分の反カとモーメントを算出し，各節点の反力とモーメントの中か

ら，成分毎の最大値をそれぞれ抽出した。 

 この抽出された成分毎の反力とモーメントの最大値がフランジに作用し，更に

内圧として最高使用圧力(0.853MPa)が印加されているという非常に保守的な条

件にて，上記（1）式に基づきフランジ漏えい評価を実施した。 

 評価の結果，(1)式の判定条件を満足することを確認した（表１参照）。よって，

格納容器フィルタベント系使用時の高温状態においても，配管フランジからの

漏えいは発生しない。 
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表１ フランジ漏えい評価結果 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙 52 

 

格納容器雰囲気温度によるベントの運用について 

 

（１）格納容器雰囲気温度の監視について 

格納容器雰囲気温度計は，ドライウェルに31点，サプレッション・チェンバ

に６点の計37点を設置しており，各所に分散して配置することにより格納容器

全体の雰囲気温度を監視することができる。このうち，重大事故等発生時にお

ける監視を確実なものとするため，重大事故等発生時の格納容器内の環境条件

においても計測可能な温度計を，ドライウェルに７点，サプレッション・チェ

ンバに２点に分散し，格納容器内の雰囲気温度を一様に計測することとしてい

る。 

重大事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計の

計測点を図１に示す。 

（２）局所的な温度上昇 

格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇する要因としては，原子炉圧力容

器が高圧状態で破損する際に溶融炉心が飛散し，格納容器内に溶融炉心が付着

することなどが考えられるが，原子炉圧力容器破損前に原子炉圧力容器を減圧

することにより，このような状況に至る可能性を低減する。また，原子炉圧力

容器が破損した場合には，溶融炉心がペデスタル部に落下するが，ペデスタル

はドライウェル床面より掘り下げられた構造となっているため，溶融炉心はペ

デスタルに保持され，ドライウェル床面に流出することはない。さらに，格納

容器スプレイ実施時には格納容器雰囲気が冷却されること及び格納容器への

注水等による溶融炉心の冷却に伴い発生する蒸気により格納容器内では自然

対流が起きていることを踏まえると，溶融炉心からの輻射熱等により格納容器

雰囲気温度が局所的に大きく上昇する可能性は低い。また，格納容器圧力限界

圧力を下回る最高使用圧力の2倍（853kPa［gage］）到達までにベントを実施

することとしているが，853kPa［gage］に対する飽和温度が約178℃であるこ

とを踏まえると，過温破損に至ることはないと考えられる。 

なお，格納容器圧力が計測できない場合は，「別紙39.格納容器内の圧力が計

測できない場合の運用について」に記載のとおり，格納容器雰囲気温度により

ベントを判断することとしている。 

 (3) 格納容器破損のおそれがある場合の影響緩和のためのベント実施について 

   炉心部の燃料，ペデスタルに落下した溶融炉心及び格納容器内を冷却する

ため，格納容器への注水等に期待するが，十分な注水等ができない場合には，

格納容器雰囲気が過熱状態になり，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対

する飽和温度以上になるとともに，溶融炉心からの輻射熱等により格納容器

雰囲気温度が局所的に大きく上昇し，格納容器が過温破損に至るおそれがあ

る。このように，重大事故等対処設備が健全に機能せず，格納容器の健全性
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が脅かされる可能性が高い状況では，格納容器フィルタベント系からのベン

トを実施し，フィルタ装置を介した放射性物質の放出経路を形成することで，

格納容器の過温破損時に大気へ放出される放射性物質の総量を低減させる運

用とする。 

   ベントの実施は過圧破損防止の観点では有効な手段であるが，格納容器雰

囲気の過熱状態による温度上昇に対しては一定の抑制効果はあるものの過温

破損そのものを防止できる手段ではない。したがって，格納容器温度上昇に

対するベントにおいて,過温破損の観点では可能な限り格納容器内に存在す

る希ガスの減衰に期待するため，格納容器の限界温度に到達するおそれのあ

る「格納容器温度 200℃以上において温度上昇が継続している場合」をベント

実施判断基準として設定した。格納容器温度の上昇継続を判断基準として設

定した理由は，200℃以上にて温度上昇が継続する場合には，格納容器過温破

損に至る可能性があり，事前に環境緩和のための格納容器ベントを実施する

ためである。 

なお，格納容器が過温破損するような状況では，格納容器温度が全体的に上

昇することが考えられること及び計器故障等による誤ベントを防止する観点

から，図１に示すドライウェルに設置した温度計の指示値のうち 2点が 200℃

以上にて温度上昇が継続する場合において，格納容器フィルタベント系からの

ベントを実施することとする。 
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番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，②，③ ドライウェル温度（ＳＡ） フランジ高さ近傍 0～300℃ 

④，⑤ ドライウェル温度（ＳＡ） ＴＡＦ高さ近傍 0～300℃ 

⑥，⑦  ドライウェル温度（ＳＡ） ＲＰＶ底面高さ近傍 0～300℃ 

⑧，⑨ ペデスタル温度（ＳＡ） ペデスタル上部 0～300℃ 

⑩，⑪ 
サプレッション・チェンバ 

温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ 

頂部近傍 
0～200℃ 

 

図１ 格納容器雰囲気温度計の計測点 

 

ドライウェル 

原子炉 

圧力容器 

② 

④ 

⑥ 

⑧ ⑩ 

③ 

⑤ 

⑦ 

⑨ 
⑪ 

サプレッション・チェンバ 

① 
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別紙 53 

ベント実施時の影響を踏まえた接続口の優先順位について 

ベント実施後は，ベントガスに含まれる放射性物質が格納容器フィルタベント

系出口配管に付着するため，出口配管立ち上がり部周辺での作業及び移動に影響

が出る可能性がある。 

このため，格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の線量評価を

実施するとともに，評価結果を踏まえた優先順位の考え方を以下に示す。 

１．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺での作業について 

R/B 南側に設置してある格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周

辺で，ベント実施後に想定される作業を考慮した可搬型設備の配置図を図１に示

す。 

図１ ベント実施後に想定される可搬型設備の配置 

２．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の被ばく評価について 

R/B 南側の格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺で，ベント実

施直後に実施する作業は無いが，出口配管立ち上がり部から 10m 地点（R/B 南側

接続口付近）において事故後約 43 時間（ベント後 10 時間）及び事故後７日時点，

出口配管立ち上がり部から１m 地点において事故後７日，30 日，60 日後の線量

率を評価した。なお，作業エリアの比較のため，R/B 西側接続口付近についても

評価した。線源には有効性評価（格納容器過圧・過温破損）の「冷却材喪失（大

破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナリオにおけ

るＷ／Ｗベント使用時の放出量を用いている。 

表１に示す評価結果のとおり，短時間のアクセス等は可能な線量率であると考

えられる。 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表１ 格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の線量評価結果 

評価場所 事故後時間 
線量率（mSv/h)

 ※１

 

（うち，配管寄与分） 

評価点 A（格納容器フィルタベント系出口配管

立ち上がり部（雨水排水ライン））から 10m 地

点（R/B 南側接続口付近） 

約 43 時間 

（ベント後 10 時間） 
約 13（約 2.5） 

７日 （168 時間） 約 5.0 (約 0.8)
 

 

評価点 A（格納容器フィルタベント系出口配管

立ち上がり部（雨水排水ライン））から１m地

点 

７日 （168 時間） 約 85 （約 81） 

30 日 約 9.2 （約 5.1） 

60 日 約 6.2 （約 2.1） 

評価点 B（R/B 西側接続口付近） 

約 43 時間  

（ベント後 10 時間） 
約 9.0（約－）※２ 

７日 （168 時間） 約 3.7 (約－) ※２ 

※１ R/B からの直接線・スカイシャイン線，クラウドシャイン，グランドシャイン，吸入摂取（PF50 全面マ

スク着用）に加えて，W/W ベントに伴い格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部に浮遊する放

射性物質及び雨水排水ライン配管に蓄積する放射性物質（格納容器フィルタベント系出口配管立ち上が

り部に付着する放射性物質が全て地上近くの雨水排水ライン配管に移動するものと想定）を考慮して評

価している。格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部に付着する放射性物質量は，配管を流れ

る放射性物質（希ガスを除く）が，配管長 100ｍあたり 10％の割合で付着するものとした。 

※２ 格納容器フィルタベント系出口配管を直視できない場所のため，配管による線量はない。 

 

３．可搬型設備を使用した接続口の優先順位について 

表１の線量評価結果から， R/B 南側接続口付近の線量率に対して格納容器フ

ィルタベント系出口配管の影響はあるが，R/B 南側のアクセスルートの通行及び

南側接続口エリアでの作業は可能である。また，R/B 西側接続口エリアでの作業

も可能であることから，接続口の優先順位については作業員被ばくを考慮せず，

以下に示す考えをもとに設定している。なお，可搬型設備の設置については，ベ

ント実施前に完了している。 

①大量送水車 ： 原子炉注水流量が多い配管を優先して使用する。 

(1) 南側接続口（残留熱除去系（A）注入配管） 

(2) 西側接続口（残留熱除去系（B）注入配管） 

②原子炉補機代替冷却系（移動式代替熱交換設備） 

： 運転員の系統構成（屋内）における操作対象弁が少ないものを優先し

て使用する。 

(1) 南側接続口（原子炉補機冷却系（B系：２弁）） 

(2) 西側接続口（原子炉補機冷却系（A系：４弁）） 
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その他，R/B 南側においては，長期的な対応として可搬式窒素供給装置による

FCVS ラインへの窒素パージのための可搬型設備の起動操作等の作業が考えられ

るが，R/B 南側接続口エリアでの作業と同様，可搬型設備の設置エリアでの作業

は可能である。 
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（参考１）蒸気凝縮によるドレンについて 

格納容器フィルタベント系を使用した際には，ベント開始直後から系統内で

蒸気凝縮によるドレンが発生するが，ベントガス流量が約  以上であ

ればベントガスがドレンを随伴し排出するため，ベント後はフィルタ装置下流

で発生するドレンについては出口配管の放出端より排出されるが，ベントガス

流量が少なくなるとドレンは排出できなくなり，出口配管立ち上がり部の雨水

排水ラインにドレンが溜まることとなる。 

雨水排水ラインが満水となった場合，溢れたドレンは格納容器フィルタベン

ト系配管を通って銀ゼオライト容器まで戻る構成としており（図１参照），そ

の後，銀ゼオライトフィルタ出口側のドレンラインからスクラバ容器連結管（液

相部）に流入する（図２，３参照）。また，銀ゼオライトフィルタのドレンラ

インには逆止弁を設置していることから，スクラバ容器連結管からスクラバ容

器の金属フィルタ及び銀ゼオライトフィルタを通らずにベントガスが流出する

ことがない構成としている（図３参照）。 

なお，格納容器フィルタベント系配管は，フィルタ装置下流は放出端に向か

って連続上り勾配としていることからドレンが配管の途中で溜まることはない。 

また，「２．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の被ばく

評価について」表１の線量評価結果から，線量率のうち出口配管寄与分は短半

減期核種が支配的であり，60 日後には線量率が減衰するため，基本的に雨水排

水ラインのドレンについては処理する必要はないが，事故収束後に雨水排水ラ

インのフランジに可搬ホースを接続し，ドレンをスクラバ容器等に移送するこ

とで処理可能である。 

図１ 格納容器フィルタベント系立ち上がり部（雨水排水ライン） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 銀ゼオライト容器内のドレンの流れ 

図３ 銀ゼオライト容器からスクラバ容器間のドレンライン 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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＜銀ゼオライト容器からスクラバ容器へのドレンの排出について＞ 

ベント後にはスクラバ容器と銀ゼオライト容器には圧力差が生じるため，銀

ゼオライトフィルタ出口側ドレンラインにおいて，以下の水位が形成される。 

H ＝ h1 + h2 + h3 ・・・（式１）  

H： 銀ゼオライトフィルタ出口側ドレンラインに形成される水位 

h1 : スクラバ容器のスクラビング水位 

h2 : スクラバ容器と銀ゼオライト容器の圧力差に相当する水位 

h3 : ドレンラインで発生する圧力損失に相当する水位 

格納容器破損防止対策の有効性評価のうち，「雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」に

おいて，ベントガスによりドレンを出口配管の放出端から排出できなくなる時

点の圧力差で水位を評価した結果，図４に示すとおり，ドレンラインに形成さ

れる水位は，最大でも銀ゼオライトフィルタ下端以下となる。 

ドレン発生量は少ないため，ドレンラインで発生する圧力損失はほぼゼロで

あり，式１に示すｈ3に相当する水位は無視できるため，ｈ1及びｈ2に相当する

水位までドレンが溜まれば，ドレンはスクラバ容器に排出される。 

図４ 銀ゼオライトフィルタドレンラインに形成される水位の評価結果 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考２）ドレン排出可能なベントガス流速について 

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管で発生するドレンをベントガ

スによって排出できるかどうかは，以下の考え方に基づいて判断することができ

る。 

１．出口配管からドレン排出可能なベントガス流速について 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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垂直管内で上向きにガスが流れる場合に，ガスに随伴してドレンが排出される

現象については，配管口径が小さい場合には気相流速（ｊG）に依存するが，配

管口径が約    以上の領域では Ku 値（Kutateladze 数[-]）に依存し，

  となる（参考図書１）。 

ここで，Ku 値は以下の式で表される。 

ρG：気相密度 (0.598[kg/m3])※１ 

ρL：液相密度 (958.1[kg/m3]) ※１ 

ｇ：重力加速度 (9.80665[m/s2]) 

ｊG：気相流速 [m/s] 

σ：表面張力 (0.0589[N/m]) ※１

※１：括弧内は大気圧のときの値を表す。

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管（立ち上がり部）は 300A の

配管であるため，ベントガス流速が    を満足する  

より大きい場合に，出口配管内のドレンがベントガスに随伴されて排出されるこ

ととなる。 

２．ベントガスによって凝縮水を排出できなくなるタイミングについて 

ベントガス流速は以下の式で表される。 

ｖ ＝ Ｗvent／(ρ×Ａ) 

ｖ ：ベントガス流速 [m/s] 

Ｗvent : ベントガス流量 [kg/s] 

ρ ：ベントガス密度 [kg/m3] 

Ａ : 配管断面積 [m2] 

 に

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管におけるベントガス流速と

ベントガス流量の関係を図１に示す。図１より，ベントガス流速  

対応するベントガス流量は約    となる。 



格納容器破損防止対策の有効性評価のうち，「雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」のベン

トガス流量の推移を図２に示す。図２より，島根２号炉のベントガス流量が  

となる時点は事故後約 97 時間となるため，ベントガスによってドレンを排

出できなくなるのは事故後約 97 時間後と評価できる。 

図１ 出口配管におけるベントガス流速及び質量流量の関係 

図２ 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱

代替除去系を使用しない場合）」におけるベントガス流量の推移 

≪参考図書≫ 

1. Richter H.J, Flooding in tubes and annuli, Int. J. Multiphase flow, 7,

647-658(1981)

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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1. 残留熱代替除去系の構成 

1.1 設置目的 

残留熱代替除去系は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則の解釈」の第五十条（原子炉格納容器の過圧破損を防止す

るための設備）のうち，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必

要な設備であり，格納容器ベントを実施する場合においても，ベント時間を遅延

させることが可能な設備である。 

重大事故等時においては，サプレッション・チェンバを水源とした残留熱除去

系が使用できない状況も想定されるが，格納容器フィルタベント系を使用する場

合は，外部水源による原子炉注水及び格納容器スプレイを継続し，サプレッショ

ン・プール通常水位＋約 1.3m 到達により，格納容器スプレイを停止し，格納容器

ベント操作を実施することにより，フィード・アンド・ブリード冷却を継続する

こととなる。 

上記に対し，残留熱代替除去系を使用する場合，残留熱代替除去系の原子炉格

納容器除熱機能により，格納容器圧力の上昇を抑制でき，かつ，サプレッション・

チェンバを水源とすることにより，水位上昇を抑制できることから，原子炉格納

容器の過圧破損を防止することができ，また，有効性評価の範囲においてはベン

ト回避が可能となる。残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱を継続中にお

いて，水の放射線分解によって発生する水素ガス及び酸素ガスの濃度が上昇し，

原子炉格納容器内の酸素ガス濃度がドライ条件において 4.4vol％及びウェット条

件において 1.5vol％に到達した場合には，原子炉格納容器内での水素燃焼を防止

する観点から格納容器ベントを実施するが，残留熱代替除去系を使用しない場合

と比較し，大幅にベント時間を遅延させることができる。 

1



 

1.2 設備構成の概略 

残留熱代替除去系の系統概要は以下のとおりである。 

 

・本系統は，サプレッション・チェンバを水源とし，残留熱代替除去ポンプ

による原子炉及び原子炉格納容器の循環冷却を行うことができる系統で

ある。 

 

・系統水は，サプレッション・チェンバから，残留熱除去系の配管を通り，

残留熱代替除去ポンプに供給される。残留熱代替除去ポンプにより昇圧さ

れた系統水は，残留熱除去系熱交換器及び残留熱除去系配管を通り，原子

炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイに使用される。また，原子炉圧

力容器への注水ができず，原子炉圧力容器の破損を判断した場合は，格納

容器スプレイ及び格納容器スプレイによる原子炉格納容器下部の溶融炉

心の冷却を行うことも可能とする。 

 

・原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内に注水された系統水は，原子炉本体

や原子炉格納容器内配管の破断口等から，ベント管を経てサプレッショ

ン・チェンバに流出することにより，循環冷却ラインを形成する。 

 

・なお，重大事故等時における想定として，非常用炉心冷却系等の設計基準

事故対処設備に属する動的機器は，機能を喪失していることが前提条件と

なっていることから，本系統は，全交流動力電源が喪失した場合でも，代

替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

 

・前述のとおり，本系統はサプレッション・チェンバを水源として，原子炉

圧力容器への注水及び格納容器スプレイとして使用する系統であるが，重

大事故等時におけるサプレッション・チェンバのプール水の温度は 100 ℃

を超える状況が想定され，高温水を用いて原子炉圧力容器又は原子炉格納

容器へ注水を行った場合，原子炉格納容器に対して更なる過圧の要因とな

りえる。 

 

このため，残留熱代替除去系の使用においては，原子炉補機代替冷却系からの

冷却水の供給により，残留熱除去系熱交換器を介した冷却機能を確保する。 

残留熱代替除去系の機能を確保する際に使用する系統からの核分裂生成物の放

出を防止するため，残留熱代替除去系による循環ラインは閉ループにて構成する。 

なお，残留熱代替除去ポンプの有効吸込水頭確保の観点から，残留熱代替除去

ポンプ設置場所に近いＢ－残留熱除去系に接続する設計とする。  
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図 1.2-1 残留熱代替除去系の設備概要※ 

※上図は原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）を想定しているため原子炉圧力容器

へ注水した水は破断口から溢れ出しサプレッション・チェンバに流入する。Ｌ

ＯＣＡ以外の場合は逃がし安全弁の排気管を通してサプレッション・チェンバ

に流入することになる。 
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1.3 系統設計仕様 

1.3.1 機械設備 

残留熱代替除去系について，格納容器過圧・過温破損を防止するとともに，格

納容器ベントを実施することなく，原子炉格納容器からの除熱を行うことができ

るよう設計する。 

 

＜設計条件＞ 

当該系統起動後，原子炉格納容器限界温度・圧力（200℃・853kPa）を超え

ないようサプレッション・チェンバを水源とし，原子炉への注水及び格納容器

スプレイができること。 

 

＜主要仕様＞ 

主要仕様は，以下に示すとおりである。 

 

残留熱代替除去系 

系統流量 ：150m3/h 

（原子炉注水流量:30m3/h，格納容器スプレイ流量:120m3/h） 

水源   ：サプレッション・チェンバ 

除熱手段 ：原子炉補機代替冷却系 
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1.3.2 計測制御設備 

残留熱代替除去系について，使用時の状態を監視するため，流量計，温度計，

水位計及び圧力計を設置する（図 1.3.2-1 参照）。これらの監視パラメ一タは，中

央制御室及び緊急時対策所で監視可能な設計としている。 

 

①設計方針 

残留熱代替除去系により有効に除熱できていることを確認するため，原子炉格

納容器の熱バランスを把握できる監視設備を設置する。残留熱代替除去系運転時

の原子炉格納容器の熱バランスは，原子炉格納容器内部の温度と，残留熱代替除

去系統により除熱される量を確認することで把握が可能である。よって，サプレ

ッション・プール水温度及び水位，原子炉格納容器内の温度及び圧力並びに除熱

量を確認するための残留熱代替除去系の系統流量（原子炉圧力容器への注水量及

び原子炉格納容器へのスプレイ流量），残留熱除去系出口温度を監視できる設計

とする。 

また，原子炉格納容器へのスプレイによる格納容器下部への注水を確認するた

めの残留熱代替除去系の系統流量（原子炉格納容器への注水流量）を監視できる

設計とする。 

 

以上より，下記で示す○ａ～○ｈの計器を設置する。 

・系統流量: ○a残留熱代替除去系原子炉注水流量 

○b残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

・残留熱除去系熱交換器入口温度：○cサプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

・残留熱除去系熱交換器出口温度：○d残留熱除去系熱交換器出口温度 

・原子炉格納容器内の温度：○ｅドライウェル温度（ＳＡ） 

・原子炉格納容器内の圧力：○ｆドライウェル圧力（ＳＡ） 

             ○ｇサプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

・残留熱代替除去系の水源：○ｈサプレッション・プール水位（ＳＡ） 

また，残留熱代替除去ポンプの運転状態を監視するため，下記で示す○ｉの計器

を設置する。 

・残留熱代替除去ポンプの運転状態: ○ｉ残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

 

なお，上記に加え，残留熱除去系熱交換器二次側の温度，流量等を原子炉補機

代替冷却系側で確認することにより，システム全体の熱バランスを把握すること

が可能である。 
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図 1.3.2-1 残留熱代替除去系使用時の概略図  
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②計測設備の仕様について 

a.機器仕様 

計測設備の主要仕様を表 1.3.2-1 に示す。 

表 1.3.2-1 残留熱代替除去系運転に必要な計測設備の主要仕様 

監視計器 計測範囲 計測範囲の根拠 個数 監視場所 

○a  

残留熱代替除去

系原子炉注水流

量※１ 

０～50m3/h 

残留熱代替除去系原子炉注

水の最大注水量（30 m3/h）

を監視可能。 

1 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○b  

残留熱代替除去

系格納容器スプ

レイ流量※１ 

０～150m3/h 

残留熱代替除去系格納容器

スプレイの最大注水量

（120m3/h）を監視可能。 

1 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○c  

サプレッショ

ン・プール水温

度（ＳＡ）※１ 

０～200℃ 

原子炉格納容器の限界圧力

（２Pd：853kPa［gage］）に

おけるサプレッション・プー

ル水の飽和温度（約 178℃）

を監視可能。 

2 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○d  
残留熱除去系熱

交換器出口温度 
０～200℃ 

残留熱代替除去系の運転時

における，残留熱除去系熱交

換器出口温度の最高使用温

度（185℃）を監視可能。 

1 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｅ 
ドライウェル温

度（ＳＡ）※１ 
０～300℃ 

原子炉格納容器の限界温度

（200℃）を監視可能。 
7 

中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｆ 
ドライウェル圧

力（ＳＡ）※１ 

０～

1000kPa(abs) 

原子炉格納容器の限界圧力

（2Pd：853kPa[gage]）を監

視可能。 

2 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｇ 

サプレッショ

ン・チェンバ圧

力（ＳＡ）※１ 

０～

1000kPa(abs) 

原子炉格納容器の限界圧力

（2Pd：853kPa[gage]）を監

視可能。 

2 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｈ 

サプレッショ

ン・プール水位

（ＳＡ）※１ 

-0.80～5.50m

※２ 

ウェットウェルベント操作

可否判断を把握できる範囲

を監視可能。 

1 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｉ 

残留熱代替除去

ポンプ出口圧力

※１ 

０～３MPa

［gage］ 

重大事故等時における，残留

熱代替除去ポンプの最高使

用圧力（2.5MPa[gage]）を監

視可能。 

2 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

※１:新規設置する監視計器 

※２:基準点はサプレッション・プール通常水位(EL5610) 
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原子炉格納容器内における，サプレッション・プール水温度（ＳＡ）の位置

を図 1.3.2-8 に示す。 

図 1.3.2-8 サプレッション・プール水温度（ＳＡ）の位置 

14



 

c.システム構成

○a残留熱代替除去系原子炉注水流量

残留熱代替除去系原子炉注水流量は，重大事故等対処設備の機能を有してお

り，残留熱代替除去系原子炉注水流量の検出信号は，差圧式流量検出器からの

電流信号を演算装置にて流量信号へ変換する処理を行った後，残留熱代替除去

系原子炉注水流量を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図

1.3.2-9「残留熱代替除去系原子炉注水流量の概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-9 残留熱代替除去系原子炉注水流量の概略構成図 

中央制御室 

記 録(注 1) 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）
（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

緊急時対策所 

演算装置 

差圧式流量
検出器 

指 示 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備
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○ｂ残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量は，重大事故等対処設備の機能を有

しており，残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量の検出信号は，差圧式流量

検出器からの電流信号を演算装置にて流量信号へ変換する処理を行った後，残

留熱代替除去系格納容器スプレイ流量を中央制御室に指示し，緊急時対策所に

て記録する。（図 1.3.2-10「残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量の概略構成

図」参照。） 

図 1.3.2-10 残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量の概略構成図 

中央制御室 

記 録(注 1) 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）
（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

緊急時対策所 

演算装置 

差圧式流量
検出器 

指 示 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備
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○cサプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有

しており，サプレッション・プール水温度（ＳＡ）の検出信号は，測温抵抗体

の抵抗値を演算装置にて温度信号に変換する処理を行った後，サプレッショ

ン・プール水温度（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。

（図 1.3.2-11「サプレッション・プール水温度（ＳＡ）の概略構成図」参照。） 

 

 

 

図 1.3.2-11 サプレッション・プール水温度（ＳＡ）の概略構成図 

測温抵抗体 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ

Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

演算装置 

17



 

○d残留熱除去系熱交換器出口温度 

残留熱除去系熱交換器出口温度は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設

備の機能を有しており，残留熱除去系熱交換器出口温度の検出信号は，熱電対

からの起電力を，演算装置にて温度信号に変換する処理を行った後，残留熱除

去系熱交換器出口温度を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図

1.3.2-12「残留熱除去系熱交換器出口温度の概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-12 残留熱除去系熱交換器出口温度の概略構成図 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

指 示 

記 録(注 2)

(注 1) 記録計 

(注 2) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ

Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

緊急時対策所 

熱電対 

演算装置 

記 録(注 1)

中央制御室 
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○eドライウェル温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有しており，ド

ライウェル温度（ＳＡ）の検出信号は，熱電対からの起電力を，演算装置にて

温度信号に変換する処理を行った後，ドライウェル温度（ＳＡ）を中央制御室

に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図 1.3.2-13「ドライウェル温度（ＳＡ）

の概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-13 ドライウェル温度（ＳＡ）の概略構成図 

熱電対 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ

Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

演算装置 
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○ｆドライウェル圧力（ＳＡ） 

 ドライウェル圧力（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有しており，ドラ

イウェル圧力（ＳＡ）の検出信号は，弾性圧力検出器からの電流信号を中央制御

室の指示部にて圧力信号へ変換する処理を行った後，ドライウェル圧力（ＳＡ）

を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図 1.3.2-14「ドライウェ

ル圧力（ＳＡ）の概略構成図」参照。） 

 

 

図 1.3.2-14 ドライウェル圧力（ＳＡ）の概略構成図 

  

記 録(注 1) 

指 示 

弾性圧力 
検出器 

緊急時対策所 

中央制御室 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ

Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

20



 

○gサプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有

しており，サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）の検出信号は，弾性圧力検

出器からの電流信号を中央制御室の指示部にて圧力信号へ変換する処理を行っ

た後，サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊急時

対策所にて記録する。（図 1.3.2-15「サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）の

概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-15 サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）の概略構成図 

記 録(注 1) 

指 示 

弾性圧力 
検出器 

緊急時対策所 

中央制御室 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備
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○hサプレッション・プール水位（ＳＡ） 

サプレッション・プール水位（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有して

おり，サプレッション・プール水位（ＳＡ）の検出信号は，差圧式水位検出器か

らの電流信号を中央制御室の指示部にて水位信号へ変換する処理を行った後，サ

プレッション・プール水位（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記

録する。（図 1.3.2-16「サプレッション・プール水位（ＳＡ）の概略構成図」参

照。） 

 

 

図 1.3.2-16 サプレッション・プール水位（ＳＡ）の概略構成図 

  

差圧式水位
検出器 

中央制御室 

記 録(注 1) 

緊急時対策所 

指 示 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 
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○ｉ残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

残留熱代替除去ポンプ出口圧力は，重大事故等対処設備の機能を有しており，

残留熱代替除去ポンプ出口圧力の検出信号は，弾性圧力検出器からの電流信号を

中央制御室の指示部にて圧力信号へ変換する処理を行った後，残留熱代替除去ポ

ンプ出口圧力を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図 1.3.2-17

「残留熱代替除去ポンプ出口圧力の概略構成図」参照。） 

 

図 1.3.2-17 残留熱代替除去ポンプ出口圧力の概略構成図  

記 録(注 1) 

指 示 

弾性圧力 

検出器 

緊急時対策所 

中央制御室 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備  
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 
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1.3.3 電源設備 

① 概要

残留熱代替除去系の使用時に必要な電動機，計測制御設備，電動駆動弁を作

動させるため，常設代替交流電源設備から代替所内電気設備を経由して必要な

電力を供給する設計としており，非常用所内電気設備が使用不能の場合におい

ても，必要な電力を供給できる設計としている。 

② 電源供給負荷

残留熱代替除去系の使用時に必要な負荷は図1.3.3-1及び表1.3.3-1に示す

とおりである。 

図 1.3.3-1 残留熱代替除去系概略図
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表 1.3.3-1 残留熱代替除去系の電源供給負荷 

図番 負荷 
通常時の 

電源供給元 

代替所内電気設備 

使用時の電源供給元 

(a) 
ＲＨＲ ＲＨＡＲライン入口止

め弁※3 

SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(b) ＲＨＡＲライン流量調節弁※3 SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(c) 
ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライ

ン止め弁※3 

SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(d) 
ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライ

ン流量調節弁※3 
SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(e) 
ＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ラ

イン流量調節弁※3 
SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(f) Ａ－ＲＨＲ注水弁 C2-C/C SA2-C/C※1 

(g) 
Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２ス

プレイ弁 

D2-C/C SA2-C/C※1 

(h) Ｂ－ＲＨＲ熱交バイパス弁 D2-C/C SA2-C/C※1 

(i) Ａ－残留熱代替除去ポンプ※3 SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(j) Ｂ－残留熱代替除去ポンプ※3 SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

－ 計測制御設備※2 SA1-C/C※1 SA1-C/C※1 

※１：SA-L/C より受電する。 

※２：以下のパラメータを監視する。 

・残留熱代替除去系原子炉注水流量 

・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

・残留熱除去系熱交換器出口温度 

・ドライウェル温度（ＳＡ） 

・ドライウェル圧力（ＳＡ） 

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

・残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

※３：残留熱代替除去系設置に伴い設置する設備 
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③単線結線図

残留熱代替除去系の単線結線図は図 1.3.3-2 に示す通りである。

全交流動力電源喪失時における残留熱代替除去系の電源供給元は，次のとお

りとする。 

ａ．常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）から代替所内電気設備（緊

急用 M/C，SA-L/C，SA1-C/C，SA2-C/C）を経由して，残留熱代替除去系の

運転に必要な設備に電源供給を行う。（図 1.3.3-2） 

なお，通常時に非常用所内電気設備の負荷である設備については，代替所内

電気設備からの電源供給に切替えて電源供給を行う。 
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図 1.3.3-2 残留熱代替除去系の単線結線図 
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2. 残留熱代替除去系の成立性確認

2.1 有効性評価シナリオの成立性 

2.1.1 残留熱代替除去系の運用について 

残留熱代替除去系は，1.2 に示すとおりサプレッション・チェンバを水源とした

原子炉注水及び原子炉格納容器の除熱が可能な系統であり，サプレッション・チ

ェンバの水位上昇を抑制できる。 

残留熱代替除去系の運転に当たり，原子炉補機冷却系（原子炉補機冷却海水系

を含む。）又は原子炉補機代替冷却系による冷却水供給を必要とするが，格納容器

フィルタベント系による原子炉格納容器の除熱が必要となるまでに残留熱代替除

去系への冷却水供給を確保することが可能であることから，原子炉格納容器の除

熱に当たっては残留熱代替除去系を優先して使用する運用としている。 

2.1.2 残留熱代替除去系の有効性について 

残留熱代替除去系の有効性については,「島根原子力発電所２号炉重大事故等対

策の有効性評価」の「3.1  雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過

温破損)」における,「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失」シナリオにて事象を通じて限界圧力に到達することなく,格

納容器ベントを回避することが可能となることを確認している。また,「3.2 高

圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」における,「過渡事象＋高圧炉心冷却失

敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗＋原子炉注水失敗＋ＤＣＨ発

生」シナリオにおいても事象を通じて限界圧力に到達することなく,格納容器ベン

トを回避することができることを確認している。

なお，高圧・低圧注水機能喪失に対しては，重大事故等対処設備である高圧原

子炉代替注水系による原子炉注水を行うことで，原子炉減圧を実施することなく，

炉心損傷は回避可能である。また，格納容器フィルタベント系によるベント実施

により格納容器の健全性は維持され，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくの

リスクを与えることはない。高圧原子炉代替注水系の有効性については，「島根原

子力発電所２号炉重大事故等対策の有効性評価」の「2.3.2 全交流動力電源喪失

（ＴＢＵ）」にて確認している。 
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2.2 残留熱代替除去系の操作性 

2.2.1 残留熱代替除去系運転のために必要な系統・機器とアクセス性 

残留熱代替除去系運転時あるいは運転後において，以下の操作並びに作業が確

実に実施できることが必要である。 

 

(1)残留熱代替除去系運転継続に必要な操作，監視ができること 

(2)格納容器ベント操作ができること 

 

(1) 残留熱代替除去系運転継続に必要な操作，監視 

残留熱代替除去系運転開始前の系統構成は，中央制御室からの電動駆動弁の

遠隔操作のため，操作への放射線による大きな影響はない。 

また，運転開始時の残留熱代替除去ポンプの起動は中央制御室から遠隔で操

作が可能な設計としているため，操作への放射線による大きな影響はない。 

残留熱代替除去系運転を開始した後は，残留熱代替除去ポンプの運転状態を

残留熱代替除去ポンプ出口圧力により監視する。また，系統流量の監視は，原

子炉注水流量を残留熱代替除去系原子炉注水流量で，格納容器スプレイ流量を

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量にて監視する。 

残留熱代替除去系運転による系統水冷却状況を，残留熱除去熱交換器出口温

度及びサプレッション・プール水温度（ＳＡ）により確認する。 

残留熱代替除去系運転の効果を，原子炉水位・ドライウェル圧力（ＳＡ），

ドライウェル温度（ＳＡ），サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ），サプレッ

ション・プール水位（ＳＡ）により確認する。 

これらのパラメータは中央制御室及び緊急時対策所で監視が可能な設計と

しているため，残留熱代替除去系運転により配管廻りの放射線量が上昇した場

合においても監視が可能である。 

また，残留熱代替除去系運転時には原子炉注水流量及び格納容器スプレイ流

量を調整する場合は，流量調整弁の操作により行うが中央制御室からの遠隔で

操作が可能な設計としているため，放射線量が上昇した場合においても操作が

可能である。（表 2.2.1-1 及び図 2.2.1-1 参照） 

その他の作業としては，原子炉補機代替冷却系の運転状態確認及び大型送水

ポンプ車への給油作業がある。これらは屋外作業であり格納容器ベント操作前

であるため高線量になることはなく，温度・湿度等についても問題になること

はなく作業環境は維持されている。 
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表 2.2.1-1 残留熱代替除去系における操作対象弁・監視対象機器 

対象弁・監視機器 実施時期 操作概要 場所 図番 

ＲＨＲ ＲＨＡＲライン入口止め弁 運転開始前 弁開 中央制御室 (a) 

ＲＨＡＲライン流量調節弁 運転開始時 弁開 中央制御室 (b) 

ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン止

め弁 
運転開始前 弁開 中央制御室 (c) 

ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン流

量調節弁 
運転開始時 弁開 中央制御室 (d) 

ＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ライン

流量調節弁 
運転開始時 弁開 中央制御室 (e) 

Ａ－ＲＨＲ注水弁 運転開始前 弁開 中央制御室 (f) 

Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２スプレ

イ弁
運転開始前 弁開 中央制御室 (g) 

Ｂ－ＲＨＲ熱交バイパス弁 運転開始前 弁閉 中央制御室 （h） 

計測制御設備※１ 運転時 
中央制御室 

緊急時対策所 
－ 

※１：以下のパラメータを監視する。

・残留熱代替除去系原子炉注水流量

・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量

・残留熱除去系熱交換器出口温度

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

・残留熱代替除去ポンプ出口圧力

・原子炉水位

・ドライウェル圧力（ＳＡ）

・ドライウェル温度（ＳＡ）

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

・サプレッション・プール水位（ＳＡ）
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図 2.2.1-1 残留熱代替除去系概要図  
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(2) 格納容器ベント操作

格納容器ベント操作について，操作対象弁は図 2.2.1-2 のとおりであり，こ

れらの操作対象弁と残留熱代替除去系配管の主たる流路の位置関係を表

2.2.1-2 及び図 2.2.1-3～図 2.2.1-5 に示す。これらの操作弁は中央制御室か

ら遠隔操作可能な設計であるため，残留熱代替除去系運転後の放射線量上昇に

よる操作への影響はない。なお，何らかの理由によりベント操作弁が中央制御

室から遠隔操作不能となる場合は，放射線量上昇による影響が小さい原子炉建

物付属棟において遠隔手動操作で開閉する方法を備えている。なお，これらの

操作位置は原子炉建物付属棟であっても，残留熱代替除去系運転により高線量

となる配管との位置が比較的近い箇所もあるため，放射線量上昇によるアクセ

ス性及び弁操作性を考慮し，必要に応じて放射線防護対策を施す。

図 2.2.1-2 格納容器フィルタベント系系統概要図 

表 2.2.1-2 ベント操作に必要な操作弁と配置 

MV217-5（第１弁 S/C) 弁①(第 2.2.1-3 図) 

MV217-4（第１弁 D/W) 弁②(第 2.2.1-4 図) 

MV217-18（第２弁） 弁③(第 2.2.1-4 図) 
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原子炉建物付属棟 
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～
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※２ 
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※５ 
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遠隔手動弁操作機構 

配管 

遮蔽 

～ 
※６ 
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図 2.2.1-3 機器配置図 

図 2.2.1-4 機器配置図 
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(3) 残留熱除去系の復旧作業

残留熱代替除去系は，残留熱除去系による冷却機能を喪失した場合に使用す

る系統であり，残留熱除去系が復旧するまで運転継続することを目的としてい

る。よって，残留熱代替除去系運転による放射線量上昇の影響があっても，残

留熱除去系復旧作業ができることを示す。 

残留熱代替除去系では，サプレッション・チェンバからの吸込み及び原子炉

格納容器内へのスプレイとして，残留熱除去系のＢ系を使用することを想定

（原子炉への注水はＡ系を想定）している。このため，残留熱除去系の復旧に

際しては，残留熱代替除去系運転の影響を受ける可能性が最も低いＡ系を復旧

することを想定する。 

Ａ－残留熱除去ポンプ類の復旧のためには，機能喪失要因にもよるが原子炉

建物地下２階のＡ－残留熱除去ポンプ室又は原子炉建物地下１階のＡ－残留

熱除去ポンプ室の上部ハッチまでアクセスすることができる必要がある。 

図 2.2.1-5 に示すとおり，残留熱代替除去系により高線量となる配管は，Ａ

－残留熱除去ポンプ室及び上部ハッチ付近から十分離れていることから，アク

セスは可能である。

34



 

図 2.2.1-5 機器配置図（原子炉建物地下２階）（１／２） 

図 2.2.1-5 機器配置図（原子炉建物地下１階）（２／２） 

残留熱代替除去系配管 

Ａ－残留熱除去ポンプ室 

Ａ－残留熱除去ポンプ室 

上部ハッチ 

残留熱代替除去系配管 
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2.2.2 操作の概要について 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」（残留熱代替除去系を使用する場合）及び「高圧溶融物放出／格納容器雰

囲気直接加熱」の手順の概要を図 2.2.2-1～3 に，必要な要員と作業項目を図

2.2.2-4～6 に示す。 
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図 2.2.2-2 残留熱代替除去系運転の手順概要（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損」の場合）「抜粋図）」
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雰
囲
気

加
熱

」
参
照
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図
2.
2.
2
-4
 
残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
の
作
業
と
所
要
時
間
（
０
分
～
５
時
間
後
）

 

「
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
の
場
合
」

 

責
任

者
当

直
長

1
人

中
央

制
御

室
監

視

緊
急

時
対

策
本

部
連

絡

指
揮

者
当

直
副

長
1
人

運
転

操
作

指
揮

運
転

員

（
中

央
制

御
室

）

緊
急

時
対

策
要

員

（
現

場
）

・
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
発

生
確

認

・
外

部
電

源
喪

失
確

認

・
給

水
流

量
の

全
喪

失
確

認

・
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

確
認

，
タ

ー
ビ

ン
ト

リ
ッ

プ
確

認

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

等
起

動
失

敗
確

認

・
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
確

認

・
原

子
炉

へ
の

注
水

機
能

喪
失

を
確

認

・
主

蒸
気

隔
離

弁
全

閉
確

認

・
炉

心
損

傷
確

認

・
早

期
の

電
源

回
復

不
能

判
断

―
―

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

等
　

機
能

回
復

―
―

・
外

部
電

源
　

回
復

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失

調
査

，
復

旧
操

作
―

―
・

復
水

・
給

水
系

，
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

，

　
 
残

留
熱

除
去

系
，

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
　

機
能

回
復

解
析

上
考

慮
せ

ず

対
応

可
能

な
要

員
に

よ
り

対
応

す
る

常
設

代
替

交
流

電
源

設
備

起
動

操
作

（
1
人

）

A
―

・
常

設
代

替
交

流
電

源
設

備
起

動
，

受
電

操
作

（
1
人

）

A
―

・
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
中

央
制

御
室

）

―
―

・
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
―

・
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
中

央
制

御
室

）

―
―

・
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
中

央
制

御
室

）
 
2
5
分

―
―

・
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
現

場
）

 
2
5
分

（
1
人

）

A
―

・
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
中

央
制

御
室

）
5
分

―
―

・
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
現

場
）

5
分

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

　
運

転
確

認
（

1
人

）

A
―

・
非

常
用

ガ
ス

処
理

系
　

自
動

起
動

確
認

・
原

子
炉

建
物

差
圧

監
視

・
原

子
炉

建
物

差
圧

調
整

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
適

宜
実

施
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
適

宜
実

施

ほ
う

酸
水

注
入

系
に

よ
る

原
子

炉

圧
力

容
器

へ
の

ほ
う

酸
水

注
入

（
1
人

）

A
―

・
ほ

う
酸

水
注

入
系

　
起

動
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

格
納

容
器

水
素

濃
度

（
Ｓ

Ａ
）

及
び

格
納

容
器

酸
素

濃
度

（
Ｓ

Ａ
）

起
動

操
作

5
分

―
・

格
納

容
器

水
素

濃
度

（
Ｓ

Ａ
）

及
び

格
納

容
器

酸
素

濃
度

（
Ｓ

Ａ
）

シ
ス

テ
ム

起
動

，
暖

気
4
0
分

―
・

格
納

容
器

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

の
監

視

（
1
人

）

A
―

・
系

統
構

成

・
中

央
制

御
室

換
気

系
起

動
操

作
2
0
分

―
―

・
中

央
制

御
室

換
気

系
　

系
統

構
成

（
1
人

）

A
―

・
中

央
制

御
室

換
気

系
　

加
圧

運
転

操
作

1
0
分

中
央

制
御

室
待

避
室

準
備

―
―

・
中

央
制

御
室

待
避

室
系

統
構

成
3
0
分

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

ｐ
Ｈ

制
御

系
起

動
操

作

（
1
人

）

A
―

・
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
ｐ

Ｈ
制

御
系

起
動

2
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
―

・
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
―

・
注

水
弁

電
源

切
替

え
操

作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
起

動
/
運

転
確

認
/
系

統
構

成
/
漏

え
い

隔
離

操
作

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

注
水

操
作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
注

水
弁

操
作

必
要

な
要

員
と

作
業

項
目

経
過

時
間

（
分

）
経

過
時

間
（

時
間

）

備
考

1
0

2
0

3
0

4
0

5
5
0

6
0

1
2

3
4

通
報

連
絡

者

運
転

員

（
現

場
）

緊
急

時
対

策

本
部

要
員

5
人

初
動

で
の

指
揮

中
央

制
御

室
連

絡

発
電

所
外

部
連

絡

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

操
作

項
目

操
作

の
内

容

　
事

象
発

生

　
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

 
 
約

5
分

　
炉

心
損

傷

解
析

上
考

慮
せ

ず

対
応

可
能

な
要

員
に

よ
り

対
応

す
る

―

状
況

判
断

1
人 A

―
―

1
0
分

2
5
分

交
流

電
源

回
復

操
作

― 2
人

B
,
C

1
0
分

3
5
分

（
2
人

）

B
,
C

Ｄ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作

―
5
分

（
2
人

）

B
,
C

5
分

Ｄ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備

―

Ｃ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作

―

（
2
人

）

B
,
C

― ―
1
0
分

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

監
視

設
備

の
起

動

（
1
人

）

A

― ― ―

Ｃ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備

―

4
0
分

――
適

宜
実

施

― ―
注

水
開

始
3
0
分

は
最

大
流

量
と

し
，

そ
の

後
は

崩
壊

熱
相

当
量

で
注

水
継

続

（
2
人

）

D
,
E

―

中
央

制
御

室
換

気
系

起
動

―

1
0
分

（
2
人

）

D
,
E

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

起
動

操
作

2
人

D
,
E

1
0
分

2
0
分

―

1
0分

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電

約
10
分

燃
料
被
覆
管
温
度

12
0
0℃

到
達

3
0分

低
圧

原
子
炉

代
替
注

水
系
（

常
設
）

原
子
炉

注
水
開

始

約
28
分

燃
料
温
度

25
0
0K
（
22
27
℃

）
到
達

約
１
時
間

非
常
用
ガ
ス
処
理
系

運
転
開
始

約
１
時
間
40
分

中
央
制
御
室
換
気
系

運
転
開
始

プ
ラ
ン
ト
状
況
判
断

重
大
事
故
等
対
策
の
有
効
性
評
価
に
つ
い
て
「
雰
囲
気
圧
力
・

温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）」

参
照
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以
上
が
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
に
よ
る

格
納
容
器
ベ
ン
ト

回
避
の
シ
ナ
リ
オ

 

 
 
以
下
は
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
失
敗
に
よ
る
格
納
容
器
ベ
ン
ト
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

  

 
 
（
10

時
間
後
に
残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
に
失
敗
し
，
事
象
発
生

32
時
間
後
に
格
納
容
器
ベ
ン
ト
に
至
る
こ
と
を
想
定
）

 

図
2.
2.
2-
5 

残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
の
作
業
と
所
要
時
間
（
０
分
～
７
日
後
）

 

「
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
の
場
合
」

 

責
任

者
当

直
長

1
人

中
央

制
御

室
監

視

緊
急

時
対

策
本

部
連

絡

指
揮

者
当

直
副

長
1
人

運
転

操
作

指
揮

運
転

員

（
中

央
制

御
室

）

緊
急

時
対

策
要

員

（
現

場
）

―
―

・
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
―

・
注

水
弁

電
源

切
替

え
操

作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
起

動
/
運

転
確

認
/
系

統
構

成
/
漏

え
い

隔
離

操
作

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

注
水

操
作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
注

水
弁

操
作

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

停
止

操
作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
停

止
1
0
分

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

補
給

準
備

　
（

大
量

送
水

車
配

置
，

ホ
ー

ス
展

張
・

接
続

）

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

補
給

原
子

炉
ウ

ェ
ル

代
替

注
水

系

注
水

操
作

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

原
子

炉
ウ

ェ
ル

へ
の

注
水

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

1
2
人

）

a
～

l
・

資
機

材
配

置
及

び
ホ

ー
ス

敷
設

，
系

統
水

張
り

，
起

動

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備
1
0
分

―
・

電
源

ケ
ー

ブ
ル

接
続

―
―

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

系
統

構
成

―
（

2
人

）

c
,
d

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

運
転

状
態

監
視

（
1
人

）

A
―

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

冷
却

水
流

量
調

整
1
0
分

―
・

格
納

容
器

内
雰

囲
気

計
装

起
動

5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

格
納

容
器

内
水

素
濃

度
及

び
酸

素
濃

度
の

監
視

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備

―
・

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
へ

の
補

給

燃
料

補
給

作
業

―
・

大
量

送
水

車
，

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

へ
の

補
給

残
留

熱
代

替
除

去
系

　
準

備
操

作
（

1
人

）

A
―

・
残

留
熱

代
替

除
去

系
　

中
央

制
御

室
系

統
構

成
2
0
分

残
留

熱
代

替
除

去
系

　
運

転
開

始
（

1
人

）

A
―

・
残

留
熱

代
替

除
去

ポ
ン

プ
起

動

・
原

子
炉

注
水

弁
，

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

弁
操

作
1
0
分

残
留

熱
代

替
除

去
系

運
転

状
態

監
視

（
1
人

）

A
―

・
残

留
熱

代
替

除
去

系
に

よ
る

原
子

炉
圧

力
容

器
，

原
子

炉
格

納
容

器
の

状
態

監
視

原
子

炉
格

納
容

器
状

態
監

視
に

は
水

素
・

酸
素

濃
度

の
継

続

監
視

を
含

む

可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
に

よ
る

原

子
炉

格
納

容
器

内
窒

素
供

給
準

備
―

・
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

準
備

可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
に

よ
る

原

子
炉

格
納

容
器

内
窒

素
供

給
―

・
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

起
動

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
　

再
開

（
1
人

）

A
―

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

系
再

起
動

解
析

上
考

慮
せ

ず

燃
料

プ
ー

ル
水

温
6
6
℃

以
下

維
持

1
0
分

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

水
ポ

ン
プ

を
再

起
動

し
燃

料
プ

ー
ル

の
冷

却
を

再
開

す
る

。

・
必

要
に

応
じ

て
ス

キ
マ

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

へ
の

補
給

を
実

施
す

る
。

―― ―
適

宜
実

施

―
（

2
人

）

e
,
f

―
適

宜
状

態
監

視

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

残
量

に
応

じ
て

適
宜

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発

電
機

燃
料

貯
蔵

タ
ン

ク
等

か
ら

補
給

― ――
2
時

間
3
0
分

適
宜

実
施

2
時

間

通
報

連
絡

者

運
転

員

（
現

場
）

緊
急

時
対

策

本
部

要
員

5
人

初
動

で
の

指
揮

中
央

制
御

室
連

絡

発
電

所
外

部
連

絡

格
納

容
器

内
雰

囲
気

計
装

に
よ

る

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

監
視

（
1
人

）

A

― ―
適

宜
実

施

燃
料

補
給

準
備

―

2
人

r
,
s

1
0
分

1
時

間
4
0
分

（
2
人

）

B
,
C

1
時

間
4
0
分

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

運
転

―
適

宜
実

施

―

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

　
　

上
部

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

内
雰

囲
気

温
度

低
下

を
確

認

　
　

蒸
発

に
よ

る
水

位
低

下
を

考
慮

し
て

定
期

的
に

注
水

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

準
備

操
作

―
7
時

間
2
0
分

―
3
人

o
,
p
,
q

―

適
宜

実
施

――
注

水
開

始
3
0
分

は
最

大
流

量
と

し
，

そ
の

後
は

崩
壊

熱
相

当
量

で
注

水
継

続

―

2
時

間
1
0
分

輪
谷

貯
水

槽
（

西
１

／
西

２
）

か

ら
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の

補
給

―
1
4
人

a
～

n

1
0
分

― ―

（
2
人

）

a
,
b

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

起
動

操
作

2
人

D
,
E

1
0
分

2
0
分

―
1
0
分

操
作

項
目

操
作

の
内

容

　
事

象
発

生

　
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

 
 
約

5
分

　
炉

心
損

傷

5
6

7
2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

6
7

8
9

1
0

1
1

6
0

1
2

3
4

5
必

要
な

要
員

と
作

業
項

目

経
過

時
間

（
分

）
経

過
時

間
（

時
間

）
経

過
時

間
（

日
）

備
考

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

1
0分

常
設

代
替
交

流
電
源

設
備
に

よ
る
給

電

約
10
分

燃
料

被
覆

管
温
度

12
0
0℃

到
達

3
0分

低
圧

原
子
炉

代
替
注

水
系
（

常
設
）

原
子
炉

注
水
開

始

約
28
分

燃
料

温
度

25
0
0K
（

22
27
℃

）
到

達

約
１
時
間

非
常
用
ガ
ス
処
理
系

運
転
開
始

10
時

間
残

留
熱

代
替
除

去
系

運
転
開

始
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
停
止

1
2時

間
可

搬
式
窒

素
供
給

装
置
に

よ
る
格

納
容
器

窒
素
供

給
開
始

約
１
時
間
40
分

中
央
制
御
室
換
気
系

運
転
開
始

プ
ラ

ン
ト
状

況
判
断

責
任

者
当

直
長

1
人

中
央

制
御

室
監

視

緊
急

時
対

策
本

部
連

絡

指
揮

者
当

直
副

長
1
人

運
転

操
作

指
揮

運
転

員

（
中

央
制

御
室

）

緊
急

時
対

策
要

員

（
現

場
）

―
―

・
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
―

・
注

水
弁

電
源

切
替

え
操

作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
起

動
/
運

転
確

認
/
系

統
構

成
/
漏

え
い

隔
離

操
作

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

注
水

操
作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
注

水
弁

操
作

1
0
分

中
央

制
御

室
待

避
室

に
退

避
す

る
前

に
原

子
炉

注
水

流
量

を
崩

壊
熱

相
当

に
調

整
す

る
。

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

補
給

準
備

　
（

大
量

送
水

車
配

置
，

ホ
ー

ス
展

張
・

接
続

）

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

補
給

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
を

満
水

に

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

低
圧

原
子

代
替

注
水

槽
を

満
水

に
す

る
こ

と
に

よ
り

待
避

中
も

注
水

を
維

持
で

き
る

。

待
避

解
除

は
作

業
エ

リ
ア

の
放

射
線

量
測

定
後

と
な

る
。

原
子

炉
ウ

ェ
ル

代
替

注
水

系

注
水

操
作

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

原
子

炉
ウ

ェ
ル

へ
の

注
水

解
析

上
考

慮
せ

ず

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
系

統
構

成

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
系

統
構

成
1
0
分

―
（

2
人

）

a
,
b

・
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

―
（

1
2
人

）

a
～

l
・

資
機

材
配

置
及

び
ホ

ー
ス

敷
設

，
系

統
水

張
り

，
起

動
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

電
源

ケ
ー

ブ
ル

接
続

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
―

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

系
統

構
成

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

2
人

）

c
,
d

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

運
転

状
態

監
視

解
析

上
考

慮
せ

ず

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
大

型
送

水
ポ

ン
プ

車
の

流
量

を
調

整

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

流
量

調
整

す
る

こ
と

で
待

避
中

も
燃

料
補

給
が

不
要

と
な

る
。

（
1
人

）

A
―

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

冷
却

水
流

量
調

整
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

格
納

容
器

内
雰

囲
気

計
装

起
動

5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

格
納

容
器

内
水

素
濃

度
及

び
酸

素
濃

度
の

監
視

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備

―
・

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
へ

の
補

給

燃
料

補
給

作
業

―
・

大
量

送
水

車
，

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

へ
の

補
給

適
宜

実
施

―
・

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ｐ
H
制

御
　

系
統

構
成

2
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ｐ
H
制

御
　

起
動

1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
第

２
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
第

２
弁

操
作

）
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
（

2
人

）

o
,
p

・
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

出
口

水
素

濃
度

（
可

搬
型

）
準

備
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
（

2
人

）

e
,
f

・
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
―

・
緊

急
時

対
策

所
へ

の
待

避
2
5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
解

析
上

考
慮

せ
ず

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
　

再
開

（
1
人

）

A
―

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

系
再

起
動

解
析

上
考

慮
せ

ず

燃
料

プ
ー

ル
水

温
6
6
℃

以
下

維
持

適
宜

実
施

　
　

注
水

継
続

必
要

な
要

員
と

作
業

項
目

経
過

時
間

（
分

）
経

過
時

間
（

時
間

）
経

過
時

間
（

日
）

4
5

6
7

緊
急

時
対

策

本
部

要
員

5
人

初
動

で
の

指
揮

中
央

制
御

室
連

絡

発
電

所
外

部
連

絡

運
転

員

（
現

場
）

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

通
報

連
絡

者

備
考

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

1
2

3
8

9
1
0

1
1

1
2

2
2

2
3

2
4

4
1

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

3
2

3
3

3
4

4
0

4
2

4
3

5
6

7

操
作

項
目

操
作

の
内

容

　
事

象
発

生

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

起
動

操
作

2
人

D
,
E

1
0
分

2
0
分

―
1
0
分

―
注

水
開

始
3
0
分

は
最

大
流

量
と

し
，

そ
の

後
は

崩
壊

熱
相

当
量

で
注

水
継

続

輪
谷

貯
水

槽
（

西
１

／
西

２
）

か

ら
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の

補
給

―
1
4
人

a
～

n

1
0
分

―
2
時

間
1
0
分

―

（
2
人

）

a
,
b

適
宜

実
施

適
宜

実
施

―
上

部
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
内

雰
囲

気
温

度
低

下
を

確
認

蒸
発

に
よ

る
水

位
低

下
を

考
慮

し
て

定
期

的
に

注
水

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

適
宜

実
施

待 避 時 間

―
 
適

宜
実

施

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

（
2
人

）

B
,
C

1
時

間
4
0
分

―

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
操

作

―
 
適

宜
実

施

待 避 時 間

　
現

場
確

認
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

準
備

操
作

―
7
時

間
2
0
分

―
3
人

o
,
p
,
q

―
1
時

間
4
0
分

適
宜

実
施

―

格
納

容
器

内
雰

囲
気

計
装

に
よ

る

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

監
視

（
1
人

）

A

― ―
適

宜
実

施

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

運
転

―
適

宜
実

施

燃
料

補
給

準
備

―

2
人

r
,
s

1
0
分

―
2
時

間
3
0
分

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

残
量

に
応

じ
て

適
宜

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
補

給
。

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
可

搬
型

設
備

へ
燃

料
補

給
を

実
施

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

待
避

解
除

は
作

業
エ

リ
ア

の
放

射
線

量
測

定
後

と
な

る
。

―

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

　
適

宜
実

施

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ｐ
H
制

御
操

作
（

1
人

）

A

― ―

格
納

容
器

ベ
ン

ト
準

備
操

作

―

（
2
人

）

D
,
E

1
時

間
2
0
分

―
2
時

間

―
2
時

間

（
2
人

）

B
,
C

格
納

容
器

ベ
ン

ト
操

作

―

（
2
人

）

D
,
E

1
時

間
3
0
分

―
1
0
分

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

水
ポ

ン
プ

を
再

起
動

し
燃

料
プ

ー
ル

の
冷

却
を

再
開

す
る

。

・
必

要
に

応
じ

て
ス

キ
マ

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

へ
の

補
給

を
実

施
す

る
。

約
27
時
間

格
納
容
器
圧
力

64
0
kP
a
[g
a
ge
]到

達

1
0分

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電

遠
隔
操
作
に
失
敗
し
た
場
合
は
，
現
場
操
作
に
て
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
を
行
う
。

操
作
は
，
現
場
へ
の
移
動
を
含
め
，
約

14
分
後
か
ら
開
始
可
能
で
あ
る
。
（
操
作
完
了
は
約

1時
間
30
分
後
）

具
体
的
な
操
作
方
法
は
，
遠
隔
手
動
弁
操
作
機
構
に
よ
り
，
原
子
炉
建
物
付
属
棟
内
か
ら
操
作
を
行
う
。

約
5分

炉
心
損
傷

プ
ラ
ン
ト
状
況
判
断

約
10
分

燃
料
被
覆
管
温
度

12
0
0℃

到
達

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

3
0分

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
原
子
炉
注
水
開
始

約
28
分

燃
料
温
度
25
0
0K
（
22
27
℃
）
到
達

約
１
時
間

非
常
用
ガ
ス
処
理
系

運
転
開
始

約
32
時

間
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル
水

位

通
常

水
位
＋

約
1.
3m
到

達

約
１
時
間
40
分

中
央
制
御
室
換
気
系

運
転
開
始

重
大
事
故
等
対
策
の
有
効
性
評
価
に
つ
い
て
「
雰
囲
気
圧
力
・

温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）」

参
照

41



図 2.2.2-6 残留熱代替除去系運転の作業と所要時間「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の場合」

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

運転員

（中央制御室）

緊急時対策要員

（現場）

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム・タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認／逃がし安全弁（逃がし弁機能）による

　 原子炉圧力制御確認

・ 原子炉隔離時冷却系機能喪失確認

・ 高圧原子炉代替注水系起動操作 解析上考慮せず

・ 交流電動駆動ポンプによる原子炉注水機能喪失確認

・ 早期の電源回復不能確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備起動操作
（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

― ― ・ 放射線防護具準備／装備 解析上考慮せず

― ― ・ 注水弁電源切替え操作 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）系統構成/起動/運転確認 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

原子炉急速減圧操作
（1人）

A
― ・ 逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個　手動開放操作

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

ほう酸水注入系による原子炉圧力容

器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作 5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

中央制御室待機室準備 ― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による格納容器代替スプレイ系（可搬型）準備／系統構成

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

格納容器代替スプレイ系（可搬型）

系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

格納容器代替スプレイ系（可搬型）

原子炉格納容器下部注水操作
―

（2人）

a,b
・ 原子炉圧力容器破損前の初期注水

ペデスタル代替注水系（可搬型）

系統構成

（1人）

A
― ・ ペデスタル代替注水系（可搬型）系統構成 10分

ペデスタル代替注水系（可搬型）

注水操作
―

（2人）

a,b
・ 原子炉圧力容器破損後の原子炉格納容器下部注水 　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

ペデスタル代替注水系（可搬型）

停止操作

（1人）

A
― ・ ペデスタル代替注水系（可搬型）停止 10分

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分

― ・ 電源ケーブル接続

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ 非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等からタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜非常用ディーゼル発

電機燃料貯蔵タンク等から補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給

残留熱代替除去系　準備操作
（1人）

A
― ・ 残留熱代替除去系　中央制御室系統構成 20分

残留熱代替除去系　運転開始
（1人）

A
―

・ 残留熱代替除去ポンプ起動

・ 格納容器スプレイ弁操作
10分

残留熱代替除去系

運転状態監視

（1人）

A
― ・ 残留熱代替除去系による原子炉格納容器の状態監視

可搬式窒素供給装置による原子炉格

納容器内窒素供給準備
― ・ 可搬式窒素供給装置準備

可搬式窒素供給装置による原子炉格

納容器内窒素供給
― ・ 可搬式窒素供給装置起動

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
―

（2人）

a,b
・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動 10分

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
１人

A

19人

a～s

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

―

―

４人

B,C,D,E

―

― 適宜実施

―
（2人）

e,f

2時間

― 適宜状態監視

上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

適宜実施

適宜実施

1時間40分

適宜実施

  原子炉格納容器下部に崩壊熱相当に

　 余裕を見た流量で注水

7時間20分

1時間40分

―

―

2時間30分

―

―

―

2人

r,s

10分

―

（2人）

B,C

―

―

―

―
3人

o,p,q
―

―

格納容器内雰囲気計装による水素濃

度及び酸素濃度監視

（1人）

A

燃料補給準備

原子炉補機代替冷却系運転

原子炉補機代替冷却系準備操作

―
ペデスタル水位2.4m

（注水量約225m3）到達後停止

―

―

―

格納容器代替スプレイ系（可搬型）

準備操作

―
14人

a～n

10分

― 2時間10分

（2人）

D,E
40分

―

（2人）

D,E

中央制御室換気系起動

―

―

水素濃度及び酸素濃度監視設備の

起動

（1人）

A

―

―

―

― 10分

― 適宜実施

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

（2人）

B,C

通報連絡者

運転員

（現場）

緊急時対策

本部要員
5人

初動での指揮

中央制御室連絡

発電所外部連絡

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作内容

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

2人

B,C

10分

35分

10分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

― 25分

―

― 10分

低圧原子炉代替注水系

（常設）機能喪失確認

2人

D,E

10分

20分

―

交流電源回復操作
―

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する
―

状況判断
1人

A
― ― 10分

29 30 5 6 723 24 25 26 27 2811 12 13 14 15 225 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

経過時間（分） 経過時間（時間）

10 20

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

経過時間（日）

備考30 40

約1.1時間 炉心損傷

約3.1時間 原子炉圧力容器下鏡温度300℃

（溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行確認）

約5.4時間 原子炉圧力容器破損

10時間 残留熱代替除去系 運転開始

約1時間 原子炉水位燃料棒有効長底部（BAF）＋20%到達

非常用ガス処理系 運転開始

プラント状況判断

12時間 ペデスタル代替注水系（可搬型）停止

可搬式窒素供給装置による格納容器窒素供給開始

事象発生

原子炉スクラム

約2時間 中央制御室換気系 運転開始

10分 常設代替交流電源設備による給電

重大事故等対策の有効性評価について 
「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」参照
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2.3 系統運転時の監視項目 

2.3.1 水素ガス及び酸素ガス発生時の対応について 

(1) 想定水素ガス及び酸素ガス発生量

ａ．監視が必要となる状況と監視計器に求められる性能 

有効性評価の事故シーケンス選定のプロセスにおいて，重大事故等対処設

備に期待しても炉心損傷を回避できず，有効性評価の対象とすべき評価事故

シーケンスとしては，現状，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注

水機能喪失＋全交流動力電源喪失」のみを選定している。 

よって，この「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失」への対応の中で想定される水素濃度及び酸素濃度を監

視できる能力を備えることが，重大事故等時の水素濃度及び酸素濃度の監視

に最低限要求される性能となる。 

ｂ．重大事故等時の原子炉格納容器内の環境と水素濃度及び酸素濃度 

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電

源喪失」事故時における各パラメータの推移は，雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）の

有効性評価において示すとおりである。これに加え，必要な水素濃度及び酸

素濃度の監視能力を決定する上で必要な情報であるドライウェル及びサプ

レッション・チェンバの気体の組成の推移を図 2.3.1-1 及び図 2.3.1-2 に示

す。 

ｃ．重大事故等時の水素濃度及び酸素濃度の監視計器に求められる性能 

①計測目的について

一般に気相中の体積割合で５vol％以上の酸素ガスと共に水素ガスが存在

する場合，水素濃度４vol％で燃焼，13vol％で爆轟が発生すると言われてい

る。この観点から，少なくとも水素濃度は４vol％，酸素濃度は５vol％まで

の測定が可能であることが必要である。 

②測定が必要となる時間

図 2.3.1-1 及び図 2.3.1-2 のとおり，解析上は事象発生から 12 時間後に

原子炉格納容器への窒素供給を実施することで， 事象発生から約 168 時間

後まで酸素濃度が可燃限界である５vol％を超えることは無く，原子炉格納

容器内での水素燃焼は生じない。 

しかしながら，徐々にではあるが，水の放射線分解により水素濃度及び酸

素濃度は上昇し続けることから，格納容器内水素濃度（ＳＡ）及び格納容器

内酸素濃度（ＳＡ）起動後（事象発生から約２時間），水素濃度及び酸素濃

度を継続して監視可能としている。 
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なお，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流

動力電源喪失」事故時において，Ｇ値を設計基準事故対処設備である可燃性

ガス濃度制御系の性能を評価する際に用いたＧ値（沸騰状態：G(H2)=0.4，

G(O2)=0.2，非沸騰状態：G(H2)=0.25，G(O2)=0.125）とした場合についても，

原子炉格納容器内の酸素濃度が 4.4vol％（ドライ条件）に到達するのは，

事象発生から約 85 時間後である。また，窒素封入の切替え操作（原子炉格

納容器内の酸素濃度４vol％到達時）は，事象発生から約 49 時間後である（図

2.3.1-3 及び図 2.3.1-4 参照 ）。これより，格納容器内酸素濃度（ＳＡ）を

起動する事象発生から約２時間までに原子炉格納容器内の酸素濃度が可燃

限界（５vol％）に到達することはない。 

さらに，過圧破損の回避を目的とした格納容器ベントを実施することによ

り，発生する蒸気とともに原子炉格納容器内の非凝縮性ガスのほとんどは格

納容器ベントを通じて排出されることとなることから，酸素濃度の監視は必

要とはならない。
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③耐環境条件

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源

喪失」事故時における各パラメータの推移を踏まえても測定可能であることが

必要である。 

図 2.3.1-1 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合） 

図 2.3.1-2 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 

格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合） 
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図 2.3.1-3 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のドライウェルの気相

濃度の推移（ウェット条件） 

図 2.3.1-4 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のサプレッション・チェ

ンバの気相濃度の推移（ウェット条件）
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(2) 水素濃度及び酸素濃度の監視方法

水素濃度は４vol％，酸素濃度は５vol％までの測定が可能であることが必要

であることから，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失」（残留熱代替除去系を使用する場合）における原子炉格

納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視は，以下の設備により実施する。 

表 2.3.1-1 計装設備の主要仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数 取付箇所 

格納容器水素濃度

（ＳＡ） 

熱伝導式 

水素検出器 
0～100vol% 1 原子炉建物中２階 

格納容器酸素濃度

（ＳＡ） 

磁気力式 

酸素検出器 
0～25vol% 1 原子炉建物中２階 

格納容器水素濃度 

（Ｂ系） 

熱伝導式 

水素検出器 

0～5％/ 

0～100％ 
1 原子炉建物３階 

格納容器酸素濃度 

（Ｂ系） 

熱磁気風式 

酸素検出器 

0～5％/ 

0～25％ 
1 原子炉建物３階 

(3) 水素ガス及び酸素ガスの処理方法

有効性評価では，機能喪失を仮定した設備の復旧には期待せず，重大事故等

時の環境下におけるＧ値に基づき，７日間以内に水素ガスと酸素ガスの両方の

濃度が可燃限界に到達しないことを確認している。 

しかしながら，ここでは７日間以内に水素ガスと酸素ガスの両方の濃度が可

燃限界に達した場合と事象発生後８日目以降の水素ガス及び酸素ガスの扱い

について以下に示す。 

ａ．７日間以内に水素ガスと酸素ガスの両方の濃度が可燃限界に到達した場合 

機能喪失を仮定した設備の復旧には期待しないという前提においては，原

子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガスを処理する方法は格納容器ベント

によって原子炉格納容器外へ放出する手段となる。よって，酸素濃度が５

vol％に至るまでに格納容器ベントを実施する。なお，格納容器ベントの実

施により蒸気と共に非凝縮性ガスは排出され，その後の原子炉格納容器内の

気体組成は水蒸気がほぼすべてを占めることとなる。 

残留熱代替除去系等が復旧し，原子炉格納容器圧力制御が可能になった場

合にあっても，仮に酸素濃度が５vol％に到達するおそれがある場合，格納

容器ベントを通じて非凝縮性ガスを原子炉格納容器外へ排出することとな

る。このとき格納容器スプレイによって，原子炉格納容器内圧力が低い状態

での排出となるが，炉心崩壊熱による蒸気発生は長時間継続するため，その

蒸気とともに非凝縮性ガスは同時に排出され，原子炉格納容器内に残る水素
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ガス及び酸素ガスは無視し得る程度となり，可燃限界に至ることはない（「重

大事故等対策の有効性評価，3.4 水素燃焼，添付資料 3.4.1 Ｇ値を設計基

準事故ベースとした場合の評価結果への影響」参照）。 

ｂ．事象発生後８日目以降の水素ガス及び酸素ガスの処理方法 

この場合，機能喪失を仮定した設備の復旧又は外部からの支援等に期待す

ることができ，多様な手段を確保することができる。 

まず，可燃性ガス濃度制御系の復旧を試みることで，水の放射線分解によ

り発生する酸素ガスを処理する。また，a.と同様に格納容器ベントによる排

出も可能であり，水素ガス及び酸素ガスの処理については多様な手段を有す

る。 

(4) 代替パラメータによる原子炉格納容器内の酸素濃度の推定

原子炉格納容器内の酸素濃度を把握する目的としては，事故後の原子炉格

納容器内の水素ガスが燃焼を生じる可能性の把握である。 

原子炉格納容器内の酸素濃度の主要パラメータである格納容器酸素濃度

（ＳＡ）の計測が困難になった場合，代替パラメータの格納容器酸素濃度に

より推定する。 

有効性評価においては，代替パラメータの格納容器酸素濃度は，原子炉補

機代替冷却系が復旧する事象発生から約 10.5 時間後から計測が可能である。 

48



 

3. 本系統の運用にあたって考慮すべき項目

3.1 放射線による影響について 

①耐放射線に関する設計考慮について

残留熱代替除去系は，重大事故時に炉心損傷した場合の放射線影響を考慮して

設計を行う。具体的には，放射線による劣化影響が懸念される有機材（シール材

等）が使用されている機器について，残留熱代替除去系を運転する環境における

放射線影響を考慮して設計する。 

残留熱代替除去系を運転する際の放射線量については，簡易解析評価の結果，

運転時間90日とした場合に，代表的な配管表面部において積算放射線量は約  

kGy であることが目安としてある。よって，残留熱代替除去系の運転操作に必要

な機器で，放射線による劣化影響が懸念される機器（電動機，ケーブル，シール

材等）については，運転環境下における当該部位の放射線量を考慮して機能確保

可能な設計とする。 

②水の放射線分解による水素影響について

炉心損傷後の冷却水には，放射性物質が含まれていることにより，水の放射

線分解による水素等の可燃性ガスの発生が想定されるが，残留熱代替除去系運

転中は配管内に流れがあり，また，冷却水が滞留する箇所がないことから，配

管内に水素が大量に蓄積されることは考えにくい。 

残留熱代替除去系の運転を停止した後は，可燃性ガスの爆発防止等の対策と

して，系統水を入れかえるためにフラッシングを実施することとしており，水

の放射線分解による水素発生を防止することが可能となる。具体的には残留熱

除去ポンプのＢ－ＲＨＲポンプトーラス水入口弁を閉じ，残留熱代替除去系に

大量送水車から外部水源を供給することにより，系統のフラッシングを実施す

る。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3.2 系統の健全性について 

(1) 残留熱代替除去系運転時の系統水漏えいの可能性

残留熱代替除去系は残留熱除去系と組み合せて重大事故等対処設備として

系統を構成しているものである。 

残留熱代替除去系を使用する場合に流路となる残留熱除去系の配管，弁及

び熱交換器については，残留熱除去系として使用する場合と同様に流路とし

て使用する設計であること及び残留熱除去系の設計条件を超えない範囲で使

用するため，系統水が漏えいすることはない。残留熱代替除去系の流路を図

3.2-1 に示す。 

図 3.2-1 残留熱代替除去系系統概要図 
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別紙－１ 

格納容器水素濃度・酸素濃度の測定原理と適用性について 

1. 格納容器水素濃度（ＳＡ）について

(1) システム構成

格納容器水素濃度（ＳＡ）のシステム概要を図１に示す。格納容器水素濃

度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有しており，格納容器水素濃度

（ＳＡ）の検出信号は，熱伝導式水素検出器からの電流信号を演算装置にて

水素濃度信号へ変換する処理を行った後，格納容器水素濃度（ＳＡ）を中央

制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図２「格納容器水素濃度（Ｓ

Ａ）の概略構成図」参照。） 

図１ 格納容器水素濃度（ＳＡ）システム概要 
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図２ 格納容器水素濃度（ＳＡ）の概略構成図 

(2) 測定原理

原子炉格納容器内の水素濃度を測定するために用いる格納容器水素濃度

（ＳＡ）は，熱伝導式のものを用いる。熱伝導式の水素検出器は，図３に示

すとおり，検知素子と補償素子（サーミスタ）でブリッジ回路が構成されて

いる。検知素子の部分のみに測定対象ガスが流れ，補償素子に測定対象ガス

が流れない構造としている。 

水素濃度の測定部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両方のサーミ

スタを一定温度に加熱した状態で，検知素子側に水素を含む測定ガスを流す

と，測定ガスが熱を奪い，検知素子の温度が低下することにより抵抗が低下

する。 

この検知素子の抵抗が低下することによりブリッジ回路の平衡が失われ，

図３のＡＢ間に電位差が生じる。この電位差が水素濃度に比例する原理を用

いて，水素濃度を測定する。 

熱伝導式 
水素検出器 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備
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図３ 格納容器水素濃度（ＳＡ）検出回路の概要図 

(3) 設置場所

図４ 機器配置図（原子炉建物中２階）
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2. 格納容器水素濃度（Ｂ系）について

(1) システム構成

格納容器水素濃度（Ｂ系）のシステム概要を図５に示す。格納容器水素濃

度（Ｂ系）は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の機能を有してお

り，格納容器水素濃度（Ｂ系）の検出信号は，熱伝導式水素検出器からの電

圧信号を，前置増幅器で増幅し，中央制御室の演算装置にて水素濃度信号へ

変換する処理を行った後，格納容器水素濃度（Ｂ系）を中央制御室に指示し，

緊急時対策所にて記録する。（図６「格納容器水素濃度（Ｂ系）の概略構成図」

参照。） 

図５ 格納容器水素濃度（Ｂ系）システム概要 

図６ 格納容器水素濃度（Ｂ系）の概略構成図 
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(2) 測定原理

原子炉格納容器内の水素濃度を測定するために用いる格納容器水素濃度

（Ｂ系）は，熱伝導式のものを用いる。熱伝導式の水素検出器は，図７に示

すとおり，検知素子と補償素子（サーミスタ），及び２つの固定抵抗でブリッ

ジ回路が構成されている。検知素子の部分に，サンプリングされたガスが流

れるようになっており，補償素子には基準となる標準空気が密閉されており

測定対象ガスとは接触しない構造になっている。 

水素濃度計指示部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両方のサーミ

スタを約 150℃に加熱した状態で，検知素子側に水素を含む測定ガスを流すと，

測定ガスが熱を奪い，検知素子の温度が低下することにより抵抗が低下する。

この検知素子の抵抗が低下するとブリッジ回路の平衡が失われ，図７のＡＢ

間に電位差が生じる。この電位差が水素濃度に比例する原理を用いて，水素

濃度を測定する。 

図７ 格納容器水素濃度（Ｂ系）検出回路の概要図 
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(3) 設置場所

図８ 機器配置図（原子炉建物３階） 
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3. 格納容器酸素濃度（ＳＡ）について

(1) システム構成

格納容器酸素濃度（ＳＡ）のシステム概要を図９に示す。格納容器酸素濃

度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有しており，格納容器酸素濃度

（ＳＡ）の検出信号は，磁気力式酸素検出器からの電流信号を演算装置にて

酸素濃度信号へ変換する処理を行った後，格納容器酸素濃度（ＳＡ）を中央

制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。(図 10「格納容器酸素濃度（Ｓ

Ａ）の概略構成図」参照。) 

図９ 格納容器酸素濃度（ＳＡ）システム概要 
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図 10 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の概略構成図 

磁気力式 
酸素検出器 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

[補正] 
サンプルガス湿度
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(2) 測定原理 

原子炉格納容器内の酸素濃度を測定するために用いる格納容器酸素濃度

（ＳＡ）は，磁気力式のものを用いる。 

磁気力式の酸素検出器は，図 11「格納容器酸素濃度（ＳＡ）の原理図」に

示すとおり，吊るされた２つの球体，くさび型状の磁極片，ＬＥＤからの光

を受光素子へ反射する鏡等で構成されている。また，格納容器酸素濃度（Ｓ

Ａ）の検出回路を図 12「格納容器酸素濃度（ＳＡ）検出回路図」に示す。 

初期状態において球体は上から見て右回りに傾いた位置で静止している。

ガラス管内に強い磁化率を持つ酸素分子が流れ込むと，磁場に引き寄せられ，

磁極片の先端部に酸素分子が引き寄せられる。磁極片先端部に引き寄せられ

た酸素分子により２つの球体が磁極片先端部から端部へ押し出され，右回り

に回転する。これにより，ＬＥＤからの光を受光素子への光量が一定となる

ように制御しており，受光素子への光量が変化する。増幅器は受光素子への

光量の変化を検知するとフィードバック電流を増加させる。球体はフィード

バック電流がコイルを流れることで発生するカウンターモーメントを受けて

光量が一定となる初期位置で静止する。このフィードバック電流が酸素濃度

に比例する原理を用いて酸素濃度の測定を行う。（図 13「格納容器酸素濃度（Ｓ

Ａ）の動作原理イメージ」参照）。 

 

 

（平面図） 

 

               （正面図） 

 

図 11 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の原理図  
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図 12 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の検出回路図 

図 13 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の動作原理イメージ 
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(3) 設置場所

図 14 機器配置図（原子炉建物中２階） 
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4. 格納容器酸素濃度（Ｂ系）について 

 (1) システム構成 

格納容器酸素濃度（Ｂ系）のシステム概要を図 15 に示す。格納容器酸素濃

度（Ｂ系）は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の機能を有しており，

格納容器酸素濃度（Ｂ系）の検出信号は，熱磁気風式酸素検出器からの電圧信

号を，前置増幅器で増幅し，中央制御室の演算装置にて酸素濃度信号へ変換す

る処理を行った後，格納容器酸素濃度（Ｂ系）を中央制御室に指示し，緊急時

対策所にて記録する。（図 16「格納容器酸素濃度（Ｂ系）の概略構成図」参照。） 

 

図 15 格納容器酸素濃度（Ｂ系）システム概要 

 

図 16 格納容器酸素濃度（Ｂ系）の概略構成図 
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(2) 測定原理

原子炉格納容器内の酸素濃度を測定するために用いる格納容器酸素濃度

（Ｂ系）は，熱磁気風式のものを用いる。熱磁気風式の酸素検出器は，図 17

に示すとおり，サーミスタ温度素子（発風側素子，受風側素子）及び２つの

固定抵抗でブリッジ回路が構成されており，検出素子及び補償素子は一定温

度で保温されている。 

図 17 格納容器酸素濃度（Ｂ系）検出回路の概要図 

格納容器酸素濃度（Ｂ系）の原理図を図 18 に示す。酸素濃度計は２層構造

のチャンバーで構成されており，サンプル入口より下部流入チャンバー内に

サンプルガスが流入する。サンプルガスの大部分は下部流入チャンバーを通

過しサンプル出ロへ流出するが,少量のサンプルガスは上部測定チャンバー

内に流入する。酸素は極めて強い常磁性体であることから，上部測定チャン

バーに流入したサンプルガスは磁界中心部に引き寄せられ,加熱された発風

側素子により温度が上昇する。磁化率は温度に反比例することから,後から流

入してくる低温のサンプルガスにより,高温となったサンプルガスは磁界中

心部から追い出されることとなる。発風側素子は低温のサンプルガスに熱を

奪われることで冷やされることとなり，磁界外の受風側素子は発風側素子が

奪われた熱を受け取り，暖められることとなる。 
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（立体図）            （平面図） 

図 18 格納容器酸素濃度（Ｂ系）の原理図 

 

チャンバー内に酸素を含む原子炉格納容器内雰囲気ガスを流すと，磁気風

により発風側素子の温度が下がることで，発風側素子の抵抗は小さくなる。

一方，受風側素子の温度が上がることで，受風側素子の抵抗は大きくなる。

発風側素子と受風側素子の抵抗値が変化することで，ブリッジ回路の平衡が

変化し，図 17 のＡＢ間に電位差（電流）が生じる。この電位差が酸素濃度に

比例する原理を用いて，酸素濃度を測定する。 
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(3) 設置場所

図 19 機器配置図（原子炉建物３階） 
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別紙－２ 

循環流量の確保について 

残留熱代替除去系の必要容量は,「2.1 有効性評価シナリオの成立性」で有効性

が確認できている循環流量 150m3/h（原子炉注水:30m3/h 及び格納容器スプレ

イ:120m3/h）以上とする。よって, 残留熱代替除去系は循環流量 150m3/h 以上を確

保する。残留熱代替除去ポンプは，補足説明資料 50－7 に示すとおり，循環流量

150m3／h以上を確保できるものを設置する。評価にあたっては「(1)ポンプの

NPSH(Net Positive Suction Head)評価」で系統圧力損失を考慮した有効 NPSH が

残留熱代替除去ポンプの必要 NPSH を満足することを確認する。また, 残留熱代替

除去系運転時の系統閉塞による性能低下を防止するために「（2）系統の閉塞防止

対策」で閉塞防止対策を示す。

(1) ポンプの NPSH 評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するためには，流体圧力

や吸込配管圧力損失等により求められる「有効 NPSH」が，ポンプの「必要 NPSH」

と同等かそれ以上であること(有効 NPSH≧必要 NPSH)を満足する必要があり，

有効 NPSH と必要 NPSH を比較する NPSH 評価により確認を行う。 

本評価では，図１の系統構成を想定し，格納容器内圧力，サプレッション・

プール水位と残留熱代替除去ポンプ軸レベル間の水頭差及び吸込配管圧力損

失(残留熱除去系ストレーナの圧力損失を含む)により求められる有効 NPSH と，

残留熱代替除去ポンプの必要 NPSH を比較することで評価する。 

残留熱代替除去系においては，格納容器内圧力が変動することが想定され，

これに伴い有効 NPSH が変動することとなるため，ここでは，有効 NPSH を満

足できる格納容器内圧力の下限を示す。評価条件を図２，表１に示す。 
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図１ 残留熱代替除去系系統概要図 

図２ NPSH 評価条件図 
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表１ NPSH 評価条件 

項目 2 号炉 設定根拠 

Pa S/C 圧力 

(本評価では，NPSH 評価を成立さ

せる S/C 圧力の下限を求めるもの

である) 

Pv 

残留熱代替除去ポンプ入口

温度での飽和蒸気圧(水頭

換算値) 

有効性評価解析値であるピーク温

度 132℃の飽和蒸気圧力 

H 
S/P 水位と残留熱代替除去

ポンプ軸レベル間の水頭差 

S/P 水位レベル(LWL):

とポンプ軸レベル: の差 

ΔH 
吸込配管圧損（ストレーナ

込） 

ポンプ流量 150m3/h における圧損

値 

残留熱代替除去ポンプの必

要 NPSH 
ポンプ定格流量時の必要 NPSH 

表１の条件を元に，（有効 NPSH）≧（必要 NPSH）の式より，有効 NPSH が

必要 NPSH を満足できるか確認する。 

（有効 NPSH）＝Pa－Pv＋H－ΔH ≧（必要 NPSH） 

Pa≧  MPa [gage] 

上記の結果を踏まえ，格納容器内圧カが  MPa[gage]以上の状態であれ

ば残留熱代替除去ポンプの必要 NPSH を満足する。重大事故等時においては，

格納容器内圧力が  MPa[gage]以上であることから，残留熱代替除去系は

成立する。 

また，残留熱代替除去系の運転が長期的に継続可能なことの例として,「残

留熱代替除去系運転を 30 日間継続した場合の評価結果例」を示す。 

〈残留熱代替除去系運転を 30 日間継続した場合の評価結果例〉 

「2.1 有効性評価シナリオの成立性」の格納容器過圧・過温破損(残留熱代替

除去系を使用する場合)において,循環流量 150m3/h にて残留熱代替除去系を 30

日間運転継続した場合の格納容器圧力の推移の評価結果例を図３に示す。 

図３より,事故30日後の格納容器圧力は約0.4MPa[gage]であるため,上記NPSH

評価結果の  MPa[gage]以上であり,残留熱代替除去系の運転は継続可能で

ある。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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なお，長期的に安定状態を維持するにあたり，原子炉格納容器が隔離されてい

る又は隔離した場合，水-放射線分解により発生する可燃性ガスの濃度制御が必

要となる。この濃度制御は，事故後 12 時間後において，可搬式窒素供給装置に

より，格納容器内に窒素ガスを注入し酸素濃度を抑制することにより，水素が可

燃限界濃度に到達することなく長期安定停止状態を維持することが可能となる。 

図３ 格納容器圧力の推移(循環流量 150m3/h にて残留熱代替除去系を

30 日間運転継続した場合) 

(2) 系統の閉塞防止対策

ａ．系統の閉塞評価について 

残留熱代替除去系において系統機能喪失に繋がる閉塞事象が懸念される

箇所は，流路面積が小さくなる残留熱除去系ストレーナ，格納容器スプレイ

ノズル部が考えられる。

格納容器スプレイノズル部については，最小流路面積部に異物が詰まるこ

とを防止するために， 残留熱除去系ストレーナ孔径が最小流路面積以下に

なるように設計している(表２参照)。 

表２ 残留熱除去系ストレーナについて 

残留熱除去系ストレーナ孔径 

格納容器スプレイノズル最小流路サイズ 

よって，残留熱代替除去系の閉塞防止に関する説明は，「ｂ．残留熱除去

系ストレーナの閉塞防止対策について」に記載する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｂ．残留熱除去系ストレーナの閉塞防止対策について 

残留熱除去系ストレーナの閉塞防止対策として，多孔プレートを組み合わ

せた大型ストレーナを採用するとともに，原子炉格納容器内の保温材のうち

事故時に破損が想定される繊維質保温材は撤去することとしているため，繊

維質保温材の薄膜効果※1による異物の捕捉が生じることはない。 

また，重大事故等時に原子炉格納容器内において発生する可能性のある異

物としては保温材(パーライト等)，塗装片，スラッジが想定されるが，ＬＯ

ＣＡ時のブローダウン過程等のサプレッション・プール水の流動により粉砕

され粉々になった状態でストレーナに流れ着いたとしても，繊維質保温材が

なく，薄膜効果による異物の捕捉が生じる可能性がないことから，これら粉

状の異物がそれ自体によってストレーナを閉塞させることはない。 

なお,本系統の成立性評価として「（1）ポンプの NPSH 評価」で NPSH 評価

を実施しているが,この評価はストレーナを設置した際の工事計画書におい

て評価した手法と同様の手法を用いて評価したものである。評価においては,

繊維質の付着を考慮したストレーナの圧損評価を実施しており,残留熱代替

除去ポンプ定格流量時の必要 NPSH を満足していることから,本系統の成立

性に問題がないことを確認している(表１参照)。 

また,残留熱代替除去系を使用開始する時点ではサプレッション・チェン

バ内の流況は十分に静定している状態であり,ストレーナメッシュの通過を

阻害する程度の粒径を有する異物はサプレッション・チェンバ底部に沈着し

ている状態であると考えられる※2。 

重大事故等時には，損傷炉心を含むデブリが生じるが，仮に原子炉圧力容

器外に落下した場合でも，原子炉圧力容器下部の圧力容器ペデスタル内に蓄

積することからサプレッション・チェンバへの流入の可能性は低い。万が一，

圧力容器ペデスタル内からオーバフローし，ベント管を通じてサプレッショ

ン・チェンバに流入する場合であっても，金属を含むデブリが流動により巻

き上がることは考えにくく※3，ストレーナを閉塞させる要因になることはな

いと考えられる。 

このため，苛酷事故環境下においても残留熱除去系ストレーナが閉塞する

可能性を考慮する必要はないと考えている。 

さらに，仮にストレーナ表面にデブリが付着した場合においても，ポンプ

の起動・停止を実施することによりデブリは落下するものと考えられ※4，加

えて，長期冷却に対する更なる信頼性の確保を目的に，次項にて示すストレ

ーナの逆洗操作が可能な設計としている。 

※１：薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果について

「薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果」とは，ストレーナの表面の

メッシュ(約１～２㎜)を通過するような細かな粒子状のデブリ(スラッ

ジ等)が，繊維質デブリにより形成した膜により捕捉され圧損を上昇させ
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るという効果をいう。（図４参照） 

図４ 薄膜形成による粒子状デブリの補足効果のイメージ 

繊維質保温材の薄膜形成については，NEDO-32686 に対する NRC の安全評

価レポートの Appendix E で実験データに基づく考察として，「1/8 inch 以

下のファイバ層であれば，ファイバ層そのものが不均一であり，圧力損失は

小さいと考えられる」，と記載されている。また，R.G.1.82 においても「1/8 

inch.(約 3.1 ㎜)を十分下回るファイバ層厚さであれば，安定かつ均一なフ

ァイバ層ではないと判断される」との記載がされており，薄膜を考慮した圧

力損失評価は必要ないと考えられる。LA-UR-04-1227 においても，この効果

の裏付けとなる知見が得られており，理論厚さ0.11inch(2.79mm)において，

均一なベッドは形成されなかったという見解が示されている。故に，繊維質

保温材の堆積厚さを評価し十分薄ければ，粒径が極めて微細な塗装片等のデ

ブリは全てストレーナを通過することとなり，繊維質保温材と粒子状デブリ

の混合状態を仮定した圧損評価は不要であると考えられる。 

また，GSI-191 において議論されているサンプスクリーン表面における化

学的相互作用による圧損上昇の知見に関して，上述のとおり繊維質保温材は

使用されておらず，ストレーナ表面におけるデブリベット形成の可能性がな

いことから，化学的相互作用による圧損上昇の影響はないと考えられ，残留

熱代替除去系による長期的な冷却の信頼性に対して影響を与えることはな

いと考えられる。 

表３ NUREG/CR-6224 において参照されるスラッジ粒径の例 

※２：残留熱代替除去系の使用開始は事故後約 10 時間後であり,ＬＯＣＡ後

のブローダウン等の事故発生直後のサプレッション・チェンバ内の撹

拌は十分に静定しており,大部分の粒子状異物は底部に沈着している

状態であると考える。また,粒子径が 100μm 程度である場合に浮遊す
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るために必要な流体速度は,理想的な球形状において 0.1m/s 程度必要

であり(原子力安全基盤機構(H21.3),PWRプラントのＬＯＣＡ時長期炉

心冷却性に係る検討),仮にストレーナメッシュを閉塞させる程度の粒

子径を有する異物がプール内に存在していた場合においても,ストレ

ーナ表面流速は約0.008m/s(150m3/hの時)程度であり,底部に沈降した

デブリがストレーナの吸い込みによって生じる流況によって再浮遊す

るとは考えられない。 

 

※３：RPV 破損後の溶融炉心の落下先は圧力容器ペデスタル内であり，残留

熱代替除去系の水源となるサプレッション・チェンバへ直接落下する

ことはない。RPV へ注水された冷却水は圧力容器ペデスタル内へ落下

し，ベント管を通じてサプレッション・チェンバへ流入することとな

る(図５参照)。粒子化した溶融炉心等が圧力容器ペデスタル内に存在

している場合にストレーナメッシュを閉塞させる程度の粒子径を有す

る異物が流動によって圧力容器ペデスタル内から巻き上げられ，更に

ベント管からストレーナまで到達するとは考えにくく，溶融した炉心

等によるストレーナ閉塞の可能性は極めて小さいと考えられる。 

 

図５ 原子炉圧力容器破損後の残留熱代替除去系による冷却水の流れ 

 

※４：GSI-191 における検討において,サンプスクリーンを想定した試験にお

いてポンプを停止させた際に付着したデブリは剥がれ落ちるとの結果

が示されている(図６参照)。 

当該試験は PWR サンプスクリーン形状を想定しているものである

が,BWR のストレーナ形状は円筒形であり(図７参照),ポンプの起動・

停止によるデブリ落下の効果は更に大きくなるものと考えられ,注水

流量の低下を検知した後,ポンプの起動・停止を実施することでデブリ

が落下し,速やかに冷却を再開することが可能である。 
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図６ ポンプ停止により模擬ストレーナから試験体が剥がれ落ちた試験 

(Apri12004,LANL,GSI-191:Experimental Studies of Loss-of-Coolant-Accident- 

Generated Debr is Accumulation and Head Loss with Emphasis on th eEffects 

of Calcium Silicate Insulation) 

図７ 島根２号炉残留熱除去系ストレーナ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図８ 島根２号炉残留熱除去系ストレーナ(据付状態) 

ｃ．閉塞時の逆洗操作について 

前述ｂ．の閉塞防止対策に加えて，残留熱代替除去系運転中に，仮に何ら

かの異物により残留熱除去系ストレーナが閉塞したことを想定し，残留熱除

去系ストレーナを逆洗操作できる系統構成にしている。系統構成の例を図９

に示しているが,外部接続口から構成される逆洗ラインの系統構成操作を行

い,大量送水車を起動することで逆洗操作が可能な設計にしている。 

したがって，残留熱代替除去系運転継続中に流量監視し，流量傾向が異常

に低下した場合は残留熱代替除去ポンプを停止し，逆洗操作を実施する。 

図９ 残留熱除去系ストレーナ逆洗操作の系統構成について 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙－３ 

長期的に維持される格納容器の状態(温度・圧力)での適切な地震力に対する格納

容器の頑健性の確保の考え方について 

重大事故等時における格納容器の耐震評価にあたって,対象となる事故シーケ

ンスは,格納容器温度・圧力条件が厳しい格納容器破損防止の事故シーケンスであ

る,「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)残留熱代替除去

系を使用する場合」及び「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温

破損) 残留熱代替除去系を使用しない場合」が対象となる。 

「別紙－２ 循環流量の確保」で示したとおり, 残留熱代替除去系の運転は長期

的に継続可能と考えられるが，この場合，格納容器の温度・圧力が比較的高い状

態で長期的に維持されることから，適切な地震力に対する格納容器の頑健性の確

保が必要である。 

よって,格納容器の耐震評価に際しては, 

①事故後の運転状態 V(L)※1(10-2～2×10-1年)における適切な地震力との組合せ

評価

②事故後の運転状態 V(LL)※2(2×10-1年以降)における適切な地震力との組合せ

評価

を行うこととなる。 

※１：運転状態 V(L):重大事故等の状態のうち長期的(過渡状態を除く一連の期

間)に荷重が作用している状態 

※２：運転状態 V(LL):重大事故等の状態のうち V(L)よりさらに長期的に荷重が

作用している状態 
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別紙－４ 

系統のバウンダリに対する影響評価について 

1. はじめに

残留熱代替除去系を使用する場合に，系統内の弁，配管及びポンプのバウンダ

リに使用されているシール材について，放射線影響や化学影響によって材料が劣

化し，漏えいが生じる可能性がある。これらの影響について，下記のとおり評価

を行った。 

2. シール材の影響評価

(1) 評価対象

残留熱代替除去系を使用する場合に，サプレッション・チェンバからの流体

が流れる経路として，配管，弁及びポンプがあるため，これらの機器において

バウンダリを構成する部材である「配管フランジガスケット」，「弁グランドシ

ール」「ポンプメカニカルシール」「ポンプケーシングシール」を対象に評価を

行った。 

(2) 放射線による影響

残留熱代替除去系は，重大事故時に炉心損傷した状況で系統を使用すること

となる。このため，系統内を高放射能の流体が流れることとなり，放射線によ

る劣化が懸念される。 

上記(1)に示す部材のうち，配管フランジガスケット及び弁グランドシール

には，膨張黒鉛又はステンレス等の金属材料が用いられている。これらは無機

材料であり，高放射線下においても劣化の影響はないか，又は極めて小さい。

このため，これらについては放射線による影響はないか，又は耐放射線性能が

確認されたシール材を用いることにより，シール性能が維持されるものと考え

る。 

また，残留熱代替除去ポンプのバウンダリを構成する部材（メカニカルシー

ル，ケーシングシール等）のシール材についても同様に，耐放射線性に優れた

材料を選定する。 

(3) 化学種による影響

炉心損傷時に発生する核分裂生成物の中で化学的な影響を及ぼす可能性が

ある物質として，アルカリ金属であるセシウム及びハロゲン元素であるよう

素が存在する。このうち，アルカリ金属のセシウムについては，水中でセシ

ウムイオンとして存在しアルカリ環境の形成に寄与するが，膨張黒鉛ガスケ

ット及び金属ガスケットはアルカリ環境において劣化の影響はない。このた

め，セシウムによる化学影響はないものと考える。 

一方，ハロゲン元素のよう素については，無機材料である膨張黒鉛ガスケ

ットや金属ガスケットには影響がないため，漏えい等が生じることはないも
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のと考える。 

また，残留熱代替除去ポンプのバウンダリを構成する部材（メカニカルシ

ール，ケーシングシール等）のシール材についても同様に，化学種に対する

耐性に優れた材料を選定する。 

3. まとめ

以上より，残留熱代替除去系の流路においてバウンダリを構成する部材であ

る「配管フランジガスケット」「弁グランドシール」を対象に評価を行った結

果，無機材料である膨張黒鉛及び金属ガスケットには影響がないと評価できる。 

また，残留熱代替除去系に使用する「ポンプメカニカルシール」「ポンプケ

ーシングシール」についても耐性に優れた材料を選定する。 

これにより，流路からの漏えいの発生を防止する。 

以上 
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別紙－５ 

系統が高線量となった場合の影響について 

残留熱代替除去系の運転に伴い，系統が高線量となることが想定されるが，高

線量となった場合には，放射線による「操作性・アクセス性」の影響，及び「機

器」に対する放射線劣化影響が考えられる。 

「操作性・アクセス性」に関する影響としては以下の影響が考えられる。 

・残留熱代替除去系の系統構成，起動操作，運転継続に必要な操作・監視への影

響

・残留熱代替除去系が機能喪失した場合に必要な操作への影響

・残留熱代替除去系運転時に必要な復旧作業（残留熱除去系の復旧作業）への影

響

「機器」に対する放射線劣化影響としては以下の影響が考えられる。 

・残留熱代替除去系において使用する機器のうち，放射線劣化影響が懸念される

機器（シール材，電動機，計器，ケーブル）への影響 

上記の影響について，確認結果を表１に示す。 
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表１ 高線量となった場合の操作性・アクセス性，機器への影響 

確認項目 放射線影響 

操作

性・ア

クセス

性

残留熱代替

除去系の系

統構成,起動

操作,運転継

続に必要な

操作・監視 

系統構成 運転開始前の系統構成は,中央制御室からの電動

駆動弁の遠隔操作の他,原子炉補機代替冷却系の

操作が必要であるが,弁操作は運転開始前の実施

であり,原子炉補機代替冷却系操作は屋外作業で

あり,格納容器べント操作前であるため,アクセス

及び操作への放射線による影響はない。(29，30

頁参照) 

残留熱代替

除去ポンプ

の起動 

運転開始時の残留熱代替除去ポンプの起動は中央

制御室から遠隔で操作が可能な設計としているた

め,操作への放射線による大きな影響はない。(29，

30 頁参照) 

パラメータ

監視 

運転を開始した後の運転パラメータの監視は,中

央制御室及び緊急時対策所で監視が可能な設計と

しているため,放射線による大きな影響はない。

(29，30 頁参照) 

流量調整 残留熱代替除去系運転時の原子炉注水及び格納容

器スプレイの流量を調整する場合は,流量調整弁

の操作により行うが,中央制御室から遠隔で操作

が可能な設計としているため,放射線による大き

な影響はない。(29，30 頁参照) 

その他操作 その他の作業として,原子炉補機代替冷却系の運

転状態確認及び大型送水ポンプ車への給油作業が

あるが,これらは屋外作業であり格納容器ベント

操作前であるため,放射線による大きな影響はな

い。(29，30 頁参照) 
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確認項目 放射線影響 

操作

性・ア

クセス

性

残留熱代替

除去系が機

能喪失した

場合に必要

な操作 

格納容器

べント 

格納容器ベントの操作弁は中央制御室から

遠隔操作可能な設計であるため, 残留熱代

替除去系運転後の放射線量上昇による操作

への影響はない。なお,何らかの理由により

ベント操作弁が中央制御室から遠隔操作不

能となる場合は,放射線量上昇による影響

が小さい原子炉建物付属棟において遠隔手

動操作で開閉する方法を備えている。なお,

これらの操作位置は原子炉建物付属棟であ

っても, 残留熱代替除去系運転により高線

量となる配管との位置が比較的近い箇所も

あるため,放射線量上昇によるアクセス性

及び弁操作性を考慮し,必要に応じて遮蔽

体設置等の放射線防護対策を施す。(32，33

頁参照) 

残留熱代替除去系運転

時に必要な復旧作業(残

留熱除去系の復旧作業) 

残留熱代替除去系運転時の放射線影響を受

ける可能性が最も低いＡ－残留熱除去ポン

プ類の復旧のためには,機能喪失要因にも

よるが原子炉建物地下２階のＡ－残留熱除

去ポンプ室又は原子炉建物地下１階のＡ－

残留熱除去ポンプ室の上部ハッチまでアク

セスすることができる必要がある。なお,現

場操作時は放射線量を測定し適切な防護装

備を装備した上でアクセスすることとして

いる。(34，35 頁参照) 

機器 

シール材(配管,弁,ポン

プ,熱交換器) 

放射線による劣化影響が懸念される左記の

機器については,運転環境下における当該

部位の放射線量を考慮して残留熱代替除去

系の系統機能確保可能な設計とする。(49 頁

参照) 

電動機(弁,ポンプ) 

ケーブル

計器 
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〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

重大事故等時の原子炉格納容器除熱としては，原子炉格納容器を最高使用温度

以下に除熱することを基本としている。炉心損傷に至る重大事故等時，残留熱代

替除去系により格納容器内温度は緩やかに低下し約177時間後には，サプレッショ

ン・チェンバ水温度が最高使用温度の104℃を下回る（「重大事故等対策の有効性

評価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定状態の維持につい

て」参照）。 

しかし，残留熱除去系熱交換器が使用できない場合は，残留熱代替除去系が使

用できないため格納容器フィルタベント系により格納容器の除熱を行う。格納容

器フィルタベント系による除熱では，格納容器圧力の低下は早いものの，格納容

器温度の低下は残留熱代替除去系より遅く，サプレッション・チェンバ水温度が

最高使用温度の104℃を下回るのは約587時間後となる（「重大事故等対策の有効

性評価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定状態の維持につ

いて」参照）。 

そのため，格納容器内温度低減対策として残留熱除去系熱交換器が使用できな

い場合の除熱手段を検討した。検討にあたっては事故発生約30日後の崩壊熱が除

熱可能であることを目標とした。重大事故等時において，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器除熱を実施している場合，残留熱除去系の補修による原子炉

格納容器の除熱機能を復旧する。また，残留熱除去系の機能回復が長期間実施で

きない場合，可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた除熱手段である「１．可搬型

格納容器除熱系による格納容器除熱」を構築する。既設設備である残留熱除去系

の使用を優先するが，復旧が困難な場合はこの可搬型格納容器除熱系による除熱

を実施する。本書では，それらの実現可能性と実施した場合の効果について確認

している。 

なお，これらに加え原子炉格納容器を直接除熱することはできないが原子炉圧

力容器を除熱することにより間接的に原子炉格納容器を除熱する「原子炉補機代

替冷却系を用いた原子炉浄化系（以下，ＣＵＷという）による原子炉除熱」を構

築する。ＣＵＷ系による原子炉除熱については〔参考９－補足１〕に示す。 

参考１表 重大事故等時における格納容器除熱 

除熱手段 備考 

残留熱代替除去系による除熱 

格納容器フィルタベント系による除熱 

残留熱除去系の補修による除熱復旧 

可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱 本資料１．で成立性を示す 

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷによる原子

炉除熱 

補足１で成立性を示す 

本表は事故時における除熱手段の配備状況を示すものであり，除熱手段の優先順位を示すものではない

島根原子力発電所２号炉 

重大事故等対処設備第 39 条（補足説明資料）抜粋 参考 
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1. 可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱

＜実現可能性＞ 

重大事故等時において，格納容器ベントによる格納容器除熱を実施している場

合，残留熱除去系の補修によるサプレッション・プール水冷却モードの復旧を実

施する。また，残留熱除去系の復旧が困難な場合に可搬設備等により構成される

可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱を構築する。可搬型格納容器除熱系は，

高圧炉心スプレイ系（以下，ＨＰＣＳという）配管から耐熱ホース・可搬ポンプ

を用いて可搬熱交換器にサプレッション・チェンバのプール水を供給し，そこで

除熱した水を低圧原子炉代替注水系の原子炉注水ラインで原子炉圧力容器に注水

するライン構成であり，可搬設備を運搬・設置する等の作業があるが，長納期品

については事前に準備しておくことにより，１ヵ月程度で系統を構築することが

可能であると考えられる。 

可搬型格納容器除熱系について，可搬ポンプの吸込み箇所は，ＨＰＣＳポンプ

の吸込配管にある「ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁」とし，耐熱ホ

ースで接続する構成とする。可搬ポンプの吐出については，耐熱ホースを用いて

原子炉建物大物搬入口に設置する可搬熱交換器と接続する構成とし，可搬熱交換

器の出口側については低圧原子炉代替注水系の原子炉注水配管にある「ＦＬＳＲ

可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁」と耐熱ホースで連結する構成とする。これら

の構成で，可搬ポンプによりサプレッション・チェンバのプール水を可搬熱交換

器に送水し，そこで除熱した水を原子炉圧力容器に注水する系統を構築する。な

お，可搬熱交換器の二次系については，大型送水ポンプ車により海水を通水でき

る構成とする。 

参考１図 可搬型格納容器除熱系の系統概略図 
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参考２表 可搬型格納容器除熱系構築に必要な作業 

作業 所用時間 

ＨＰＣＳポンプ吸込みラインの逆止弁と低圧原子炉代

替注水系注水ラインの逆止弁の上蓋取り外し，耐熱ホ

ース取付 
これらの作業は，１ヵ月

程度で準備可能と考えて

いる。 
可搬ポンプ準備 

可搬熱交換器準備 

通水試験等 

＜効果＞ 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において事

象発生後約１ヵ月まで格納容器フィルタベント系による除熱を行った後，可搬型

格納容器除熱系による除熱とした場合の格納容器パラメータ推移を評価した。こ

こで可搬型格納容器除熱系の流量は，事故発生30日後の崩壊熱を上回る m3/h

とし，格納容器フィルタベント系は微開（流路面積３％開）とするとともに可搬

式窒素供給装置により窒素ガスを100m3/h注入する。 

参考２～４図に格納容器圧力，格納容器気相部温度，サプレッション・チェン

バ水温の推移を示す。参考３図及び参考４図に示すとおり，格納容器気相部温度，

サプレッション・チェンバ水温を低減させることができる。

なお，本評価のように，格納容器フィルタベント系により格納容器圧力が低下

している状態では，格納容器ベント実施時に原子炉格納容器内の非凝縮性ガスが

排出され，原子炉格納容器内は崩壊熱により発生する蒸気で満たされる状態とな

る。こうした状況において除熱系（可搬型格納容器除熱系）の運転を開始する場

合，サプレッション・チェンバ水温が100℃を下回ると，飽和蒸気圧に従い格納容

器圧力は負圧となる可能性がある。よって，可搬型格納容器除熱系の運転を開始

する際には，格納容器フィルタベント系は微開としたうえで，可搬式窒素供給装

置より窒素ガスを注入し，格納容器圧力が負圧とならないよう制御する運用とす

る。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考２図 格納容器圧力の推移 

参考３図 格納容器気相部温度の推移 
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参考４図 サプレッション・チェンバ水温の推移 

＜系統成立性評価＞ 

可搬型格納容器除熱系は，事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱でき

る設計とし，本章ではその系統成立性評価を示す。評価にあたっては「①可搬ポ

ンプのＮＰＳＨ(Net Positive Suction Head)評価」で原子炉建物地下２階に設置

する可搬ポンプの必要ＮＰＳＨが系統圧力損失を考慮して有効ＮＰＳＨを満足す

ることを確認する。次に「②流量評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統で確

保可能な系統流量を評価し，その流量で可搬熱交換器による除熱可能な除熱量を

「③除熱量評価」で示し，本系統が事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除

熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

① ポンプのＮＰＳＨ評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するためには，流体圧力や吸

込配管圧力損失等により求められる「有効ＮＰＳＨ」が，ポンプの「必要ＮＰＳ

Ｈ」と同等かそれ以上であること（有効ＮＰＳＨ≧必要ＮＰＳＨ）を満足する必

要があり，有効ＮＰＳＨと必要ＮＰＳＨを比較するＮＰＳＨ評価によりポンプの

成立性を確認する。本評価では参考５図の系統構成を想定し，格納容器内圧力（Ｓ

／Ｃ），サプレッション・チェンバのプール水位と可搬ポンプ吸込口レベル間の

水頭差，吸込配管（ＨＰＣＳ常設配管及び耐熱ホース）圧力損失により求められ

る有効ＮＰＳＨと，可搬ポンプの必要ＮＰＳＨを比較することで評価する。有効

ＮＰＳＨの評価式は以下のとおりであり，評価結果は参考３表に示すとおり，ポ

ンプのＮＰＳＨ評価は成立する。
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参考５図 可搬型格納容器除熱系のＮＰＳＨ評価 

参考３表 ＮＰＳＨ評価結果 

項目 ２号炉 設定根拠 

Pa サプレッション・チェン

バ圧力（水頭圧換算値） 

11.6m 安全解析における事故発生30日後

のＳ／Ｃ圧力の水頭圧換算 

Pv 可搬ポンプ入口温度で

の飽和蒸気圧（水頭圧換

算値） 

12.0m 安全解析における事故発生30日後

のＳ／Ｐ水温105℃での飽和蒸気圧 

H Ｓ／Ｐ水位と可搬ポン

プ軸レベル間の水頭差 

3.9m 安全解析における事故発生30日後

のＳ／Ｐ水位（EL.5778）とし，可

搬ポンプ吸込口レベルは原子炉建

物地下２階床上 0.5m を想定し

EL.1800とする。 

ΔH 吸込配管圧損（ＨＰＣＳ

配管） 

ＨＰＣＳストレーナ～耐圧ホース

取付箇所までの配管の圧損（  

m3/h） 

吸込配管圧損（耐圧ホー

ス） 

可搬ポンプ吸込み側の耐熱ホース

の圧損（    m3/h） 

ＨＰＣＳストレーナ圧

損 

ＨＰＣＳストレーナの圧損 

合計 

有効ＮＰＳＨ 3.1m Pa-Pv+H-ΔH 

必要ＮＰＳＨ 2.0m 可搬ポンプの必要ＮＰＳＨ 

成立性評価 ○ 有効ＮＰＳＨ≧必要ＮＰＳＨ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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② 流量評価

可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の系統流量は，後

述する評価により m3/h以上確保可能であることを確認している。本章では，そ

の評価結果について示す。流量確認方法としては，可搬ポンプの「性能曲線」（揚

程と流量の関係図）と参考１図の系統構成を想定した場合の「システム抵抗曲線」

との交点がポンプの動作点となるため，ポンプの動作点の流量を確認する。その

結果は参考６図に示すとおり， m3/h以上確保可能であることを確認した。参考

として，系統流量   m3/h時の圧力損失を参考４表に示す。 

参考６図 可搬型格納容器除熱系の流量評価結果 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考４表 圧力損失内訳 

除熱手段（評価ルート） ２号炉 

流量 

配管・弁類圧力損失 常設ライン 

耐圧ホース 

可搬熱交換器 

静水頭 水源 EL.5778 

（安全解析における事故発生30日後のＳ／

Ｐ水位） 

注入先 

圧力差 水源 1.4m 

注入先 2.9m 

1.5m 

システム抵抗（圧力損失）

③ 除熱量評価

上述②の評価結果のとおり，可搬型格納容器除熱系の流量は  m3/h以上が確

保可能であることから，その時の系統の除熱量を評価した。 

評価条件は参考５表に示すとおりであり，可搬熱交換器の性能及び大型送水ポ

ンプ車による海水側の条件を踏まえて本系統の除熱量を評価したところ，事故発

生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを確認した。 

参考５表 可搬熱交換器の除熱量評価条件 

可搬熱交換器 淡水系 １次側入口温度 105℃ 

１次側流量 m3/h 

海水系 海水温度 30℃ 

海水流量 180m3/h 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考７図 可搬型格納容器除熱系の除熱量評価図 

 

以上の「①ポンプのＮＰＳＨ評価」，「②流量評価」，「③除熱量評価」の結果

から，可搬型格納容器除熱系は事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱す

るための系統流量が確保可能なシステムであることを確認した。 

 

＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬型格納容器除熱系の概要 

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の概要を以下に示す。 

ＨＰＣＳポンプ室（EL.1300）のＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁の

上蓋を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り付け，その

仮蓋に耐熱ホースを接続する。 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁に取り付けた耐熱ホースを，ＨＰ

ＣＳポンプ室に設置した可搬ポンプの吸込側フランジに連結し，可搬ポンプ吐出

側フランジに取り付けた耐熱ホースを原子炉建物１階大物搬入口（EL.15300）に

設置した可搬熱交換器の入口側フランジに連結する。また，原子炉建物１階

（EL.15300）のＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁の上蓋を取り外し，上

蓋フランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを

接続し，可搬熱交換器出口側フランジに連結する。このように系統を構成するこ

とで，サプレッション・チェンバのプール水を可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用

いて原子炉圧力容器に注水することが可能となる。可搬型格納容器除熱系を構成

する耐熱ホース等は，作業時の被ばく線量を考慮した配置に設置する。 

なお，可搬型格納容器除熱系の使用にあたっては，サプレッション・チェンバ

のプール水からの汚染水を通水する前に復水輸送ポンプで非汚染水による水張り

を実施し，可搬部位の健全性確認を行う。参考８図に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬熱交換器の二次系については，屋外に大型送水ポンプ車とホースを

配備して連結し，大型送水ポンプ車を起動することで海水を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，ＨＰＣＳポンプトーラス水入口弁

を開操作し，低圧原子炉代替注水系から原子炉圧力容器へ注水し循環することに

より除熱する。 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の除熱可能量は，事

故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回る系統設計とする。 

系統を構成する機器の配置イメージを以下に示す。また，系統を構成する機器

の仕様等は参考６表のとおりである。 

参考８図 復水輸送系を用いた系統水張り概要図 

原子炉建物 

サプレッション・チェンバ

原
子
炉
圧
力
容
器

原子炉格納容器 

ドライウェル 

高圧炉心 

スプレイ

ポンプ

MO 

復水貯蔵 

タンク

ストレーナ 

MO 

MO 

A-残留熱除去系より
外部接続口 

MO 

可搬型 

熱交換器 

MO 

移動式 

熱交換 

設備へ 

可搬ポンプ 

低圧原子炉 

代替注水ポンプ 

復水輸送ポンプより 

大型送水ポンプ車 

海 
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参考９図 原子炉建物地下２階 機器配置図 

参考10図 原子炉建物１階 機器配置図 

１階へ 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁 

可搬型ポンプ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考６表 可搬型格納容器除熱系の機器仕様 

構成機器 仕様等 備考 

可搬機器 

耐熱ホース（フ

レキシブルメタ

ルホース）

※弁接続部の仮

蓋含む 

口径 150A 

圧力 1.6MPa 

温度 450℃ 

口径 100A 

圧力 1.7MPa 

温度 450℃ 

150A：ＨＰＣＳポ

ンプ復水貯蔵タ

ンク水入口逆止

弁～可搬ポンプ

まで 

100A：可搬ポンプ

～ＦＬＳＲ可搬

式設備Ａ－注水

ライン逆止弁

可搬ポンプ 容量 約60m3/h 

全揚程 約86m 

可搬熱交換器 除熱量 

3.9MW以上 

大型送水ポンプ

車 

容量 1,800m3/h 

吐出圧力 

1.4MPa 

既設機器 

復水輸送ポンプ 容量 85m3/h 

全揚程 70m 
－ 

復水輸送系 

※機器図は一般例を示すものである。

※詳細設計に伴い機器仕様の変更が必要な場合は，仕様を変更する。
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（２）作業に伴う被ばく線量

炉心損傷で発生した汚染水はサプレッション・プール水中にあるが，高圧炉心

スプレイ系については，サプレッション・チェンバ側のポンプ入口弁が通常時開

となっているため，ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁にはサプレッシ

ョン・プール水が流入していることが考えられる。ただし，高圧炉心スプレイ系

については，運転している場合には炉心損傷を防止でき，運転が停止した後に炉

心損傷に至ることが考えられる。このため，炉心損傷によってサプレッション・

プール水が汚染する段階では，高圧炉心スプレイ系の系統内は流動がない状態で

あり，汚染したサプレッション・プール水が作業エリアに敷設されている配管系

まで流入しないことも考えられる。 

また，ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁は低圧原子炉代替注水槽を水

源とする低圧原子炉代替注水系で満たされているため直接汚染水に接することは

ない。 

ＨＰＣＳポンプ室内（EL.1300）におけるＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口

逆止弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率

及び線源配管からの直接線による線量率により約12.8mSv/h となる。〔参考９－

補足２〕 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁への耐熱ホース接続作業について

は，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で作業）と

想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整

えることで実施可能である。 

原子炉建物１階（EL.15300）におけるＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止

弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率によ

り約3.3mSv/hとなる。〔参考９－補足２〕 

ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁への耐熱ホース接続作業については，

準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10時間程度（５人１班で作業）と想定

しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整える

ことで実施可能である。 

原子炉建物大物搬入口における可搬熱交換器配備箇所の雰囲気線量は，格納容

器からの漏えいに起因する室内の空間線量率により約5.2mSv/hとなる。〔参考９

－補足２〕 

可搬熱交換器への耐熱ホース接続作業については，準備作業，後片付けを含め

て作業時間は約10時間程度（５人１班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を

行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施可能である。 
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(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合は，直ちに可搬ポ

ンプを停止し復水輸送ポンプからの非汚染水によりフラッシングを実施する。

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し締め等の補修作

業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを以下に示す。 

参考11図 復水補給水系からの洗浄水ラインを使用したフラッシング 

Ⅰ．可搬型格納容器除熱系の循環運転で使用した弁を全て全閉とする 

Ⅱ．高圧炉心スプレイ系の洗浄水弁，ＦＬＳＲ注水隔離弁，Ａ－ＲＨＲ注水弁

を開操作し，復水輸送系の水が耐熱ホース，可搬ポンプ及び可搬熱交換器

を経由し，原子炉圧力容器へ流入することで，系統をフラッシングする 

Ⅲ．サプレッション・チェンバのプール水位に影響しない範囲で，空間線量が

下がるまでフラッシングを実施する 

Ⅳ．フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分低下した場合，

漏えいフランジ部にアクセスする 

Ⅴ．漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する 

原子炉建物 

サプレッション・チェンバ

原
子
炉
圧
力
容
器

原子炉格納容器 

ドライウェル 

高圧炉心 

スプレイ

ポンプ

MO 

復水貯蔵 

タンク

ストレーナ 

MO 

MO 

A-残留熱除去系より
外部接続口 

MO 

可搬型 

熱交換器 

MO 

移動式 

熱交換 

設備へ 

可搬ポンプ 

低圧原子炉 

代替注水ポンプ 

復水輸送ポンプより 

大型送水ポンプ車 

海 
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〔参考９－補足１〕長期安定性の維持のためにＦＰＣとＣＵＷ補助熱交換器使用

の可能性について 

長期安定性の維持のためにＦＰＣ熱交換器又はＣＵＷ補助熱交換器による格納

容器除熱が可能であるかの検討を行った。ただし，ＦＰＣ熱交換器については，

これを用いて格納容器除熱を実施するラインを構成することで燃料プールの冷却

が行えなくなるため，格納容器除熱としては使用しないこととする。なお，ＦＰ

Ｃ熱交換器を用いてサプレッション・チェンバのプール水を除熱するためには，

ＦＰＣポンプを使用する必要があるが，ＦＰＣポンプは原子炉建物中２階に設置

されており，水源であるサプレッション・チェンバとのレベル差が大きく，ポン

プＮＰＳＨ評価が成立しないため，使用は困難と考えている。一方で，ＣＵＷ補

助熱交換器による格納容器除熱手段については系統成立性が確認できたため使用

可能と判断した。詳細の成立性評価について以下に示す。なお，ＣＵＷ非再生熱

交換器は原子炉補機冷却系の常用負荷に接続されているため，より実現可能性の

高い格納容器除熱系として非常用負荷に接続されているＣＵＷ補助熱交換器を用

いた系統を検討する。 

(1)原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱

〈実現可能性〉 

ＣＵＷ系は通常運転中に原子炉冷却材の浄化を行う系統であり，重大事故等時

に原子炉水位の低下（レベル３）により隔離状態になる。 

また，通常は原子炉補機冷却系を冷却水として用いているが，本除熱手段では

原子炉補機代替冷却系を用いることで冷却水を確保する。 

耐熱ホース等はＣＵＷ系では使用する必要がなく，弁操作による系統構成のみ

で運転可能である。 

ＣＵＷ系は原子炉圧力容器が水源であり，ＣＵＷ補助ポンプは原子炉圧力が低

圧時にも冷却材の循環を行うことが可能であるが，大ＬＯＣＡ事象のように原子

炉水位を十分に確保できない場合は運転することができない。 

ＣＵＷ系による原子炉除熱の条件を満たしたうえで，原子炉補機代替冷却系を

用いたＣＵＷ系による除熱可能量は事故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回る。 
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図１ 原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱 系統概要図 

図２ 原子炉補機代替冷却系（ＣＵＷ除熱ライン） 系統概要図 
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＜効果＞ 

除熱量は事故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回ることから「１．可搬型格

納容器除熱系による格納容器除熱」の参考２～４図にて示した同等の除熱効果が

得られる。 

＜系統成立性評価＞ 

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱は，事故発生30日後

の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることとし，本章ではその系統成立性評価を

示す。評価にあたっては「①ＣＵＷ補助ポンプのＮＰＳＨ(Net Positive Suction 

Head)評価」で原子炉建物地下１階に設置されているＣＵＷ補助ポンプの必要ＮＰ

ＳＨが系統圧力損失を考慮して有効ＮＰＳＨを満足することを確認する。次に「②

流量評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統流量を評価する。

このとき，ＣＵＷ補助ポンプについては基本的に通常運転時と使用条件が変わら

ないため定格流量は確保可能であり，改めて評価する必要はない。一方で，従来

流路として考慮していなかった常用系ラインを通水することとなる原子炉補機代

替冷却水ポンプについては流量評価を行い，その流量で原子炉補機代替冷却系に

よる除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」で示し，本系統が事故発生30日後の崩

壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

①ＣＵＷ補助ポンプのＮＰＳＨ評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するためには，流体圧力や吸

込配管圧力損失等により求められる「有効ＮＰＳＨ」が，ポンプの「必要ＮＰＳ

Ｈ」と同等かそれ以上であること（有効ＮＰＳＨ≧必要ＮＰＳＨ）を満足する必

要があり，有効ＮＰＳＨと必要ＮＰＳＨを比較するＮＰＳＨ評価によりポンプの

成立性を確認する。本評価では図３の系統構成を想定し，原子炉圧力，原子炉水

位とＣＵＷ補助ポンプ軸レベル間の水頭差，吸込配管圧力損失により求められる

有効ＮＰＳＨと，ＣＵＷ補助ポンプの必要ＮＰＳＨを比較することで評価する。

有効ＮＰＳＨの評価式は以下のとおりであり，評価結果は表１に示すとおり，ポ

ンプのＮＰＳＨ評価は成立する。
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図３ ＣＵＷ系による原子炉除熱のＮＰＳＨ評価 

表１ ＮＰＳＨ評価結果 

項目 ２号炉 設定根拠 

Pa 原子炉圧力 13.2m 安全解析における事故発生3

0日後の原子炉圧力（0.028MP

a）の水頭圧換算値

Pv ＣＵＷ補助ポンプ入口温

度での飽和蒸気圧力（水

頭圧換算） 

12.0m 安全解析における事故発生

30日後の原子炉冷却材温度

（105℃）の飽和蒸気圧 

H 原子炉水位とＣＵＷ補助

ポンプ軸レベル間の水頭

差 

原子炉水位は「原子炉水位低

（レベル３）（EL.29840）」

とし，ポンプ軸レベルはEL. 

 とする。 

ΔH 吸込配管圧損（ＣＵＷ配

管） 

定格流量228m3/h時のポンプ

吸込配管圧損 

有効ＮＰＳＨ Pa-Pv+H-ΔH 

必要ＮＰＳＨ ＣＵＷ補助ポンプの必要Ｎ

ＰＳＨ 

成立性評価 ○ 有効ＮＰＳＨ＞必要ＮＰＳ

Ｈ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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② 流量評価

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱の，原子炉補機代替

冷却系の系統流量は，後述する評価により  m3/h以上確保可能であることを確

認している。本章では，その評価結果について示す。 

流量確認方法としては，原子炉補機代替冷却水ポンプの「性能曲線」（揚程と

流量の関係図）と図２の系統構成を想定した場合の「システム抵抗曲線」との交

点がポンプの動作点となるため，ポンプの動作点の流量を確認する。その結果は

図４に示すとおり，ポンプ動作点が   m3/h以上であることから，本系統流量は 

m3/h以上確保可能であることを確認した。 

参考として，系統流量   m3/h時の圧力損失を表２に示す。 

図４ ＣＵＷ系による原子炉除熱 原子炉補機代替冷却系 系統流量評価結果 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表２ 圧力損失内訳 

除熱手段（評価ルート） ２号炉 

流量 

配管・弁類圧力損失 常設ライン 

淡水ホース 

代替熱交換器 

静水頭 水源 － 

注入先 － 

0（閉ループ） 

圧力差 水源 － 

注入先 － 

0（閉ループ） 

システム抵抗（圧力損失）

③ 除熱量評価

上述②の評価結果のとおり，ＣＵＷによる原子炉除熱の,原子炉補機代替冷却系

系統流量は m3/hが確保可能であることから，系統の除熱量を評価した。 

評価条件は表３に示すとおりであり，ＣＵＷ補助熱交換器及び移動式代替熱交

換設備の性能，大型送水ポンプ車による海水側の条件を踏まえて本系統の除熱量

を評価したところ，事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを

確認した。 

表３ 移動式熱交換設備の除熱量評価条件 

移動式代替熱交換設備 

淡水系 
淡水側入口温度 ℃ 

淡水側流量 m3/h 

海水系 
海水温度 30℃ 

海水流量 780m3/h 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図５ ＣＵＷ系による原子炉除熱の除熱量評価図 

 

以上の「①ポンプのＮＰＳＨ評価」，「②流量評価」，「③除熱量評価」の結

果から，原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱は事故発生30

日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱するための系統流量が確保可能なシステムで

あることを確認した。 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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〔参考９－補足２〕作業エリアの線量評価について 

各作業エリアにおける線量評価は「格納容器からの漏えいに起因する室内の線

量率」と「線源配管からの直接線による線量率」の寄与を合わせて評価するもの

とする。 

 

１．評価の方法 

（１）格納容器からの漏えいに起因する線量率 

原子炉棟内の線量率は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温）」において，格納容器ベントを実施した場合の事故発生30日後の原子炉建

物内の放射能量を考慮し，サブマージョンモデルにより計算する。格納容器から

漏えいした放射性物質は原子炉棟内に一様に分散しているものとし，原子炉棟内

から環境中への漏えいはないものとして計算した。表１に各作業エリア空間容積

を示す。 

 

            
  

 
    (   

    )       

ここで， 

 ：外部被ばくによる放射線量率（Gy/h）※１ 

※１ Gy から Sv への換算係数は１とする。 

         ：サブマージョンモデルによる換算係数(
         

        
) 

 

  ：原子炉建物内の存在量（Bq：ガンマ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

 ：原子炉建物内の空間容積（101,000m３） 

  ：γ線エネルギ（0.5MeV/dis） 

μ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数（3.9×10-3/m） 

 ：評価対象エリアの空間と等価な半球の半径（m） 

  ：評価対象エリアの空間容積（m3） 

  √
    

 π

 
 

 

表１ 各作業エリア空間容積 

作業エリア 作業エリアの空間容積ＶＦ（ｍ３） 

ＨＰＣＳポンプ室 600 

大物搬入口 3800 

原子炉建物１階(ＦＬＳＲ可搬式設備 

操作対象弁付近) 
1000 
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（２）線源配管からの直接線による線量率 

図１に示すとおり，炉心損傷により発生する汚染水は，格納容器貫通部とサプ

レッション・プール側一次隔離弁までの配管に存在することになるため，当該配

管は線源となる。線源配管からの直接線による線量率は，必要な遮蔽対策を実施

することによって，約10mSv/h以下に低減させる。線量率はＱＡＤコードを用いて

図１中の評価モデルの体系により評価を実施した。表２に線源配管からの直接線

の寄与を10mSv/h以下とするために必要な鉛遮蔽の厚さを示す。 

 

 

図１ 線量評価概念図 

 

表２ 線量率評価条件及び必要な鉛遮蔽体厚さ 

作業エリア 線源（Ｓ／Ｐ～隔

離弁までの配管長

さ） 

線源から評価点ま

での距離 

線源配管からの直

接線による線量率

を10mSv/h以下に

するために必要な

鉛遮蔽厚さ 

ＨＰＣＳポンプ室 約3.3ｍ 約2.9ｍ 約8cm 

 

  

参考-23



 

２．評価結果 

「１．評価方法」に基づき，各作業エリアにおける線量率を評価した。表３に

各作業エリアにおける線量率を示す。 

  

表３ 各作業エリアにおける線量率 

作業エリア 格納容器からの

漏えいに起因す

る線量率 

線源配管からの直

接線による線量率 

合計線量率 

ＨＰＣＳポンプ室 約2.8mSv/h 約10mSv/h 約12.8mSv/h 

大物搬入口 約5.2mSv/h －※１ 約5.2mSv/h 

原子炉建物１階(Ｆ

ＬＳＲ可搬式設備 

操作対象弁付近) 

約3.3mSv/h －※１ 約3.3mSv/h 

※１：線源配管が存在しないため，考慮不要 
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〔参考９－補足３〕窒素ガス制御系 系統概要図 

可搬型格納容器除熱系をインサービスする場合は，格納容器ベントを微開とし，

窒素ガス制御系の窒素ガス供給装置あるいは可搬式の窒素供給装置により窒素ガ

スを注入し格納容器除熱による格納容器圧力低下を抑制する。図１に窒素ガス制

御系の窒素ガス供給装置により窒素ガスを格納容器に注入する系統の例を示す。 

図１ 窒素ガス制御系 系統概要図 

参考-25



 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料－３ 

 

 

水素爆発による原子炉建物等の損傷を 

防止するための設備について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

－目次 1－ 

 

 

〈目 次〉 

1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

1.2 適合のための設計方針 

 

2. 水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備 

2.1 概要 

2.2 水素濃度制御設備（ＰＡＲ）について 

2.2.1 ＰＡＲの設計方針について 

 

添付１ 浜岡原子力発電所４/５号機で発生したＯＧ系トラブルについて 

添付２ ＰＡＲの最高使用温度について 

添付３ ＰＡＲ製作誤差による処理能力への影響 

添付４ ＰＡＲの検査・点検について 

添付５ 水素処理容量に関する説明について 

添付６ ＰＡＲ周辺機器に対する悪影響防止について 

 

2.2.2 原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析 

 

添付７ 原子炉建物原子炉棟内における成層化について 

添付８ 運用面を考慮した場合の原子炉建物原子炉棟の水素挙動及び対策につ

いて 

添付９ 局所エリアにおける水素爆発防止対策について 

 

2.2.3 ＰＡＲの性能試験について 

 

添付 10 国内容器試験について 

添付 11 ＰＡＲ動作監視装置について 

添付 12 ＫＡＬＩ試験，ＳＮＬ試験の試験データ適用性について 

 

2.3 原子炉建物水素濃度監視設備について 

2.3.1 原子炉建物水素濃度監視設備の設計方針について 

 

添付 13 原子炉建物水素濃度の適用性について 

 

  



 

－目次 2－ 

2.4 原子炉ウェル代替注水系（自主対策設備）について 

2.4.1 原子炉ウェル代替注水系の設計方針について 

2.4.2 原子炉ウェル代替注水系の効果について 

2.4.3 原子炉ウェル代替注水による格納容器への影響について 

2.4.4 原子炉ウェル代替注水系の監視方法について 

 

2.5 参照文献 

 

参考資料１ 格納容器の漏えい箇所の選定について 

参考資料２ 原子炉建物原子炉棟４階大物搬入口及びトーラス室上部ハッチに

ついて 

参考資料３ ＰＡＲによる再結合反応の律速段階について 

参考資料４ ＧＯＴＨＩＣコードについて 

 参考資料５ 重大事故等時に発生が想定されるガス等による被毒について 

 参考資料６ ＰＡＲ設置箇所の考え方について 

 参考資料７ 粒子状物質の触媒性能への影響について 



 

1 

〈概要〉 

1.において，設置許可基準規則，技術基準規則の要求事項を明確化するととも

に，それら要求に対する島根原子力発電所２号炉における適合性を示す。 

 

2.において，水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備に関す

る基準適合性について説明する。 
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1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備に関する設置許可基

準規則第 53 条の要求事項並びに当該要求事項に該当する技術基準規則第 68 条の

要求事項を表 1.1-1 に示す。 

 

表 1.1-1 設置許可基準規則第 53 条，技術基準規則第 68 条要求事項 

設置許可基準規則 

第 53 条 

技術基準規則 

第 68 条 
備考 

発電用原子炉施設には、炉心の著

しい損傷が発生した場合において

原子炉建屋その他の原子炉格納容

器から漏えいする気体状の放射性

物質を格納するための施設（以下

「原子炉建屋等」という。）の水素

爆発による損傷を防止する必要が

ある場合には，水素爆発による当該

原子炉建屋等の損傷を防止するた

めに必要な設備を設けなければな

らない。 

発電用原子炉施設には、炉心の著

しい損傷が発生した場合において

原子炉建屋その他の原子炉格納容

器から漏えいする気体状の放射性

物質を格納するための施設（以下

「原子炉建屋等」という。）の水素

爆発による損傷を防止する必要が

ある場合には，水素爆発による当該

原子炉建屋等の損傷を防止するた

めに必要な設備を施設しなければ

ならない。 

― 

 

設置許可基準規則：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

技術基準規則  ：実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

 

1.2 適合のための設計方針 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建物等の水素爆発による損傷

を防止するために，水素濃度制御設備及び水素濃度監視設備を設置する設計とす

る。 

水素濃度制御設備としては，原子炉建物原子炉棟４階に静的触媒式水素処理装

置（以下，「ＰＡＲ」という。）を設置し，重大事故等時に原子炉格納容器（以下，

「格納容器」という。）から原子炉建物原子炉棟内に水素ガスが漏えいした場合に

おいて，原子炉建物原子炉棟内の水素濃度上昇を抑制し，水素爆発を防止する設

計とする。また，ＰＡＲは運転員による起動操作を行うことなく，水素ガスと酸

素ガスを触媒反応によって再結合できる装置を適用し，起動操作に電源が不要な

設計とする。なお，ＰＡＲの動作確認を行うためにＰＡＲの入口側及び出口側に

温度計を設置する設計とする。また，静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的

触媒式水素処理装置出口温度は，中央制御室にて監視可能であり，常設代替直流
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電源設備又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設計とする。 

水素濃度監視設備としては，原子炉建物原子炉棟内に水素濃度計を設置し，想

定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で監視できる設計とする。

なお，当該水素濃度については，中央制御室にて監視可能であり，常設代替交流

電源設備又は可搬型代替交流電源設備から給電可能な設計とする。 

これらの設備に加え，水素爆発による当該原子炉建物等の損傷を防止するため

の自主対策設備として，ドライウェル主フランジの過温破損を防止し，原子炉建

物原子炉棟への水素漏えいを抑制するために原子炉ウェル代替注水系を設置する。

原子炉ウェル代替注水系は，重大事故等時に原子炉建物外から代替淡水源（輪谷

貯水槽）の水，若しくは海水を大量送水車により原子炉ウェルに注水することで

ドライウェル主フランジを冷却できる設計とする。 

 

2. 水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備 

2.1 概要 

東京電力（株）福島第一原子力発電所事故において発生した水素爆発は，第一

に電源喪失に伴う注水・除熱機能の喪失によって炉心損傷が起こりジルコニウム

－水反応による大量の水素発生に至ってしまったこと，第二に除熱機能の喪失に

よって格納容器破損が起こり大量の水素ガスが原子炉建屋に漏えいしてしまった

こと，第三に原子炉建屋に漏えいした水素ガスに対する対応手段がなかったこと

によって起こったものである。そのため，水素爆発防止のためには，これら３つ

の課題に対してそれぞれ対策を施す必要がある。 

第一の課題である大量の水素発生の防止については，炉心損傷を防止すること

が対策となる。島根原子力発電所２号炉は，設計基準事故対処設備に加えて，重

大事故等が発生した状況において炉心の著しい損傷を防止するために，高圧注水

機能の強化，原子炉減圧機能の強化，低圧注水機能の強化，格納容器冷却機能の

強化等を行い，炉心損傷による大量の水素発生を防止する設計とする。 

第二の課題である大量の水素ガスの原子炉建屋への漏えいの防止については，

上述の炉心損傷防止対策を踏まえてもなお，重大事故等時に備え，格納容器の破

損を防止することが対策となる。島根原子力発電所２号炉は，格納容器過温破損

防止設備として格納容器代替スプレイ系，改良ＥＰＤＭ製シール材，原子炉ウェ

ル代替注水系，格納容器過圧破損防止設備として格納容器フィルタベント系並び

に残留熱代替除去系を設置する設計とする。これらの対策により，原子炉建物原

子炉棟への水素漏えいを抑制し，あるいは原子炉建物原子炉棟を経由せず大気に

水素ガスを排出する。 

第三の課題である原子炉建屋に漏えいした水素ガスに対する対応手段の確保に

ついては，格納容器過温・過圧破損防止対策を踏まえてもなお，格納容器には設

計上漏えい率を考慮していることから，重大事故時に格納容器内で発生した水素

ガスが原子炉建物原子炉棟内に漏えいした場合に備え，原子炉建物原子炉棟内に

おいて水素ガスを処理することが対策となる。島根原子力発電所２号炉は，水素
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濃度制御設備としてＰＡＲを原子炉建物原子炉棟４階に設置する。この対策によ

り，漏えいした水素ガスと空気中の酸素を再結合させ，水素爆発リスクを低減す

る。 

なお，格納容器からの異常な漏えいが発生し，大量の水素ガスが原子炉建物原

子炉棟に漏えいしてしまった場合にも，ＰＡＲは効力を発揮し，水素濃度が可燃

限界に至るまでの時間を遅らせ，設備の復旧や対応手段の検討に必要な時間の確

保に寄与できる。その間，例えば，格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ントを行うことで，原子炉建物原子炉棟への水素漏えいを抑制し，ＰＡＲの効果

とあいまって水素濃度を低減させることが可能である。 

 

以上，第一から第三の課題それぞれに対する対策を施すことにより，福島第一

原子力発電所事故において発生した原子炉建屋の水素爆発を防止する。これらの

対策の関係を図 2.1-1 に整理する。 

 

本章では，島根原子力発電所２号炉の原子炉建物水素爆発防止対策のうち，設

置許可基準規則第 53 条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設

備）に該当する設備の基準適合性を説明する。 

最初に第三の課題に対する対策であるＰＡＲに関する説明を「2.2 水素濃度制

御設備（ＰＡＲ）について」で示す。 

また，原子炉建物原子炉棟の水素濃度を監視するために，原子炉建物原子炉棟

に設置する水素濃度監視設備に関する説明を「2.3 原子炉建物水素濃度監視設備

について」で示す。 

さらに，第二の課題に対する自主対策設備である原子炉ウェル代替注水系に関

する説明を「2.4 原子炉ウェル代替注水系（自主対策設備）について」で示す。

原子炉ウェル代替注水系は，重大事故等時にドライウェル主フランジの過温破損

を防止し，原子炉建物原子炉棟への水素漏えいを抑制するために設置するもので

ある。これはドライウェル主フランジのシール材の高温劣化を防ぐ目的であるが，

一方でドライウェル主フランジシール材を耐環境性に優れた改良ＥＰＤＭ製シー

ル材に変更する対策も施しており，閉じ込め機能を強化している。したがって，

原子炉ウェル代替注水系は更なる水素漏えい抑制対策という位置づけであるが，

シール材の熱劣化要因を低減することが可能であり，水素漏えい抑制対策として

効果的である。 
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重大事故等対処施設のうち 

重大事故緩和設備 

【第二の課題に対する対策】 

 

 

 

 

 

 

 

【第三の課題に対する対策】 
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層
防
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第
４
層 

 

格納容器代替スプレイ系 

残留熱代替除去系 

格納容器フィルタベント系 

改良ＥＰＤＭ製シール材 

原子炉ウェル代替注水系（自主対策設備） 

 

静的触媒式水素処理装置 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル（自主対策設備） 

原子炉建物原子炉棟への水素漏えい抑制・大気への水素排出 

水素爆発リスク低減 

 

 

 

 

【第一の課題に対する対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-1 水素対策の観点で整理した深層防護第３層・第４層設備 

 

 

2.2 水素濃度制御設備（ＰＡＲ）について 

炉心の著しい損傷が発生した場合，格納容器内に水素ガスが蓄積した状況では，

格納容器のフランジ部等を通じて水素ガスが原子炉建物原子炉棟内に漏えいする

可能性がある。原子炉建物原子炉棟内に漏えいした水素ガスは，比重の関係等で

原子炉建物原子炉棟４階まで上昇し，原子炉建物原子炉棟４階に滞留することが

予想される。福島第一原子力発電所事故においても，格納容器から漏えいした水

素ガスが原子炉建屋内に蓄積し，原子炉建屋オペレーティングフロアを中心とし

て大規模な水素爆発を起こしている。この事故知見を踏まえて，島根原子力発電

設計基準事故対処設備 

 

非常用炉心冷却系 

格納容器冷却系 

原子炉補機冷却系 

非常用ガス処理系 

非常用ディーゼル発電機 

等 

重大事故等対処施設 

のうち 

重大事故防止設備 

 

低圧原子炉代替注水系 

原子炉補機代替冷却系 

代替交流電源設備 

等 

水素発生防止 

深
層
防
護 

第
３
層 
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所２号炉の原子炉建物水素爆発防止対策として，原子炉建物原子炉棟４階に，水

素濃度上昇を抑制することができるＰＡＲを水素濃度制御設備として設置する。 

(1) ＰＡＲについて

ＰＡＲは Passive Autocatalytic Recombiner の略であり，触媒反応を用い

て可燃性ガス（水素ガス，酸素ガス）を再結合させて，雰囲気を可燃限界未満

に維持する設備である。ＰＡＲは触媒反応により受動的に水素処理する設備で

あり，電源及び起動操作は必要とせず，水素ガス，酸素ガスがあれば自動的に

反応を開始する設備である。 

ＰＡＲは，構造図を図 2.2-1 で示しているとおりハウジングと触媒カートリ

ッジで構成されており，ＰＷＲやＢＷＲのシビアアクシデント時に発生する水

素対策として世界的に広く採用されている設備である。島根原子力発電所２号

炉については，国内ＢＷＲプラント適用に向けた被毒物質影響の知見が得られ

ている独国のＮＩＳ社製ＰＡＲを採用している。ＮＩＳ社製ＰＡＲの納入実績

は表 2.2-1 のとおりである。 

なお，ＮＩＳ社が製造するＰＡＲは，国際的な性能試験，さまざまな国の性

能試験をパスしており，欧米をはじめ世界的に性能が確認されている。 

図 2.2-1 ＰＡＲの構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.2-2 ＰＡＲ写真 

 

表 2.2-1 ＮＩＳ ＰＡＲの納入実績 

No. 国 名 発電所名 炉型 備考 

１ USA Indian Point ＰＷＲ  

２ USA Surry ＰＷＲ  

３ Germany Gundremmingen ＢＷＲ  

４ Germany Philippsburg ＰＷＲ  

５ Germany Biblis ＰＷＲ  

６ Hungary Paks ＰＷＲ  

７ USA Vogtle ＰＷＲ  

８ Slovenia KRSKO ＰＷＲ  

９ 日本 柏崎刈羽 ＢＷＲ  

10 日本 島根 ＢＷＲ  

11 Brazil Angra ＰＷＲ  

12 Czech Republic Temelin ＰＷＲ  

13 日本 志賀 ＢＷＲ  

14 日本 女川 ＢＷＲ  

15 Spain Asco ＰＷＲ  

16 Ukraine Zaporizhia ＶＶＥＲ ロシア型加圧水型原子炉 
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(2) ＰＡＲハウジング

ＰＡＲのハウジングは図 2.2-1 に構造を示しているが，箱型のステンレス鋼

板によるフレーム構造を採用しており，以下の機能を持っている。 

・触媒カートリッジを内部に設置すること。

・ガスを誘導すること。

ＰＡＲハウジングは，触媒カートリッジを水素処理に適切な間隔に保持し，

水素処理に適切なガス流れとなるよう設計されている。 

ハウジング前面の点検ハッチは，触媒カートリッジの点検及び性能試験時に

取外し，取付けを容易にするものであり，通常運転時は，点検ハッチをハウジ

ング本体に固定して使用する。

ハウジングに固定されているブラケットは，ＰＡＲ本体を設置する構造物，

又は支持架台に固定するために用いられる。 

ハウジング上部に設置されるフードは，ＰＡＲの上部に位置する構築物に，

水素処理を行ったＰＡＲ出ロガスの排熱が直接当たらないようにするために，

ガス流れ方向を変える役割をもつ。 

(3) 触媒

ＮＩＳ社製ＰＡＲの触媒はパラジウムであり，基盤となる材料は酸化アル

ミニウム（アルミナ）である。概要図を図 2.2-1 に示しているが，基盤とな

る材料をパラジウムの溶液に浸透させてシェル状の触媒を形作っており，直

径約  mm の球状の形をしている。また，疎水コートにより高湿度な雰囲気

から触媒を保護し，水素ガス，酸素ガスが触媒に接触し易くする構造になっ

ている。 

また，球状に触媒が存在するためカートリッジ内部に隙間空間ができ，さ

らに触媒が多孔質なため，水素ガスと酸素ガスが触れる表面積が大きいこと

が特徴である。さらに，よう素等の触媒性能阻害物質は分子量が大きいこと

から拡散が遅く，カートリッジ内部の隙間空間や多孔質の粒子内部に到達し

難いため，触媒全表面が触媒性能阻害物質で覆われ難い構造になっている。

触媒粒の量は，ＰＡＲの水素処理容量に合わせて調整され，触媒カートリッ

ジに充填される。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(4) 触媒カートリッジ 

触媒カートリッジは，図 2.2-1 で示す形状をしており，カートリッジ内部

に触媒を充填しており，原子炉建物原子炉棟４階の空気と触媒を接触させる

ために多数の長穴が開けられている。また，カートリッジが内側の触媒を保

護することで触媒の全表面が触媒性能阻害物質で覆われ難い構造になってい

る。この触媒カートリッジには，ＰＡＲの水素処理容量に合わせた触媒量が

充填される。完成した触媒カートリッジを必要数，適切な間隔でＰＡＲハウ

ジング内に取付けることでＰＡＲは完成品となる。触媒カートリッジが多い

タイプのＰＡＲの方が，１台あたりの水素処理容量が多いが，その分サイズ

も大きくなる。島根原子力発電所２号炉においては，触媒カートリッジがＰ

ＡＲ１台につき 22 枚設置されるＰＡＲ－22 タイプ（図 2.2-2 参照）を採用

している。 

 

(5) ＰＡＲの主要仕様 

島根原子力発電所２号炉ではＮＩＳ社製ＰＡＲ(ＰＡＲ－22タイプ)を採用

しており，表 2.2-2 で主要仕様を示す。  
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表 2.2-2 主要仕様（ＰＡＲ－22 タイプ１台） 

ＰＡＲ 

種類 触媒反応式 

水素処理容量 

（添付５に詳細記載） 

約 0.50kg/h/個 

（水素濃度４vol％，大気圧，温度 100℃） 

最高使用温度 

(添付２に詳細記載) 
300℃ 

ハウジング

材料 
ハウジング

ブラケット 

寸法 

高さ 

幅 

奥行 

質量 

触媒カートリッジ 

材料 
外装パーツ 

リベット等小物部品

寸法 

幅 

高さ 

厚さ 

質量 
触媒カートリッジ全質量 

触媒の充填質量 

カートリッジ枚数 22 枚 

触媒の材料 

基盤材 酸化アルミニウム 

触媒 パラジウム 

表面積 

形 状 球状 

直 径 

充填密度 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.2.1 ＰＡＲの設計方針について 

2.2.1.1 設計方針 

ＰＡＲは，炉心の著しい損傷が発生した場合において格納容器から原子炉建物

原子炉棟に水素ガスが漏えいした際に，原子炉建物原子炉棟の水素濃度の上昇を

抑制し，水素爆発を防止するための設備である。水素ガスの量は事故シナリオに

依存するが，重大事故等対策の有効性評価のシナリオのうち，格納容器過圧・過

温破損シナリオにおいて原子炉建物原子炉棟へ漏えいする水素ガスの量を考慮し

た場合においても，原子炉建物原子炉棟４階の水素濃度を可燃限界未満に抑制で

きることをＰＡＲの設計における必要条件としている。これは，炉心損傷に伴う

水素発生が想定される事故シナリオの中で，格納容器圧力・温度が高い値で推移

し，かつその状態が格納容器ベントを実施する約32時間後まで継続することから，

格納容器から原子炉建物原子炉棟への水素ガスの漏えい量が多くなるためである。 

この必要条件を満たした上で，当社は，さらに厳しい条件下での水素漏えいを

想定して， ＰＡＲの設置個数・場所の設定を図 2.2.1.1-1 に示すとおり定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要により見直し 

 

 

 

 

図 2.2.1.1-1 ＰＡＲの設計フロー 

  

①格納容器からの水素漏えい条件の設定 

②ＰＡＲの水素処理容量の設定 

③ＰＡＲ必要個数の算出 

④設置場所の選定 

⑤水素濃度解析による水素処理効果の確認 

・可燃限界未満であること 

・水素濃度に偏りがないこと 

ＰＡＲ設置個数及び設置箇所の決定 
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(1) 水素漏えい条件 

水素漏えい条件は表 2.2.1.1-1 に示すとおり，有効性評価結果を踏まえた条

件より十分保守的に設定している。 

 

表 2.2.1.1-1 ＰＡＲ設計条件における水素漏えい条件 

項 目 ＰＡＲ設計条件 
【参考】有効性評価を踏まえた条件 

格納容器ベントケース ＲＨＡＲケース 

水素発生量 
ＡＦＣ※100％相当 

（約 1,000kg） 

ＡＦＣ※20％相当 

（約 200kg） 

ＡＦＣ※20％相当 

（約 200kg） 

格納容器 

漏えい率 
10％/日（一定） 約 1.3％/日（最大） 約 0.87％/日（最大） 

水素漏えい 

終了時間 

－ 

（格納容器ベント無し） 
約 96時間後 

－ 

（格納容器ベント無し） 

※ＡＦＣ：燃料有効部被覆管 

 

① 格納容器漏えい率について 

重大事故等時に格納容器圧力が設計圧力を超える場合の格納容器漏えい

率は以下のＡＥＣ（Atomic Energy Commission）の式から設定する。重大事

故等時は，格納容器圧力が最高使用圧力の２倍（以下，「２Pd」という。）を

超えないよう運用するため，２Pd における格納容器漏えい率が最大漏えい率

となり，事故時条件として 200℃，２Pd，ＡＦＣ100％相当の水素発生量を想

定した場合におけるガス組成（水素：17％，窒素：16％，水蒸気：67％）を

踏まえるとＡＥＣの式から約 1.3％/日となるが，さらに過酷な条件として

10％/日を仮定し，ＰＡＲを設計する。 

 

（ＡＥＣの式） 

L = L0 ∙  √
(Pt − Pa) ∙ Rt ∙ Tt

(Pb − Pa) ∙ Rb ∙ Tb
 

L ：格納容器漏えい率 

L0 ：設計漏えい率 

Pt ：格納容器内圧力 

Pa ：格納容器外圧力 

Pb ：格納容器設計圧力 

Rt ：事故時の気体定数 

Rb ：空気の気体定数 

Tt ：格納容器内温度 

Tb ：格納容器設計温度 
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② 水素発生量について 

有効性評価結果を踏まえた条件（大ＬＯＣＡシナリオ）では，事象発生 30

分後に低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を開始し，直ちに炉

心は冷却されるため，発生水素量はＡＦＣ20％相当となるが，さらに過酷な

条件として，ＡＦＣ全量（ＡＦＣ100％相当（全炉心内のジルコニウム量の

約 40％相当））が水素発生の主要因であるジルコニウム－水反応すると仮定

し，ＰＡＲを設計する。 

なお，これらの条件を用いて設定したＰＡＲ設計条件は，重大事故等対策

の有効性評価シナリオのうち，格納容器内での水素燃焼による影響に着目し

た水素燃焼シナリオと比較しても保守的な設定であることを確認している。 

水素燃焼シナリオの評価においては，「実用発電用原子炉に係る炉心損傷

防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」に記

載されている「全炉心内のジルコニウム量の 75％が水と反応」した場合（水

素発生量約1,900kg）とＭＡＡＰコードによる評価結果（水素発生量約200kg）

を比較し，格納容器内の酸素濃度や圧力挙動を踏まえ，水素燃焼の観点から

厳しい評価結果となるＭＡＡＰコードによる評価結果を用いている。 

いずれのケースも格納容器は健全である（200℃，２Pd を超えない）こと

から，格納容器漏えい率は，設計漏えい率を基に，格納容器圧力が２Pd に到

達したと仮定して評価した約 1.3％/日を下回る。 

以上から，水素燃焼シナリオにおける格納容器内の水素発生量は，ＰＡＲ

設計条件である約 1,000kg（ＡＦＣ100％相当の水素発生量であり，全炉心内

のジルコニウム量の約 40％が水と反応した場合の発生量に相当）を上回る約

1,900kg となる場合もあるが，格納容器漏えい率はＰＡＲ設計条件の方が７

倍以上（約 1.3％/日に対して 10％/日）大きくなる。このため，最終的に原

子炉建物原子炉棟内に漏えいする単位時間あたりの水素量は，ＰＡＲ設計条

件の方が多くなる。したがって，ＰＡＲ設計条件は水素燃焼シナリオと比較

しても十分保守的であると判断できる。 
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2.2.1.2 設計仕様 

ＰＡＲの設計方針に基づき設定したＰＡＲの設計仕様を表 2.2.1.2-1 に示す。 

表 2.2.1.2-1 ＰＡＲ設計仕様 

項 目 仕 様 

水素処理容量 約 0.50kg/h/個 

ＰＡＲ設置個数 18 個 

設置箇所 原子炉建物原子炉棟４階 

(1) 水素処理容量について

ＰＡＲの水素処理容量は，以下の基本性能評価式によって表される。

（ＰＡＲの基本性能評価式） 

SF3,600
T

P

100

C
ADR

1.307

H2 







 ・・・・・・・・・（式 2.2.1-1）

DR ：再結合効率（kg/h/個） 

A ：定数

2HC ：ＰＡＲ入口水素濃度(vol％) 

P ：圧力(105Pa) 

T ：温度(K) 

SF ：スケールファクタ 

（式 2.2.1-1）は，メーカによる開発試験を通じて，温度，圧力，水素濃

度等の雰囲気条件をパラメータとした水素処理容量の相関式であり，水素処

理容量は単位時間当たりＰＡＲ内部を通過し，酸素と結合し水蒸気になる水

素の重量を示している。 

スケールファクタは，触媒カートリッジの寸法及び間隔を開発当時と同じ

とすることを前提とし，開発試験時に使用された触媒カートリッジ枚数（88

枚）に対して，実機で使用するＰＡＲの触媒カートリッジ枚数の比として設

定されている。島根原子力発電所２号炉で使用するＰＡＲの触媒カートリッ

ジ枚数は 22 枚であり，スケールファクタは「22/88」となる。スケールファ

クタの妥当性については「2.2.3 ＰＡＲの性能試験について」で示す。

これらに以下の条件を想定し，ＰＡＲの水素処理容量を算出する。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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・水素濃度 CH2

水素ガスの可燃限界濃度４vol％未満に低減するため，４vol％とする。

・圧力 P

重大事故等時の原子炉建物原子炉棟の圧力は格納容器からのガスの漏え

いにより大気圧より僅かに高くなると考えられるが，保守的に大気圧

(101,325 Pa）とする。

・温度 T

保守的に 100℃（373.15 K）とする。

以上により，ＰＡＲ１個あたりの水素処理容量は，約 0.50kg/h/個（水素

濃度４vol％，大気圧，温度 100℃）となる。 

(2) ＰＡＲ設置個数

ＰＡＲの実機設計においては，ＰＡＲの設置環境を踏まえ，（式 2.2.1-1）

に反応阻害物質ファクタ（Fi）を乗じた（式 2.2.1-2）を用いる。 

反応阻害物質ファクタとは，重大事故等時に格納容器内に存在するガス状よ

う素によるＰＡＲの性能低下を考慮したものであり，島根原子力発電所２号炉

の実機設計における水素処理容量は，ＰＡＲの水素処理容量（0.50kg/h/個）

に保守的に 0.5 を乗じ，0.25kg/h/個とする。 

なお，ガス状よう素によるＰＡＲの性能低下については 2.2.3(5)に詳述す

る。 

（実機設計における性能評価式） 

i

307.1

2H FSF600,3
T

P

100

C
ADR 








 ・・・・・・・・・（式 2.2.1-2）

DR ：水素処理容量（kg/h/個） 

A ：定数

CH2 ：ＰＡＲ入口水素濃度（vol％） 

P ：圧力（105Pa） 

T ：温度（K） 

SF ：スケールファクタ（-） 

Fi ：反応阻害物質ファクタ（-） 

これに表 2.2.1.1-1 で設定した水素漏えい条件を踏まえ，必要個数を以下

のとおり算出する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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必要個数 ＝水素発生量×格納容器漏えい率／24(h/日)／設計水素処理容量 

＝1,000(kg)×10(％/日)／24(h/日)／0.25 (kg/h/個) 

＝16.7 個 

 

ＰＡＲの必要個数は 17 個以上となり，余裕を考慮して設置個数を 18 個と

仮設定する。 

 

また，ＰＡＲの設計方針として原子炉建物原子炉棟内の水素濃度が可燃限界

未満になるようにＰＡＲを設置することから，上記で設定したＰＡＲ設置個数

に対して評価を行った。 

① 評価方法 

原子炉建物原子炉棟内に漏えいした水素は，比重の関係により原子炉建物

原子炉棟４階まで上昇し，原子炉建物原子炉棟４階に滞留することが予想さ

れるため，原子炉建物原子炉棟４階に対して評価を実施する。なお，評価に

用いるモデルは，図 2.2.1.2-1 のとおりである。評価対象の空間内は，均一

に混合するものとして質量及びエネルギーバランスにより，水素濃度及び温

度の時間変化を評価する。 

 

図 2.2.1.2-1 評価モデル 

② 評価条件 

・機能が要求される状態 

重大事故等時で炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器破損

を防止するための重大事故等対処設備により，炉心損傷後であっても格納容

器の健全性を維持するための措置を講じている。したがって，格納容器の健

全性が維持されることにより，原子炉建物原子炉棟への気体の漏えい率は，

格納容器設計漏えい率（0.5％／日）に維持されることになる。しかしなが



 

17 

ら，本設備の機能が要求される状態としては，重大事故等時で不測の事態を

考慮し，格納容器設計漏えい率を大きく上回る格納容器漏えい率（10％／日）

の状態で水素が原子炉建物原子炉棟へ漏えいする事象を想定する。 

・水素低減性能に関する評価条件 

ＰＡＲについては，以下の条件で評価する。 

・水素処理容量：0.5kg／h／個 

・個数：18 

本評価に使用するその他の条件を表 2.2.1.2-2 に示す。 

 

表 2.2.1.2-2 評価条件 

分 類 項 目 単 位 条 件 

格納容器条件 
格納容器容積 
想定格納容器漏えい率 

m３ 
％／日 

12,600 
10 

格納容器内雰
囲気条件 

圧力 
温度 
水素濃度 
酸素濃度 
窒素濃度 
水蒸気濃度 

kPa［gage］ 
℃ 

vol％ 
vol％ 
vol％ 
vol％ 

853.179（2Pd） 
200 
17 
0 
16 
67 

建物条件 

空間容積（原子炉建物原子炉棟４階） 
初期温度 
初期圧力（大気圧） 
初期酸素濃度 
初期窒素濃度 
初期水蒸気濃度 

m３ 
℃ 

kPa［gage］ 
vol％ 
vol％ 
vol％ 

41,300 
40 
0 

19.47 
73.24 
7.29 

放熱条件 
外気温 
放熱面積 
熱通過率 

℃ 
m２ 

W／m２／K 

40 
7,000 
5.03 

ＰＡＲ条件 
起動水素濃度 
起動酸素濃度 
反応阻害物質ファクタ 

vol％ 
vol％ 
－ 

1.5 
2.5 
0.5 

 

③ 評価結果 

原子炉建物原子炉棟４階の水素濃度の時間変化を図 2.2.1.2-2 に，原子炉

建物原子炉棟４階の雰囲気温度の時間変化を図 2.2.1.2-3 に，原子炉建物原

子炉棟４階からのガス流出量の時間変化を図 2.2.1.2-4 に示す。 

原子炉建物原子炉棟４階の雰囲気温度は，格納容器からのガスの漏えいに

より上昇するが，外気への放熱とのバランスにより，一時的に約 43℃の一定

値に近づく。原子炉建物原子炉棟４階の水素濃度は，格納容器から漏えいす

る水素により上昇するが，約 12 時間後に 1.5vol％に到達すると，ＰＡＲに

よる水素の再結合処理が開始し，水素の再結合による発熱で雰囲気温度がさ

らに上昇する。原子炉建物原子炉棟４階からのガス流出量は，雰囲気温度の

上昇率に応じて膨張した気体分だけ増加するが，雰囲気温度が一定値に近づ

くにつれて，格納容器からのガスの漏えい量である約 0.06kg/s に近づく結
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果となる。雰囲気温度は，格納容器からの漏えいエネルギー，水素の再結合

による発熱及び外気への放熱量のバランスにより，一定値に近づく傾向がみ

られる（168 時間後において，約 57℃）。一方，雰囲気の水素濃度は，格納

容器からの水素の漏えい量，水素の再結合処理量及び原子炉建物原子炉棟４

階からの水素の流出量のバランスにより，最大値 2.8vol％となった後，減少

に転じる結果となっている。 

以上より，ＰＡＲ18 個の設置により，本評価条件において，原子炉建物原

子炉棟４階の水素濃度を可燃限界である 4vol％未満に低減でき，原子炉建物

原子炉棟の水素爆発を防止することができる。 

 

 

図 2.2.1.2-2 原子炉建物原子炉棟４階の水素濃度の時間変化 

 

図 2.2.1.2-3 原子炉建物原子炉棟４階の雰囲気温度の時間変化 
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図 2.2.1.2-4 原子炉建物原子炉棟４階からのガス流出量の時間変化 

 

(3) ＰＡＲ設置箇所 

  炉心の著しい損傷が発生し，格納容器内に水素が蓄積した状態では，格納容

器のフランジ部等を通じて水素が原子炉建物原子炉棟内に漏えいする可能性

がある。原子炉建物原子炉棟内に漏えいした水素は，比重の関係で原子炉建物

原子炉棟４階まで上昇し，原子炉建物原子炉棟４階に滞留することが予想され

る。 

ＰＡＲは，水素が最も蓄積されると想定される原子炉建物原子炉棟４階に設

置する。ＰＡＲ設置箇所の考え方の詳細は参考資料６に示す。 

設置箇所の平面図を図 2.2.1.2-5，断面図を図 2.2.1.2-6 に示す。 

なお，ＰＡＲの動作状況を監視することができるようＰＡＲに温度計を設置

する（添付 11）。 

 

【考慮事項】 

・耐震性確保のため，支持構造物に十分な強度をもって固定できる箇所に設置

する。 

・十分に性能を発揮できるよう，ＰＡＲの給排気に十分な空間が確保できる 

箇所に設置する。 

・結合反応時に発生する熱の影響により，ＰＡＲの周囲に安全機能を損なう 

設備がないことを確認する。 

・定期検査等において，通行や点検作業の支障とならない箇所に設置する。 
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(4) 設置箇所・個数の決定 

設置個数は(3)設置箇所の方針に基づき，2.2.2 の原子炉建物原子炉棟の水

素濃度解析により，ＰＡＲの設置位置を模擬し，原子炉建物原子炉棟の水素

濃度が可燃限界未満となること，水素濃度に偏りがないことを確認し 18 個と

する。 

図 2.2.1.1-1 に示す「③ＰＡＲ必要個数の算出及び④設置場所の選定」は，

「2.2.1.2(2) ＰＡＲ設置個数」に示すとおり，原子炉建物原子炉棟４階が可

燃限界未満になるＰＡＲ必要個数を決定し，「2.2.1.2(3)ＰＡＲ設置箇所」に

示すとおり，ＰＡＲによる気流の撹拌効果及び施工性を踏まえて配置を決定

する。しかしながら，この時点では原子炉建物原子炉棟４階を 1 点のモデル

とした簡易評価結果による設置個数及び配置の決定であるため，仮決定の位

置付けとなる。この仮決定結果をインプット条件とし，流動解析により「空

間水素濃度に偏りはないか」及び「空間水素濃度は可燃限界未満を維持でき

るか」を確認し，「③ＰＡＲ必要個数の算出及び④設置場所の選定」の仮決定

結果が妥当であるかを示し，最終決定する設計フローとする。設置位置の妥

当性については，「2.2.2 原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析」でＰＡＲの設

置位置をモデル化した解析に示す。 

これらの検討の結果，ＰＡＲは，図 2.2.1.2-5 及び図 2.2.1.2-6 に示すと

おりに設置する。 
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図 2.2.1.2-5 設置箇所 平面図 

図 2.2.1.2-6 設置箇所 断面図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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浜岡原子力発電所４/５号機で発生したＯＧ系トラブルについて 

浜岡原子力発電所４号機及び５号機で気体廃棄物処理系（以下「ＯＧ系」とい

う。）の水素濃度が上昇する事象が発生したが，推定原因として，製造段階での触

媒担体（アルミナ）のベーマイト化及びシロキサンの存在が挙げられており，２

つの要因が重畳した結果，ＯＧ系の排ガス再結合器触媒の性能低下に至ったもの

と報告されている。これに対し，ＰＡＲの触媒は，製造段階でアルミナのベーマ

イト化が大きく進行する可能性が無いことを確認した。このことから，浜岡原子

力発電所４号機，５号機ＯＧ系排ガス再結合器で発生したような，触媒の水素処

理性能が大きく低下するような事象が発生することは無いと考えられる。 

以下に，浜岡原子力発電所で起きた事象概要，推定原因，ＰＡＲ触媒への対応

の必要性について示す。 

1. 浜岡原子力発電所ＯＧ系水素濃度上昇事象の概要

(1) 浜岡原子力発電所５号機の事象（平成 20 年 11 月５日発生）

調整運転開始後にＯＧ系で系統内の水素濃度が上昇する事象が確認され，

同系統内の希ガスホールドアップ塔Ａ塔にて温度上昇が確認されたため，原

子炉を手動停止した。本事象の原因調査と対策検討を実施し，調整運転を再

開し，出力を一定保持していたところ，ＯＧ系で水素濃度の上昇を示す警報

（設定値２vol％）が点灯し，その後も水素濃度が上昇傾向を示したことから，

原子炉を手動停止した。 

(2) 浜岡原子力発電所４号機の事象（平成 21 年５月５日発生）

調整運転開始後，出力を一定保持していたところ，ＯＧ系で系統内の水素

濃度の上昇を示す警報（設定値２vol％）が点灯し，水素濃度が可燃限界（４

vol％）を超えたため，原子炉を手動停止した。 

2. 浜岡原子力発電所ＯＧ系水素濃度上昇事象の推定原因

水素濃度上昇の原因となる排ガス再結合器触媒の性能低下に関して，以下の二

つの要因が確認された。 

(1) 触媒の特性に起因する性能低下

排ガス再結合器触媒の概略製造工程を図１※に示す。平成８年以降，触媒の

製造工程において脱塩処理のために行う温水洗浄の時間を長くしたことによ

り，触媒のアルミナ（酸化アルミニウム：Al2O3）基材の結晶形態に変化が生

じ，ベーマイト（水和アルミニウム酸化物：AlO（OH）又は Al2O3・H2O）とな

る割合が多くなっているという特性が認められた。また，ベーマイトが多い

触媒は，プラントの運転に伴い，アルミナ表面に添着された白金の活性表面

積が減少することを確認した（図２※）。 
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図１ 触媒の製造工程（概要） 

 

 
図２ ベーマイトが多い触媒における白金の活性表面積の減少（イメージ図） 

 

 

(2) 触媒性能阻害物質による性能低下 

実機から取り出した触媒の成分を分析した結果，触媒の性能を低下させる

シロキサン（有機ケイ素化合物）が触媒の表面に存在していることが認めら

れた。シロキサンの使用状況を調査した結果，４号機においては平成 18 年以

降に，５号機では平成 19 年以降に低圧タービン等で使い始めた液状パッキン

に含まれており，シロキサンが液状パッキンから揮発することで排ガス再結

合器に流入する可能性があることが確認された。 

また，液状パッキンを用いた再結合器の模擬試験から，温水洗浄時間の長

い触媒ほどシロキサンによる触媒の性能低下の影響が大きいことや，触媒の

温度が上昇するとシロキサン重合物が酸化し，膜が切れ，白金の活性表面積

が増加するため，触媒の性能が回復することも確認された（図３※）。 
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図３ シロキサンによる触媒表面の変化状況（イメージ） 

※図１～３は参考文献１より引用 

 

3. ＰＡＲ触媒への対応の必要性について 

浜岡原子力発電所４号機，５号機ＯＧ系排ガス再結合器の触媒の水素処理性能

が大きく低下した事象は，アルミナのベーマイト化及びシロキサンの存在という

２つの原因が重畳した結果発生した。このことから，２つの原因のうちどちらか

１つの原因が該当しなければ，同様の事象は起きないと考えられ，以下の確認結

果から，浜岡原子力発電所４号機，５号機ＯＧ系排ガス再結合器で発生したよう

な，触媒の水素処理性能が大きく低下するような事象が発生することは無いと考

えられる。 

 

(1) 触媒の比較 

浜岡原子力発電所４号機，５号機で使用されているＯＧ系排ガス再結合器の

触媒とＰＡＲの触媒の比較を表１に示す。触媒の種類は，セラミック触媒と金

属触媒で異なっており，触媒貴金属も異なる。ＯＧ系排ガス再結合器で使用さ

れている触媒は，ニッケルクロム合金を基材としてその上にアルミナを添着さ

せた板状の担体を用いているのに対し，ＰＡＲの触媒は，球状アルミナを担体

として使用しており，形状も異なる。ただし，触媒の担体であるアルミナにつ

いては，両者ともにγアルミナを使用している。 

 

表１ ＰＡＲとＯＧ系ガス再結合器触媒の比較 

項目 ＰＡＲ ＯＧ系排ガス再結合器 

種類 セラミック触媒 金属触媒 

触媒貴金属 パラジウム 白金 

担体 γアルミナ γアルミナ（ベーマイト含む） 

製造時の温水洗浄の有無 無し 有り 
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(2) 触媒の製造プロセスの比較

浜岡原子力発電所ＯＧ系の水素濃度上昇事象に対する原因調査において，触

媒の特性に起因する性能低下として，以下の知見（アルミナのベーマイト化）

が得られている。 

・ベーマイトを多く含む触媒については，使用履歴や触媒毒であるシロキサ

ンの影響により，触媒性能が低下しやすい

・ベーマイトが多く含まれた要因は，触媒の製造プロセスにおいて，温水洗

浄の時間を長くしていた

浜岡原子力発電所ＯＧ系排ガス再結合器の触媒とＰＡＲの触媒の製造プロ

セスの比較を表２に示す。ＯＧ系排ガス再結合器の触媒は，製造プロセスにお

いて，応力腐食割れ対策として脱塩素処理のため温水洗浄

を施しており，この温水洗浄の時間を長くしたために，ベーマ

イトに変化する量が増えたと推定されている。通常の触媒では，応力腐食割れ

対策を考慮する必要がないことから温水洗浄の工程は必要なく，ＰＡＲの触媒

に関しても，温水洗浄の工程は無い。 

このため，製造段階において，ＰＡＲの触媒担体（アルミナ）のベーマイト

化が大きく進行する可能性は無い。 

表２ 触媒の製造プロセスの比較 

触媒 製造プロセス 

ＯＧ系 

排ガス 

再結合器 

ＰＡＲ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(3) 触媒の成分分析 

上記(2)に記載した理由から，ＰＡＲの触媒について，アルミナのベーマイ

ト化が大きく進行する可能性は無いが，過去に，ＮＩＳ社製ＰＡＲの触媒に

対してＸ線回折（ＸＲＤ）分析，熱重量分析を実施し，成分分析により触媒

中のベーマイトの有無について確認を行っている。成分分析の結果，ＰＡＲ

の触媒に有意なベーマイト成分は含まれておらず，アルミナのベーマイト化

は進行していなかった。 

 

(4) シロキサンの影響について 

浜岡原子力発電所４号機，５号機ＯＧ系排ガス再結合器の触媒の水素処理性

能が大きく低下した事象の原因の一つとして，有機シリコン系シール材に含ま

れるシロキサン（有機ケイ素化合物）の存在が報告されている。成分分析の結

果より，ＰＡＲの触媒については，ベーマイトが検出されなかったため，アル

ミナのベーマイト化及びシロキサンの存在という２つの原因が重畳せず，同様

の事象が発生することは無いと考えられる。また，過去にシロキサンの触媒性

能への影響についても試験を行っており，密閉空間内でＰＡＲ触媒をシロキサ

ン試薬に曝露し，曝露後の再結合反応による温度上昇時間を確認することによ

り，水素処理性能への影響を確認している。試験の結果，シロキサン曝露有無

による水素処理性能に有意な差はなかった。このことからＰＡＲ触媒はシロキ

サンによる被毒の影響を受けないことが確認されている。 
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ＰＡＲの最高使用温度について 

 

1. はじめに 

ＰＡＲの最高使用温度は 300℃に設定している。以下に，その考え方について

示す。 

 

2. 最高使用温度の考え方 

最高使用温度は，設置許可基準規則において次のように定義されている。 

 

設置許可基準規則第二条第２項第三十九号 

「最高使用温度」とは、対象とする機器、支持構造物又は炉心支持構造物がそ

の主たる機能を果たすべき運転状態において生ずる最高の温度以上の温度であ

って、設計上定めるものをいう。 

 

設置許可基準規則第 53 条（原子炉建屋等の水素爆発防止対策）の基準適合の

ための設計方針として，原子炉建物原子炉棟４階にＰＡＲを設置する。当社とし

ては，原子炉建物原子炉棟の水素爆発を防止するために，原子炉建物原子炉棟４

階の水素濃度を可燃限界未満に抑えることを設計方針としており，水素濃度を４

vol％以下に抑制することが，ＰＡＲの主たる機能である。 

よって，ＰＡＲは，水素濃度によって温度が異なることが判っているため，主

たる機能を果たすべき運転状態の最大水素濃度４vol％における温度を最高使用

温度と定義する。 

 

3. 最高使用温度 300℃の設定理由 

ＰＡＲの設置位置は原子炉建物原子炉棟４階で水素再結合反応により発熱す

るため，雰囲気水素濃度の上昇により温度も上昇する。ＰＡＲの設置目的は原子

炉建物原子炉棟の水素爆発防止であるため，水素ガスの可燃限界濃度である４

vol％時におけるＰＡＲの温度 300℃を最高使用温度とする。 

最高使用温度 300℃の設定については，Sandia National Laboratory で行われ

た試験（ＳＮＬ試験）及び，OECD/NEA の THAI Project で行われた試験（ＴＨＡ

Ｉ試験）を参照している。 
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3.1 ＳＮＬ試験 

(1) 試験概要

ＮＩＳ社製ＰＡＲ（ＰＡＲ－22）を用いたＳＮＬ試験の試験装置概要を図１，

試験に用いたＰＡＲを図２に示す。 

図１ ＳＮＬ試験 試験装置概要 

図２ ＳＮＬ試験 試験用ＰＡＲ概要 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 試験結果と最高使用温度 300℃の妥当性

試験結果を図３に示す。本試験は試験装置の水素濃度とＰＡＲ出入口の温度

差ΔＴの関係を示している。この結果を参照すると，水素濃度４vol％のとき

のＰＡＲ出入口の温度差は 174℃となる。ここで周囲温度を重大事故時の原子

炉建物原子炉棟４階の環境を踏まえ，保守的に 100℃とすれば排ガスの温度は

274℃となり，最高使用温度の 300℃を下回る結果となる。 

図３ ＳＮＬで行われた試験結果（ＰＡＲ温度と水素濃度の関係） 

3.2 ＴＨＡＩ試験 

(1) 試験概要

ＴＨＡＩ試験は OECD/NEA の THAI Project にて，各メーカのＰＡＲの性能の

確認のため実施された試験である。試験装置及び試験体の概要を図４に示す。 

図４ 試験装置及び試験体の概要 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 試験結果と最高使用温度 300℃の妥当性

試験体の温度測定点を図５に示す。

図５ 試験体の温度計測点 

図５に示すとおり，ＴＨＡＩ試験ではＰＡＲ各部の温度を測定しており，

ＰＡＲの最高使用温度を設定するうえでは，ＰＡＲ内部を通過するガス温度

のうち，触媒の反応熱が加味される触媒通過後の排気温度を考慮する。 

試験では，注入口から水素を供給して試験装置内の水素濃度を上昇させた

後，水素供給を停止して試験装置内の水素濃度を低下させ，ＰＡＲ各部の温

度の時間変化を確認している。図６はＰＡＲ入口水素濃度と各部温度の時間

変化を示したもので，図７は各部の温度履歴をＰＡＲ入口水素濃度に対して

図示したものである。 

試験開始から 115～130 分の水素濃度が一定の時は，発熱量は変わらず温度

は変化しない。水素濃度上昇時は反応熱が増加するが，各部の熱容量等の影

響により温度上昇は遅れる。また，水素濃度低下時は反応熱が低下するが，

各部の放熱速度等の影響により温度低下は遅れる傾向にある。 

図６及び図７より，ガス温度の中でも高い温度で推移している測定点

でも，水素濃度４vol％の温度は水素濃度低下時においても 300℃

を下回っていることが分かる。 

したがって，島根原子力発電所２号炉に設置するＰＡＲの最高使用温度を

300℃とすることは妥当と考えられる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図６ ＰＡＲ温度及び入口水素濃度の時間変化 

図７ ＰＡＲ温度及び入口水素濃度の関係 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＰＡＲ製作誤差による処理能力への影響 

ＰＡＲは水素ガスと酸素ガスが触媒効果により再結合して水素処理する装置で

あるため，水素処理性能は，内部を通過する水素量（流量）と触媒自体の性能及

びガス流れと触媒の接触面積によって決まってくる。ＰＡＲの水素処理性能は，

開発段階から様々な試験によって確認されており，現在のＰＡＲの製造メーカで

は開発時から以下に示す製造上の確認項目を原則として変更していない。したが

って，表１に示す仕様や製造方法が共通である開発段階からの様々な試験結果が

利用可能であり，様々な試験結果を踏まえて決定された性能評価式に基づく水素

処理性能は確保できると考える。 

表１ ＰＡＲ製造上の確認項目 

性能因子 確認項目 確認方法 

触媒性能 
触媒製造時の品質管理 

触媒の劣化 

・封入される触媒の粒径，触媒表面積

の確認，材料成分の確認

・検査装置による水素処理機能検査

触媒の 

接触面積 

触媒カートリッジの寸法，

配置 

・カートリッジ寸法，配置が設計どお

りであることを確認

触媒に接触する実効的な

流路長さ 

・外観上，触媒粒がカートリッジ満杯

であることを確認

・封入される触媒重量の確認

内部を通過す

るガス流量 
ハウジング形状

・ハウジング形状が設計どおりである

ことを確認

※：ＰＡＲの開発時から，触媒カートリッジの間隔は変更していない。 

表１で示すカートリッジ寸法，配置及びハウジング形状については，設計図で

指定された製作誤差範囲であることを確認することにより担保する。触媒単体及

び触媒に接触する実効的な流路長さについては以下の品質管理を行うことで性能

を担保する。 

表２ ＰＡＲ製造上の管理値 

対象 項目 管理値 

１ 触媒単体 触媒直径 

触媒表面積 

材料確認 

２ 触媒カートリッジ 外観 

総触媒重量（１枚） 

触媒の反応性 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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よって，上記に示す品質管理を行うことで，製造誤差を考慮しても，ＰＡＲ設

計仕様の性能に影響を与えないことを確認する。 

 

触媒については、製造メーカが表２で示す品質管理を行い,これを事業者が記録

確認することにより性能を担保している。品質管理については，設計上必要な触

媒量が適切に充填されていることを触媒単体の直径，表面積，材料成分で確認す

るとともに，触媒カートリッジ１枚の総触媒重量を確認することで管理を行う。 

 

また，触媒量が適切に充填されていることが確認できても，その触媒の製作環

境，保管環境により，触媒の酸化（パラジウムの酸化）による機能低下，触媒被

毒による機能低下等で触媒の活性が損なわれる可能性があるため，触媒活性を確

認するために触媒カートリッジを抜き取りで,触媒製造１ロット分につき１枚を，

専用試験装置にかけて水素ガスと酸素ガスの再結合反応をさせたときの温度上昇

を確認し，触媒活性を確認する品質管理を行う。専用試験装置は添付４の図１及

び図２で示すとおりであり，触媒カートリッジに水素ガス（3.0vol％）を流し，

実際に再結合反応をさせたときの温度が「20 分で 10℃上昇すること」又は「30 分

で 20℃上昇すること」を判定基準として触媒活性の有無を確認できる試験であり，

仮に触媒活性が著しく低下している場合は 2H2+O2→2H2O の発熱反応が生じない，あ

るいは発熱反応が低下するため判定基準を満足できない結果となる。よって,本試

験を工場製作の最終段階で実施することにより，触媒活性の健全性を確認するこ

とができる。 

 

そして，工場出荷後に事業者として触媒活性の健全性を確認するために，ＰＡ

Ｒ使用開始前に触媒活性の確認を，添付４の図１，図２に示す専用試験装置にて

抜き取りで実施する。触媒カートリッジを検査装置内にセット後，水素ガス

（1.3vol％）を含む試験ガスを供給し，再結合反応による温度上昇率（ＮＩＳ社

による推奨判定値：10℃/20 分もしくは 20℃/30 分)を計測することで，性能低下

の有無を確認する。なお，工場における性能試験については国外で実施されるた

め水素濃度 3.0vol％にて試験を行うが，ＰＡＲ使用開始前の触媒活性確認は国内

で行うため，国内の一般的な水素ボンベ（水素濃度 1.3vol％）を用いて試験を行

う。国外の工場試験よりも水素濃度が低い条件であり，水素処理能力が低い（触

媒温度上昇が低い）状態で試験を行うことになるが，判定基準は保守的に水素濃

度 3.0vol％時と同じ判定値を用い性能管理を行う。 

 

また，使用開始後について，ＰＡＲを設置する原子炉建物原子炉棟４階内の雰

囲気は空気であり，触媒を化学変化させるような強い酸化剤や酸，塩のようなそ

の他の化学的薬剤もなく，温度は室温であり，ＰＡＲに機械的荷重をかけること
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もないので，雰囲気環境は触媒にとって良好であり，雰囲気環境による触媒活性

の低下は無いものと考えている。しかしながら，事業者として触媒活性の低下が

ないことを確認するために，定期的に添付４の図１，図２に示す専用試験装置に

より抜き取りで触媒活性の健全性を確認する運用とする。測定方法はＰＡＲ使用

開始前の試験と同様に，触媒カートリッジを検査装置内にセット後，水素ガス

（1.3vol％)を含む試験ガスを供給し，再結合反応による温度上昇率(ＮＩＳ社に

よる推奨判定値：10℃/20 分もしくは 20℃/30 分)を計測することで，性能低下の

有無を確認する。 

※触媒性能確認時の抜き取り枚数に対する考え方について

触媒カートリッジは，触媒粒の製造とカートリッジへの充填という工程にて製

造されており，工場における触媒性能試験は,触媒粒 1ロット分につき 1枚のカー

トリッジを抜き取り性能確認することで品質確認可能である。根拠は以下に示す

とおりである。触媒粒は 

 工程で製造され，触媒粒が均一的に製造

されることを触媒製造メーカで保証していることから，触媒製造メーカによる検

査，証明書で品質確認された触媒粒は，同じロットで製造されたものについて大

きな性能のバラつきがないと考えられる。そして，触媒カートリッジを製造する

際は，同じロットで製造された触媒粒のみを用いてカートリッジに充填していく

ことから，同一ロットの触媒で製造された触媒カートリッジ性能は同様であると

考えられる。そのため，触媒性能試験は製造時の触媒１ロット分毎につき１枚の

触媒カートリッジを抜き取り確認することで十分である。 

なお，ＰＡＲ使用開始前の試験及び使用開始後の試験の抜き取り数については,

検査要領を定める際に適切に設定する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＰＡＲの検査・点検について 

 

設置段階及び供用開始以降，以下に示す項目を確認することによりＰＡＲ性能

の維持管理を行うことが可能である。 

 

1. ＰＡＲの性能確保に必要な確認項目 

ＰＡＲの水素処理性能は，内部を通過するガス流量と触媒自体の性能，及びガ

ス流れと触媒の接触面積によって決まってくるため，これらに影響を与える各パ

ラメータについて，検査・点検時に確認することでＰＡＲ性能を維持管理できる

と考える。表１にＰＡＲの性能確保に必要となる確認項目と確認方法を示す。 

 

表１ ＰＡＲの性能確保に必要となる確認項目 

性能因子 確認項目 確認方法 

触媒性能 
触媒製造時の品質管理 

触媒の劣化 

・封入される触媒の粒径，触媒表面積

の確認，材料成分の確認 

・検査装置による水素処理機能検査 

触媒の 

接触面積 

触媒カートリッジの寸法，

配置 

・カートリッジ寸法，配置が設計どお

りであることを確認 

触媒に接触する実効的な

流路長さ 

・外観上，触媒粒がカートリッジ満杯

であることを確認 

・封入される触媒重量の確認 

内部を通過す

るガス流量 
ハウジング形状 

・ハウジング形状が設計どおりである

ことを確認 

 

2. 水素処理機能検査 

水素処理機能検査用の検査装置の外観を図１，系統概略図を図２に示す。触媒

カートリッジを検査装置内にセット後，水素ガスを含む試験ガスを流量 1,500ℓ/h

で供給し，再結合反応による温度上昇率（ＮＩＳ社による推奨判定値：10℃/20

分もしくは 20℃/30 分）を計測することで，性能低下の有無を確認する。この判

定値は，ＰＡＲ製造メーカの既往の試験，経験を踏まえて，触媒に要求される活

性を有すると判断できる基準として設定したものである。このように触媒活性を

有することを確認し，併せてハウジング形状が設計どおりであることを確認する

ことで，設計で定める水素処理容量が確保できることが確認可能である。 
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図１ 検査装置外観 

図２ 検査装置系統概略図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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水素処理容量に関する説明について 

主要仕様である水素処理容量約 0.50kg/h/個（水素濃度４vo1％，温度 100℃，

大気圧）は，ＰＡＲ設置環境が大気圧で温度 100℃の条件において，ＰＡＲ入口水

素濃度が４vol％の際に，ＰＡＲにより水素処理できる能力を示している。よって，

その条件におけるＰＡＲ入口水素濃度と出口水素濃度の差から，ＰＡＲ１個あた

り約 0.50kg/h で水素処理できる能力があることを示している。 

この値は，ＮＩＳ社製ＰＡＲの性能評価式（式１）に水素濃度４vol％，大気圧，

温度100℃及びスケールファクタ22/88を入力した際に得られる水素処理容量であ

る。ＰＡＲの性能評価式で示すとおり，水素処理容量は水素濃度，圧力，温度に

より変動するため，主要仕様として記載する容量は，表１に示す理由で設定した

環境条件における水素処理容量を定格値として定めている。 

SF3,600
T

P

100

C
ADR

1.307

H2 







 ・・・・・・・・・・・・（式１） 

DR ：再結合効率（kg/h/個） 

A ：定数

2HC ：ＰＡＲ入口水素濃度(vol％) 

P ：圧力(105Pa) 

T ：温度(K) 

SF ：スケールファクタ 

表１ 容量算出の条件設定理由 

項目 設定値 設定理由 

水素濃度 CH2 ４vol％ 
水素の可燃限界濃度４vol％未満に低減する

ため４vol％とする 

圧力 P 
大気圧 

（101,325Pa） 

重大事故時の原子炉建物原子炉棟の圧力は，

原子炉格納容器からのガスの漏えいにより

大気圧より僅かに高くなると考えられるが，

保守的に大気圧（101,325Pa）とする。 

温度 T 
100℃ 

（373.15K） 

重大事故時の原子炉建物原子炉棟環境を踏

まえ，保守的に 100℃（373.15K）とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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なお，式１で示すＰＡＲの性能評価式は，ＥＰＲＩ（Electric Power Research 

Institute）とＥＤＦ（Electricite de France）により，Cadrache 研究所のＫＡ

ＬＩ/H2 施設で行われたＫＡＬＩ試験で妥当性が確認されているものである。ＫＡ

ＬＩ試験の試験装置概要を図１に示しているが，ＰＡＲ入口水素濃度とＰＡＲ出

口水素濃度を測定しており，その水素濃度差から水素処理容量（kg/h/個）を試験

データとして得ている。これら試験データをもとに，式１で示すＰＡＲの性能評

価式の妥当性が確認されている。 

図１ ＫＡＬＩ試験の計測位置 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＰＡＲ周辺機器に対する悪影響防止について 

 

ＰＡＲは水素処理が始まると触媒温度が上昇するため，ＰＡＲの温度上昇が周

辺機器に影響を与えないためのＰＡＲ設置方針を検討した。ＰＡＲの温度上昇が

周辺機器に影響を与える評価項目としては「①ＰＡＲハウジングからの熱輻射に

よる熱影響評価」と「②ＰＡＲ排気ガスによる熱影響評価」があり，それらの検

討結果を以下に示す。 

 

① ＰＡＲハウジングからの熱輻射による熱影響評価 

ＰＡＲハウジングが最高使用温度である 300℃の状況で，ハウジングからの

熱輻射による温度と距離の関係を評価した結果を図１に示す。 

 

温度は，原子炉建物原子炉棟４階の対流熱伝達率により結果が異なる。対流

熱伝達率 h は，ユルゲスの式より気流速度 v≦５m/s の場合には h=5.6+4.0v で

示される。原子炉建物原子炉棟４階の気流速度は，ＰＡＲが起動するＰＡＲ設

計条件（漏えい率：10％/日）のケースにおける最大流速（約 0.35m/s）を踏ま

えて，v=0～1.5m/s と仮定しユルゲスの式に代入すると，h=5.6～ll.6W/m2K と

なる。したがって対流熱伝達率は 5.6W/m2K 及び 11.6W/m2K の２ケースで評価を

行った。 

評価の結果から，いずれの対流熱伝達率においてもＰＡＲより１m 離すこと

で熱影響は 100℃以下となる。 

 

 

図１ ＰＡＲ輻射熱による温度影響と距離の関係について 
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② ＰＡＲ排気ガスによる熱影響評価 

ＰＡＲの上方の排気口からは水素処理を行った高温の出口ガスが排気される

が，ＰＡＲハウジング上部にはフードが設置されており，出口ガスの流れ方向

を変えていることから，ＰＡＲ上方に位置する構築物に直接排気の影響を与え

ることはないため，排気口から数メートル離れれば排気による熱影響は十分に

小さくなると考えられる。 

 

上記①，②の結果から，ＰＡＲ配置検討にあたっては以下を考慮することと

している。 

 

＜ＰＡＲ周辺機器への熱影響防止の方針＞ 

・ＰＡＲ周辺（排気口方面を除く）に，熱影響により安全機能を損なう設備がな

いことを熱影響評価結果を踏まえて確認する。 

・ＰＡＲ排気口方面には，高温ガスが流れることから，付近に安全機能を損なう

設備がないことを確認する。 

 

以上の方針から，原子炉建物原子炉棟４階に設置する重大事故等対処設備につ

いてはＰＡＲによる熱的な悪影響がないことを確認する方針としている。水素濃

度監視設備については，原子炉建物原子炉棟４階の上部壁面に設置しており，Ｐ

ＡＲ設置位置から 10ｍ以上離れているため，ＰＡＲの温度上昇による水素濃度監

視機能への影響はない。 

 

 



 

41 

2.2.2 原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析 

ＰＡＲの効果について，水素濃度解析を実施し，ＰＡＲ設計条件における原子

炉建物原子炉棟の水素濃度が可燃限界未満となることを確認する。 

また，有効性評価結果を踏まえた条件における原子炉建物原子炉棟の水素濃度

の挙動についても併せて確認する。 

 

(1) 解析コード 

汎用熱流動解析コードＧＯＴＨＩＣ（Ver.8.1）を使用する。 

 

(2) 想定漏えい箇所 

各解析における想定漏えい箇所を表 2.2.2-1 及び図 2.2.2-1 に示す。ＰＡＲ

の設計条件では格納容器バウンダリ構成部ハッチ類シール部８箇所のうち口

径及び許容開口量に対する裕度から漏えいポテンシャルが最も大きいと考え

られるドライウェル主フランジから全量漏えいすることを想定する。有効性評

価結果を踏まえた条件では当該８箇所から分散して水素が漏えいすることを

想定する。 

漏えい箇所の選定の考え方については参考１に示す。 

 

表 2.2.2-1 想定漏えい箇所 

フロア 想定漏えい箇所 
設計 
条件 

有効性評価結果を
踏まえた条件 

原子炉建物 
原子炉棟４階 

ドライウェル主フランジ（１箇所） ○ ○ 

原子炉建物 
原子炉棟２階 

逃がし安全弁搬出ハッチ（１箇所）  ○ 

原子炉建物 
原子炉棟１階 

機器搬入口（２箇所）  ○ 

所員用エアロック（１箇所）  ○ 

制御棒駆動機構搬出ハッチ（１箇所）  ○ 

原子炉建物 
原子炉棟 
地下階 

サプレッション・チェンバ 
アクセスハッチ（２箇所） 

 ○ 
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図 2.2.2-1 想定漏えい箇所 

 

(3) 解析モデル 

解析モデルを図 2.2.2-2 に示す。各フロア（地下階～４階）をそれぞれ１ボ

リュームとし，１階～４階については大物搬入口の領域を介して，地下階及び

１階についてはトーラス室上部ハッチの領域を介して連結している。 

ＰＡＲを設置している原子炉建物原子炉棟４階においては，90 個のサブボ

リュームに分割し，設置位置に該当する各サブボリュームにＰＡＲを模擬した

モデルを設定している。（図 2.2.2-3，2.2.2-4） 

大物搬入口及びトーラス室上部ハッチの領域については，各フロアと同様に

１ボリュームとしており，各フロア間の自然対流を模擬するためいくつかのサ

ブボリュームに分割している。 
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図 2.2.2-2 解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.2.2-3 解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.2.2-4 各サブボリュームとＰＡＲモデルの関係 

(4) 水素漏えい量の分配条件

表 2.2.2-2 にフロアにおける漏えい量の分配比率を示す。

設計条件では，格納容器漏えい率 10％/日でドライウェル主フランジから全

量漏えいするとしているため，全量原子炉建物原子炉棟４階に流入する。 

有効性評価結果を踏まえた条件では，格納容器からの漏えい量を各想定漏え

い箇所の周長比に応じて按分し，そのフロアで合計した値をそのフロアの流入

量とする。 

表 2.2.2-2 各フロアの漏えい量の比率 

フロア 想定漏えい箇所 個数 
口径 

[mm] 

周長 

[mm] 

漏えい量の分配比率 

設計 

条件 

有効性評価結果

を踏まえた条件 

原子炉建物 

原子炉棟４階 

ドライウェル 

主フランジ 
1 1 

原子炉建物 

原子炉棟２階 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ 
1 0 

原子炉建物 

原子炉棟１階 

機器搬入口 2 

0 
所員用エアロック 1 

制御棒駆動機構 

搬出ハッチ 
1 

原子炉建物 

原子炉棟 

地下階 

サプレッション・

チェンバ

アクセスハッチ

2 0 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(5) 格納容器漏えい条件 

格納容器から原子炉建物原子炉棟への漏えい条件として，「①設計条件（ベ

ント無し）」，「②設計条件（ベント有り）」，「③有効性評価結果を踏まえた条件

（過圧・過温，残留熱代替除去系を使用しない場合）」（以下，ベントケースと

する。），「④有効性評価結果を踏まえた条件（過圧・過温，残留熱代替除去系

を使用する場合）」（以下，ＲＨＡＲケースとする。）のいずれかを用いる。 

 

① 設計条件（ベント無し） 

格納容器からの漏えい条件を表 2.2.2-3，表 2.2.2-4 に示す。格納容器ベ

ントは想定せず，また，保守的に漏えい率は 10％/日で一定とする。 

 

表 2.2.2-3 格納容器漏えい条件（設計条件，ベント無し） 

圧力(kPa[gage]) 
853 

(2.0Pd) 

温度(℃) 200 

漏えい率(％/日) 10 

 

表 2.2.2-4 ガス組成（設計条件，ベント無し） 

水素濃度(vol％) 17 ※１ 図番号 

窒素濃度(vol％) 16 ※１ 
図 2.2.2-5 

水蒸気濃度(vol％) 67 ※１ 

※１：初期条件を示す。 

 

 

図 2.2.2-5 漏えいガス組成の時間変化（設計条件，ベント無し）  
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② 設計条件（ベント有り） 

格納容器からの漏えい条件を表 2.2.2-5，表 2.2.2-6 に示す。本ケースで

は，「①設計条件（ベント無し）」と同じ条件で格納容器ベントの実施を想定

する。具体的には，格納容器ベント実施タイミングを，原子炉建物原子炉棟

４階の水素濃度が 2.5％に到達した時刻から，格納容器ベントの想定操作時

間である３時間が経過した時点とする。また，格納容器ベント実施後の条件

については，「③ベントケース」に記載しているベント実施後の条件を設定

する。 

 

表 2.2.2-5 格納容器漏えい条件（設計条件，ベント有り） 

事故後経過時間(hr) 0～38 38～168 

圧力(kPa[gage]) 
853 

(2.0Pd) 
85.3 (0.2Pd) 

温度(℃) 200 171 

漏えい率(％/日) 10.0 0.5 

 

表 2.2.2-6 ガス組成（設計条件，ベント有り） 

事故後経過時間(hr) 0～38 38～168 図番号 

水素濃度(vol％) 17 ※１ 0 

図 2.2.2-6 窒素濃度(vol％) 16 ※１ 0 

水蒸気濃度(vol％) 67 ※１ 100 

※１：初期条件を示す。 

 

 

図 2.2.2-6 漏えいガス組成の時間変化（設計条件，ベント有り）  
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③ ベントケース 

格納容器からの漏えい条件を表 2.2.2-7 から表 2.2.2-9 に示す。漏えいす

るガスの圧力，温度，ガス組成（水蒸気分率，水素分率，窒素分率）は，格

納容器破壊防止対策の有効性評価のＭＡＡＰ解析結果である図2.2.2-7から

図 2.2.2-10 より決定している。 

圧力は，事故発生後から解析上の格納容器ベント想定時刻である 96 時間

まではＭＡＡＰ解析結果を包絡するよう条件を設定する。具体的には，事故

発生後から 15 時間までは最高使用圧力（427kPa[gage]），15 時間から 96 時

間までは，格納容器限界圧力（853kPa[gage]），96 時間以降は最高使用圧力

×0.2（85.3kPa[gage]）を想定する。 

温度は，解析上の格納容器ベント想定時刻までは，格納容器限界温度

（200℃），それ以降は格納容器最高使用温度（171℃）を想定する。 

ガス組成については，事故発生後から 96 時間まではＭＡＡＰ解析結果の

水素ガス濃度を包絡するように条件を設定する。また，漏えい量を多く見積

もる観点から，水素以外の組成を水蒸気として取り扱う。96 時間以降は，格

納容器内はすべて水蒸気と仮定し，水蒸気のみ漏えいが継続するものとする。 

格納容器漏えい率について，事故後 96 時間までの間は上記の圧力，温度，

ガス組成を用いてＡＥＣの式より算出した値に対して保守的に切り上げし

た値を設定する。96 時間以降は水蒸気のみの漏えいとなるため，ＡＥＣの式

より算出した値とする。 

 

表 2.2.2-7 格納容器漏えい条件（ベントケース） 

事故後経過時間(hr) 0～15 15～96 96～168 図番号 

圧力(kPa[gage]) 
427 

(1.0Pd) 

853 

(2.0Pd) 
85.3 (0.2Pd) 図 2.2.2-7 

温度(℃) 200 171 図 2.2.2-8 

漏えい率(％/日) 0.5 1.3 0.5 － 

 

表 2.2.2-8 D/W 内ガス条件（ベントケース） 

事故後経過時間(hr) 0～2 2～40 40～96 96～168 図番号 

水素濃度(vol％) 10 4 8 0 

図 2.2.2-9 窒素濃度(vol％) 0 0 0 0 

水蒸気濃度(vol％) 90 96 92 100 

 

表 2.2.2-9 S/C 内ガス条件（ベントケース） 

事故後経過時間(hr) 0～48 48～96 96～168 図番号 

水素濃度(vol％) 17 8 0 

図 2.2.2-10 窒素濃度(vol％) 0 0 0 

水蒸気濃度(vol％) 83 92 100 
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図 2.2.2-7 格納容器圧力条件（ベントケース） 

 

 

 

 

図 2.2.2-8 格納容器温度条件（ベントケース） 
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図 2.2.2-9 D/W 内ガス条件（ベントケース） 

 

 

 

 

図 2.2.2-10 S/C 内ガス条件（ベントケース） 
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④ ＲＨＡＲケース 

格納容器からの漏えい条件を表 2.2.2-10 から表 2.2.2-12 に示す。漏えい

するガスの圧力，温度，ガス組成（水蒸気分率，水素分率，窒素分率）は，

格納容器破壊防止対策の有効性評価シナリオに対して残留熱代替除去系を

使用した除熱を考慮した場合のＭＡＡＰ解析結果である図 2.2.2-11 から図

2.2.2-14 より決定している。 

圧力は，ＭＡＡＰ解析結果を包絡するよう条件を設定する。具体的には，

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによる圧力低下が想定される時刻で

ある事故後 15 時間までは 384.3kPa[gage]，15 時間以降は 341.6kPa[gage]

を想定する。 

温度は，ＭＡＡＰ解析結果を包絡するよう条件を設定する。具体的には，

事故発生後から 15 時間までは格納容器限界温度（200℃），それ以降は残留

熱代替除去系の格納容器スプレイによる温度低下を考慮し 150℃を想定する。 

ガス組成については，ＭＡＡＰ解析結果の水素ガス濃度を包絡するように

条件を設定する。また，漏えい量を多く見積もる観点から，水素以外の組成

を水蒸気として取り扱う。 

格納容器漏えい率については，上記の圧力，温度，ガス組成を用いてＡＥ

Ｃの式より算出した値に対して保守的に切り上げした値としている。 

 

表 2.2.2-10 格納容器漏えい条件（ＲＨＡＲケース） 

事故後経過時間(hr) 0～1 1～15 15～24 24～168 図番号 

圧力(kPa[gage]) 
384.3 

(0.9Pd) 

341.6 

(0.8Pd) 
図 2.2.2-11 

温度(℃) 200 150 図 2.2.2-12 

D/W 漏えい率(％/日) 0.85 0.82 0.73 
－ 

W/W 漏えい率(％/日) 0.87 0.78 0.76 

 

表 2.2.2-11 D/W 内ガス条件（ＲＨＡＲケース） 

事故後経過時間(hr) 0～1 1～168 図番号 

水素濃度(vol％) 15 7 

図 2.2.2-13 窒素濃度(vol％) 0 0 

水蒸気濃度(vol％) 85 93 

 

表 2.2.2-12 S/C 内ガス条件（ＲＨＡＲケース） 

事故後経過時間(hr) 0～24 24～168 図番号 

水素濃度(vol％) 20 15 

図 2.2.2-14 窒素濃度(vol％) 0 0 

水蒸気濃度(vol％) 80 85 
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図 2.2.2-11 格納容器圧力条件（ＲＨＡＲケース） 

 

 

 

 

図 2.2.2-12 格納容器温度条件（ＲＨＡＲケース） 
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図 2.2.2-13 D/W 内ガス条件（ＲＨＡＲケース） 

 

 

 

 
図 2.2.2-14 S/C 内ガス条件（ＲＨＡＲケース） 
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(6) ＰＡＲ解析条件 

ＰＡＲの解析条件を表 2.2.2-13 に示す。また，その他の解析条件を表

2.2.2-14 に示す。 

表 2.2.2-13 ＰＡＲの解析条件 

No 項目 説明 入力値 

１ ＰＡＲの性能（ＮＩ

Ｓ製ＰＡＲ－22） 

(1)体積流量Ｑ 

 

 

 

 

 

 

(2)ＰＡＲ処理性能

ファクタ η 

(3)反応阻止物質フ

ァクタ 

 

(4)低酸素ファクタ 

 

 

 

 

(5)起動水素濃度 

 

(6)起動酸素濃度 

(7)起動遅れ 

(8)再結合効率 

「NUCLEAR TECHNOLOGY VOL.112」の式(1)を使用。（ＰＡＲ１個あたり） 

 

  Q = a ∙ (
CH2

100
)

b

∙ 3600 

Q ：体積流量（m3/hr/個） 

a ：定数（m3/s）  ※ＰＡＲ-22 の場合：  0.67  ×(22/88)=  0.1675 

CH2 ：水素濃度（vol％） 

b ：定数（0.307） 

 

「NUCLEAR TECHNOLOGY VOL.112」の式(3)に示す η の値を使用。 

 

製造上の性能のばらつき，プラント通常運転中及び事故時の劣化余裕を

考慮する。 

 

低酸素ファクタは以下のとおりとする。ただし，１以上の場合は全て１，

０未満の場合は全て０とする。 

  FlowO2 = 0.7421 (
CO2

CH2

)
3

− 0.6090 (
CO2

CH2

)
2

+ 0.7046 (
CO2

CH2

) − 0.026 

CO2 ：酸素濃度(vol％) 

国内試験で起動が確認されている範囲に余裕を見た値として 1.5vol％と

する。 

同上。 

考慮しない。 

WH2 = η ∙ Finhibit ∙ FlowO2 ∙ Q ∙ min(NH2, 2NO2) ∙ MH2 

      = Finhibit ∙ FlowO2 ∙ min(NH2, 2NO2)/NH2 ∙ DR 

WH2 ：再結合率（kg/hr/個） 

NH2 ：単位体積あたりの水素モル数（mol/m3） 

NO2 ：単位体積あたりの酸素モル数（mol/m3） 

MH2 ：水素分子量（kg/mol） 

DR ：反応阻害物質と低酸素条件を考慮しない 

  再結合効率（kg/hr/個） 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

0.846 

 

0.5（事故

初期より

一定） 

－ 

 

 

 

 

1.5vol％ 

 

2.5vol％ 

－ 

－ 

 

２ ＰＡＲ個数 18 個：実際の設置個数 18 個 

３ ＰＡＲ設置位置 ＰＡＲ取付位置図より該当するサブボリューム内に設置する。 － 
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※時間遅れ（保守的な条件）を考慮した場合の反応熱による温度影響 

反応開始を想定している水素濃度 1.5vol％到達以前の発熱量がある場合，こ

の発熱量は水素の再結合が生じた結果であり，起動の時間遅れを無視して水素濃

度上昇開始時に水素の処理が開始するものとすれば，水素濃度は低めに推移する

ものと考えられる。ただし，水素濃度時間変化は水素の漏えい量とＰＡＲの処理

量がバランスする濃度に向かって漸近していくため，反応開始後の水素濃度のト

レンドや最大濃度には反応開始のタイミングの影響は小さいと考えられる。ＰＡ

Ｒ自体の処理量の観点からは，反応開始時のＰＡＲ内部の温度上昇は内部のガス

の浮力を増加させて吸入ガス量を増加させるので，当初は処理量が増加する側に

働くが，吸入ガス量の増加に伴ってＰＡＲ内部も冷却されるため，時間遅れを伴

って定常状態の処理量に漸近するので，反応開始時の反応熱の水素処理への影響

は小さい。 
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表 2.2.2-14 その他の解析条件 

分類 項目 設計条件 
有効性評価結果を踏まえた条件 

備考 
ベントケース ＲＨＡＲケース 

格納容器条件 空間容積 12,600m3 

原子炉建物 

原子炉棟条件 

圧力 ０kPa[gage] ※１ 

温度 40℃ ※１ 

組成 水素  ：０vol％ ※１ 湿度 100％の空気 

酸素  ：19.47vol％ ※１ 

水蒸気 ：7.29 vol％ ※１ 

窒素  ：73.24 vol％ ※１ 

空間容積 ４階 ：41,300m3 

３階 ：9,000m3 

２階 ：10,900m3 

１階 ：13,700m3 

地下階：18,400m3 

開口面積 ４階－３階 ：39m2 

３階－２階 ：39m2 

２階－１階 ：39m2 

１階－地下階：3.24m2 

外気条件 圧力 ０kPa[gage] 

温度 40℃ 想定最高温度 

組成 酸素：21 vol％ 乾燥空気 

窒素：79 vol％ 

流出条件 位置 ４階 
原子炉建物原子炉棟の気

密性を考慮 

放熱条件 内壁熱伝達率 凝縮熱伝達及び自然対流熱伝達を考慮 

壁厚さ ４階下部壁： 

４階上部壁： 

４階天井壁： 

壁面熱伝導率 1.5W/m/K コンクリートの物性値

壁の比熱 １kJ/kg/K 同上 

壁の密度 2,400kg/m3 同上 

外壁熱伝達率 ５W/m2/K 自然対流熱伝達を考慮 

外気温 40℃ 

放熱面積 ４階下部壁：478.82m2,474.37m2 

４階上部壁：634.84m2,470.82m2 

４階天井壁：2146.62m2,720.92m2 

※１：初期条件を示す。
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(7) 解析結果 

① 設計条件（ベント無し）における解析結果 

各フロアの水素濃度の時間変化を図 2.2.2-15 に示す。全フロアにおいて

可燃限界未満であることを確認した。 

原子炉建物原子炉棟４階については，ドライウェル主フランジからの漏え

いにより，雰囲気の水素濃度が急激に上昇するが，ＰＡＲによる処理量が増

加するため，水素濃度の上昇は次第に鈍化し，事故後 57 時間付近で水素濃

度は約 2.7％をピークとして，その後減少し続ける。 

３階以下の下層階については，直接格納容器からの流入はないが，大物搬

入口の領域を通じて原子炉建物原子炉棟４階から水素が流入してくること

により，水素濃度が上昇する傾向を示すが，原子炉建物原子炉棟４階の水素

濃度の減少に漸近しながら上昇は次第に鈍化し，２階の水素濃度については，

やがて減少に転じる。また，３階の水素濃度については，事象発生から約 192

時間までは水素濃度が上昇傾向を示しているが，約 192 時間以降は上昇傾向

が緩やかになり，次第に減少傾向に変わる。 

これは，原子炉格納容器から原子炉建物原子炉棟への漏えいガスに含まれ

る水素濃度が図2.2.2-5に示すとおり時間経過とともに減少すること及び原

子炉建物原子炉棟４階の空間容積で漏えいガスに含まれる水素ガスの処理

に必要な酸素濃度（起動酸素濃度：2.5vol%）が十分確保されていることか

ら，原子炉格納容器から漏えいした水素ガスがＰＡＲにより継続的に処理さ

れ，減少しているものと考えられる。 

また，原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの水素濃度の時間変化

を図 2.2.2-16 に示す。全てのサブボリュームにおいて水素濃度はほぼ均一

に推移する。 
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図 2.2.2-15 各フロアの水素濃度の時間変化（設計条件，ベント無し） 

 

 

 

 

図 2.2.2-16 原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの 

水素濃度の時間変化（設計条件，ベント無し） 

  

可燃限界

ＰＡＲ起動水素濃度

４階

３階

２階

１階

地下１階，地下２階

可燃限界

ＰＡＲ起動水素濃度



 

59 

② 設計条件（ベント有り）における解析結果 

設計条件において格納容器ベントを実施した場合の解析結果を図 2.2.2-1

7，図 2.2.2-18 に示す。全フロアにおいて可燃限界未満であることを確認し

た。 

原子炉建物原子炉棟４階については，格納容器ベント実施後，ＰＡＲによ

る水素処理によって水素濃度が 1.5％まで急速に低下する。このため，異常

な漏えいが発生している状態において格納容器ベントを行うことで，水素濃

度を低減させることが可能である。 
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図 2.2.2-17 各フロアの水素濃度の時間変化（設計条件，ベント有り） 

 

 

 

 

図 2.2.2-18 原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの 

水素濃度の時間変化（設計条件，ベント有り） 
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③ ベントケースにおける解析結果 

各フロアの水素濃度の時間変化を図 2.2.2-19 に示す。全フロアにおいて

可燃限界未満であることを確認した。 

また，原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの水素濃度の時間変化

を図 2.2.2-20 に示す。全てのサブボリュームにおいて水素濃度はほぼ均一

に推移する。なお，本ケースにおいてＰＡＲは起動しない結果となった。 

 

図 2.2.2-19 各フロアの水素濃度の時間変化（ベントケース） 

 

 

図 2.2.2-20 原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの 

水素濃度の時間変化（ベントケース）  
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④ ＲＨＡＲケースにおける解析結果 

各フロアの水素濃度の時間変化を図 2.2.2-21 に示す。全フロアにおいて可

燃限界未満であることを確認した。 

また，原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの水素濃度の時間変化を

図 2.2.2-22 に示す。全てのサブボリュームにおいて水素濃度はほぼ均一に推

移する。なお，本ケースにおいてＰＡＲは起動しない結果となった。 

 

図 2.2.2-21 各フロアの水素濃度の時間変化（ＲＨＡＲケース） 

 

 

 

図 2.2.2-22 原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの 

水素濃度の時間変化（ＲＨＡＲケース）  
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(8) 解析まとめ 

ＰＡＲ設計条件では，原子炉建物原子炉棟４階に設置した 18 個のＰＡＲで，

原子炉建物原子炉棟内の水素濃度が可燃限界未満となることを確認した。 

なお，有効性評価を踏まえた条件においても原子炉建物原子炉棟内の水素濃度

が可燃限界未満となることを確認しているが，区画されたエリアに格納容器から

の想定漏えい箇所があるＳＲＶ補修室，ＣＲＤ補修室及び所員用エアロック室に

ついて，個別に解析を行い，水素濃度が可燃限界未満となることを確認している。

（添付９） 

 



添付７ 
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原子炉建物原子炉棟内における成層化について 

 

格納容器漏えい率を 10％/日とした設計条件における解析では，原子炉建物原子

炉棟４階の水素濃度は，ほぼ均一となる（漏えいした水素が空間内で成層化しな

い）ことを確認している。ここでは，成層化しやすい条件として表１のケースに

おける空間内の水素挙動を確認する。 

解析モデルは，本文「2.2.2 原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析」にて使用し

た解析モデルを使用する。解析モデルを図１に示す。 

 

表１ 解析ケースの概要 

解析ケース 解析ケースの概要 

①微小漏えいケース ドライウェル主フランジからの微小漏えい（漏えい率：

0.5％/日，0.05％/日）を想定する。 

《考慮した保守性》 

・原子炉建物原子炉棟４階への流入速度が小さくなるた

め対流効果が抑制される。 

②全蒸気凝縮ケース 格納容器から漏えいした瞬間，全ての水蒸気が瞬時に凝

縮することを仮定する。 

《考慮した保守性》 

・凝縮した水蒸気分，漏えいガスの流入速度が小さくな

るため対流効果が抑制される。 
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図１（本文図 2.2.2-2） 解析モデル 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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1. 微小漏えいケース 

(1) 解析条件 

本文「2.2.2 原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析」に示している設計条件に

おける解析に対し，表２に示すとおり，より小さい格納容器漏えい率として

0.5％/日，0.05％/日を条件として設定する。 

 

表２ 主要な解析条件 

 実施ケース 設計条件 

漏えい率（％/日） 0.5 0.05 10 

 

(2) 解析結果 

図２及び図３に格納容器漏えい率（0.5％/日及び 0.05％/日）における原子

炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの水素濃度の時間変化を示す（参考と

して，設計条件（格納容器漏えい率 10％/日）の解析結果を再掲する）。水素

濃度は格納容器漏えい率に関わらずほぼ均一に分布し，成層化は見られない。 

 

 

図２ 原子炉建物原子炉棟４階のサブボリュームの水素濃度の時間変化 

（設計条件，格納容器漏えい率 0.5％/日） 
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図３ 原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの水素濃度の時間変化 

（設計条件，格納容器漏えい率 0.05％/日） 

 

 

 

 

 

【参考】本文図 2.2.2-16 原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの 

水素濃度の時間変化（設計条件，ベント無し）  

可燃限界

ＰＡＲ起動水素濃度
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2. 全蒸気凝縮ケース 

(1) 解析条件 

格納容器からの漏えい条件は表３に示すとおり，本文「2.2.2 原子炉建物

原子炉棟の水素濃度解析」のベントケースと同じ条件とする。ただし，保守的

な評価を行うため，格納容器から漏えいした瞬間，全ての水蒸気が瞬時に凝縮

することを仮定する。具体的には漏えいガスの水蒸気分を除いた水素ガスが

100℃で流入することとする。 

 

表３ 格納容器漏えい条件 

分類 項目 
有効性評価結果を 

踏まえた条件 

格納容器条件 

圧力 

本文表 2.2.2-7 温度 

漏えい率 

水素濃度 
D/W：本文表 2.2.2-8 

S/C：本文表 2.2.2-9 
窒素濃度 

水蒸気濃度 

 

(2) 解析結果 

図４に全蒸気凝縮ケースにおける原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュ

ームの水素濃度の時間変化を示す。水素濃度は４vol％を下回る。また，ほぼ

均一に分布し，成層化は見られない。 
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図４ 原子炉建物原子炉棟４階全サブボリュームの水素濃度の時間変化 

（ベントケース，全蒸気凝縮） 

 

 

 

 

【参考】 図 2.2.2-20 原子炉建物原子炉棟４階の全サブボリュームの 

水素濃度の時間変化（ベントケース） 
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それでもなお，仮に成層化が発生してしまった場合には，ＰＡＲを設置して

いない原子炉建物原子炉棟４階の天井付近にて水素濃度が上昇するものと考

えられる。このことから，天井付近に設置した水素濃度監視設備における水素

濃度がＰＡＲ起動確認濃度 1.5vol％を上回っているにも関わらず，ＰＡＲ動

作監視装置にてＰＡＲの動作を確認できない場合には，天井部付近の水素ガス

がＰＡＲ設置位置まで到達していないこととなるため，成層化が発生している

可能性があると判断できる。 

成層化が発生している可能性があると判断した場合の対応としては，水素発

生源を断つための格納容器ベント操作(格納容器ベント実施基準:原子炉建物

原子炉棟内のいずれかの水素濃度監視設備にて水素濃度 2.5vol％※１)，水素ガ

スを排出するための自主対策設備である原子炉建物燃料取替階ブローアウト

パネル(図５)の開放操作※２が挙げられる。 

 

※１ 格納容器ベント実施基準とする原子炉建物水素濃度 2.5vol％は,可燃限

界（４vol％）に計器誤差（±1.1vol％）及び運転操作の余裕 

（0.4vol％ = ３時間）を考慮した値として設定。 

※２ 格納容器ベントを実施しても原子炉建物水素濃度が低下しない場合 

 

格納容器ベント操作については,格納容器の圧力・温度が最高使用圧力

(427kPa[gage])・最高使用温度(171℃)を上回っており,かつ水素濃度監視

設備において水素濃度の上昇傾向を捉えた段階で,格納容器の閉じ込め機

能の劣化兆候を示していると考えられることから,遅滞なく準備を実施し,

成層化が発生している可能性があると判断した段階においては速やかに

行うこととなる。 

 

なお，非常用ガス処理系による換気は，水素ガスを排出できるという点では

有用であるが，系統内での水素爆発の可能性を否定できない。そのため，島根

原子力発電所２号炉の非常用ガス処理系は，原子炉建物原子炉棟２階吸込配管

近傍に水素濃度計を設置することで水素濃度監視を強化するとともに,原子炉

建物原子炉棟２階吸込配管近傍の原子炉建物水素濃度による起動/停止判断手

順を整備することで,水素濃度が高い環境下で非常用ガス処理系は使用しない

運用としている。 
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図５ 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル 
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運用面を考慮した場合の原子炉建物原子炉棟の水素挙動及び対策について 

有効性評価結果を踏まえた条件では，「冷却材喪失（大ＬＯＣＡ）時に非常用炉

心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失する事故」をベースに条件設定してい

るが，運用面を考慮したパラメータスタディとして，表１に示す２ケースを想定

し原子炉建物原子炉棟の水素挙動を確認する。 

また，原子炉建物原子炉棟の水素解析結果をもとに，自主対策設備も含めた格

納容器からの水素漏えい時の対策フローを示す。 

表１ 実施ケース 

実施ケース 実施ケースの想定 
有効性評価を踏まえた 

条件での想定 

原子炉ウェル注水ケース 

①ベントケース

②ＲＨＡＲケース

原子炉ウェル注水によりド

ライウェル主フランジから

漏えいしない 

原子炉ウェル注水は期待せ

ず，ドライウェル主フランジ

から漏えいする 

格納容器ベント遅延ケース 
格納容器ベントが遅延し，

限界温度・圧力が継続する 

事象発生 32 時間後を包絡す

る 96 時間後に格納容器ベン

トを実施する

1. 原子炉ウェル注水ケース

有効性評価結果を踏まえた条件に対し，以下の条件をパラメータとして設定す

る。 

(1) 漏えい量の分配条件

有効性評価結果を踏まえた条件に対し，表２に示すとおり，ドライウェル主

フランジからの漏えい量が他の漏えい箇所に分配されるよう設定する。

表２ 各フロアの漏えい量の比率 

フロア 想定漏えい箇所 

漏えい量の分配比率 

原子炉ウェル 
注水ケース 

有効性評価結果

を踏まえた条件 

原子炉建物 

原子炉棟４階 
ドライウェル主フランジ 

原子炉建物 

原子炉棟２階 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

原子炉建物 

原子炉棟１階 

機器搬入口 

所員用エアロック 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 

原子炉建物 

原子炉棟地下階 

サプレッション・チェンバ

アクセスハッチ

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 解析結果 

① ベントケース 

各フロア水素濃度の時間変化を図１に示す（参考として，有効性評価結果

を踏まえた条件の解析結果を再掲する）。 

全フロアにおいて水素濃度は可燃限界未満であることを確認した。 

 

図１ 各フロアの水素濃度の時間変化（ベントケース，原子炉ウェル注水あり， 

沸騰なし） 

 

また，原子炉ウェルへの注水に伴い，原子炉ウェルに溜まった水が蒸発し，

原子炉建物原子炉棟４階へ水蒸気が流入した場合の原子炉建物原子炉棟内

の水素挙動への影響を確認するため，蒸気発生を考慮した場合の評価結果を

図２に示す。なお，原子炉建物原子炉棟４階への水蒸気流入条件以外は，図

１に示した解析と同条件である。 
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図２ 各フロアの水素濃度の時間変化（ベントケース，原子炉ウェル注水あり， 

沸騰あり） 

 

 

 
【参考】図 2.2.2-19 フロアの水素濃度の時間変化（ベントケース） 

 

図１及び図２より，原子炉ウェルに溜まった水が蒸発し水蒸気として流入

することにより，原子炉建物原子炉棟４階への水素流入は緩やかになるが，

大物搬入口及びトーラス室上部ハッチを通じて原子炉建物原子炉棟３階以

下で水素濃度が均一化される効果と相まって，可燃限界未満となることを確

認した。 
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② ＲＨＡＲケース 

各フロア水素濃度の時間変化を図３に示す。全フロアにおいて水素濃度は

可燃限界未満であることを確認した。 

 

図３ 各フロアの水素濃度の時間変化（ＲＨＡＲケース，原子炉ウェル注水 

あり，沸騰なし） 

 

また①と同様，原子炉ウェルへの注水に伴い，原子炉ウェルに溜まった水

が蒸発し，原子炉建物原子炉棟４階へ水蒸気が流入した場合の原子炉建物原

子炉棟内の水素挙動への影響を確認するため，蒸気発生を考慮した場合の評

価結果を図４に示す。なお，原子炉建物原子炉棟４階への水蒸気流入条件以

外は，図３に示した解析と同条件である。 
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図４ 各フロアの水素濃度の時間変化（ＲＨＡＲケース，原子炉ウェル注水 

あり，沸騰あり） 

 

 
【参考】図 2.2.2-21 各フロアの水素濃度の時間変化（ＲＨＡＲケース） 

 

図３及び図４より，①と同様，原子炉ウェルに溜まった水が蒸発し水蒸気と

して流入することによって，原子炉建物原子炉棟４階への水素流入が緩やかに

なるが，大物搬入口及びトーラス室上部ハッチを通じて原子炉建物原子炉棟３

階以下で水素濃度が均一化される効果と相まって，可燃限界未満となることを

確認した。 
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2. 格納容器ベント遅延ケース 

ベントケースに対し，格納容器条件を表３に示すとおり設定する。なお，解析

上のベント設定時間（事故後 96 時間）直前の格納容器条件が，96 時間以降につ

いても継続する条件としている。 

 

(1) 解析条件 

圧力，温度及び D/W・S/C ガス組成を図５から図８に示す。 

 

表３ 解析条件 

分類 項目 

格納容器ベント 

遅延ケース 有効性評価結果を

踏まえた条件 
96h 以降 0～96h 

格納容器条件 圧力（kPa[gage]） 853 

本文表 2.2.2-7  温度（℃） 200 

 漏えい率（％/日） 1.3 

 水素濃度（vol％） ８ 
D/W：本文表 2.2.2-8 

S/C：本文表 2.2.2-9 
 窒素濃度（vol％） ０ 

 水蒸気濃度（vol％） 92 
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図５ 格納容器圧力条件（格納容器ベント遅延ケース） 

 

 

 

 

図６ 格納容器温度条件（格納容器ベント遅延ケース） 
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図７ D/W 内ガス条件（格納容器ベント遅延ケース） 

 

 

 

 

図８ S/C内ガス条件（格納容器ベント遅延ケース） 
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(2) 解析結果 

各フロアの水素濃度の時間変化を図９に示す（参考として，有効性評価結

果を踏まえた条件の解析結果を再掲する）。 

全フロアにおいて水素濃度は可燃限界未満であることを確認した。 

 

図９ 各フロアの水素濃度の時間変化（格納容器ベント遅延ケース） 

 

 

 

 

【参考】図 2.2.2-19 各フロアの水素濃度の時間変化（ベントケース） 

 

  



 

81 

3. 水素漏えい時の対策 

有効性評価結果を踏まえた条件における原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析

では，局所エリアを含めて水素濃度が可燃限界未満となること，原子炉建物原子

炉棟４階の全てのサブボリュームにおいて水素濃度に偏りがないこと，格納容器

ベント実施により水素発生源を断ち，原子炉建物原子炉棟への水素漏えいを抑制

できることを確認している。 

また，ＰＡＲ設計条件における原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析では，ＰＡ

Ｒによる水素処理による原子炉建物原子炉棟の水素上昇を抑制できること，原子

炉建物原子炉棟４階の全てのサブボリュームにおいて水素濃度に偏りがないこ

とを確認している。 

これらの解析結果を踏まえ，格納容器設計漏えい率を超えるような異常な漏え

いが発生した場合には，格納容器フィルタベント系による格納容器ベントを実施

し，原子炉建物原子炉棟内の水素濃度上昇を抑制することが有効と考える。また，

局所エリアへ設置する水素濃度計により格納容器からの水素漏えいを早期に検

知することが可能であり，原子炉建物原子炉棟４階に設置する水素濃度計ととも

に原子炉建物原子炉棟内全体での水素影響を把握することが可能である。自主対

策設備も含めた水素漏えい時の対策の全体フローを図 10 に，フローに記載して

いる判断基準の考え方を以下に示す。 
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【判断基準の考え方】 

① 異常な漏えいを抑制するため格納容器ベントを実施 

水素濃度が 1.5vol％を超えるとＰＡＲの作動，水素処理による水素濃度上昇

の抑制効果を見込むことができ，また，格納容器の設計漏えい率を超えた状態

では水素とともに放射性物質も漏えいする可能性が高いため，早期に格納容器

ベント操作へ移行する方が有効と考え，水素濃度 2.5vol％に到達した時点でベ

ント実施を判断する。また，ベント実施基準の 2.5vol%に対し，運転操作の余

裕時間（0.4vol%＝３時間）を踏まえ，水素濃度 2.1vol%に到達した時点でベン

ト準備を判断する。 

 

② 非常用ガス処理系の停止 

非常用ガス処理系は，格納容器から漏えいしたガスに含まれる放射性物質を

低減しつつ，水素を大気へ放出することで原子炉建物原子炉棟の水素濃度上昇

を抑制でき，また，水素の成層化を防ぐ換気効果を有することから，運転可能

な場合は使用する。ただし，非常用ガス処理系は防爆仕様ではないため，系統

内での水素爆発のリスクを回避する必要があり，可燃限界を下回る水素濃度

1.8vol％※を非常用ガス処理系の停止基準とする。 

 

※非常用ガス処理系内の蒸気凝縮による水素濃度上昇（約 1.36 倍）を考慮し，

水素濃度計の計器誤差（±1.1%）を加味した上で，可燃限界の４vol%に到達 

しない基準として設定（４/1.36-1.1≒1.8vol%） 

 

③ 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開放 

ＰＡＲによる水素処理や格納容器ベントによる水素処理にも関わらず，原子

炉建物原子炉棟への水素が漏洩する場合には，原子炉建物燃料取替階ブローア

ウトパネルを開放することにより水素濃度上昇を抑制する。ＰＡＲによる水素

処理や格納容器ベントによる水素上昇の抑制効果を考慮し，原子炉建物燃料取

替階ブローアウトパネル開放は格納容器ベントを実施してもなお水素濃度が低

下しない場合に実施する。なお，図 11 に原子炉建物燃料取替階ブローアウトパ

ネル開放による燃料取替階の水素濃度の時間変化を示すが，格納容器ベントの

判断基準である水素濃度 2.5vol%から，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパ

ネル開放の判断及び準備時間を踏まえても，可燃限界到達までには十分に時間

的余裕があることから，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの開放操作

は可能であり，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開放後は燃料取替階

の水素濃度の低減が期待できる。 
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④ 原子炉ウェル代替注水系による原子炉ウェル注水 

ドライウェル主フランジからの水素ガス漏えいを抑制するため，原子炉格納

容器内の温度の上昇が継続し，171℃に到達した場合において，原子炉ウェル代

替注水系が使用可能であれば原子炉ウェル代替注水系による原子炉ウェルへの

注水を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 水素漏えい時の対策フロー  

非常用ガス処理系 起動 

④原子炉ウェル代替注水系による 

原子炉ウェル注水 

②非常用ガス処理系の停止（判断基準）

水素濃度：1.8vol％ 

≪２階非常用ガス処理系 

吸込口付近の 

原子炉建物水素濃度≫ 

事故発生 

格納容器内水素濃度確認 

≪格納容器水素濃度（ＳＡ）≫ 

≪格納容器水素濃度≫ 

炉心損傷確認 

≪格納容器雰囲気放射線モニタ≫ 

≪原子炉圧力容器温度（ＳＡ）≫ 

原子炉建物原子炉棟への漏えい確認 

（以降，監視強化） 

≪原子炉建物水素濃度≫ 

ＰＡＲ作動確認 

≪静的触媒式水素処理装置入口温度≫ 

≪静的触媒式水素処理装置出口温度≫ 

③原子炉建物燃料取替階ブローアウト 

パネル開放 

≪原子炉建物水素濃度≫ 

水素濃度が低下

した場合 

水素濃度が低下

した場合 

水素濃度が低下

しない場合 

30 分経過しても水素濃度が 

低下しない場合 

継続監視 

格納容器ベントの準備 

（判断基準）水素濃度：2.1vol% 

 

≪原子炉建物水素濃度≫ 

①異常な漏えいを抑制するため， 

格納容器ベントを実施 

（判断基準）水素濃度：2.5vol％ 

 

≪原子炉建物水素濃度≫ 
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図 11 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開放による水素濃度の時間変化

（ＰＡＲ及び格納容器ベント不作動時） 

 

解析条件   ：格納容器漏えい率 10%/日 

漏えい箇所  ：ドライウェル主フランジのシール部 

可燃限界 

ＢＯＰ開放 

（水素濃度2.5vol%到達から約 4.5 時間後） 

格納容器ベント判断基準 

約 13 時間 
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局所エリアにおける水素爆発防止対策について 

 

1. はじめに 

当社は，格納容器から漏えいした水素ガスを処理するために原子炉建物原子炉

棟４階にＰＡＲを設置し，ドライウェル主フランジ並びにそれ以外の格納容器漏

えいポテンシャルがある箇所から漏えいする水素ガスを原子炉建物原子炉棟４

階で再結合処理することで，原子炉建物原子炉棟の水素濃度上昇を抑制する。格

納容器漏えいポテンシャルがある箇所には，局所エリアになっている箇所もある

ため，そこでの水素ガス濃度の影響について説明する。 

 

2. 水素影響を考慮すべき局所エリアについて 

格納容器のバウンダリ構成部である構造部及びシール部に対して，「限界温

度・圧力評価」にて設定した限界温度及び，限界圧力を踏まえると，シール部の

限界よりも構造部の限界の方が十分裕度があることが確認されており，格納容器

からの漏えい箇所としては，シール部を選定している。（参考資料１） 

このうち，水素影響を考慮すべき局所エリアにあるものを抽出した結果を表１

に示す。また，それらの配置を図１及び図２に示す。 

 

表１ 水素影響を考慮すべき局所エリア 

漏えいフロア 想定漏えい箇所 評価対象区画 

原子炉建物 

原子炉棟２階 
逃がし安全弁搬出ハッチ ＳＲＶ補修室 

原子炉建物 

原子炉棟１階 

制御棒駆動機構搬出ハッチ ＣＲＤ補修室 

所員用エアロック 所員用エアロック室 
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図１ 評価対象区画（原子炉建物１階） 

図２ 評価対象区画（原子炉建物２階） 

CRD補修室

所員用エアロック室

制御棒駆動機構搬出ハッチ

所員用エアロック

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3. 解析モデル

ＳＲＶ補修室，ＣＲＤ補修室の解析モデルを図３に示す。また，所員用エアロ

ック室の解析モデルを図４に示す。所員用エアロック室の解析モデルについては，

エリアの雰囲気が循環することによる希釈効果を天井及び側面の換気ダクトを

モデル化することで模擬する。

図３ 解析モデル（ＳＲＶ補修室，ＣＲＤ補修室） 

図４ 解析モデル（所員用エアロック室） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4. 解析条件 

格納容器からの漏えい条件は表２に示すとおり，本文「2.2.2 原子炉建物原

子炉棟の水素濃度解析」の有効性評価結果を踏まえた条件と同じとする。ただし，

保守的な評価を行うため，格納容器から漏えいした瞬間，全ての水蒸気が瞬時に

凝縮することを仮定する。具体的には漏えいガスの水蒸気分を除いた水素ガスが

100℃で流入することとする。 

評価対象区画の流入境界条件については，各想定漏えい箇所の周長比に応じて

按分した値を，その評価対象区画の流入量とする。 

また，評価対象区画の容積を表３に示す。 

 

表２ 格納容器からの漏えい条件 

分類 項目 
有効性評価結果を踏まえた条件 

ベントケース ＲＨＡＲケース 

格納容器条件 圧力 

本文表 2.2.2-7 本文表 2.2.2-10  温度 

 漏えい率 

 水素濃度 

本文表 2.2.2-8 本文表 2.2.2-11  窒素濃度 

 水蒸気濃度 

 

表３ 評価対象区画の容積 

ＳＲＶ補修室 1,076m3 

ＣＲＤ補修室 379m3 

所員用エアロック室 37m3 
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5. 解析結果 

① ベントケース 

ＳＲＶ補修室，ＣＲＤ補修室及び所員用エアロック室の解析結果を，それぞ

れ図５から図７に示す。 

いずれの区画についても，水素濃度の可燃限界４vol％を下回る。 

 
図５ 水素・酸素濃度の時間変化（ＳＲＶ補修室） 

 

図６ 水素・酸素濃度の時間変化（ＣＲＤ補修室） 
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図７ 水素・酸素濃度の時間変化（所員用エアロック室） 
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② ＲＨＡＲケース 

ＳＲＶ補修室，ＣＲＤ補修室及び所員用エアロック室の解析結果を，それ

ぞれ図８から図 10 に示す。 

いずれの区画についても，水素濃度の可燃限界４vol％を下回る。 

 
図８ 水素・酸素濃度の時間変化（ＳＲＶ補修室） 

 
図９ 水素・酸素濃度の時間変化（ＣＲＤ補修室） 
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図 10 水素・酸素濃度の時間変化（所員用エアロック室） 
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6. 評価結果

局所エリアであるＳＲＶ補修室，ＣＲＤ補修室及び所員用エアロック室につい

て，特別な水素対策を行わない状態において局所エリアへの水素流入を保守的に

評価した結果，水素濃度は可燃限界を下回ることを確認した。 

以上のことから局所エリアにおいては，水素濃度が可燃限界未満となることを

確認しているが，局所エリアに漏えいした水素ガスを早期検知及び滞留状態を把

握することは，水素爆発による原子炉建物の損傷を防止するために有益な情報に

なることから，表１に示す局所エリアに漏えいした水素ガスを計測するための水

素濃度計を設置し，事故時の監視機能を向上させる。設置場所を図 11 に示す。

これにより，格納容器内にて発生した水素ガスが漏えいするポテンシャルのある

箇所での水素濃度と，水素ガスが最終的に滞留する原子炉建物原子炉棟４階での

水素濃度の両方を監視できることとなり，原子炉建物原子炉棟全体での水素影響

を把握することができる。 

図 11 局所エリア用の原子炉建物水素濃度の設置場所（１／２） 

図 11 局所エリア用の原子炉建物水素濃度の設置場所（２／２） 

検出器
ＣＲＤ
補修室

原子炉建物１階

検出器
所員用エアロック室

PN

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

94 

2.2.3 ＰＡＲの性能試験について 

メーカによる開発試験によりＰＡＲの基本性能評価式が設定され，様々な環境

下でのＰＡＲの性能確認のため，国際的な実証試験が実施されている。以下に性

能評価式の導出，様々な環境下におけるＰＡＲの性能評価等を示す。 

 

(1) ＰＡＲの水素濃度低減性能試験について 

基本性能評価式の設定，ＰＡＲ設置位置の違いによる性能評価を目的とし，

ＰＡＲ開発試験として，Battelle MC 試験が実施されている。 

試験条件を表 2.2.3-1，試験体概要を図 2.2.3-1 に示す。複数の部屋に区画

された試験装置内にＰＡＲを設置したのち，水素を注入し，各部屋での水素濃

度等を測定している。 

図 2.2.3-2 は，Ｒ５の部屋にＰＡＲを設置し，雰囲気を蒸気条件にしたのち

にＲ５の部屋へ水素を注入したケースの試験概要を示している。この試験ケー

スにおける各部屋の水素濃度変化を図 2.2.3-3 に示す。触媒反応によって生じ

る対流等の効果により，水素濃度分布はほぼ均一になっていることが分かる。

得られた試験結果をもとに，ＰＡＲの入口・出口における水素濃度の差より算

出した再結合効率を図 2.2.3-4 に示す。再結合効率は約 85％（0.846）となっ

ている。 

この試験を通じて基本性能評価式は設定されており，以下に導出過程を示す。

メーカにおいて，ＰＡＲへの流入量と水素濃度の相関は以下の式で表されると

仮定している。 

Q = a ∙ (
CH2

100
)

b

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（式 2.2.3-1） 

Q ：ＰＡＲへの流入量（m3/s） 

CH2 ：水素濃度（vol％） 

a ：定数 

b ：定数 

単位時間あたりの水素処理容量は，単位時間あたりにＰＡＲへ流入する水素

量とＰＡＲの性能を示す再結合効率により表され，以下となる。 

DR = Q ∙ (
CH2

100
) ∙ γ ∙ η ・・・・・・・・・・・・・・・・・（式 2.2.3-2） 

DR ：水素処理容量（kg/s） 

γ ：水素密度（kg/m3） 

η ：再結合効率 
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試験における測定値による水素処理容量は以下となる。 

DR =
dCH2

dt
∙ VC ∙ γ ・・・・・・・・・・・・・・・・（式 2.2.3-3）

dCH2

dt
 ：水素濃度変化率 

VC ：試験容器体積（m3）

（式 2.2.3-2）及び（式 2.2.3-3）より，試験におけるＰＡＲへの流入量は，

水素濃度変化の測定値から求まる。 

Q =
dCH2

dt
∙ VC (

CH2

100
∙ η)⁄ ・・・・・・・・・・・・・（式 2.2.3-4） 

（式2.2.3-4）による流入量と，その時の水素濃度のデータより，（式2.2.3-1）

の定数 a，b はフィッティングにより決定される。 

a =  0.67 

b = 0.307 

（式 2.2.3-1），（式 2.2.3-2）より水素処理速度は以下のように表される。 

DR = a ∙ (
CH2

100
)

b+1

∙ γ ∙ η ・・・・・・・・・・・・・（式 2.2.3-5） 

ここで，水素密度は気体の状態方程式にしたがい，次式で表される。 

γ =
P

T∙RH2
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（式 2.2.3-6） 

P ：圧力（105Pa） 

T ：温度（K） 

RH2 ：水素の気体定数（105J/kg･K） 

（式 2.2.3-5），（式 2.2.3-6）により，ＰＡＲの水素処理容量は次式で表

される。 

DR =
a∙η

RH2
∙ (

CH2

100
)

b+1

∙
P

T
・・・・・・・・・・・・・（式 2.2.3-7） 

a∙η

RH2
= A =  ，b + 1＝1.307 

（式 2.2.3-7）にスケールファクタを乗じたものが（式 2.2.1-1）に示すＰ

ＡＲの基本性能評価式となる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表 2.2.3-1 試験条件 

試験名称 Battelle MC 試験 

試験体 

試験条件 温度 

圧力 

水蒸気濃度 

水素濃度 

図 2.2.3-1 試験体概要図 

図 2.2.3-2 試験概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.2.3-3 試験結果（各部屋の水素濃度変化） 

図 2.2.3-4 試験結果（再結合効率の算出） 

(2) 雰囲気の違いによるＰＡＲの性能影響

EPRI と EDF の合同により，CEA（フランス原子力庁）の Cadarache 研究所の

ＫＡＬＩ施設を用い，圧力，温度，蒸気等の雰囲気条件の違いによる影響の有

無を確認するため，ＫＡＬＩ試験が実施されている。試験条件を表 2.2.3-2 に，

試験体の概要を図 2.2.3-5 に，試験装置の概要を図 2.2.3-6 に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表 2.2.3-2 試験条件 

試験名称 ＫＡＬＩ試験 

試験体 

試験条件 温度 

圧力 

水蒸気濃度 

水素濃度 

図 2.2.3-5 試験体概要図 

図 2.2.3-6 試験装置概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



① 蒸気環境下での影響

蒸気環境下での影響について確認した試験条件を表 2.2.3-3 に，試験結果

を図 2.2.3-7 に示す。ドライ条件下と比べて，蒸気条件下でのＰＡＲの性能

は同等であり，蒸気による影響はないと考えられる。 

なお，燃料プールの沸騰により大量の蒸気が発生した場合，蒸気により水

素は希釈され，原子炉建物原子炉棟内の水素濃度及び酸素濃度は低下し，可

燃限界に達することはないと考える。 

表 2.2.3-3 試験条件（蒸気環境による影響） 

試験ケース 温度 圧力 水素濃度 蒸気濃度 

N8/2 

N9/2 

図 2.2.3-7 試験結果（蒸気環境下での影響） 

② 低酸素環境下での影響

ＫＡＬＩ試験において，低酸素濃度条件下での影響について確認されてお

り，試験条件を表 2.2.3-4 に，試験結果を図 2.2.3-8 に示す。試験条件とし

ては，初期水素濃度及び酸素濃度以外は同じ雰囲気条件で行っており，図

2.2.3-8 に示すように，酸素濃度が低い場合，水素と酸素による再結合反応

が進まなくなることから，ＰＡＲの性能が低下していることが分かる。また，

N4/2 の試験ケースで酸素が十分にあると想定して基本性能評価式を用いて

水素処理容量を算出した場合，N6/22 及び N13/7 の試験結果と相違ないこと

からも，低酸素環境下ではＰＡＲの性能が低下するといえる。 

島根原子力発電所２号炉の場合，水素発生量に比べて十分な酸素量を有し

ていることを確認しており，酸素濃度による影響はない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表 2.2.3-4 試験条件（酸素濃度による影響） 

試験ケース 温度 圧力 初期水素濃度 初期酸素濃度 

N4/2 

N6/22 

N13/7 

図 2.2.3-8 試験結果（酸素濃度による影響） 

(3) スケールファクタの妥当性

触媒カートリッジ 88 枚の試験体（1/1 スケール）を用いた Battelle MC 試

験結果に基づき基本性能評価式が設定され，その後，触媒カートリッジの寸法

及び設置間隔を保ったままカートリッジ枚数が 44 枚（1/2 スケール），22 枚

（1/4 スケール），11 枚（1/8 スケール）である小型化されたＰＡＲが開発さ

れた。 

これらの小型ＰＡＲは，単位流路面積あたりの触媒カートリッジ表面積が同

一となるよう，ハウジングの開口面積の比も 1/2，1/4，1/8 としていることか

ら，流量（水素処理容量）がカートリッジ枚数に比例するものとして，スケー

ルファクタが設定されている。また，試験等のために触媒カートリッジの高さ

以外の寸法を変更している場合でも，触媒カートリッジの設置間隔を同じにす

ることで，同様にスケールファクタはハウジングの開口面積の比で整理できる。

基本性能評価式（式 2.2.3-7）にこのスケールファクタを乗じたものが小型Ｐ

ＡＲの基本性能となる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＫＡＬＩ試験では，小型ＰＡＲよりもさらに流路面積の小さい試験体で性能

が確認されている。試験結果とスケールファクタを考慮した基本性能評価式と

の比較を図 2.2.3-9 に示す。図中の点線は，基本性能評価式を用いて試験条件

及び水素濃度から算出し，スケールファクタ（1/40）を考慮したものである。

解析上ＰＡＲの動作を期待している水素濃度の範囲（1.5％～4.0％）において，

試験結果と基本性能評価式（点線）はよく合っており，スケールファクタが妥

当であることを示している。 

Battelle MC 試験，ＫＡＬＩ試験ならびに島根原子力発電所２号炉で使用す

るＰＡＲの仕様の比較を表 2.2.3-5 に示す。触媒カートリッジ部やチムニ部の

ハウジングの高さは同じで，違いは触媒カートリッジ枚数またはハウジング開

口面積であることから，スケールファクタとしては 0.025～1 の範囲であれば

適用可能と考える。島根原子力発電所２号炉で使用するＰＡＲは 1/4 スケール

でこの範囲内にあることから，スケールファクタ及び基本性能評価式は適用可

能である。 

図 2.2.3-9 ＫＡＬＩ試験結果と基本性能評価式との比較 

表 2.2.3-5 ＰＡＲの仕様比較 

Battelle MC 試験 ＫＡＬＩ試験 島根原子力発電所

２号炉 

ＰＡＲモデル ＰＡＲ-88 試験用ＰＡＲ ＰＡＲ-22 

触媒カートリッジ枚数 88 枚 22 枚 

ハウジング開口面積

スケールファクタ 1 

（88/88） 

0.025 0.25 

（22/88） 

延長チムニの有無 なし 

（標準チムニ） 

なし 

（標準チムニ） 

なし 

（標準チムニ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(4) ＰＡＲの反応開始遅れの影響

ＰＡＲの結合反応の開始水素濃度について，ＮＲＣ（米国原子力規制委員会）

の委託により Sandia 国立研究所（ＳＮＬ）にて実施されたＳＮＬ試験にて確

認されている。表 2.2.3-6 に試験条件及び反応開始水素濃度を示す。雰囲気条

件の違いに関わらず，水素濃度１vol％未満でＰＡＲによる結合反応を開始し

ている。 

ＧＯＴＨＩＣによる原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析においては，ＰＡＲ

による反応開始水素濃度を 1.5vol％に設定しており，水素濃度を高く見積も

ることができる。反応開始遅れを考慮しない場合（反応開始水素濃度：０vol％）

の水素濃度変化との比較を図 2.2.3-10 に示す。反応開始水素濃度を高く設定

した解析結果においても，原子炉建物原子炉棟の水素濃度を可燃限界未満に抑

制しており，反応熱による影響で最高使用温度（300℃）を上回ることはない

ため，ＰＡＲの反応開始遅れの影響はない。 

表 2.2.3-6 ＳＮＬ試験の試験条件及び反応開始水素濃度 

試験番号 
圧力 

(bar) 

温度 

(℃) 

水蒸気濃度 

(％) 

酸素濃度 

(％) 

反応開始水素濃度 

(vol％) 

PAR-1 2.1 17 0 21 0.3 

PAR-2 2.1 24 0 21 0.15 

PAR-3 2.1 102 52 10 0.4 

図 2.2.3-10 反応開始遅れによる水素濃度の時間変化の比較 
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(5) 反応阻害物質ファクタについて 

炉心損傷を伴う重大事故時において，格納容器内によう化セシウム等の粒子

状放射性物質，ガス状よう素，蒸気等が発生する。これらが原子炉建物原子炉

棟へ漏えいした場合，ＰＡＲの性能に影響を与える可能性があるため，影響評

価を行う必要がある。 

粒子状放射性物質については，沈着や格納容器スプレイにより除去されるこ

とから，原子炉建物原子炉棟４階への漏えい量は十分小さく，影響はないと考

えられる。また，2.2.3(2)①に示したように，蒸気環境下による性能への影響

ないと考えられる。 

したがって，影響因子としてはガス状よう素を対象とし，以下のとおりＰＡ

Ｒの性能への影響を評価する。 

 

事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量は約 18.1kg であり，NUREG-1465 に

基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％，Regulatory Guide 1.195

に基づき，無機よう素生成割合を 91％，有機よう素生成割合を 4％とする。ま

た，格納容器内の自然沈着による除去効果については，CSE での実験結果に基

づき，事象発生後２時間までは除去効果を考慮せず，２時間以降は DF200 を考

慮する。 

このとき，格納容器の漏えい率を一律 10％/日，原子炉建物原子炉棟４階へ

全量漏えいすると仮定した場合，ガス状よう素濃度は約 11mg/m3
 となる。 

よう素による影響を確認するために行われたBattelle MC試験の試験条件を

表 2.2.3-7 に，試験結果を図 2.2.3-11 に示す。試験は，蒸気環境下において

空間に対するよう素割合約 300mg/m3 で実施しており，約 25％性能低下してい

ることが確認されている。 

試験条件と比べて島根原子力発電所２号炉で想定されるガス状よう素濃度

は十分に小さく，影響は小さいと考えるが，よう素環境下でのＰＡＲの性能低

下を考慮し，反応阻害物質ファクタとして「0.5」を設定する。 

なお，反応阻害はよう素が触媒に付着することで起こるものであり，スケー

ルファクタが変わっても，ＰＡＲ内部の流速は一律であり，付着するよう素の

割合は変わらないため，ガス状よう素による影響評価にスケールファクタを考

慮する必要はない。 
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表 2.2.3-7 試験条件（よう素の影響） 

温 度 圧 力 初期水素濃度 蒸気濃度 よう素濃度 

120℃ 2bar ４vol％ 50～70vol％ 300mg/m3 

図 2.2.3-11 試験結果（よう素の影響） 

本試験は，表 2.2.3-7 に示す条件でよう素による触媒性能低下の影響を確認

しているが，本試験結果が実機条件に適用できるかを確認するために，本試験

結果における水蒸気濃度，温度及び圧力の影響について示す。 

触媒の被毒は，強力な化学吸着による触媒反応の阻害によって発生する。し

たがって，よう素による被毒は，よう素によるパラジウム原子の物理的な閉塞

により発生する（図 2.2.3-12）。水蒸気濃度及び圧力は，パラジウム表面に結

合しているよう素の状態を変えることができないため，基本的には水蒸気濃度

と圧力は，よう素による被毒効果に与える影響はないと考えられる。なお，水

蒸気については，触媒に被膜ができること等による物理的な触媒性能低下の影

響が考えられるが，それについては「2.2.3 (2)① 蒸気環境下での影響」のと

おり，有意な影響はないことを確認している。さらに，触媒粒には疎水コーテ

ィングが施されていることから，水蒸気による性能低下を防ぐ設計考慮がなさ

れている。 

また，本試験条件は，島根原子力発電所２号炉の事故時に想定される環境と

比較し，よう素濃度，水蒸気濃度は保守的な条件となっている。これらを踏ま

え，本試験結果における水蒸気濃度，圧力が与える大きな影響はない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.2.3-12 パラジウムへのよう素の結合の概略図 

一方，温度については，触媒周りの温度が 200℃付近の高温になると，吸着

されたパラジウムとよう素が分離し，パラジウムは触媒機能を回復する知見が

既往研究より確認されている（図 2.2.3-13）。これは，温度が上がったことに

より化学結合状態が壊れてパラジウムとよう素が分離する状況になったこと

によるものと考えられる。 

図 2.2.3-13 再結合効果と温度の関係 

ＰＡＲは，再結合反応を始めると，触媒温度が上昇し触媒自体は 200℃を超

える高温状態になる。ＮＩＳ社製ＰＡＲ触媒は，粒型の触媒粒をカートリッジ

に敷き詰めた構造になっており，被毒物質に全ての触媒が覆われることを防ぐ

ことが設計上配慮されている。よって，被毒されていない部分は再結合反応が

始まり，それに伴い触媒粒の温度が上昇することで，被毒された部分の吸着さ

れたパラジウムとよう素が分離することで触媒機能が回復する傾向になると

考えられる。すなわち，よう素による被毒は再結合反応開始時に影響するもの

であるが，反応が開始すると，触媒温度上昇が支配的となり，試験条件として

の温度は，影響を無視できるものと考えられる。よって，本試験結果で示す触

媒性能低下評価において，温度条件は大きな影響を与えるものではない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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国内容器試験について 

平成 11 年１月から平成 13 年５月までの期間で電力共通研究「触媒式ＦＣＳ再

結合装置適用性研究（PHASE2）」が実施された。この研究において，水素処理速度

式の妥当性確認を目的の一つとして，縮小モデルを用いた国内容器試験が実施さ

れており，その試験装置，試験条件を以下にまとめた。 

1. 試験装置

図１に容器試験装置の外観を，図２に系統図を示す。試験装置は，試験容器，

ガス注入系，ガス供給設備，ガス分析計，真空排気装置等から構成されている。

図３（a）に試験容器を示す。試験容器は，

であり，内部に図３（b）に示すＰＡＲを設置している。ＰＡＲ内部には 

 の触媒カートリッジ５枚が格納されている。

図１ 試験装置外観 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 試験装置系統図 

図３ 試験容器及びＰＡＲ（試験体） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



ここで，本試験に用いている試験ＰＡＲとＰＡＲ－11，ＰＡＲ－22（島根原子

力発電所２号炉で採用），ＰＡＲ－44，ＰＡＲ－88 の触媒カートリッジの比較を

表１に示す。ＰＡＲのスケールファクタは，触媒カートリッジの寸法及び配置間

隔を開発時から変えないことを条件として，ＮＩＳ開発試験時に使用されたプロ

トタイプＰＡＲのカートリッジ枚数（88 枚）に対する，使用するＰＡＲのカート

リッジ枚数の比として，水素処理性能が規定できるものとするものである。また，

本試験にて用いている試験ＰＡＲとＰＡＲ－22 では，カートリッジの幅寸法が異

なるが，幅寸法を変更している場合には，入口部開口面積の比で整理し，スケー

ルファクタを算出できる。

本試験においてはこのスケールファクタを使用することで，実機の縮小モデル

により，水素処理性能評価式の妥当性等を検証している。 

表１ 触媒カートリッジの比較 

ＰＡＲタイ

プ 

触媒カートリッジ ＰＡＲ－88

に対するカ

ートリッジ

枚数の比 

入 口 開

口面積 

[cm2] 

ＰＡＲ－88

に対する入

口開口面積

の比 

スケー

ルファ

クタ

枚数 間隔 

[cm] 

幅×高さ×厚さ 

[cm] 

ＰＡＲ－88 88 1 1 1 

ＰＡＲ－44 44 0.5 0.5 0.5 

ＰＡＲ－22 22 0.25 0.25 0.25 

ＰＡＲ－11 11 0.125 0.125 0.125 

国内試験用

ＰＡＲ 
5 0.0568 0.0251 0.0251 

2. 試験条件

本試験においては，原子炉格納容器内の条件を模擬し，スプレイ流量等の試験

パラメータを変化させて試験を実施しているが，表２にスプレイ無しで実施され

た試験条件を示す。 

表２ 試験条件 

RUN No. スプレイ流量

[ℓ/min]

水素濃度 

[vol％] 

酸素濃度 

[vol％] 

圧力 

[MPa] 

温度 

[K] 

RUN-2 － 0.5～3 3.5 0.13 333 

3. 試験方法と試験手順

試験容器内を約 0.13kPa（約１torr）まで減圧した後，所定の分圧になるよう

に窒素ガスを注入し，その後，試験容器周りの加熱ヒータにより試験温度条件に

設定する。最後に，水素ガスを容器に注入してＰＡＲによる水素ガス，酸素ガス

の再結合反応状態について確認する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4. 試験結果

図４に試験結果と水素処理性能評価式を用いた算出値の比較を示す。図４より，

試験結果に対して水素処理性能評価式から求めた値は，保守側となっていること

が確認できる。 

図４ 試験結果と水素処理性能評価式を用いた算出値の比較 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＰＡＲ動作監視装置について 

1. 目的

ＰＡＲは，原子炉建物原子炉棟内の水素濃度上昇に従い自動的に作動する装置

であり，電源や運転員による操作の不要な設備である。 

ＰＡＲは，触媒における再結合反応により水素ガスを除去する設備であるので，

水素濃度の上昇にしたがって装置の入口側と出口側の差温度が上昇する（図１，

図２）ことから，ＰＡＲに温度計を設置することにより，水素処理の状況を把握

することができ，ＰＡＲによる水素処理が行われていることを確認することがで

きれば，重大事故対処時の有効な情報となると考えられる。 

このことから，原子炉建物原子炉棟４階に設置されているＰＡＲ（２個）に，

熱電対を入口側と出口側に取り付け，中央制御室にてＰＡＲの温度を確認できる

ようにし，重大事故対処時の監視情報の充実を図る。 

図１ ＳＮＬで行われた試験用ＰＡＲ概要 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ ＳＮＬで行われた試験結果（ＰＡＲ温度と水素濃度の関係） 

2. 設備概要

ＰＡＲ２個に対し，入口側及び出口側に熱電対を取り付け，事故時のＰＡＲの

測定温度を中央制御室にて監視できるようにする。 

熱電対の設置位置は，ＰＡＲ入口近傍及び触媒カートリッジ上方に熱電対シー

スを取り付け，ガス温度を測定できるようにしている。

試験結果（図２）において，触媒部での水素再結合反応に伴い，水素濃度１vol％

程度でＰＡＲ入口と出口のガス温度差は約 40K，水素濃度４vol％程度でＰＡＲ入

口と出口のガス差温度は約 170K になっており，ＰＡＲの入口側と出口側の差温

度が明確であることから，ＰＡＲ動作を把握することができる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ ＰＡＲへの熱電対取付位置概要図 

 

ＰＡＲへの熱電対取り付け位置は，サポートとの干渉を考慮したＰＡＲ筐体付

近への取り付け性，固定性，保守性等を考慮してＰＡＲ入口側及び出口側のガス

温度が測れる位置としている（図３）。 

熱電対シースは外径 3.2 ㎜であり，ＰＡＲへの流路影響の観点から水素除去性

能へ影響を及ぼすものではない。また，出口側の熱電対シースは 300℃以上の耐

熱性を有しており，ＰＡＲによる水素処理時に発生する熱の影響を考慮しても問

題はない。 

測定温度は，中央制御室に指示し，緊急時対策所に記録される（図４）。 

 

表１ ＰＡＲ入口・出口温度計の主要仕様 

名称 種類 計測範囲 取付箇所 個数 

静的触媒式水素 

処理装置入口温度 
熱電対 0～100℃ 

原子炉建物 

原子炉棟４階 
２ 

静的触媒式水素 

処理装置出口温度 
熱電対 0～400℃ 

原子炉建物 

原子炉棟４階 
２ 
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図４ ＰＡＲ入口・出口温度計の概略系統図 

3. ＰＡＲ動作監視装置（ＰＡＲ入口・出口温度計）の設置場所

ＰＡＲは水素ガスを処理する際の熱でガス温度が上昇するため，ＰＡＲ装置で

上昇気流が発生する。したがって，原子炉建物原子炉棟４階の水素ガスが自然対

流を起こし拡散されることから，原子炉建物原子炉棟４階に配置したＰＡＲ全体

に水素ガスが行き渡り，一様に触媒反応を起こして温度が上昇すると想定してい

る（「2.2.2 原子炉建物原子炉棟の水素濃度解析」参照）。 

以上を考慮して，ＰＡＲ動作監視装置（ＰＡＲ入口・出口温度計）の設置場所

は，位置的分散を考慮して，原子炉建物原子炉棟４階に配置した２個のＰＡＲに

設置している。（図５） 

図５ ＰＡＲ入口・出口温度計の配置図 

熱電対 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＫＡＬＩ試験，ＳＮＬ試験の試験データ適用性について 

本章では，ＫＡＬＩ試験及びＳＮＬ試験を用いて示した項目について，試験デ

ータの適用性を示す。ＫＡＬＩ試験及びＳＮＬ試験は表１に示す項目に対して試

験データを用いている。 

表１ ＫＡＬＩ試験及びＳＮＬ試験を説明に使用した項目について 

説明項目 
使用した試験データ 

ＫＡＬＩ試験 ＳＮＬ試験 

（１） 性能評価式の適用性 〇 － 

（２） 蒸気環境下での影響 ○ － 

（３） ＰＡＲの反応開始遅れの影響 － ○ 

ＫＡＬＩ試験では実機ＰＡＲと同様にチムニを延長していないＰＡＲを用いて

いるが，ＳＮＬ試験ではチムニを延長したＰＡＲを用いている。 

試験データの適用性についてはこの延長チムニの有無による試験適用性を示す。 

1. ＰＡＲの反応開始遅れの影響

ＰＡＲの反応開始遅れを確認するために，ＳＮＬ試験のデータを用いている。

ＳＮＬ試験に用いたＰＡＲと当社に設置するＰＡＲの比較を表２に示す。いずれ

もＮＩＳ社製のカートリッジ枚数が 22 枚タイプであり，入口サイズが多少異な

るものの同程度のサイズである。大きく異なる箇所としてはチムニの有無であり，

当社設置のＰＡＲはチムニが無いタイプであるのに対し，ＳＮＬ試験に用いたＰ

ＡＲは    形チムニを有するタイプを用いている。 

ただし，ここで確認すべき事項は，水素ガス流入に対してＰＡＲの反応開始時

間・定格容量に達する時間までにどれだけ遅れがあるかである。チムニは，触媒

反応時に発生する熱によるＰＡＲ内の上昇気流を増強させることで水素処理能

力を向上させるものであり，触媒反応が開始される初期についてはチムニの効果

はない。つまり，ＰＡＲの反応開始初期の発熱による温度変化，定格の水素処理

能力を発揮するまでの時間を確認する際は，水素処理容量を向上させるために取

付けているチムニの有無は大きく関係しない。よって，触媒反応開始の遅れの影

響を確認するためにＳＮＬ試験を用いることに問題はない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



表２ 実機とＳＮＬ試験のＰＡＲ比較について 

項目 島根原子力発電所２号炉 ＳＮＬ試験 

ＰＡＲ外形 

ＰＡＲ製造社 ＮＩＳ社 ＮＩＳ社 

カートリッジ枚数 22 枚 
22 枚 

（88 枚タイプの 1/4 スケール） 

入口サイズ 
幅： 

奥行： 

幅： 

奥行： 

延長チムニ なし 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.3 原子炉建物水素濃度監視設備について 

2.3.1 原子炉建物水素濃度監視設備の設計方針について 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建物原子炉棟の水素濃度が変

動する可能性のある範囲で測定するための設備として原子炉建物水素濃度を設置

する。 

 

(1) 設計方針 

原子炉建物水素濃度は炉心の著しい損傷が発生し，ジルコニウム－水反応等

で短期的に発生する水素ガス及び水の放射線分解等で長期的に緩やかに発生

し続ける水素ガスが格納容器から原子炉建物原子炉棟へ漏えいした場合に，原

子炉建物原子炉棟において，水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定を行

い，中央制御室において連続監視できる設計とする。また，原子炉建物水素濃

度は電源が喪失した場合においても常設代替交流電源設備又は可搬型代替交

流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

 

(2) 主要仕様 

原子炉建物水素濃度の主要仕様を表 2.3.1-1 に示す。原子炉建物水素濃度は

原子炉建物原子炉棟の水素濃度を触媒式または熱伝導式水素濃度検出器を用

いて電気信号として検出する。検出された電気信号を演算装置にて水素の濃度

信号に変換した後，中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。図

2.3.1-1 に概略構成図を示す。 

 

表 2.3.1-1 原子炉建物水素濃度の主要仕様 

名称 
検出器 

の種類 
計測範囲 個数     取付箇所 

原子炉 

建物 

水素濃度 

触媒式 

水素検出器 

０～ 

10vol％ 
１ 

原子炉建物原子炉棟地下１階 

・トーラス室：１個 

熱伝導式 

水素検出器 

０～ 

20vol％ 
６ 

原子炉建物原子炉棟４階 

・床から５m：１個 

・天井から－１m：１個 

原子炉建物原子炉棟２階 

・非常用ガス処理系吸込配管近傍：１個 

・ＳＲＶ補修室：１個 

原子炉建物原子炉棟１階 

・ＣＲＤ補修室：１個 

・所員用エアロック室：１個 
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図 2.3.1-1 原子炉建物水素濃度の概略構成図 

 

(3) 設置場所 

原子炉建物水素濃度の検出器の設置場所を図2.3.1-2から図2.3.1-5に示す。 

なお，添付９にて記載した局所エリア及びトーラス室に漏えいした水素ガス

を早期検知及び滞留状況を把握することは，水素爆発による原子炉建物の損傷

を防止するために有益な情報になることから，局所エリア及びトーラス室に漏

えいした水素ガスを計測するため水素濃度計を設置し，事故時の監視性能を向

上させる。これにより，格納容器内にて発生した水素ガスが漏えいするポテン

シャルのある箇所での水素濃度と，水素ガスが最終的に滞留する原子炉建物原

子炉棟４階での水素濃度の両方を監視できることとなり，原子炉建物原子炉棟

全体での水素影響を把握することが可能となる。なお，トーラス室の水素ガス

の挙動としては，格納容器から漏えいした高温の気体による上昇流（エネルギ

ーとしては１kW 程度）と，上昇した気体が天井および側壁にて冷却されるこ

とで発生する下降流により，トーラス室の雰囲気全体を混合する自然循環流が

生じ，水素濃度はほぼ均一になると考えられるため，図 2.3.1-5 に示す設置場

所に１台設置する。 

 

指 示 

中央制御室 触媒式 
水素検出器 

演算装置 

記 録(注 1) 

 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

指 示 

中央制御室 熱伝導式 
水素検出器 

記 録(注 1) 

 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 
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図 2.3.1-2 原子炉建物水素濃度の設置場所（原子炉建物４階） 

図 2.3.1-3 原子炉建物水素濃度の設置場所（原子炉建物２階） 

図 2.3.1-4 原子炉建物水素濃度の設置場所（原子炉建物１階） 

検出器
ＣＲＤ
補修室

原子炉建物１階

検出器
所員用エアロック室

PN

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.3.1-5 原子炉建物水素濃度の設置場所（原子炉建物地下１階）  

検出器
トーラス室

原子炉建物地下１階

PN
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(4) 代替電源の確保 

原子炉建物水素濃度監視設備は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備から電源供給が可能な設計とする（図 2.3.1-6）。 

 

図 2.3.1-6 単線結線図 



添付 13 
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原子炉建物水素濃度の適用性について 

 

原子炉建物水素濃度は，炉心の著しい損傷が発生した場合に，原子炉建物原子

炉棟内に発生する水素ガスを監視する目的で，水素濃度が変動する可能性のある

範囲で測定できる設計としている。 

 

1. 計測範囲の考え方 

炉心損傷時に格納容器内に発生する水素ガスが原子炉建物原子炉棟に漏えい

した場合に，ＰＡＲによる水素濃度低減（可燃限界である４vol％未満）をトレ

ンドとして連続的に監視できることが主な役割であることから，原子炉建物水素

濃度（触媒式）では０～10vol％，原子炉建物水素濃度（熱伝導式）では０～20vol％

を計測可能な範囲とする。 

 

2. 測定原理 

(1) 原子炉建物水素濃度（触媒式） 

原子炉建物原子炉棟地下１階のトーラス室に設置する水素濃度計は，触媒式

水素検出器を用いる。触媒式水素検出器は，図１に示すとおり，触媒活性材で

コーティングされた検知素子と補償素子，及び２つの固定抵抗でブリッジ回路

が構成されている。水素が検知素子に触れると触媒反応により空気中の酸素と

結合（接触燃焼）し，発熱して検知素子温度が上昇する。検知素子温度が上昇

することにより，素子の抵抗値が変化すると図１のブリッジ回路のＡＢ間の出

力信号が変化する。水素と酸素の結合による発熱量は水素濃度に比例するため，

検知素子の温度変化による抵抗値変化を水素濃度として測定できる。 

また，水素による検知素子の温度上昇と環境温度の上昇を区別するため，素

子表面に触媒層を有さない補償素子により環境温度の変化による検知素子の

抵抗値変化は相殺される。
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図１ 原子炉建物水素濃度（触媒式）検出回路の概要図 

 

(2) 原子炉建物水素濃度（熱伝導式） 

原子炉建物原子炉棟４階天井及び中間付近，２階及び１階に設置する水素濃

度計は，熱伝導式水素検出器を用いる。 

熱伝導式水素検出器は，検知素子と補償素子が図２のようにホイートストン

ブリッジ回路に組み込まれている。検知素子側は，原子炉建物内雰囲気ガスが

触れるようになっており，補償素子側は基準となる標準空気が密閉され，測定

ガスは直接接触しない構造になっている。このため，水素が検知素子に接触す

ることで，補償素子と接触している基準となる標準空気との熱伝導度の違いか

ら温度差が生じ，抵抗値が変化し，ブリッジ回路の平衡がくずれ，信号出力が

得られる。検知素子に接触するガスの熱伝導度は，水素濃度に比例するため，

検知素子の温度変化による抵抗値変化を水素濃度として測定できる。 

また，補償素子の標準空気容器の外側には測定ガスが同様に流れ，温度補償

は考慮された構造となっている。 

熱伝導式水素検出器は，標準空気に対する測定ガスの熱伝導率の差が大きい

ことを利用しているものである。水素の熱伝導率は，約 0.18W／(m・K)at27℃

である一方，酸素，窒素は，約 0.02W／（m・K）at27℃と水素より１桁小さく，

これらのガス成分の変動があっても水素濃度測定に対する大きな誤差にはな

らない。 
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図２ 原子炉建物水素濃度（熱伝導式）検出回路の概要図 

 

 

3. 設置場所 

炉心の著しい損傷が発生した場合が発生し，格納容器内に水素ガスが蓄積した

状況では，格納容器のフランジ部等を通じて水素ガスが原子炉建物原子炉棟内に

漏えいする可能性がある。原子炉建物原子炉棟内に漏えいした水素ガスは，比重

等の関係で原子炉建物原子炉棟４階まで上昇し，原子炉建物原子炉棟４階に滞留

することが予想される。また，ＰＡＲは水素ガスを処理する際の熱でガス温度が

上昇するため，ＰＡＲ内部で上昇気流が発生する。したがって，原子炉建物原子

炉棟４階の水素ガスが自然対流を起こし拡散される。 

 

以上を考慮して，水素濃度計の設置場所は，水素ガスが最も蓄積されると想定

される原子炉建物原子炉棟４階に配置している。 

また，非常用ガス処理系を使用する場合，原子炉建物原子炉棟４階まで上昇せ

ず，非常用ガス処理系に流入する可能性があることから，非常用ガス処理系の吸

込み配管がある，原子炉建物原子炉棟２階に設置している。 

なお，添付９にて記載した局所エリア及びトーラス室に漏えいした水素ガスを

早期検知及び滞留状況を把握することは，水素爆発による原子炉建物の損傷を防

止するために有益な情報になることから，局所エリア及びトーラス室に漏えいし

た水素ガスを計測するため水素濃度計を設置し，事故時の監視性能を向上させる。

これにより，格納容器内にて発生した水素ガスが漏えいするポテンシャルのある

箇所での水素濃度と，水素ガスが最終的に滞留する原子炉建物原子炉棟４階での

水素濃度の両方を監視できることとなり，原子炉建物原子炉棟全体での水素影響

を把握することが可能となる。 
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4. 原子炉建物水素濃度検出器の選定について

原子炉建物水素濃度検出器は，設置個所における重大事故等時の環境を考慮す

る必要がある。トーラス室においては，トーラス室の想定環境温度が 120℃であ

ることから，想定環境温度に対して耐性の高い触媒式水素検出器を選定する。 

原子炉建物原子炉棟４階及び局所エリアにおいては，想定環境温度が 66℃であ

ることから，想定環境温度を踏まえ熱伝導式水素検出器を選定する。 

5. 原子炉建物水素濃度検出器の耐環境性について

設置場所の環境条件は以下のとおり。なお，水素濃度検出器設置場所の環境条

件設定については，有効性評価を踏まえた条件を解析条件として算出している。

（「2.2.2 (6)ＰＡＲ解析条件」） 

表１ 事故時想定環境条件と試験条件 

対象 事故時想定環境※ 耐環境試験結果 

原子炉建物水素濃度

（触媒式） 

温    度：120℃ 

湿    度：100％RH 

積算放射線量：0.28kGy 

耐環境試験温度   ：

耐環境試験湿度    ：

耐環境試験放射線量：

原子炉建物水素濃度

（熱伝導式） 

温    度：66℃ 

湿    度：100％RH 

積算放射線量：0.28kGy 

耐環境試験温度   ：

耐環境試験湿度    ：

耐環境試験放射線量：

※ 想定環境は，詳細評価により今後見直す可能性がある。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.4 原子炉ウェル代替注水系（自主対策設備）について 

原子炉ウェル代替注水系は，重大事故等時において，ドライウェル主フランジ

を冷却することで格納容器外への水素漏えいを抑制し，原子炉建物の水素爆発を

防止する機能を有するものであり，自主対策設備として設置する。ドライウェル

主フランジは図 2.4-1 に示すように，原子炉ウェルに水を注水することで，ドラ

イウェル主フランジシール材を外側から冷却することができる。ドライウェル主

フランジのシール材は事故時の過温・過圧状態に伴うフランジ変形時に，シール

材が追従できない程の劣化があると，閉じ込め機能を喪失する。このシール材は，

以前はシリコンゴムを採用していたが，格納容器閉じ込め機能の強化のために耐

熱性，耐蒸気性，耐放射線性に優れた改良ＥＰＤＭ製シール材に変更し閉じ込め

機能強化を図っている。改良ＥＰＤＭ製シール材は 200℃蒸気が７日間継続しても

閉じ込め機能が確保できることを確認しているが，シール材の温度が低くなると，

熱劣化要因が低下し，閉じ込め機能もより健全となり，原子炉建物原子炉棟への

水素漏えいを抑制できる。 

このことから，設置許可基準規則第 53 条（原子炉建物水素爆発防止）に対する

自主対策設備として，重大事故等時に原子炉ウェルに注水し，格納容器外側から

ドライウェル主フランジを冷却し水素漏えいを抑制することを目的として，原子

炉ウェル代替注水系を設置する。 

 

 
図 2.4-1 原子炉ウェル代替注水系の概要図 
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2.4.1 原子炉ウェル代替注水系の設計方針について 

原子炉ウェル代替注水系は，原子炉ウェルに水を注水し，ドライウェル主フラ

ンジシール材を格納容器外部から冷却することを目的とした系統である。原子炉

ウェル代替注水系は，大量送水車，接続口等で構成しており，重大事故等時にお

いて，代替淡水源（輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２））の水，又は海水を原

子炉ウェルに注水しドライウェル主フランジを冷却することで，ドライウェル主

フランジからの水素漏えいを抑制する設計とする。したがって，事故時に速やか

にドライウェル主フランジシール材を冠水させるように原子炉ウェルに水を張る

ことが必要であり，その際の必要注水量は冠水分と余裕分も見込み約 30m3以上と

する。これを注水開始から約２時間で達成できることを設計方針としており，原

子炉ウェル注水の系統流量は 15m3/h 以上とする。これを達成するために，原子炉

ウェル代替注水系のポンプは大量送水車を採用する。また，大量送水車を接続す

る接続口は，位置的分散して複数設置する。原子炉ウェル代替注水系の主要仕様

を表 2.4.1-1 に示す。 

 

表 2.4.1-1 原子炉ウェル代替注水系主要仕様 

大量送水車 

台数 1 

容量 168m3/h/台以上 

（吐出圧力 0.85MPa において） 

120m3/h/台以上 

（吐出圧力 1.4MPa において） 

 

2.4.2 原子炉ウェル代替注水系の効果について 

重大事故等時における格納容器過温・過圧事象において，ドライウェル主フラ

ンジの閉じ込め機能を強化するために格納容器限界温度（200℃）が７日間継続し

たとしても健全性が確認できる改良ＥＰＤＭ製シール材を取り付ける。よって，

ドライウェル主フランジからの水素ガス漏えいポテンシャルは低減しているが，

原子炉ウェル注水により原子炉ウェルに常温の水を注水することで冷却効果が得

られるため，水素ガスの漏えいをさらに抑制することが可能である。よって，原

子炉ウェル代替注水系は，原子炉建物の水素爆発防止対策の１つとして効果的で

ある。 

 

2.4.3 原子炉ウェル注水による格納容器への影響について 

原子炉ウェル代替注水系は，原子炉格納容器温度が 200℃のような過温状態で常

温の水を原子炉ウェルに注水することから，ドライウェル主フランジを急冷する

ことにより格納容器閉じ込め機能に影響が無いかについて評価を行った。  
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(1) 評価方法 

格納容器過温時に原子炉ウェルに注水することで，低温の水がドライウェル

主フランジに与える熱的影響を評価する。格納容器への影響としては鋼材部の

熱影響が考えられるため，影響する可能性がある部位としてはドライウェル主

フランジ及びドライウェル主フランジ締付ボルトが挙げられる。このうち，体

積が小さい方が水により温度影響を受けるため，評価対象としてドライウェル

主フランジ締付ボルトを選定し，ドライウェル主フランジ締付ボルトの急冷に

よる熱的影響を評価する。 

 

(2) 評価結果 

原子炉ウェル注水によるドライウェル主フランジ締付ボルト冷却時の発生

応力について表 2.4.3-1 に示す。評価結果から，ボルトが 200℃から 20℃まで

急冷された場合でも，応力値は降伏応力を下回っておりボルトが破損すること

はない。 

 

表 2.4.3-1 ドライウェル主フランジ締付ボルトの熱収縮による応力評価結果 

項目 記号 単位 値 備考 

材料 － － SNCM439 
ドライウェル主フランジ締

付ボルトの材料 

ヤング率 E MPa 192,000  

熱膨張率 α 1/K 1.25×10－5  

温度差 ΔT K 180 
水温 20℃とし，格納容器温

度 200℃時の温度差 

ひずみ ε － 2.26×10-3 ε=α・ΔT 

応力 σ MPa 434 σ=E・α・ΔT 

設計降伏点 Sy MPa 754 SNCM439（200℃） 

設計引張応力 Su MPa 865 SNCM439（200℃） 

 

また，原子炉ウェル注水は原子炉ウェルに注水しドライウェル主フランジを

冷却するため，格納容器を除熱することによる格納容器負圧破損への影響が懸

念される。この格納容器の負圧破損に対する影響について検討した結果，原子

炉ウェルに注水しドライウェル主フランジを冷却することによる格納容器除

熱効果は小さく，崩壊熱に対して十分低いことが確認できており，格納容器を

負圧にするような悪影響はない。 

 

  



 

128 

(3) まとめ 

上記の結果から，原子炉ウェル注水による急冷により格納容器閉じ込め機能

に悪影響を与えることはない。また，低炭素鋼の延性一脆性遷移温度は一般的

に約-10℃以下であり，水温はこの温度領域以上であるので脆性の影響もない

と考えられる。 

 

2.4.4 原子炉ウェル代替注水系の監視方法について 

原子炉ウェル代替注水系の使用時における監視は，大量送水車付属の流量計，

原子炉ウェル水位計と，ドライウェル温度（ＳＡ）（ドライウェル上部温度）によ

り行う。大量送水車で注水する際に流量計で注水流量を調整し，原子炉ウェル水

位計により原子炉ウェル水位を監視すると同時に，ドライウェル温度（ＳＡ）（ド

ライウェル上部温度）の指示によりドライウェル主フランジが冷却されているこ

とを確認し，原子炉ウェル代替注水系の効果を監視する。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

参考資料１ 

参考 1-1 

 

格納容器の漏えい箇所の選定について 

 

格納容器の水素の漏えい箇所は，以下の考え方に基づき選定している。 

 

1. 格納容器バウンダリ構成部を踏まえた選定 

格納容器のバウンダリ構成部である構造部及びシール部に対して，「限界温度・圧力

評価」にて設定した限界温度及び，限界圧力を踏まえると，シール部の限界よりも構造

部の限界の方が十分裕度があることが確認されている。 

このことから，格納容器からの漏えい箇所としては，シール部からの漏えいを選定す

る。 

 

2. 機能喪失要因を踏まえた選定 

シール部の機能喪失要因としては，格納容器内圧の上昇に伴いハッチ類のフランジ部

で生じる「変形」とシール材の「高温劣化」による機能低下がある。このうちシール材

の「高温劣化」は，劣化により材料そのものにリークパスが生じる場合と，材料そのも

のにリークパスは生じないものの，変形に対する追従性が低下する場合の２つが想定さ

れる。 

表１に評価対象部位とそれぞれの部位に対して想定される機能喪失要因を整理した

結果を示す。ハッチ類（シール部）と配管貫通部（シール部）は，材料そのものにリー

クパスが生じない場合であっても，フランジの変形と高温劣化による追従性の低下が重

畳することでシール機能喪失に至る可能性があることから，電気配線貫通部及び格納容

器隔離弁よりも相対的にシール機能喪失のポテンシャルが大きい。 

本評価では，圧力と温度の上昇に対応して格納容器の漏えい率を設定していること及

び上述のとおりシール機能の喪失要因として変形と高温劣化の重畳が支配的であるこ

とから，シール部の機能喪失要因として「変形」を伴う機器を選定する。 

1.及び2.から，ハッチ類（シール部）と配管貫通部（シール部）を選定する。 
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表１ 評価対象部位における機能喪失要因 

評価対象部位 
機能喪失要因 

構造部 シール部 

格納容器本体 

一般部 延性破壊 － 

構造不連続部 延性破壊 － 

ドライウェル基部 延性破壊 － 

ベント管ベローズ 疲労破壊 － 

ドライウェル主フランジ 
フランジ 延性破壊 変形，高温劣化 

ボルト 延性破壊 － 

ハッチ類 

機器搬入口 
円筒胴 延性破壊 変形，高温劣化 

鏡板 座屈 － 

所員用エアロッ

ク 

円筒胴 延性破壊 － 

隔壁 延性破壊 変形，高温劣化 

逃がし安全弁搬

出ハッチ 

円筒胴 延性破壊 変形，高温劣化 

鏡板 座屈 － 

制御棒駆動機構

搬出ハッチ 

円筒胴 延性破壊 － 

鏡板 延性破壊 － 

フランジ 延性破壊 変形，高温劣化 

ボルト 延性破壊 － 

配管貫通部 

接続配管 延性破壊 － 

スリーブ 延性破壊 － 

ボルト締め平板 延性破壊 － 

フランジ 延性破壊 変形，高温劣化 

ボルト 延性破壊 － 

セーフエンド 延性破壊 － 

ベローズ 疲労破壊 － 

電気配線貫通部 

アダプタ 延性破壊 － 

ヘッダ 延性破壊 － 

モジュール － 高温劣化 

原子炉格納容器隔離弁 
耐圧部 延性破壊 － 

シール部 － 高温劣化 

注）  ：非選定の評価対象部位を示す。 

 

3. 開口量評価を踏まえた選定 

2.で選定した評価対象部位について，「限界温度・圧力評価」におけるシール部の開

口量評価結果を表２に示す。また，評価対象部位の位置を図１～４に示す。 

配管貫通部のうち，X-23A～E及びX-107は，口径及び開口量が小さく，開口量に対す

る許容開口量の裕度も大きいことから，漏えいポテンシャルは十分に低いと考えられる



ため，水素の想定漏えい箇所としては対象外としている。また，X-107については，既

に水素の想定漏えい箇所としているX-5と同じ所員用エアロック室内に設置されており，

仮にX-107から水素が漏えいした場合でも，所員用エアロック室内の水素濃度は0.07 

vol%程度の上昇に留まり，X-5からの漏えいによる水素濃度の最大値1.84vol%と比較し

て，水素濃度への寄与は十分に小さいと判断できる。 

以上から，格納容器からの水素の漏えい箇所として６部位を選定する。 

4. 各解析条件における漏えい箇所

各解析条件で想定する漏えい箇所は以下としている。

＜ＰＡＲの設計条件＞ 

表２より，許容開口量に対する裕度及び口径から漏えいポテンシャルが最も大き

いと考えられるドライウェル主フランジを漏えい箇所とする。 

＜有効性評価結果を踏まえた条件＞ 

3.で選定した６部位を漏えい箇所とする。 

表２ シール部の開口量評価結果

評価対象部位 
①開口量 

(mm) 

②許容開口量 

(mm) 

裕度 

(②/①) 

口径 

(mm) 

ドライウェル 

主フランジ 

ハ

ッ

チ

類 

機器搬入口 

(X-4A,B) 

所員用 

エアロック(X-5) 

逃がし安全弁 

搬出ハッチ(X-3) 
機器搬入口で代表評価 － 

制御棒駆動機構 

搬出ハッチ(X-6) 

配

管

貫

通

部 

サプレッション・チェ

ンバアクセスハッチ 

(X-7A,B) 

TIPドライブ 

(X-23A～E) 

ISI用ハッチ 

(X-107) 

注）  ：非選定の評価対象部位を示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考 1-4 

図１ 評価対象部位位置図（原子炉建物４階） 

図２ 評価対象部位位置図（原子炉建物２階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 評価対象部位位置図（原子炉建物１階） 

 

 

 

 

図４ 評価対象部位位置図（原子炉建物地下階） 

サプレッション・チェンバ
アクセスハッチ 

所員用エアロック 

機器搬入口 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 

TIPドライブ 

ISI用ハッチ 
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原子炉建物原子炉棟４階大物搬入口及びトーラス室上部ハッチについて 

島根原子力発電所２号炉の原子炉建物原子炉棟４階の大物搬入口はグレーチングで

あり，通常運転中に地震が発生しても閉鎖することはない。原子炉建物原子炉棟４階平

面図を図１に，グレーチング敷設状況を図２に示す。 

また，トーラス室上部ハッチは内部溢水対策によりグレーチングハッチに変更したた

め，大物搬入口と同様に通常運転中に閉鎖することはない。原子炉建物１階平面図を図

３に，トーラス室上部ハッチ開口状況を図４に示す。 

なお，原子炉建物原子炉棟４階大物搬入口及びトーラス室上部ハッチに係る記載につ

いては，詳細設計段階において検討する。 

図１ 原子炉建物４階 平面図 

図２ 大物搬入口外観 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図３ 原子炉建物１階 平面図 

 

 

 

図４ トーラス室上部ハッチ外観 

トーラス室上部ハッチ



参考資料３ 
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ＰＡＲによる再結合処理の律速過程について 

このように内部に大量の触媒を充填したＮＩＳ社製ＰＡＲの触媒カートリッジの構

造上の特長から，カートリッジ内部に到達した水素は速やかに再結合され，処理量は触

媒カートリッジ間の流路のガス主流からカートリッジ表面への拡散速度により律速さ

れるものと推定される。 

この場合には動作中のＰＡＲでは，ガスの入口に近いカートリッジ下部では主流の水

素濃度が高いうえに，濃度境界層が未発達であるために多くの水素がカートリッジ内に

到達し再結合され反応熱が多く生成する一方，出口に近いカートリッジ上部では，主流

の水素濃度が低下すると共に，濃度境界層が発達することにより，カートリッジに到達

する水素が少なく、発熱も少ないと予想される。（図１） 

図２に示すＫＡＬＩ試験では，触媒カートリッジの温度については上流側（カートリ

ッジ下部）で高温となるのに対して，ガス温度については下流側（カートリッジ上部）

で高温となっており，上記を裏付ける結果となっている。（触媒表面での反応が支配的

であれば，ガス中の水素濃度，境界層の影響は小さく，触媒が一様に充填されているの

で触媒の温度分布も平坦となると考えられる。） 

以上より，ＰＡＲ内部での水素処理の過程では，触媒担体の細孔内での拡散やパラジ

ウム触媒表面での反応は律速ではなく、ガス中の拡散が支配的であると判断できる。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図１ ＰＡＲ流路内濃度分布と触媒温度分布（概念図） 

図２ ＰＡＲ内部分布の例（ＫＡＬＩ試験 N06-22）

下部 

上部 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

参考資料４ 

参考 4-1 

 

ＧＯＴＨＩＣコードについて 

 

1. はじめに 

原子炉建物水素対策の有効性を評価するための熱流動解析において，米国ＥＰＲＩ

（Electric Power Research Institute）により開発された汎用熱流動解析コード「Ｇ

ＯＴＨＩＣ（Generation of Thermal-Hydraulic Information for Containments）」を

用いている。以下に本解析コードを用いる妥当性を示す。 

 

2. 計算機コードの特徴 

(1) 概要 

本解析コードは，気相，液体連続相，及び液体分散相（液滴）の３相について，

各々，質量，運動量，エネルギーの３保存式を解く，完全３流体（９保存式）解析

コードである。 

各相間の質量，運動量，エネルギーの移動は構成式で表され，これにより，凝縮・

沸騰現象や，液滴による気体の引き込みなど，複雑な混相流現象を模擬することが

できる。また，ファン・水素再結合器などの機器モデルが組み込まれており，これ

らの機器の機能を模擬できる。 

このような基本構成により，原子炉建物内における気液混相の熱流動を取り扱う

ことができる。 

 

(2) 流体 

前述のように，本解析コードは気相及び液相の熱流動を取り扱うことができる。

このうち気相については，蒸気だけでなく水素，窒素，酸素などの様々なガスが混

合した多成分ガスとして取り扱うことができる。 

 

(3) 伝熱 

流体の各相間の伝熱（エネルギー移動）は，(1)で記述したように構成式で表され

る。 

流体と壁面等の構造体との間の伝熱は，壁面熱伝達モデルにより評価する。壁面

熱伝達モデルは，自然対流熱伝達，強制対流熱伝達，凝縮熱伝達などのモデルが組

み込まれており，流体と構造物の間の熱伝達，壁面近傍の蒸気の凝縮などを考慮で

きる。 

また，構造物内部の熱伝導を考慮できる。 

 

(4) 形状モデル 

本解析コードの形状モデル例を図１に示す。ＧＯＴＨＩＣでは，区画を複数ボリ

ューム（サブボリューム分割）として扱う分布定数系モデルと，区画を１ボリュー

ムとして扱う集中定数系モデルがあり，解析内容に応じて適切にモデル化すること

が可能である。
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このうち，分布定数系モデル（サブボリュームモデル）は，いわゆる直交系の構

造格子モデルであり，３次元の流体挙動が計算される。分布定数系モデルにおいて

は，各サブボリュームの体積や高さなど，また，サブボリューム間の流路面積や水

力等価直径などの形状パラメータを設定することにより，当該部の３次元形状をモ

デル化することが可能である。さらに，乱流モデル及び分子拡散モデルが組み込ま

れており，乱流拡散及び分子拡散による質量・運動量・エネルギーの移動を考慮可

能である。また，壁面摩擦モデルや局所圧力損失モデルにより，壁面と流体との相

互作用や，流路内の構造物を通過することによる運動量・エネルギーの損失を考慮

可能である。さらに，各相間の界面を通じた質量，運動量，エネルギーの移動が考

慮されている。各サブボリュームについてこれらのモデルを含む質量・運動量・エ

ネルギーの保存式を計算することにより，３次元熱流動を評価する。 

集中定数系においては，各区画・各相について質量とエネルギーの保存式が計算

される。一方，集中定数系の区画間の流れはフローパスモデルで模擬する。フロー

パスは，各相について１次元の運動量の保存式が計算され，壁面摩擦モデル，局所

圧力損失モデル，各相間の界面を通じた運動量の移動などが考慮されている。また，

区画と境界条件とを接続することにより，境界との流体の流入・流出が計算される。

フローパスは１次元の流れであるが，場合によって，これらを複数設置することに

より，区画間の循環流れ等も模擬することができる。 

 

 
図１ 形状モデル例 

 

(5) 境界条件 

流出入境界から流入する流体の種類，流量，エネルギーなどを設定できる。また，

圧力境界条件により，境界での流体の圧力などを設定できる。一方，熱伝導体の境

界においては，境界での熱流束，温度などを設定可能である。 

 

(6) 機器モデル 

ファンや水素再結合器などの機器を模擬できる。ファンモデルは，フローパスに

流入・流出する流量を制御できる。水素再結合器モデルは，当該モデルに流入する

水素と酸素の結合反応及び上記結合反応によって生じる反応発熱を制御できる。 
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3. 本解析コードの妥当性確認

原子炉建物水素対策の有効性を評価するための熱流動解析に本解析コードを用いる

ことの妥当性を確認するため，基本的な物理現象である３次元的な流動によるガスの流

動・拡散現象，ガスの熱流動と水素ガス濃度変化への影響が大きい水蒸気の壁面熱伝達

による凝縮及び構造体内部熱伝導，ＰＡＲモデルに着目する。 

(1) ３次元流動解析への適用性

原子炉建物内では，格納容器などから漏えいしたガスが拡散し混合する。原子炉

建物水素対策の有効性評価では，原子炉建物原子炉棟４階に対して，複数ボリュー

ム分割できる分布定数系モデルを適用することで，水素や水蒸気などガスのボリュ

ーム間の拡散・混合を解析可能である。 

ガスの拡散・混合に関する代表的な総合効果試験として NUPEC 試験がある（図２

参照）。NUPEC 試験は，表１及び図３～５に示すように，25 の区画に分割された試

験体系において，ガス放出の有無，放出ガスの種類（水蒸気または水素の代替とし

てのヘリウム）やスプレイの有無などを考慮した試験が行われ，雰囲気圧力・温度

やガス濃度分布が測定されている。ここでは，水蒸気及び水素の代替としてのヘリ

ウムの両方を放出し，かつスプレイを想定しない点で，原子炉建物水素対策の想定

条件に近い試験ケースTest M-4-3を対象に，解析の試験データとの比較を行った。 

Test M-4-3の試験条件を以下に示す。 

・初期圧力：101(kPa(abs))

・初期温度：28(℃)

・蒸気の放出条件：0.33(kg/s)（1800sec で停止）

・ヘリウムの放出条件：0.03(kg/s) （1800sec で停止）

・ガス放出区画：図４参照

・スプレイ：無し

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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以上より，格納容器漏えいによる水素や水蒸気の放出を想定して，ガス拡散・混

合を評価する原子炉建物水素流動解析に本解析コードを適用するのは妥当である。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表１ NUPEC試験体系の内部区画（出典：[1]Table3-2） 
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図２ 水素濃度の範囲と試験スケール（出典：[1]Fig.3-1） 

 

 

図３ NUPEC試験体系の概要（出典：[2]Fig.17-1） 
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図４ NUPEC試験体系における区画と開口部（出典：[2]Fig.17-2） 
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図５ NUPEC試験体系におけるヘリウム濃度及び圧力の計測点（出典：[3]図3.1.4） 
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図６ NUPEC試験の解析モデル概要（出典：[2]Fig.17-3） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



参考 4-10 

図７ NUPEC 試験の解析モデルにおける分布定数系によるノード分割（出典：

[2]Fig.17-4） 

図８ 格納容器圧力（出典：[2]Fig.17-16） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図９ 格納容器温度（出典：[2]Fig.17-17） 

図10 ヘリウム濃度（出典：[2]Fig.17-19） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 水蒸気凝縮(壁面熱伝達)への適用性

凝縮熱伝達モデルとして，DLM-FMモデル(Diffusion Layer Model with enhancement

due to filmroughening and mist generation in the boundary layer)を使用した。

本モデルは，液膜の擾乱や壁面付近での液滴発生を考慮した最適評価モデルである。 

本モデルで評価した凝縮熱伝達について，個別効果試験データとの比較を図11に

示す。比較する試験パラメータの範囲を以下に示す。 

図 11 に示すとおり，ほとんどの試験データに対して約 20％以内で予測できてい

る。原子炉建物水素対策の有効性評価で想定されるパラメータ範囲は，以下に示す

ように試験パラメータの範囲を概ね満たすことから，本モデルを適用するのは妥当

である。 

図11 DLM-FMモデルの試験データとの比較（出典：[2]Fig.5-40） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(3) 構造体内部熱伝導 

原子炉建物原子炉棟４階の壁及び天井の構造体を熱伝導体とみなし，ＧＯＴＨＩＣ

コードに内蔵されている１次元熱伝導モデルを使用している。 

円筒の熱伝導体において，熱伝導体の初期温度を 500(F)，熱伝導体周りの流体温

度を 200(F)とした条件で，ＧＯＴＨＩＣコードで評価した円筒中心の温度の時間変

化と理論解との比較を図12 に示す。ＧＯＴＨＩＣコードは理論解とよく一致してお

り，原子炉建物水素対策の有効性評価の中で，構造体内部熱伝導へ本モデルを適用す

ることは妥当である。 

 

 

図12 円筒中心温度の１次元熱伝導モデルによる計算結果(変数名：TA3) 

と解析解(変数名：TC3T)との比較(出典：[2] Fig.4-11) 

 

(4) ＰＡＲモデル 

原子炉建物原子炉棟４階のような相対的に広大な空間に設置されたＰＡＲによる

水素再結合挙動を，本解析コードによって適切に行えるかどうかについては，以下の

２つの点に着目して検討する必要がある。 

 

・本解析コードでモデル化するＰＡＲにおいて，本来，ＰＡＲ内部で生じている

ような局所的な熱・流動影響を伴う水素・酸素再結合を取り扱えるか 

 

・ＰＡＲの大きさに対して，相対的に空間スケールの大きい「粗メッシュ」モデ

ルによっても，適正なＰＡＲ流入気体条件（水素，酸素濃度，気体温度，圧力）

を与えることができるか 

以下では，これらの観点に対しての考察・検討を示す。 
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① ＰＡＲ内の局所流動の扱い 

ＰＡＲの内部においては，カートリッジにおける水素・酸素の再結合開始に伴い，

カートリッジでの再結合熱の流入気体への伝熱，伝熱に伴う気体の浮力による上昇流

の発生，及び上昇流に対する流動抵抗の発生等，複雑な熱流動が発生していると考え

られる。 

 

ＫＡＬＩ試験[4]でのＰＡＲの水素処理量の基本式についての妥当性検証解析にお

いては，試験容器容積とＰＡＲの入口において計測された水素濃度の変化，気体温度

及び容器内の気体圧力（図13）より求めた処理速度の実験値と，試験条件(温度，圧

力は代表値)を相関式への入力値として与えて算出した処理速度を比較しており，こ

れによって相関式の妥当性が確認された。すなわち，ＰＡＲ内部の複雑な流動の結果

としての水素処理容量をＰＡＲの入口において計測された水素濃度，気体温度及び気

体圧力の関数として整理して与えたものが，水素処理容量相関式である。水素処理容

量相関式はＰＡＲ内の浮力や流動抵抗などの局所流動及び水素処理特性を内包して

おり，ＰＡＲ入口条件として水素濃度，気体圧力，気体温度を与えれば，これらのＰ

ＡＲ内部の局所性を陰に含んだ形で，当該ＰＡＲ水素処理容量を得ることができるよ

うに配慮されている。 
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図13 ＫＡＬＩ試験の計測位置 

② ＧＯＴＨＩＣにおけるＰＡＲのモデル化

ＧＯＴＨＩＣにおいては，ＮＩＳ社製のＰＡＲによる水素処理相関式を，機器モデ

ルの一つであるVolumetric Fan モデル及びHydrogen Recombiner モデルで模擬して

いる。ＧＯＴＨＩＣにおけるＰＡＲの組込みロジックを図14に示す。 

まず，Volumetric Fan モデルによる体積流量の制御を使用して，Fischer[5]の相関

式に示されるＰＡＲ入口から自然に引き込まれる体積流量を模擬し，次に，Hydrogen 

Recombiner モデルを使用して，Volumetric Fan モデルで模擬した体積流量，ＰＡＲ

入口の水素濃度などのパラメータから上記の相関式で計算される水素処理容量を模

擬している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図14 ＰＡＲの組み込みロジック 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

参考 4-17 

 

③ ＧＯＴＨＩＣのオペフロ解析モデルとＰＡＲモデルの関係 

上記②により，ＧＯＴＨＩＣコードにおいて，ＰＡＲの水素処理容量相関式を忠実

にモデル化していることが確認された。また，①により，ＰＡＲ入口の水素濃度，気

体圧力，気体温度を与えれば，適正な水素処理容量を計算できることが確認された。 

ＧＯＴＨＩＣによるＰＡＲの解析においては，オペフロ内のサブボリュームの大き

さは，ＰＡＲの大きさと比較して大きく，ＰＡＲ入口部を局所的にモデル化はしてい

ない。すなわち，ＰＡＲの水素処理量を適正に評価するためには，ＰＡＲの入口条件

を適切に評価する必要がある。これについて考察を行った。 

ＰＡＲモデルでは，フローパスの入口と出口を同じサブボリュームに接続し，同サ

ブボリュームの水素濃度・酸素濃度・温度をＰＡＲ入口の条件として使用している。

ＰＡＲが設置される実機建物体系では，作動中のＰＡＲ排気は周囲雰囲気に比べて高

温であるので，上方へ立ち昇って行き，ＰＡＲの周囲に留まることはないと考えられ

るため，このようにＰＡＲ設置ボリュームに排気を混合させるモデル化は，以下に示

すとおり保守的な設定と考える。 

 

・ 水素濃度 

ＰＡＲで処理され水素濃度が低くなったガスが，フローパスの出口より同サブボ

リュームに排出され混合する。そのため，同サブボリュームの水素濃度は，実際

のＰＡＲ入口の水素濃度よりも低くなり，相関式で計算した水素処理容量が小さ

くなるため保守的な設定と考える。 

 

・ 酸素濃度 

ＰＡＲで処理され酸素濃度が低くなったガスが，フローパスの出口より同サブボ

リュームに排出され混合する。そのため，同サブボリュームの酸素濃度は，実際

のＰＡＲ入口の酸素濃度よりも低くなり，ＰＡＲの起動の観点で保守的な設定と

考える。ただし，島根原子力発電所２号炉の場合，水素発生量に比べて十分な酸

素量を有しており，酸素濃度による影響はない。 

 

・ 気体温度 

ＧＯＴＨＩＣモデルにおいては，ＰＡＲの水素・酸素再結合による発生熱量が，

サブノード内の気体全体を加熱するため，ＰＡＲ出口温度については，実際より

も低く評価され，浮力による上昇速度が実際よりも小さくなる。これは，原子炉

建物原子炉棟４階内の気体の混合性を小さくする。水素濃度分布の局所化や成層

化の観点からは，原子炉建物原子炉棟４階内の気体の混合性が促進されないほう

が一般に厳しい評価となると考えられる。 

また，ＰＡＲに流入する気体温度の観点からは，実際よりも高温な気体がＰＡＲ

に流入することになり，これはＰＡＲの水素処理速度を実際よりも低下させる方

向に作用するため保守的な設定と考える。 
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・ 気体圧力 

解析においては，サブボリューム内の気体圧力は一定である。一方，実際の流

動においては，圧力に分布がある。しかしながら，解析対象としているような，

解放空間における空間内の圧力差は小さく，圧力分布を均一に扱っている影響

は僅少と考えられる。 

 

④ ＰＡＲ設置状態における総合的な解析能力 

3.(1)に示したNUPEC試験についての解析は，上記の①～③が適合する状況で行わ

れたものであり，この結果は，3.(1)で先述のように，ＧＯＴＨＩＣで適切なＰＡＲ

解析を行い得ることを示している。 

 

以上から，ＧＯＴＨＩＣコードによるＰＡＲ解析については， 

・ＰＡＲ内の局所性については，ＰＡＲ入口条件に縮約された水素処理容量相関式

により， 

・ＰＡＲ周囲を比較的粗メッシュで扱っていることについては，その設定がＰＡＲ

の水素処理量や原子炉建物原子炉棟４階内のガス混合性を低く見積もる定性的

傾向があることにより， 

評価モデルとしては適正であることを示した。 

また，総合的な評価能力については，3.(1)の実験解析により，適切な解析能力

があることを示した。 

 

以上の検討から，ＧＯＴＨＩＣにおけるＰＡＲのモデル化，及び同モデルを用い

ての水素・酸素再結合解析は適正に実施できる。 
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参考 5-1 

重大事故等時に発生が想定されるガス等による被毒について 

パラジウムを触媒として使用するＮＩＳ製のＰＡＲに対しては，ハロゲンをはじめと

する反応阻害物質による水素処理性能への影響が知られていることから，反応阻害物質

として炉心損傷時の核分裂生成物のハロゲンの大部分を占めるよう素による影響につ

いて確認を行っている。 

一方，よう素以外の重大事故等時に発生が予想されるガス等によるパラジウム触媒へ

の被毒について，Southern Nuclear Engineering (SNE)の試験にて評価が行われている

ことから，その試験結果を基に格納容器から原子炉建物原子炉棟内にガス等が放出され

た場合の影響について確認を行った。 

1. 対象とする化学物質

1997 年 5 月 22 日に EPRI（米国電力研究所）によって発行された文献によると，

Southern Nuclear Engineering (SNE)の試験において，プラントで一般的に使用される

化学物質（有機溶剤，機械油等）とＬＯＣＡ後の核分裂生成物がパラジウム触媒の水素

除去効率へ及ぼす影響について評価を行っている。 

対象とした化学物質は表１のとおりであり，加圧水型軽水炉の格納容器内で存在また

は発生しうる一般的に使用される化学物質とＬＯＣＡ後の核分裂生成物（ハロゲンを除

く）を，触媒活性への影響に関わらず選定している。 

なお，ここでは格納容器から原子炉建物原子炉棟内への漏えいを想定し，表１のうち

ガスと揮発性の高い液体について，パラジウム触媒に与える影響の確認を行う。 

表１ SNE試験で確認した化学物質 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2. 試験方法

SNE試験では，図１に示す試験装置を用い，一定時間水素及び化学物質を触媒試験体

に通過させ入口及び出口の水素濃度を測定することで，触媒試験体の水素処理性能の変

化を測定している。触媒試験体は円筒形の触媒ペレットを充填したものを使用している。

試験条件を表２に示す。 

図１ 試験装置概要 

表２ 試験条件 

入口温度 

入口水素濃度 

入口流量 

触媒の種類 

触媒寸法 

化学物質濃度 

試験時間 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3. 試験結果

ガス及び揮発性の高い液体について，パラジウム触媒に対する水素処理性能の低下率

を確認したところ，図２のとおりであり，性能低下は 未満であった。 

図２ ガス及び揮発性の高い液体の水素処理性能低下率 

4. 重大事故等時に発生が想定されるガス等による影響

SNE試験結果により，よう素以外の重大事故等時に発生が想定されるガス等はパラジ

ウム触媒の水素処理性能に対し有意な影響を及ぼさないと考える。 

なお，化学物質のうち一酸化炭素を想定した場合，島根原子力発電所２号炉において，

MCCI により発生する一酸化炭素は，原子炉建物原子炉棟４階に全量漏えいすることは

考えにくいが，仮にＰＡＲの触媒に対して最も厳しい条件である原子炉建物原子炉棟４

階へ全量漏えいするとした場合，一酸化炭素濃度は 約 1.5×10-4 kg/m3 程度であり，

SNE 試験条件の  に比べて十分に低い濃度であることが確認された。また，

ＰＡＲの個数は，反応阻害ファクタとして保守的に0.5（50％の性能低下）を考慮して

算出している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考 6-1 

ＰＡＲ設置箇所の考え方について 

1. ＰＡＲ設置箇所の考え方（階層）

原子炉建物原子炉棟内の水素ガス流路のイメージ図を図１，図２に示す。格納容器の

各ハッチ等から漏えいした水素を含む高温のガスは，原子炉建物原子炉棟４階に上昇す

ると考えられることから，原子炉建物原子炉棟４階にＰＡＲを設置する。 

図１ 水素ガス流路のイメージ図（原子炉建物原子炉棟（断面図）） 

図２ 水素ガス流路のイメージ図（原子炉建物１階 平面図） 
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2. ＰＡＲ設置箇所の考え方（高さ方向）

電共研※1において，ＰＡＲを原子炉建物原子炉棟４階の下層部に設置した場合と上層

部に設置した場合の解析を実施している。解析条件を表１に，解析モデルを図３及び図

４に，境界条件を図５に示す。また，解析結果の断面位置を示した解析モデル拡大図を

図６に，解析に用いたＰＡＲモデル形状を図７に，解析結果を図8-1,8-2に示す。 

 図8-1に示すとおり，ＰＡＲを下層部に設置した場合，格納容器から漏えいした高温

の気体及びＰＡＲの再結合処理に伴う高温の排気による上昇流と，上昇した気体が天井

及び側壁にて冷却されることで発生する下降流により，原子炉建物原子炉棟４階の雰囲

気全体を混合する自然循環流が生じ，水素濃度がほぼ均一になっている。 

 一方，ＰＡＲを上層部に設置した場合は，図8-2に示すとおり，ＰＡＲからの排気は，

再結合反応により発生するエネルギー（1,000kW程度）が大きいのに対して天井までの

移動距離が短いため天井及び側壁で十分冷却されず，原子炉建物原子炉棟４階の雰囲気

全体を混合する自然循環流とならない。その結果，高温かつ水素濃度の低いＰＡＲの排

気ガスが天井付近に蓄積し，温度成層効果により，格納容器から漏えいした水素の上昇

が抑制され，ＰＡＲ下端レベルより下側に高濃度の水素が蓄積する結果となっている。 

 以上のことから，高さ方向のＰＡＲの設置箇所は，より自然循環流が発生しやすい原

子炉建物原子炉棟４階の下層部へ設置することとする。 

※１：電共研「シビアアクシデント時の水素処理技術の開発」（平成26年3月）

表１ 解析条件 

分類 項目 条件 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



参考 6-3 

図３ 解析モデル（平面図） 

図４ 解析モデル（断面図） 

図５ 境界条件 
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図６ 解析モデル拡大図（平面図） 

図７ ＰＡＲモデル形状 
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図8-1 ＰＡＲを下層部に設置した場合 

図8-2 ＰＡＲを上層部に設置した場合 
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3. ＰＡＲ設置箇所の考え方（水平方向） 

 原子炉建物原子炉棟４階の下層部について，現場調査した結果を図９に示す。着色部

については，下記①～③の理由で，設置困難箇所であることを確認した。 

 

＜設置困難箇所の理由＞ 

①定期検査等において，通行や他設備の点検作業の支障となる。（図中  部） 

②水素濃度，放射線量の監視の支障となる。（図中  部） 

③冷却機等の既存設備に干渉する。（図中  部） 

 

 設置困難箇所以外から，ＰＡＲの点検スペースが比較的確保しやすい箇所を抽出した

上で，燃料取替エリアと原子炉補助エリアの空間容積比を考慮した台数のＰＡＲを可能

な範囲で分散配置させるように設置箇所を選定した。 

 

 

 

図９ 現場調査結果（原子炉建物原子炉棟４階） 
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4. 解析モデル設定の考え方

原子炉建物原子炉棟４階の形状を踏まえたサブボリュームの分割の考え方を表２

に示す。また，表２の考え方に基づき設定した解析モデルを図10に示す。 

表２ サブボリューム分割の考え方 

水平方向（第１,２層） 高さ方向（断面図） 

図10 解析モデル 

上記1.～3.に基づきＰＡＲを設置し，4.の解析モデルに基づき水素濃度解析を実施し

た結果，原子炉建物原子炉棟４階における水素濃度は可燃限界未満になることを確認し

たことから，ＰＡＲ設置箇所は妥当であると考える。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

参考資料７ 

参考 7-1 

 

粒子状物質の触媒性能への影響について 

 

触媒の性能低下は，粒子状物質によるパラジウムの物理的閉塞により発生するもので

あり，以下２点の理由により，触媒性能への影響は小さいと考える。（図１） 

①ＰＡＲ内部（カートリッジ間）に発生する上昇気流により，ＰＡＲの下部から上部

へ運ばれる粒子状物質は，触媒カートリッジを鉛直に設置することで，拡散しやす

いガス状物質とは異なり，触媒面への付着（触媒性能低下）が抑制される。 

②カートリッジ内部には触媒を充填しているため，水素及び酸素に比べて粒径が大き

い粒子状物質（約１μm※1）は，開口部近傍の触媒面に付着するが，粒径が小さい水

素（約0.28nm）及び酸素（約0.34nm）は，より内側の触媒面にて反応するため，触

媒性能は低下しにくい構造となっている。 

※１：NUREG/CR-5966より，格納容器内で発生する粒子状物質の粒径は約１μｍを中心に存在しており，

小さいものでも約0.01μｍと水素，酸素に比べて大きい値となっている。（図２） 

 

図１ 触媒カートリッジへの流入概略図 

 

 

図２ 格納容器内の粒子状物質の粒径分布（NUREG/CR-5966より）
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粒子状物質は，格納容器内での沈着や格納容器スプレイによりほぼ除去されることか

ら，原子炉建物原子炉棟への漏えい量はごく少量と考えられ，原子炉建物原子炉棟４階

に全量漏えいすることは考え難い。仮にＰＡＲの触媒に対して最も厳しい条件である原

子炉建物原子炉棟４階へ全量漏えいするとした場合，粒子状物質の濃度は約 3.2×

10-5g/m3である。 

一方，フランスの原子力研究センター（Cadarache）において，フランス電力会社（EDF）

及び原子力安全防護研究所（IPSN）が主体となり，粒子状物質による触媒性能への影響

を確認するためにH2PAR試験※2が実施されており，試験条件を表１に示す。また，試験

装置の概要，試験用ＰＡＲの概要，試験結果及び粒子状物質の粒径分布をそれぞれ図３

～６に示す。H2PAR 試験では，粒子状物質濃度を  （島根原子力発電所２号炉

で想定される粒子状物質濃度の約 105倍）で実施し，ＰＡＲの性能低下が小さいことが

確認されている。 

以上のことから，島根原子力発電所２号炉で想定される粒子状物質がＰＡＲの触媒性

能へ及ぼす影響は小さいと考える。 

※２：RAPPORT D’EXPERIENCE H2PAR ESSAIS E17 et E21(INSTITUT DE  PROTECTION ET DE SURETE

NUCLEAIRE，DEPARTEMENT DE PROTECTION  DE L'ENVIRONNEMENT) 

表１ 試験条件 

試験番号 温度 圧力 粒子状物質 

図３ 試験装置概要 
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図４ 試験用ＰＡＲ概要 

図５ 試験結果（粒子状物質の影響） 

図６ 粒子状物質の粒径分布 
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